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現在の主な鉄筋コンクリート造骨組の耐震設計法でとりいれられている接合部せん断力を制

限する方法では柱梁接合部の損傷を防止できず，接合部せん断力が設計法に規定されたせん断強

度以下であっても架構の強度が設計で期待する梁曲げ強度時の耐力に達しないことがある。柱梁

接合部の破壊は接合部パネルのせん断抵抗機構の劣化によるものではなく，モーメントに対する

抵抗機構が終局状態に達して生じ，柱と梁の曲げ強度が近いと広く起こる現象であることが理論

的にも実験的にもすでに明らかになっている。そして，柱梁接合部の破壊が生じると柱と梁の一

体性が失われ，地震時には層崩壊の危険性が高くなる。しかし，このような柱梁接合部の破壊を

防止する設計は，柱の曲げ強度を著しく大きくする必要があるなど必ずしも合理的ではなく，ま

た，柱梁接合部の破壊によって急激な耐力低下は生じないことから，柱梁接合部の復元力特性，

履歴特性等を評価することが可能であれば，設計において柱梁接合部の破壊を排除する必要はな

いと考えられる。 

以上を踏まえ，本論文は鉄筋コンクリート造柱梁接合部について，終局強度の算定法および柱

梁接合部の部材としての性能評価方法を，接合部パネルのモーメントに対する抵抗機構の力学モ

デルに基づき導いたものである。 

本論文は 7 章により構成されており，以下に本論文の構成に沿って各章ごとに内容の要旨を述

べる。 

 
第 1 章では，本研究の背景と目的を述べている。 

 

第 2 章では，関連する既往の研究についてまとめている。 

まず，柱梁接合部のせん断力に対する抵抗機構に関する研究について述べている。また，Ｌ形

接合部については，接合部パネル内に生じるコンクリートの圧縮束とこれに釣り合う梁・柱主筋

の引張力によるモーメントを考える耐荷機構について述べている。 

次に，本研究の基礎となっている塩原による一連の研究について述べ，柱梁接合部の終局モー

メント，柱梁接合部の釣合破壊，限界補強量などについて述べている。 

さらに，柱梁接合部の復元力特性についての研究について述べている。いずれも接合部パネル

に作用するせん断力とせん断変形角の関係をモデル化するものであった。 



最後に，国内外の代表的な設計基規準における柱梁接合部に関する規定について述べている。

とりあげた設計基規準はいずれも柱梁接合部に生じるせん断力をせん断強度以下となるように

制限するものであった。 

 

第 3 章では，十字形柱梁接合部の終局モーメントの算定法について述べている。 

柱梁接合部に作用するモーメントに対する変形機構と耐荷機構のモデルを基に，柱と梁の形状，

配筋，作用する外力が同一ではない一般的な十字形柱梁接合部について，さまざまな設計因子を

直接とりこんだ柱梁接合部の終局モーメントを算定式が示されている。 

終局モーメントは，柱梁接合部を接合部パネルの 2 つの対角線により分割した 4 つセグメント

に作用する外力と内力の釣り合い条件，および，終局時には柱梁接合部内で引張側の梁・柱主筋

および接合部横補強筋が降伏しているという破壊条件より導いた。また，主筋の降伏と斜めスト

ラット上のコンクリートの圧壊が同時に生じる釣り合い破壊について，釣合破壊時の主筋の伸び

に適合する柱梁接合部の変形とコンクリートの圧縮ひずみによる柱梁接合部の変形が等しいと

いう変形の適合条件よりコンクリートストラットの幅を求め，このときのコンクリートの応力と

釣り合う鉄筋量を限界補強量として算定する方法を示した。 

十字形部分架構の水平加力実験の結果との比較した結果，算定式はコンクリート強度，主筋量，

柱梁強度比，スパン長さ等の設計因子が終局モーメントに与える影響を評価できていた。ただし，

主筋間距離比の影響については，主筋量が多く，主筋間距離比が 0.5 に近いような場合について

は終局モーメントの計算値は実験値に対して過小評価であった。 

また，既往の実験データベースの実験結果との比較を行い，実験で主筋降伏前に接合部破壊し

た試験体は主筋量が算定された限界補強量上回っていることを示し，限界補強量によって破壊形

式を制御する妥当性を示した。また，実験における最大耐力と，梁・柱の曲げ終局時および柱梁

接合部の終局モーメントのうち最小のものを部分架構の最大耐力とする計算値の比較では，実験

値と計算値の対応はよかった。しかし，柱梁接合部の終局モーメントが梁・柱の曲げ強度時のモ

ーメントを上回っている場合でも，実験では主筋降伏後の接合部破壊が生じたと報告された試験

体も多く，柱梁接合部の強度を確保するだけでは柱梁接合部の損傷を抑えることはできないこと

がわかった。 

 

第 4 章では，ト形柱梁接合部の終局モーメントの算定法について述べている。 

ト形柱梁接合部について，十字形接合部と同様に柱梁接合部のモーメントに対する抵抗機構に

基づき終局モーメントの定式化を行った。ト形接合部では鉄筋の降伏位置および拡大するひび割

れに応じた 4 つの終局状態を仮定し，それぞれについて外力と内力の釣り合いと鉄筋の降伏条件

から終局モーメントを定式化した。また，十字形柱梁接合部の場合と同様に釣り合い破壊時の鉄

筋の伸びとコンクリートのひずみから釣り合い破壊時のコンクリートストラットの幅を求め，限

界補強量を算定する方法を示した。 

ト形柱梁接合部部分架構の水平加力実験との比較では，本論文で示した終局モーメントの算定



法は主筋量，横補強筋量，柱梁強度比，梁主筋の定着長さといった設計因子の効果を評価するこ

とが可能であった。 

また，既往の実験データベースの実験結果との比較を行い，限界補強量による主筋降伏前の接

合部破壊の判別が可能であり，部分架構の最大耐力は柱・梁・柱梁接合部の終局強度のうち最小

のものを架構の最大耐力とすることで算定することができることを確認した。 

 

第 5 章では，Ｌ形柱梁接合部の終局モーメントの算定法について述べている。 

Ｌ形柱梁接合部について，開く方向と閉じる方向に分けて十字形接合部と同様に柱梁接合部の

モーメントに対する抵抗機構に基づき終局モーメントの定式化を行った。 

開く方向では梁と柱の主筋の定着端を結ぶ向きに形成される圧縮ストラットに沿ったひび割

れ面が開く変形機構および梁端，柱端のいずれかのひび割れが開く変形機構についてそれぞれの

終局状態を仮定し，終局モーメントを定式化した。また，鉄筋の伸びとコンクリートのひずみに

よる接合部パネルの変形の適合条件を用いて限界補強量を定式化した。 

閉じる方向では，梁の上端主筋の折り曲げ位置と柱と梁の入隅部を結ぶ向きに形成される圧縮

ストラットに沿ったひび割れ面が開く変形機構および梁端，柱端のいずれかのひび割れが開く変

形機構についてそれぞれの終局状態を仮定し，終局モーメントを定式化した。また，他の場合と

同様にして限界補強量の定式化を行った。 

開く方向については，L 形接合部部分架構の水平加力実験との比較により，計算値が主筋量，

接合部横補強筋量，梁下端主筋の定着長さの影響を適切に評価できることが確認された。全体と

しては実験値と計算値の対応はよかったが，柱端のひび割れ面における終局モーメントが実験値

より小さくなっており，過小評価する傾向となった。 

既往の実験データベースの実験結果との比較では，限界補強量は開く方向の終局モーメントは

おおむね妥当であるが，閉じる方向については過大な算定値となっていることがわかった。また，

開く方向については柱梁接合部の終局モーメントを考慮することでおおむね最大耐力の推定が

できること，閉じる方向については主筋が降伏していればほとんどの場合に梁曲げ強度時の計算

値が発揮されていることがわかった。閉じる方向では本論文の終局強度では考慮していない主筋

の定着耐力の不足や補強筋の不足により斜めひび割れが拡大する破壊が生じたために終局モー

メントの計算値が過大となる場合があった。 

 

第 6 章では，柱梁接合部の復元力特性，等価粘性減衰定数および主筋降伏前の接合部破壊を防

止するための限界補強量の実用的な算定法が示されている。 

柱梁接合部の復元力特性は，接合部パネルに作用するモーメントと接合部パネルのフェースの

回転角の関係で表し，柱梁接合部の変形には接合部パネルからの主筋の抜け出しによる部材端の

ひび割れによる回転も含むものとして定義した。復元力特性上の特性点は斜めひび割れ発生点，

主筋の降伏点，最大耐力点とした。 

各特性点における接合部パネルの変形角は，そのときのコンクリートのひずみもしくは主筋の



ひずみに適合するように定めた。特性点でのモーメントはそのときのコンクリートの応力，もし

くは主筋の応力を仮定して内力と外力の釣り合いから定めた。ここで，終局モーメントは 3～5

章で求めた各形状の柱梁接合部の終局モーメントの算定法を簡略化したものである。 

等価粘性減衰定数は，繰り返し載荷時の柱梁接合部の復元力特性について，除荷時の残留変形，

スリップ型の履歴特性の硬化開始点の変形角とモーメントを算定する方法を示し，これに基づい

て定振幅の繰り返し載荷時の履歴吸収エネルギーから算定式を導いた。 

最後に，主筋降伏前の接合部破壊を防止するための限界補強量の算定式を，3～5 章で求めた

理論式を簡略化して定めた。 

各算定式の妥当性は，部分架構の水平加力実験および実験データベースの実験結果との比較に

より確認した。骨格曲線上の特性点については各点のモーメントは比較的精度よく推定が可能で，

設計因子の影響も表すことができるものであった。変形角はややばらつきのある結果となった。 

限界補強量の算定式は L 形接合部の閉じる方向を除いて妥当なものであった。 

 

第 7 章は，本論文のまとめと今後の課題を述べている。 
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1. 序論 

1.1 研究の背景と目的 

鉄筋コンクリート（RC）造の耐震設計では柱梁接合部の破壊は許容されるべきではないとされ，日本建築学

会の設計指針[1.1]など現行の耐震設計法の多くでは柱梁接合部に生じるせん断力をせん断強度以下とすること

で間接的に柱梁接合部の損傷を制御している。そして，この接合部せん断力に関する規定を満足すれば，その

柱梁接合部に接続する梁・柱はその強度を発揮することができるとされている。また，柱梁接合部のせん断破

壊が防止されていれば柱梁接合部の変形は無視できるほど小さくなると考えられており，構造解析における骨

組み架構のモデル化では柱梁接合部は剛域とすることが一般的である。 

 

柱梁接合部の破壊を防止するための終局強度を導出するための接合部パネル内のせん断抵抗機構のモデル化

については様々な提案がされているが，柱梁接合部に関わる多くの設計因子の影響すべてを考慮できるもので

はなく，種々のケースすべてに適応できる精度良いモデルは未だに得られていない。そのため，例えば日本建

築学会の設計指針[1.1]における接合部の強度式は実験資料に基づく経験式である。また，既往の実験結果を統

計的に分析，検討した研究[1.2]なども行われており，各種の影響因子が柱梁接合部の耐震性能に与える効果の有

意性は収集データから示されているが，それらの効果のメカニズムについては十分に解明されておらず，必ず

しも設計法には反映されていない。 

 

設計指針等における接合部せん断力に関する規定を満足する，すなわち柱梁接合部のせん断終局強度が想定

する降伏機構形成時の接合部せん断力を上回っていれば，梁または柱の主筋の降伏が柱梁接合部の破壊に先行

することは種々の実験により確かめられている。既往の実験データベースの分析でもせん断余裕度（学会指針

[1.1]に規定された接合部せん断強度の梁曲げ強度時の接合部せん断力に対する比）が 1 以上の範囲には梁降伏

前の接合部破壊（J 型破壊）した試験体はほとんど存在しない（図 1-1）。 

一方，接合部せん断力に関する規定を満足し梁主筋が降伏すれば梁はその曲げ強度を発揮していると考えら

れてきた。既往の実験における試験体のデータベースについて，接合部せん断余裕度と実験における最大層せ

ん断力の梁曲げ終局強度時層せん断力計算値に対する比をプロットすると（図 1-2），梁主筋の降伏前に接合部

破壊した（J 型破壊）試験体のほとんどは接合部せん断余裕度 1 以下にプロットされており，梁主筋降伏前に

接合部が破壊して梁曲げ強度を発揮できないケースはこの接合部せん断余裕度を指標に防止できることもわか

る。しかし，接合部せん断余裕度 1 以上に分布する試験体のうち 50%程度は梁主筋降伏後の接合部破壊（BJ 型）

で柱梁接合部の損傷が大きかったと報告されており，さらに，接合部せん断余裕度 1 以上の試験体のうち 15%

程度の試験体では梁曲げ終局強度時の層せん断力計算値に達していない。すなわち，接合部せん断余裕度 1 以

上であるので実際に設計される条件を満たしているにもかかわらず，設計で期待される架構の強度が発揮され

ない場合がかなりあることを示している。 

 

このような柱梁接合部のせん断強度の余裕度によらず柱梁接合部に損傷が集中し，梁曲げ降伏ヒンジが形成

されず架構の耐力が発揮されない現象は，近年，塩原によって指摘され，理論的に説明されている[1.3] [1.4] [1.5]。

塩原は，柱梁接合部を含む架構の耐力の低下は接合部パネル内のせん断抵抗機構の劣化によるものではなく，
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柱梁接合部内で梁および柱の主筋が降伏し柱梁接合部に作用するモーメントに対する抵抗機構が終局状態に達

して柱梁接合部に生じた斜めひび割れが拡大して接合部の変形と破壊が進行するとした。このような柱梁接合

部の破壊は柱曲げ強度と梁曲げ強度の比（柱梁強度比）が 1.0 から 2.0 の場合に広く生じる現象であり，柱梁

接合部部分架構の実験によっても実証され，柱梁強度比が 0.8〜1.5 程度の範囲では梁（もしくは柱）主筋が降

伏しているにも関わらず梁（柱）の曲げ強度の計算値より低い強度しか発揮されず，柱梁強度比がちょうど 1.0 

の場合には梁曲げ強度の計算値の 70%から 85%程度の強度しか発揮されないことが確認されている[1.6][1.7] 

[1.8]。 

 

このように柱梁接合部では梁および柱の主筋の降伏によりコンクリートの圧壊が顕著に生じなくてもひび割

れの拡大により剛性が著しく低下し，変形が増大しても外力に対する抵抗が増加しない接合部降伏とも呼ぶべ

き現象が生じる。そして，この接合部降伏が生じると架構の履歴特性は梁曲げ降伏型のエネルギー吸収能に富

んだ紡錘型の履歴とは異なり，スリップ性状の強いエネルギー吸収能に乏しいものとなる。さらに，剛性が低

下するだけではなく，柱梁接合部の斜めひび割れの拡大や圧壊が生じて塑性化が著しく進むと柱梁接合部の変

形は一様なせん断変形とはいえなくなる[1.9]。そのため，このような接合部破壊がある層の上下で同時に生じ

ると柱の上下に降伏ヒンジが生じた場合と同様に骨組が不安定になり層崩壊が生じてしまう。柱梁接合部をコ

ンクリート，鉄筋および付着を表わす 1 軸バネのみで構成した柱梁接合部のマクロエレメントを用いた無限均

等ラーメンの地震応答解析でも，入力地震動を徐々に大きくして骨組が崩壊するまで地震応答解析を行うと柱

梁強度比が小さく 1 に近いほど特定の層に変形が集中し，層間変形角が急増する地震動の大きさは小さく，ま

た骨組が崩壊する地震動のレベルも小さくなることが明らかになっている[1.10]。 

 

等価線形化法をはじめとする地震時の架構の応答を推定し応答に対して架構の状態を検証する性能評価型の

設計では，架構の変形と水平力の関係を定めることが必要となる。また，地震時の応答の推定には架構の減衰

性能の評価も必要となる。 

従来は保証設計で接合部せん断力のチェックを行い，その上で接合部パネルを剛域もしくはせん断パネルで

モデル化して骨組の解析を行っているが，ここまでに述べてきたように柱梁強度比が 1 から 2 程度の範囲では

接合部降伏が広く生じ，架構の保有水平耐力，履歴エネルギー吸収能を危険側に評価する恐れがある。これを

防ぐためには保証設計で接合部せん断力についての確認するだけで不十分である。接合部降伏は柱と梁の曲げ

強度が近いと生じる現象であるから，従来の骨組のモデル化手法をそのまま用いるためには例えば保証設計に

より柱梁強度比の確保などにより接合部降伏が生じないようにする設計法も考えられる。しかし，この方法で

は柱の曲げ強度を大きくとらなければならなくなる。しかし，柱梁強度比を確保する以外にも耐震壁など他の

要素と組み合わせる方法で架構の耐震性能を確保する方法もありえるなど，柱梁強度比を確保することで接合

部降伏を防止する方法は架構の耐震安全性の確保の点からは必ずしも合理的ではない。 

 

一方，柱梁接合部は破壊が生じても急激な耐力低下はなく，梁・柱・耐震壁のせん断破壊のような脆性的な

破壊ではない。そのため，柱梁接合部の地震時の性能を適切に評価し，架構の耐力，変形性能，減衰性能を精

確に評価することが可能であれば，設計において接合部破壊を排除する必要はないと考えられる。そのために

は，柱梁接合部も 1 つの部材としてみなし，復元力特性を設定し，外力と変形の関係における等価粘性減衰の

評価が必要となる。 
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以上を踏まえ，本論文では，まず接合部降伏する場合の柱梁接合部の終局強度の理論的な算定方法を構築す

る。ここで，柱梁接合部の外力に対する抵抗機構および変形機構は塩原の提案する 9 自由度モデル[1.3]を基礎

としている。塩原は対称性を仮定し 3 自由度に縮約した十字形柱梁接合部の終局モーメントの算定式を示して

いるが，本論文の算定方法はこのモデルを対称性の仮定を除いて拡張し，さらにト形およびＬ形柱梁接合部に

ついても検討する。 

さらに，そこでの検討を踏まえ，実務において必要な柱梁接合部の性能評価に必要な，復元力特性，等価粘

性減衰定数の設定方法，および，これらを用いた柱梁接合部のモデル化では考慮していない破壊形式を防止す

るための保証設計で必要な項目について，その方法を提案することを最終的な本論文の目的とする。 
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(a) 十字形接合部 
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(b) ト形接合部（折り曲げ定着） 
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(b) ト形接合部（機械式定着） 

図 1-1 既往の実験データベースにおける接合部せん断余裕度と破壊形式 
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図 1-2 接合部せん断余裕度と最大耐力の関係 
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1.2 本論の構成 

本論文の構成は以下の通りである。 

 

第 1 章 序論 

本研究の背景と目的について述べる。 

 

第 2 章 既往の研究 

鉄筋コンクリート造柱梁接合部の耐力機構および復元力特性の設定方法に関する既往の研究について述べ，

さらに現在の耐震設計における柱梁接合部に関する規定について述べる。 

 

第 3 章 十字形柱梁接合部の終局モーメント 

第 4 章 ト形柱梁接合部の終局モーメント 

第 5 章 Ｌ形柱梁接合部の終局モーメント 

それぞれ，十字形，ト形，Ｌ形柱梁接合部について，理論的な終局モーメントの算定方法について述べる。

また，実験結果との比較により，構築した算定方法が柱梁接合部の終局強度に対する影響因子の効果を反映で

きるかの確認を行い，適用性を検討する。 

 

第 6 章 柱梁接合部の性能評価式 

柱梁接合部の復元力特性の設定方法，等価粘性減衰定数の算定方法および保証設計における主筋降伏前の接

合部破壊の防止方法について述べる。復元力特性は柱梁接合部に作用するモーメントと接合部パネルのフェー

スの回転角の関係で表し，骨格曲線上の特性点は斜めひび割れ点，降伏点，最大耐力点とする。評価式の精度

は，部分架構の実験結果との比較および既往の実験データベースを用いて検討する。 

 

第 7 章 結論 

本論文のまとめおよび今後の課題について述べる。 

 

付録 

A1 柱と梁の強度が近い柱梁接合部部分架構の水平加力実験 

筆者らが行った柱と梁の強度が近い十字形，ト形，Ｌ形接合部部分架構の水平加力実験の概要を示す。 

A2 既往の実験データベース 

文献調査により収集した，既往の柱梁接合部部分架構の実験における試験体データベースの概要について示

す。 
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2. 既往の研究 

2.1 柱梁接合部のせん断抵抗機構に関する研究 

(1) Pulay らの研究[2.1] 

柱梁接合部に作用するせん断力を接合部内で伝達抵抗機構として，コンクリートストラット機構とトラス機

構の組み合わせによる抵抗機構を提案している。コンクリートストラット機構は接合部パネルの圧縮側のコー

ナーを結ぶコンクリートの圧縮束であり，トラス機構は水平および鉛直の補強筋と主筋により構成される。 

そして，梁端部にヒンジが形成されるとストラット機構による伝達割合が低下し，水平せん断力の大半はト

ラス機構により伝達されるようになるとしている。この考えに基づいて 1982 年版の NZ 規準では柱梁接合部に

作用するせん断力はすべて接合部内の補強筋で処理しなければならないとされている。 

 

 

 

図 2-1 柱梁接合部のせん断抵抗機構による応力[2.1] 

 

(2) 市之瀬による研究[2.2][2.3] 

Paulay らの理論の軸力の影響を考慮することができない，梁の上下の主筋量が異なる場合の影響を考慮する

ことができない，トラス機構の角度を任意にとることができないため水平および鉛直の補強筋量を別々に算定

する必要があるといった問題点を克服するため，(i)トラス機構，(ii)準ストラット機構 a（上端筋の付着力のみ

を負担するストラット機構），(iii)準ストラット機構 b（上端筋および下端筋の付着力のみを負担するストラッ

ト機構）より構成される柱梁接合部のせん断抵抗機構を提案している。そして，力の釣り合いから，付着が良

好でコンクリートの圧縮強度が無限に大きいという条件下で必要な柱梁接合部の横補強筋量の算定式を提案し

ている。[2.2] 



2-2 

さらに，市之瀬は抵抗機構を 9 つまで増やすことにより付着が不十分な場合も含むせん断抵抗機構を提案し

ている。[2.3] 

 

 

 

(a) トラス機構 (b) 準ストラット機構 a (c) 準ストラット機構 b 

図 2-2 接合部のせん断抵抗機構[2.2] 

 

(3) 藤井らによる研究[2.4][2.5] 

対象を外部柱梁接合部に限定して耐荷機構を提案し，接合部まわりの応力条件，配筋を与えることにより接

合部に形成されうる抵抗機構を解析に求める方法を示している。ここで，接合部のせん断抵抗機構は，(i) コン

クリート束機構，(ii) 一様トラス機構，(iii) 束・扇型トラス合成機構からなるものとしている。[2.4] 

さらに，藤井らはこのモデルを内部接合部の場合に拡張した簡易な解析法を提案した。内部柱接合部では 6

種類の基本的なせん断抵抗機構を用い，各機構の構成力と梁，柱から作用する外力の釣り合い式から接合部に

形成される抵抗機構を同定している。[2.5] 

 

図 2-3 せん断抵抗機構モデル[2.4] 
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2.2 Ｌ形接合部の曲げ耐力機構に着目した研究 

(1) 青田らによる研究[2.6] 

開く方向の加力では，梁あるいは柱の主筋が降伏していても実験における最大耐力は梁曲げ終局時の計算値

に比べて小さい場合があることを指摘し，この現象に対して，接合部パネル内に生じるコンクリートの圧縮束

の圧縮力と釣り合う梁・柱の主筋の引張力によるモーメントを考え，入隅部で交わる梁・柱の主筋から圧縮束

までの斜め方向の距離を有効せいとした曲げ強度式を提案している。 

 

 

 

図 2-4 開く方向の載荷における接合部の抵抗機構[2.6] 

 

 

(2) 崔らによる研究[2.7] 

崔らは自ら実施した実験結果に基づき，Ｌ字形接合部の耐力機構には，ストラット機構とトラス機構からな

るせん断耐力機構のほか，曲げ耐力機構も存在することを指摘している。開く方向においては梁端部に生じる

コンクリートの圧縮力が主として柱主筋の定着端の高さ付近に生じるとして梁端における曲げ強度を求める方

法を示している。そして，接合部の曲げ強度は閉じる方向の加力では梁上端主筋の定着強度の影響が大きく，

開く方向の加力では接合部横補強筋と梁および柱主筋の定着長さの影響を受けることを明らかにした。 

 

 

図 2-5 梁，柱曲げ圧縮力に対する抵抗機構モデル[2.7] 
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2.3 塩原による一連の研究 

(1) 柱梁接合部の破壊に関する指摘[2.8][2.9]など 

柱梁接合部の破壊とは，接合部パネルのコンクリートの圧壊が生じずせん断力に対する抵抗機構が健全であ

っても，柱梁接合部内での主筋の引張降伏や主筋の弾性変形の増大によって接合部パネルの斜めひび割れの拡

大して柱梁接合部の変形が増大する現象であると指摘した。 

さらに，接合部パネルを斜めひび割れで分割した 4 つの領域に分割し，それぞれのセグメント上の力の釣り

合いと材料の降伏条件を用いることで外力と内部応力の関係を導き，十字形接合部の終局強度と破壊モードの

推定ができることを示した。 

 

 

図 2-6 接合部の変形機構[2.8] 

 

図 2-7 柱梁接合部パネルに生じている内力[2.9] 

 

(2) 数理モデルを用いた解析的研究[2.10]など 

前述のモデルをもとに，主筋の付着性状等の条件も導入し，柱梁接合部の終局強度および破壊モードに与え

るコンクリート強度，せん断補強筋量，柱軸力比などの影響を定量的に検討した[2.11]。 

さらに，十字形接合部の実験の観察に基づいて提案されたモデルをト形接合部[2.12]，Ｌ形接合部[2.13]にも

拡張し，十字形接合部の場合と同様に終局強度や破壊モードの推定が可能であることを示した。ト形接合部，
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Ｌ形接合部についても柱梁接合部に関する諸元が終局強度や破壊モードに与える影響を定量的に検討している。 

これらの一連の研究では力の釣り合いと材料の破壊条件から導かれた支配方程式は高次であったため，数値

解析により解を得ている。 

 

 

(a) 十字形接合部 

 

(b) ト形接合部 

 

(c) Ｌ形接合部 

図 2-8 柱梁接合部のモーメントに対する抵抗機構と変形[2.10] 

 

(3) 柱梁接合部の破壊に対する新しい概念の提唱[2.14] [2.15] [2.16] 

柱梁接合部を斜めひび割れにより分割される 4 つのフリーボディからなり，相対的に 9 つの自由度をもつ 9

自由度モデルを提案した。このモデルを用いて斜めひび割れ発生前および発生後のコンクリートの応力と鉄筋

の応力の状態を説明している。 

9 自由度モデルに基づき接合部内の応力分布から，柱主筋と梁主筋が降伏し，かつ，接合部中央に形成され
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るコンクリートの圧縮束のひずみ度がコンクリートの圧壊時のひずみに達する状態を柱梁接合部の終局状態を

定義し，このときの節点モーメントを柱梁接合部の終局モーメントと定義している。そして，力の釣り合いか

ら柱の曲げ強度と梁の曲げ強度が等しく，接合部横補強筋のないもっとも単純な十字形柱梁接合部の終局モー

メントを直接与える代数式を導いた。そして，この柱梁接合部の終局モーメントは梁断面が曲げ終局モーメン

トに達するときの節点モーメントに比べて常に小さいことを明らかにした。 

さらに，梁曲げ降伏型の柱梁接合部においては，梁の主筋降伏後には接合部の変形の増大につれて接合部内

で斜めひび割れが発生し，それに伴って柱主筋には付加引張力が生じ，柱主筋も降伏に至り終局モーメントに

達すると仮定し，梁曲げ強度と柱曲げ強度が等しくない場合の終局モーメントを表す代数式を導いている。こ

の代数式から柱梁強度比（梁と柱の曲げ終局時の節点モーメントの比）および接合部に作用する圧縮軸力，横

補強筋による受動的な拘束力などが柱梁接合部の終局モーメントの増大に及ぼす効果を定量的に明らかにした。 

また，主筋量を増していくと，コンクリートの主ひずみが接合部中央で圧壊するひずみに達すると同時に柱・

梁主筋が降伏に達する現象が生じるとし，これを柱梁接合部の釣合破壊と定義している。対称な外力が作用す

る柱梁接合部に対して釣合破壊時のモーメントを表す式を導いた。さらに，釣合破壊が生じるときの柱・梁の

主筋量を限界補強量と定義し，限界補強量を表す式を導いた。 

 

 

 

図 2-9 柱梁接合部の 9 自由度モデル[2.14] 

 

 

図 2-10 柱梁接合部の終局モーメントと梁曲げ終局時の節点モーメントの関係の例[2.14] 
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2.4 柱梁接合部の復元力特性のモデル化に関する研究 

(1) 北山による研究[2.17] 

接合部パネルのせん断変形角とせん断応力度の関係の包絡線を斜めひび割れ発生とせん断強度到達とによっ

て剛性が急変する折れ線で構成したモデルを提案している。梁降伏型の骨組みを想定し，接合部のせん断強度

が不明であっても梁降伏により接合部入力せん断力が一定になることを前提として，既往の実験結果を用いて

初期剛性と斜めひび割れ強度およびひび割れ発生後の第 2 剛性を求め，包絡線のモデル化を行っている。ひび

割れ強度は主応力式によって定め，初期剛性はコンクリートのせん断弾性剛性によって定めている。第 2 剛性

は実験結果よりコンクリート圧縮強度，接合部横補強筋，柱中段筋，柱軸力等の影響を表す係数を定め定式化

している。 

 

 

 

図 2-11 せん断変形角－応力度関係のモデル[2.17] 

 

 

(2) 佐々木らによる研究[2.18] [2.19] 

接合部パネルの終局強度に至るまでの接合部せん断力－せん断変形角関係の包絡線をトリリニア型にモデル

化している。モデルの折れ点は①せん断ひび割れ発生点，②せん断圧縮破壊発生点，③せん断強度点としてい

る。そして，梁主筋の降伏が先行する場合は，基本的にはこのモデルに従い接合部せん断力が上昇するが，梁

曲げ降伏により荷重は増大せず，変形のみ進むものとしている。そして，折れ点の評価式について，自らが行

った多数の試験体の実験結果を基に適合性が高いことを示している。[2.18] 

さらに，最大耐力以降の包絡線の定式化，繰り返し載荷による耐力低下および除荷時の変位の評価式を提案

し，実験結果を用いた精度の検証を行った。[2.19] 

また，復元力特性のモデル化に併せ，せん断変形角とひび割れ幅，コンクリートの圧壊等の接合部パネルの

損傷状況の関係式を実験式の整理から導き，これらをもとに柱梁接合部の損傷評価方法を提案している。[2.19] 
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図 2-12 接合部パネルの復元力モデル[2.19] 
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2.5 耐震設計における柱梁接合部に関する規定 

2.5.1 日本建築学会 鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説[2.20] 

全体降伏型を基本とする降伏機構を想定した骨組で，機構保証設計の一環として終局限界状態に対して柱梁

接合部の破壊を防止するための規定が設けられている。 

 

(1) 設計目標 

柱梁接合部は，骨組が降伏機構を形成して終局限界変形に至るまで破壊しないように設計する。さらに，繰

り返し荷重によって顕著な剛性低下やスリップ性状を生じないように設計する。 

 

(2) せん断力に対する設計 

柱梁接合部のせん断力に対する設計では，せん断信頼強度 Vjuが終局限界状態設計用せん断力 Vjを上回るよう

に設計する。せん断信頼強度 Vjuは次式により算定する。この式は実験結果を回帰して得られた実験式である。 

 

 jjjju DbFV   (2-1) 

 

ここで， 

：柱梁接合部の形状による係数（ =1.0：十字形柱梁接合部， =0.7：ト形および T 形柱梁接合部， 

=0.4：L 形およびΓ形柱梁接合部），：直交梁の有無による補正係数（ =1.0：両面直交梁付き柱梁

接合部， =0.85：上記以外の柱梁接合部），Fj：柱梁接合部のせん断強度の基準値= 0.8B
0.7(N/mm2)，

B：コンクリートの圧縮強度(N/mm2)，bj：柱梁接合部の有効幅(mm)bj＝bb＋ba1＋ba2，bb：梁幅，ba1：

b1/2 又は Dj/4 の小さいの数値 (mm)，ba2：b2/2 又は Dj/4 の小さい方の数値 (mm)，b1，b2：梁両側面か

ら梁に平行する柱側面までの長さ（㎜），D：柱せい，又は 90 度折曲げ筋水平投影長さ(mm) 

また，設計用せん断力は図 2-13 の記号を用いて次式で表される。 

 

 cccsj VTTVCCTV  '''  (2-2) 

 

ここで，ト形柱梁接合部では 0'''  TCC cs とする。 

 

図 2-13 接合部のせん断力[2.20] 
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(3) 梁降伏後の接合部せん断破壊の防止 

柱梁接合部は，梁降伏後のせん断破壊を防止するために，梁端部降伏ヒンジに要求される変形性能に応じて，

適切なせん断余裕度を確保する。 

解説では，梁降伏後のせん断破壊を防止するために必要なせん断余裕度は，架構に要求される塑性率から次

式により算定することができるとされている。 

 

    16.488.04.04.2  jwp  (2-3) 

 

ここで， 

：せん断余裕度，：塑性率，pjw：接合部横補強筋比 

(4) 梁および柱の通し配筋 

柱梁接合部両端に，降伏ヒンジを計画する梁または柱の主筋を接合部内に通し配筋する場合，接合部内の設

計用付着応力度が付着強度を超えないようにする。 

設計用付着応力度は次式による。 

 

 
 

D

dbyu
j 4

1 



  (2-4) 

 

ここで， 

：複筋比で 1 以下とする，yu：主筋の上限強度算定用強度，db：主筋径，D：梁主筋の付着検討の際

には柱せい，柱主筋の付着検討の際には梁せい 

柱および梁の主筋の柱梁接合部内での付着強度は次式による。 

 

 
32017.0 B

B
u 


 








  (2-5) 

 

ここで， 

：コンクリートの圧縮強度，：柱の圧縮軸応力度で柱主筋の付着強度の場合には 0 とする 

なお，接合部内である程度の付着劣化を許容する以下に示す緩和規定が設けられており，この緩和措置を講

じた場合は，部材せいと主筋径の関係を満足することを確認することとしている。 

 

 ju  25.1  (2-6) 

ただし， 

 
yu

Bib

D

d


 32

  (2-7) 
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(5) 横補強筋 

接合部の横補強筋比 pjwは 0.003 以上とする。ただし，pjwは次式で定義する。 

 

  jbAp cjwjw    (2-8) 

 

ここで， 

bc：柱幅，j：梁の上下の主筋の重心間距離，Ajw： この区間の横補強筋断面積の総和 

 

(6) 主筋の抜け出し量の定量化 

柱梁接合部に通し配筋される主筋の，危険断面における負担力と，抜け出し量との関係を適切に定める。 

 

解説では，柱・梁部材の変形を材端ばねモデルによって表現する際に，柱梁接合部からの通し主筋の抜け出

しによる回転を付加するための鉄筋の負担力と抜け出し量の関係の定量化の一例が示されている。 

 

 

図 2-14 鉄筋の引張力－抜出し量関係[2.20] 

 

(7) 接合部の復元力特性 

柱梁接合部のせん断応力度－せん断変形角関係を，適切にモデル化する。 

 

柱梁接合部はせん断ばねで表すことが望ましいとし，せん断ばねの復元力特性の一例として図 2-15 に示すト

リリニアモデルが示されている。せん断破壊後の耐力低下域の剛性は与えられていない。 

 

斜めせん断ひび割れ強度 

柱梁接合部の斜めひび割れの発生は，主応力度がコンクリートの引張強度に達した時と考え，次式により算

定する。なお，接合部のせん断抵抗断面積はせん断力に対する設計時と同一とする。 

 

 2
0 ttcr ff    (2-9) 

 

ここで， 
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cr：斜めせん断ひび割れ発生時のせん断応力度，0：柱軸応力度，ft： コンクリートの引張強度で

B47.0 （B：コンクリートの圧縮強度）としてよい。 

初期剛性 

  
121

cE
G  (2-10) 

 

ここで， 

G1：初期剛性，Ec：コンクリートの弾性剛性，： コンクリートのポアソン比で 169.0104 5  
B と

してよい 

第 2 剛性 

 321022 KKKKGG i   (2-11) 

 

ここで， 

G2：第 2 剛性，G2i：基準となる第 2 剛性で 16260(lgf/cm2)とする，K0：コンクリート強度を考慮する係

数，K1：接合部横補強筋を考慮する係数，K2：柱中段筋を考慮する係数，K3：柱軸応力度を考慮する

係数 

 

図 2-15 柱梁接合部のせん断応力度－せん断変形角の関係[2.20] 

 

2.5.2 日本建築学会 鉄筋コンクリート造建物の耐震性能評価指針（案）・同解説[2.21] 

柱梁接合部の性能評価法として，復元力特性および各種限界状態の評価式が示されている。ただし，接合部

の横補強筋比は 0.3%以上とされている。 

 

(1) 骨格曲線 

せん断ひび割れ発生点，パネルコンクリートの圧壊開始点，最大耐力点，耐力低下点を結んだ４折れ線でモ

デル化する。 

 

せん断ひび割れ発生点（A 点） 

主応力度式およびコンクリートのせん断弾性剛性を用いて評価する。 
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 0
2   ttscp ff  (2-12) 

 cscpscp G   (2-13) 

 

ここで， 

ft：コンクリートの引張強度で， B4.0 （B：コンクリートの圧縮強度），0：柱軸応力度，Gc：コ

ンクリートのせん断弾性剛性 

パネルコンクリートの圧壊開始点（B 点） 

主応力度式およびコンクリートのせん断弾性剛性を用いて評価する。 

 

 jucpfcp  85.0  (2-14) 

 %4.0fcp  (2-15) 

 

ここで， 

pju：最大耐力点のせん断応力度で次項による 

最大耐力点（C 点） 

 

 j
jj

ju
jup F

Db

V
   (2-16) 

 %0.1up  (2-17) 

 

ここで， 

：柱梁接合部の形状による係数（ =1.0：十字形柱梁接合部， =0.7：ト形および T 形柱梁接合部， 

=0.4：L 形およびΓ形柱梁接合部），：直交梁の有無による補正係数（ =1.0：両面直交梁付き柱梁

接合部， =0.85：上記以外の柱梁接合部），Fj：柱梁接合部のせん断強度の基準値= 0.8B
0.7(N/mm2)，

B：コンクリートの圧縮強度(N/mm2)，bj：柱梁接合部の有効幅(mm)bj＝bb＋ba1＋ba2，bb：梁幅，ba1：

b1/2 又は Dj/4 の小さいの数値 (mm)，ba2：b2/2 又は Dj/4 の小さい方の数値 (mm)，b1，b2：梁両側面か

ら梁に平行する柱側面までの長さ（㎜），D：柱せい，又は 90 度折曲げ筋水平投影長さ(mm) 

耐力低下点（D 点） 

最大耐力以降の挙動は，実験結果に基づく次式による。 

 

 jupjdp  8.0  (2-18) 

 %0.2jdp  (2-19) 
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図 2-16 接合部のせん断応力度－せん断変形角曲線の模式図[2.21] 

 

(2) 履歴特性 

履歴特性は，履歴吸収エネルギー量を精度よく評価できるように原点指向型モデルなどでモデル化する。 

 

(3) 各種限界状態の評価法 

使用限界状態 

使用限界状態における柱梁接合部パネルのせん断変形角は，以下に示す各状態に対応するせん断変形角のう

ち最小のもの以下とする。通常の場合，0.4%としてよい。 

(a) 残留ひび割れ幅の最大値が 0.2mm になるせん断変形角 

(b) かぶりコンクリートの圧壊がおこりはじめるせん断変形角 

(c) 接合部に隣接する梁または柱部材が降伏するときのせん断変形角 

 

修復限界状態 I 

修復限界状態 I における柱梁接合部パネルのせん断変形角は，以下に示す各状態に対応するせん断変形角の

うち最小のもの以下とする。通常の場合，0.625%としてよい。 

(a) 残留ひび割れ幅の最大値が 0.5mm になるせん断変形角 

(b) かぶりコンクリートのはく落がおこりはじめるせん断変形角 

 

修復限界状態 II 

修復限界状態 II における柱梁接合部パネルのせん断変形角は，以下に示す各状態に対応するせん断変形角の

うち最小のもの以下とする。通常の場合，1.0%としてよい。 

(a) 残留ひび割れ幅の最大値が 1.0mm になるせん断変形角 

(b) コアコンクリートが損傷をうけはじめるときのせん断変形角 

(c) 主筋が座屈しはじめるときのせん断変形角 

 

安全限界状態 

安全限界状態における柱梁接合部パネルのせん断変形角は，以下に示す各状態に対応するせん断変形角のう
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ち最小のもの以下とする。通常の場合，2.0%としてよい。 

(a) 設計せん断力と軸力を安定して維持できる限界のせん断変形角 

(b) 梁，柱主筋の端部定着破壊が生じるせん断変形角 

(c) 主筋が座屈しはじめるときのせん断変形角 

 

2.5.3 American Concrete Institute Building Code Requirements for Structural Concrete(ACI318)[2.22] 

(1) せん断終局強度 

柱梁接合部のせん断強度は次式による。なお，設計用せん断力の算定にあたっては引張鉄筋の降伏強度は 1.25

倍する。 

 

 

jcn AfV '7.1 （柱梁接合部の 4 面が拘束されている場合） 

jcn AfV '2.1 （柱梁接合部の 2 面または 3 面が拘束されている場合） 

jcn AfV '0.1 （上記以外） 

(2-20) 

 

ここで， 

fc'：コンクリートの圧縮強度，Aj：接合部の有効断面積 

 

図 2-17 柱梁接合部の有効断面積[2.22] 

 

(2) 接合部横補強筋 

柱梁接合部内の横補強筋の断面積は次式のいずれも下回ってはならない。 

 

 
    1'3.0  chgytccsh AAffsbA  

ytccsh ffsbA '09.0  
(2-21) 
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ここで， 

s：梁の主筋間距離，bc：横補強筋の柱幅方向の中心間距離，fc'：コンクリートの圧縮強度，fyt：横補強

筋の降伏強度，Ag：柱の断面積，Ach：横補強筋で囲まれたコアコンクリートの断面積 

2.5.4 Standards New Zealand[2.23] 

(1) 接合部の水平せん断応力度 

 '20.0 c
cj

jh
jh f

hb

V
v   (2-22) 

 

ただし， 

 cj bb   もしくは cwj hbb 5.0 の小さいほう 

ここで， 

vjh：接合部の水平せん断応力度，Vjh：接合部の全せん断力，fc'：コンクリートの圧縮強度，fyt：横補強

筋の降伏強度，bj：接合部の有効幅，hc：柱せい，bc：柱幅，bw：梁幅 

(2) 接合部の横補強筋 

接合部の横補強筋の断面積は次式に定める値以上とする。また， yhjh fV4.0 を下回ってはならない。また，

下式では 2.1'68.0  cjh fv とする。 

 

内部柱梁接合部 

 
*

'

6
s

yh

y
i

c

jh
jh A

f

f

f

v
A   (2-23) 

ただし， 

 4.1i  もしくは 
gc

j
i Af

NC

'
6.14.1

*

 ，
jzjx

jh
j VV

V
C


  

外部柱梁接合部 

 
*

*

'
7.0

'

6
s

yh

y

gc

j

c

jh
jh A

f

f

Af

NC

f

v
A 










   (2-24) 

 

ここで， 

vjh：接合部の水平せん断応力度， fc'：コンクリートの圧縮強度，fy：主筋の降伏強度，fyh：横補強筋の

降伏強度，As
*：梁上端主筋と下端主筋の断面積の大きいほう，N*：終局限界状態における最小の軸力，

Ag：柱の断面積，Vjh：接合部の全せん断力，Vjx，Vjz：x 方向および z 方向の水平せん断力 

(3) 接合部の縦補強筋 

柱中段筋および柱梁接合部内のあばら筋によって構成される接合部の縦補強筋の断面積は，次式に定める値

以上とする。 
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yv

yh
jh

c

b
vjv f

f
A

h

h
A   (2-25) 

 

ただし， 

 
gc

v AfN '1

7.0
*

  

ここで， 

hb：梁せい，hb：柱せい，fyh：横補強筋の降伏強度，fyv：縦補強筋の降伏強度 
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3. 十字形接合部の終局モーメント 

3.1 十字形接合部の破壊過程 

接合部で破壊が生じた十字形柱梁接合部の水平加力実験（A1.1 参照）では，破壊過程はおおむね以下のよう

にまとめることができる。 

すなわち，①接合部パネルの入隅部から斜めひび割れの発生，②入隅部から生じたひび割れが梁主筋，柱主

筋に沿って伸展，③接合部パネル中央の対角線方向の斜めひび割れの発生，④接合部横補強筋の降伏，⑤梁主

筋の降伏，⑥柱主筋の降伏，⑦接合部パネル中央のコンクリートの圧壊となる。梁，柱の主筋量が多い場合は

⑤あるいは⑥の主筋降伏の過程は経ないで接合部パネルのコンクリートの圧壊が生じる。 

塩原による 9 自由度モデル[3.1]はこのような損傷状況と，それにいたる変形機構に適合するように提案され

ており，柱，梁端からモーメントが作用する接合部では，柱および梁端と接する接合部の 4 つの辺が並進と回

転の自由度を持って変形するとするものである。（図 3-2） 

接合部には主として柱端および梁端の回転により変形が生じ，接合部パネルの中央では直交する対角方向の

うち一方向では部材端同士は遠ざかり，他方では近づく。また，接合部パネルのコーナー付近のうち 2 箇所で

は部材端同士は遠ざかり，他の 2 箇所では部材端同士は近づく。その結果，部材端同士が遠ざかる方向では引

張ひずみによりひび割れが生じる。一方，部材端同士が近づく方向では圧縮ひずみが生じることになる。その

結果，ひび割れを横切る位置では鉄筋のひずみが増大し，やがて降伏する。また，コンクリートの圧縮力が大

きくなれば圧壊が生じることになる。（図 3-3） 
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図 3-1 十字形接合部のひび割れ 

 

 

図 3-2 十字形接合部の自由度 

 

 

図 3-3 十字形接合部の終局時の変形 
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3.2 柱梁接合部のモーメントに対する抵抗機構 

3.2.1 仮想断面に生じる応力 

柱，梁端の変形により接合部内に生じるひずみに基づいて応力を仮定し，材料の塑性条件や力の釣合条件な

どを用いて接合部の耐震性能を規定する力学性状を求める。 

上下・左右の直交する材軸についての外力，変形分布及び応力分布が対称な場合[3.1] [3.2] [3.3]と同様に接合

部パネルの対角線を仮想断面とし，仮想断面により分割された 4 つのフリーボディを考える。ただし，簡単の

ため，上下の柱および左右の梁では作用する外力および変形分布，応力分布は材軸の交点に対してそれぞれ点

対称とする。 

前節で述べたような変形機構を想定すると，仮想断面を横切る鉄筋及びコンクリートの応力は図 3-4 のよう

に分布していると考えられる。このとき，鉄筋は軸応力のみが生じるものとし，ダボ作用は無視する。また，

仮想断面上においてもコンクリートは直応力下でのせん断力の伝達は可能とし，コンクリートの応力の向きは

必ずしも仮想断面に直交しないものとする。さらに，分布するコンクリートの応力はその重心位置に合力とし

て作用するものとする。また，コンクリートの引張応力は無視する。 

仮想断面上の応力と外力の定義を図 3-5 に示す。接合部の横補強筋と柱中段筋は複数の鉄筋の応力をそれぞ

れの合力として材軸上に作用するものとして扱う。また，軸力は材軸上に作用するものとし，せん断力は接合

部の中心（材軸の交点）に作用するものとする。 

 

3.2.2 コンクリートの応力の大きさ 

図 3-5 の対角線 AD，BC を切断面とした場合の力の釣り合いより，接合部パネル中央のいわゆる斜めストラ

ットのコンクリート応力 C1x，C1y および接合部パネル入隅部のコンクリート応力 C2x，C2y と鉄筋の応力には以

下の関係が成り立つ。 

 

 

  221 chbbx VTNTC   

  221 bmccy VTNTC   

  2222 chbbx VTNTC   

  2222 bmccy VTNTC   

(3-1) 

 
ここで， 

C1x，C1y：接合部中央のコンクリート応力の水平，鉛直成分，C2x，C2y：接合部入隅部のコンクリート応

力の水平，鉛直成分，Tb：梁の引張主筋の応力，Tb2：梁の圧縮側主筋の応力，Tc：柱の引張主筋の応

力，Tc2：柱の圧縮側主筋の応力，Th：接合部横補強筋の応力，Tm：柱中段筋の応力，Nb：梁の軸力，

Nc：柱の軸力，Vb：梁のせん断力，Vc：柱のせん断力 

つまり，軸力およびせん断力が作用せず，接合部横補強筋および柱中段筋もない状態では，斜めストラット

の応力の水平および鉛直成分はそれぞれ梁および柱の引張主筋の応力に等しく，入隅部の応力の水平および鉛

直成分は圧縮鉄筋の応力に等しくなる。また，仮定した対称性から軸力およびせん断力による応力の増減は斜

めストラットと入隅部に 1/2 ずつ分配されることになる。 
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3.2.3 コンクリートの応力の作用位置 

仮想断面上のコンクリートの応力の分布は力の釣り合いと変形の適合条件を満足するように応力の大きさと

変形状態によって変化し，合力の作用位置も変化する。しかし，ここでは以下の抵抗モーメントの算出にあた

って簡単なように，圧縮ゾーンにおける圧縮力の分布形状はストレスブロックの考え方を準用する。すなわち，

ストレスブロックの応力の幅は圧縮ゾーンの大きさの1 倍，高さをコンクリート圧縮強度の3 倍として合力の

作用位置を求める。 

また，接合部入隅部近傍でのコンクリートの応力の流れを考えると，入隅部のコンクリート応力の水平成分

は梁端のコンクリートの圧縮力と，鉛直成分は柱端のコンクリートの圧縮力と釣り合っている。このとき，梁

幅が柱幅に対して小さい場合には梁端のコンクリートの圧縮力は奥行き方向に急激に広がることはできない。

そこで，入隅部のコンクリート応力の奥行き方向の幅は梁幅と仮定する。 

一方，接合部中央では奥行き方向に十分に広がることができるとし，コンクリート応力の奥行き方向の幅は

柱幅とする。ただし，柱幅が梁幅に対して極端に大きい場合についてはなんらかの制限が必要であり，その大

きさについての検討は今後の課題である。 

以上の仮定からコンクリートの応力の作用位置を定めると，引張主筋の応力と接合部中央のコンクリートの

圧縮応力，圧縮鉄筋の応力と接合部入隅部のコンクリートの圧縮応力のそれぞれの応力中心間距離は次式によ

って表すことができる。 

 

 

 
b

cbc

chbb
b

cc

xbb
x D

fDb

VTNT
g

fb

CDg
j 







 


33

1
1

22

2

1

2

1

2 
 

 
c

ccc

bmcc
c

cc

ycc
y D

fDb

VTNT
g

fb

CDg
j 







 


33

1
1

22

2

1

2
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 





3

2
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2
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1
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1
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
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




3

2

3

2
2

22
1

2

1

2

1

2

1


 

(3-2) 

 

ここで， 

j1x，j1y：柱，梁の引張主筋から接合部中央のコンクリート応力の作用位置までの距離，j2x，j2y：柱，梁

の圧縮側の主筋から接合部入隅部のコンクリート応力の作用位置までの距離，gc：柱の引張主筋と圧

縮側主筋の応力の重心間距離の柱せいに対する比（主筋間距離比），gb：梁の引張主筋と圧縮側主筋

の応力の重心間距離の梁せいに対する比（主筋間距離比），bb：梁幅，bc：柱幅，Db：梁せい，Dc：柱

せい，fc：コンクリートの圧縮強度，3：コンクリートストレスブロックの高さのコンクリート圧縮強

度に対する比 

3.2.4 接合部の抵抗モーメント 

仮想断面に生じている鉄筋およびコンクリートの応力による接合部の中心まわりのモーメントが外力モーメ

ントと釣り合っており，すなわち接合部の抵抗モーメントである。 

接合部の横補強筋および柱中段筋がなく，また，軸力，せん断力は作用せずに外力としてはモーメントだけ

が作用している接合部では，式(3-1)からも明らかなように Tbと C1x，Tcと C1y，Tb2と C2x，Tc2と C2yがそれぞれ
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偶力となり，接合部の抵抗モーメントは 4 組の偶力によるモーメントの和として式(3-3)で表わされる。 

 

 ycycxbxbj jTjTjTjTM 221221   (3-3) 

 

ここで， 

Mj：接合部の抵抗モーメント 

これに加えて横補強筋，柱中段筋の応力や軸力が材軸上に作用すると仮想断面上ではその反力として 3.2.2 項

で述べたように接合部中央の斜めストラットと入隅部のコンクリートの応力がそれぞれ横補強筋，柱中段筋の

応力および軸力の 1/2 ずつ増加する。よって， 材軸上に作用する梁，柱の軸方向の力とその反力による抵抗モ

ーメントの増分は式(3-4)となる。 
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 (3-4) 

 

ここで， 

Mj1：接合部の抵抗モーメントの軸力による増分 

また，せん断力が作用する場合には式(3-1)にも示されるように仮想断面上では接合部中央と入隅部でコンク

リートの応力が作用するせん断力の 1/2 ずつ増減する。よって，接合部の中心に作用するせん断力による接合

部の抵抗モーメントの増分は式(3-5)となる。 

 

 

   yy
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 (3-5) 

 

ここで， 

Mj2：接合部の抵抗モーメントのせん断力による増分 

式(3-3)～(3-5)の和が一般的な場合の接合部の抵抗モーメントとなり，鉄筋の応力のみを用いると次式のよう

に表される。 
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 (3-6) 

 

この式(3-6)に対して，3.3 節以降では接合部の終局時の鉄筋の応力を仮定し，接合部の終局モーメントを求め

る。 
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図 3-4 仮想断面上の応力分布 
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(a) 鉄筋の応力 
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(b) コンクリートの応力 

図 3-5 仮想断面に生じる応力 
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3.3 柱梁接合部の終局強度 

3.3.1 柱・梁主筋の降伏による接合部の終局状態 

接合部内で柱と梁の引張主筋および接合部横補強筋，柱中段筋がやがてすべて降伏して接合部は終局状態と

なるとし，そのときの接合部の抵抗モーメントを終局モーメントとしてその算定式を示す。このとき，コンク

リートは接合部中央および入隅部で圧縮強度に達しているものとする。また，終局時には横補強筋は降伏して

いることも考慮し，このコンクリートの圧縮強度には横補強筋による拘束効果は考慮しない。 

引張主筋は降伏を仮定するのに対し，圧縮側の主筋には応力の再配分により抵抗モーメントが最大となるよ

うな応力が生じると仮定する。一般に引張主筋の降伏後に接合部の変形が増大すると接合部の対角方向の斜め

ひび割れは拡大し，それを横切る位置で圧縮側の主筋の引張力が増加する。式(3-6)の第 2 項および第 4 項が示

すように圧縮側の鉄筋の引張力の増大によっても接合部の抵抗モーメントは増大し，やがて減少に転じる。つ

まり，この抵抗モーメントが極大値に達したときを終局状態と仮定する。抵抗モーメントが最大となる圧縮側

主筋の応力は，抵抗モーメントの大きさを表す式(3-6)を圧縮側主筋の応力 Tb2，Tc2 で偏微分し，微係数がゼロ

となる応力として得られ，極大値となる条件は次のようになる。 
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(3-7) 

 

ただし，主筋の応力がとりうる値の範囲は圧縮降伏から引張降伏の間である。例えば圧縮側の主筋量が小さ

い場合や主筋位置が断面中心位置に寄っている（主筋間距離比が小さい）場合には抵抗モーメントが極大値と

なる前に圧縮側の主筋も引張降伏する場合があり，このときには圧縮側の主筋の応力も引張降伏時の強度とす

る。 

また，柱や梁の軸力が大きい場合，軸力だけでコンクリート応力の分布域が主筋位置を超えて広がる場合も

考えられる。圧縮域が大きくなるとその作用位置が接合部の中心に近づき抵抗モーメントは小さくなってしま

うため，変形の適合条件を無視すればコンクリートの圧縮域はある程度大きくなった後は圧縮主筋の圧縮力が

大きくなってコンクリートの圧縮力の作用位置は変化しない方が抵抗モーメントは大きくなる。特に高強度鉄

筋を用いている場合，式(3-7)で圧縮側の主筋の応力を算定すると鉄筋の応力だけが大きくなる。しかし，変形

の適合を考えると圧縮鉄筋のひずみがコンクリートのひずみに対して極端に大きくなることはありえない。そ

こで，圧縮側の主筋の応力の下限としてコンクリートの終局ひずみと等しい圧縮ひずみが鉄筋に生じたときの

応力を考慮する。 

以上の圧縮側の鉄筋の応力に関する制限をまとめると以下となる。 
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(3-8) 

 

以上のように鉄筋およびコンクリートの応力は材料強度に達するか，抵抗モーメントが最大となるように定

め，初期応力の影響は考慮しない。 
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3.3.2 接合部の終局モーメント 

式(3-6)をみると，仮想断面で分割したフリーボディに作用する応力と外力のうち，水平方向の成分と鉛直方

向の成分の連成項はなく，それぞれの寄与分の和となっている。また，せん断力の影響を示す項を別に表すこ

とにし，式(3-6)から求まる抵抗モーメントを水平方向の鉄筋の応力と梁軸力によるモーメント Mjhと鉛直方向の

鉄筋の応力および柱軸力によるモーメント Mjv，さらにせん断力の影響を示す係数hおよびvを用いて，式(3-9)

の形で表すことにする。 

 

   





 

222

1

2

1 b
cv

c
bhjvjhj

V
D

V
DMMM   (3-9) 

 

ここで， 

Mjh：水平方向の応力による接合部の抵抗モーメント，Mjv：鉛直方向の応力による接合部の抵抗モーメ

ント，h，v：せん断力の影響を表す係数，H：柱の反曲点間距離，L：梁の反曲点間距離 

 

水平成分によるモーメント Mjh，鉛直成分によるモーメント Mjv，せん断力の影響を示す係数h およびv は，

梁，柱の圧縮側主筋の応力により場合分けされ，それぞれ式(3-11)～(3-18)に示すように導かれる。 

さらに，梁，柱のせん断力と接合部の抵抗モーメント（節点モーメント）の関係（Mj = VbL / 2 = VcH / 2）を考

慮すると，式(3-9)は式(3-10)のように右辺にせん断力の項を含まない形に変形でき，接合部の形状と鉄筋の応力

が定まれば接合部の抵抗モーメントを陽に算定することができる。せん断力の影響を示す係数h およびv には

せん断力の影響を示す項が残る場合があるが，一般に他の項に比べて十分に小さいためこれは無視する。 

 

   













 



 

L

D

H

D
MMM c

v
b

hjvjhj 
2

1
1

2

1
 (3-10) 

 

(1) 圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 

引張側主筋は降伏強度であり，圧縮側主筋の応力は式(3-7)により表されるので，これらを式(3-6)に代入して

整理すると以下となる。 

 

 
    cbbbb

hyb
by

cbc

hybby
bjh fDbgD

TN
T

fDb

TNT
gM 3

22

3

1
4

1

2

2











 








 
  (3-11) 

 

 

 
cbc

hybby
b

cbc

c

cbc

hybby
bh

fDb

TNT
g

fDb

V

fDb

TNT
g

3

33

2
2

22
2













 (3-12) 

 
    ccbcc

myc
cy

ccc

myccy
cjv fDbgD

TN
T

fDb

TNT
gM 3

22

3

1
4

1

2

2











 








 
  (3-13) 

 
 

ccc

myccy
cv fDb

TNT
g

3

2
2





  (3-14) 
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ここで， 

Tby：梁主筋の降伏強度，Tcy：柱主筋の降伏強度，Thy：接合部横補強筋の降伏強度，Tmy：柱中段筋の降

伏強度 

(2) 圧縮側主筋の応力は降伏もしくは圧縮ひずみの制限による場合 

圧縮側主筋の応力 Tb2，Tc2を引張側の主筋の応力に対する比b，cで表し，式(3-6)を整理すると以下となる。 

 

 

 

       
bby

cbc

hybbyb

b

c
bb

b
hyb

by
cbc

hybby

b

c
jh

DT
fDb

TNT

b

b
g

D
TN

T
fDb

TNT

b

b
M







 










 












 











3

3

1
11

2

2
11







 (3-15) 

 

   

   




























































cbc

by

b

c
b

cbc

hybby

b

c

cbc

c

b

c

cbc

by

b

c
b

cbc

hybby

b

c
h

fDb

T

b

b

fDb

TNT

b

b

fDb

V

b

b

fDb

T

b

b

fDb

TNT

b

b

33

333

1
2

121

2
11

2
121












 (3-16) 

 

 

       
ccy

ccc

myccyc

b

c
cc

c
hyc

cy
ccc

myccy

b

c
jv

DT
fDb

TNT

b

b
g

D
TN

T
fDb

TNT

b

b
M







 










 












 











3

3

1
11

2

2
11







 (3-17) 

 
   


























ccc

cy

b

c
c

ccc

myccy

b

c
v fDb

T

b

b

fDb

TNT

b

b

33

1
2

121





  (3-18) 

 

ここで， 

b：梁の引張主筋と圧縮側主筋の応力の比，c：柱の引張主筋と圧縮側主筋の応力の比 

 

ただし， 

bybb TT 2 ， cycc TT 2   
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3.4 接合部の釣り合い破壊 

前節では接合部内で柱，梁の引張主筋が降伏した状態を接合部の終局状態とした。しかし，コンクリート断

面に対して主筋量が過剰になると主筋の降伏の前にコンクリートの圧壊が始まる。このような破壊を接合部の

釣り合い破壊と呼んでいる[3.1] [3.2] [3.3]。 

塩原は釣り合い破壊を圧縮ストラットの幅が広がってストラットの縁が主筋位置に達して引張主筋のひずみ

が圧縮に転じ抵抗モーメントが減少する状態とし，釣り合い破壊の条件を定式化した[3.1] [3.2] [3.3]。 

ただし，この条件が成り立つのは主筋の軸剛性が無限に大きく，鉄筋のひずみが極めて小さくても主筋に接

合部中央の斜めストラットの応力に釣り合う引張力を生じることができる場合に限られる。そのため，通常の

配筋量の接合部に適用すると釣り合い破壊が生じる鉄筋量を過大に評価する場合がある。 

そこで，ここでは接合部の変形機構をモデル化し，接合部パネルの変形と接合部中央のコンクリートのひず

みの関係，接合部の変形と鉄筋に生じる応力の関係をそれぞれ仮定し，鉄筋の降伏と同時にコンクリートのひ

ずみが終局ひずみに達する状態を釣り合い破壊としてあらためて釣り合い破壊の条件を定式化する。 

 

3.4.1 接合部パネルの変形と接合部中央のコンクリートのひずみ 

接合部パネルの変形状態を図 3-6 のように仮定する。また，接合部の対角方向の斜めストラットではコンク

リートには斜めストラットの方向に一様に圧縮ひずみが生じているとする。この変形機構における接合部パネ

ルの辺（柱，梁端）の回転角と対角方向の斜めストラットのひずみの関係は，図中の中立軸位置をあらわす記

号を用いて次式のように表すことができる。 

 

 
   cb

bc

cb
u RRDD

x  






 1

22

1

1

1
 (3-19) 

 

ただし， 




sincos
11

1
cb D

x

D

x
 ，

c

b

D

D
R  tan  

ここで， 

x1：接合部中央コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅，R：梁せいの柱せいに対する比（接合部ア

スペクト比），b：梁端の回転角，c：柱端の回転角 

3.4.2 接合部パネルの変形と主筋の伸び 

図 3-6 の変形機構における通し配筋された梁および柱主筋の接合部内での伸びは，梁，柱側からの鉄筋の抜

け出しがないと仮定すると幾何学的に以下のように接合部パネルの回転角と関係付けられる。 

 

 
 

   bucbxb

cbxucbbb

DR

xDDL







2

2  (3-20) 

 
 

   cucbyc

cbyubccc

DR

xDDL









2

2
 (3-21) 
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ここで， 

Lb：接合部内での梁主筋の伸び，Lc：接合部内での柱主筋の伸び，x2x，x2y：接合部入隅部コンクリ

ートストラットの圧縮ゾーンの幅，2x，2y：基準化した接合部入隅部のコンクリートストラットの圧縮

ゾーンの幅 

ただし， 

b

x
x D

x2
2  ，

c

y
y D

x2
2   

3.4.3 接合部パネルの変形と主筋の応力 

接合部内での主筋のひずみ分布は斜めひび割れ間では線形と仮定する。すると，通し主筋の斜めひび割れを

横切る位置での主筋の応力を鉄筋の弾性係数と鉄筋の断面積で除して接合部内の平均ひずみを求め，これに長

さを乗じたものが主筋の伸び量となる。 

 

 
 

cb
bs

bb
b Dg

AE

TT
L

22
  (3-22) 

 
 

bc
cs

cc
c Dg

AE

TT
L

22
  (3-23) 

 

接合部の変形に適合するように求めた式(3-20)～(3-21)による主筋の伸びと，鉄筋のひずみから求めた式(3-22)

～(3-23)による主筋の伸びは等しいので，これらから接合部パネルの回転角と主筋の応力の関係が次のように導

かれる。 

 

 

   

 yx

u
cs

cc
c

bs

bb
b

cb

R
R

AE

TT
Rg

AE

TT
g

R

22

22

1

1221














 






  (3-24) 

 

3.4.4 釣り合い破壊時の鉄筋の応力と中立軸位置 

接合部の変形と主筋の応力の関係を示す式(3-24)を，接合部の変形とコンクリートのひずみの関係を示す式

(3-19)に代入して整理すれば，主筋の応力とコンクリートのひずみの関係を示す次式を得ることができる。 

 

 
     

u
yx

cs

cc
c

bs

bb
b AE

TT
g

RAE

TT
g

R





1

2212
2

2
2

12

11

12

1

1 









 (3-25) 

 

ここで，釣り合い破壊が生じるときには主筋のひずみは降伏ひずみである。一方，圧縮側の主筋の応力は 3.3

節と同様に決定し，引張主筋の応力に対する比を梁主筋，柱主筋でそれぞれb，c とする。また，入隅部にお

ける回転中心は入隅部のコンクリートの応力の大きさから圧縮域の幅を用いて次式により求めることができる。 

 

 
 

cbb

chbb

cbb

x
x fDb

VTNT

fDb

C

3

2

131

2
2

221


 

  (3-26) 
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 
ccb

bmcc

ccb

y
y fDb

VTNT

fDb

C

3

2

131

2
2

221


 

  

 

すると，圧縮ゾーンの幅を表わす1は式(3-25)より次のように表わすことができる。 

 

 

 

u

yc
c

u

yb
b

yx

g
R

g
R 








2

1

11

1

2

1

1

1
1

1

22

22
1 










  

(3-27) 

 

ここで，鉄筋の降伏が生じていない状態では変形が小さいため斜めストラットの向きは接合部中央に生じた

ひび割れの向き，すなわち対角線に平行であると仮定する。すると，斜めストラットの圧縮域の幅 x1を用いて

コンクリートの応力の水平および鉛直成分は次式のように表される。 

 

 
cbcccx fDb

R
fxbC 31123111 1

1
cos 


  

cccccy fDb
R

fxbC 31123111 11

1
sin 


  

(3-28) 

 

この式(3-28)と式(3-1)のコンクリートの応力と鉄筋の応力の関係を用いれば釣り合い破壊時の引張主筋の応

力を定めることができる。 

主筋降伏前に柱梁接合部でコンクリートが圧壊した実験結果との比較など，主筋のひずみが降伏ひずみに達

していない場合にはこの式(3-27)を用いることはできない。この場合はコンクリートの圧縮域の幅 x1を未知数と

して式(3-28)とコンクリートと鉄筋の応力の関係を表わす式(3-1)を用いて引張主筋の応力と表わし，これと圧縮

側の主筋の応力および式(3-26)より求めた入隅部の回転中心位置を式(3-25)に代入すれば，係数1 の 2 次方程式

が得られる。これを解くことにより接合部中央の圧縮域の幅を求めることができる。このとき解にはせん断力

の項が含まれるため，本来はプログラム等を用いた収束計算等が必要である。しかし，一般的なスパン長さの

架構では鉄筋の応力に比べてせん断力の大きさは十分に小さいこと，2x，2yも 1 より十分に小さいため式(3-24)

においてその変動の影響はわずかとなることから，簡単のためにはせん断力の影響は無視しても問題ないであ

ろう。 

 

3.4.5 接合部の限界補強量 

主筋と斜めストラットのコンクリートが，同時にそれぞれ降伏ひずみと終局ひずみに達するときの主筋量を

接合部の釣り合い破壊を生じさせないための限界補強量と呼ぶ。前項までの計算で求めた釣り合い破壊時の圧

縮域の幅を示す係数1を用いると，限界補強量は次式により表される。 

 

 
221

1
3112

chb
cbcbb

VTN
fDb

R
T 





   

2211

1
3112

bmc
ccccb

VTN
fDb

R
T 





   

(3-29) 
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3.4.6 接合部の釣合モーメント 

釣り合い破壊時のモーメントは，引張主筋の応力を限界補強量に相当する引張力とすることで求めることが

できる。実際の設計にあっては，釣り合い破壊が生じないよう主筋量を式(3-29)より求まる限界補強量以下とな

るように決定することになるので，釣合モーメントを求める必要はないが，実験結果を用いた検証に用いるた

めに以下にその算定式を示す。 

梁や柱の主筋の降伏強度が前項の限界補強量を上回っている場合，接合部の終局モーメントは主筋の応力を

式(3-29)の限界補強量時の応力として算定する。式(3-29)による限界補強量を式(3-6)に代入したものを前節と同

じように式(3-9)の形に整理すると，水平および鉛直成分によるモーメント及びせん断力の影響を表す係数は梁

および柱の圧縮鉄筋の応力により場合分けされ以下のようになる。 

圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 
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圧縮側主筋は圧縮ひずみの制限による場合 
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一般に釣り合い破壊時の接合部の変形は小さく，接合部横補強筋や柱中段筋は降伏しているとは限らない。

横補強筋や柱中段筋の応力を大きくとると式(3-29)に示す釣り合い破壊を防止するための限界補強量は小さく

なるため設計上は安全側となるが，接合部の釣合モーメントを精確に算定するためには接合部の変形と横補強

筋もしくは柱中段筋のひずみの関係を求め，釣り合い破壊時のこれら鉄筋の応力を算定する必要がある。 
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なお，梁降伏型に設計され柱に十分な曲げ補強がなされている場合のように，柱，梁のうち一方が降伏した

後に変形の増大に伴って他方の主筋の引張力が増大し，その降伏前にコンクリートに圧壊が生じ終局状態とな

る場合も考えられる。この場合，斜めストラットの向きは対角線方向ではなくコンクリートの圧壊が生じると

きの鉄筋の応力は式(3-29)に示した限界補強量に相当する応力とは異なる。しかし，水平成分と鉛直成分のうち

一方が主筋の降伏により応力が増加していない分，コンクリートに生じる応力は小さいはずである。そこで，

このように柱，梁の一方のみが限界補強量を超えて曲げ補強されている場合には，その主筋の応力のみを式

(3-29)の限界補強量時の応力と仮定し，式(3-30)～(3-37)の値を用いて接合部の終局モーメントを算定することに

する。つまり，梁，柱それぞれについて個別に主筋量が限界補強量を上回っているかを判定し，上回っている

場合はその主筋の応力は限界補強量時の応力として接合部の終局モーメントを算定する。 
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図 3-6 柱梁接合部の変形 
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3.5 設計因子が柱梁接合部の終局モーメントにおよぼす影響 

ここでは，前節までに述べた柱梁接合部の終局モーメントにおよぼす設計因子の影響について述べる。検討

対象の設計因子は，コンクリート強度，梁の引張主筋比，柱梁強度比，柱軸力，接合部横補強筋比とした。ま

た，検討は普通強度の材料を組み合わせた場合と高強度材料の組み合わせの場合について行った。基準となる

柱梁接合部の諸元を表 3-1 に示す。 

設計因子の変動による終局強度の変化を設計因子ごとに図 3-7～図 3-11 に示す。図中の終局強度は節点モー

メントを柱梁接合部の体積で除した応力度で表し，Mju：主筋降伏による柱梁接合部の終局モーメント，Mjb：柱

梁接合部の釣合モーメント，Mbu：梁曲げ終局時の節点モーメント，Mjs：学会指針[3.4]による接合部せん断強度

時の節点モーメントである。 

 

表 3-1 検討に用いた十字形柱梁接合部の諸元 

 普通強度 高強度 

梁スパン×柱スパン 6000×3500(mm) 

梁断面 450×650(mm) 

梁有効せい 580(mm) 

柱断面 620×620(mm) 

柱有効せい 550(mm) 

柱軸力比 0.15 

接合部横補強筋比 0.3(%) 

梁引張主筋比 1.5(%) 

柱梁強度比 1.0，1.5，2.0 

コンクリート強度 30(N/mm2) 48(N/mm2) 

梁・柱主筋降伏強度 345(N/mm2) 490(N/mm2) 

横補強筋降伏強度 295(N/mm2) 685(N/mm2) 

 

コンクリート強度の影響 

梁の曲げ強度 Mbu はコンクリート強度の影響をほとんど受けないが，同様に鉄筋の降伏によって終局状態と

なる柱梁接合部の終局モーメント Mju はコンクリート強度が増大すると大きくなる。柱梁強度比 1 では材料強

度によらずその増大は小さい。一方，柱梁強度比 1.5，2.0 のケースではコンクリート強度が小さい範囲ではコ

ンクリート強度の増大により終局モーメントが大きくなるが，梁曲げ強度を上回ったあたりから増大が鈍化し

ている。 

柱梁接合部の釣合モーメント Mjb は原稿の設計法で用いたられている接合部せん断強度と同様にコンクリー

ト強度の増大により大きくなる。ただし，釣合モーメントは接合部せん断強度時のモーメントより常に大きく，

現行の設計で用いられている接合部せん断強度はその分破壊に対して余裕をもっていることがわかる。 

 

梁主筋量の影響 

梁の曲げ強度 Mbuは梁主筋量にほぼ比例して増大する。柱梁接合部の終局モーメント Mjuも梁主筋量が増加す
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ると大きくなるが，柱梁強度比 1 のケースでは梁の曲げ強度に比べると増加の勾配は緩やかで，主筋量が釣り

合い鉄筋量に達すると釣合モーメント Mjb に一致する。一方，柱梁強度比が 1.5，2.0 では主筋量が小さい範囲

では柱梁接合部の終局モーメントも梁の曲げ強度と同様の勾配で増大していく。柱梁強度比が一定であるから，

梁主筋量の増大とともに柱主筋量も増加しており，柱主筋量が釣り合い鉄筋量に達すると終局モーメントの増

加の勾配は小さくなる。 

柱梁接合部の釣合モーメントも主筋量の増大によりわずかに増加する。 

 

柱梁強度比の影響 

梁主筋量が一定で柱主筋量を増すと柱と梁の曲げ強度の比が大きくなる。梁の曲げ強度 Mbu はとうぜん柱梁

強度比が増加しても一定であるが，柱梁接合部の終局モーメント Mju は柱梁強度比の増加にともなって増加す

る。梁主筋量が小さい場合は柱梁強度比の増大によって柱梁接合部の終局モーメントは梁の曲げ強度を上回る

ようになるが，梁主筋量が多いケースでは柱梁強度比を大きくしても梁曲げ強度に達しない場合もある。 

柱梁接合部の釣合モーメント Mjb は，梁主筋量の場合と同様に柱主筋量の増大にともなってわずかに増加す

る。 

 

柱軸力比の影響 

梁曲げ強度 Mbu，接合部せん断強度 Mjsは柱軸力の影響は受けない。柱梁接合部の終局モーメント Mju，柱梁

接合部の釣合モーメント Mjbも柱軸力の影響は小さく，柱軸力比の増大による変動は小さい。 

 

接合部横補強筋量の影響 

梁曲げ強度 Mbu，接合部せん断強度 Mjsは接合部横補強筋量の影響は受けない。柱梁接合部の釣合モーメント

Mjbに対しても接合部横補強筋量は影響しない。 

柱梁接合部の終局モーメント Mju は横補強筋量の増大によって増加し，柱梁強度比 1 以外のケースではやが

て柱梁接合部の釣合モーメント Mjbに一致する。 
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図 3-7 コンクリート強度の影響 
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図 3-8 梁主筋量の影響 

 



3-20 

 

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.52.01.51.0
column-to-beam strength ratio

���� pt = 1.0%

 Mju
 Mjb
 Mbu
 Mjs

 

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.52.01.51.0
column-to-beam strength ratio

���� pt = 1.5%

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.52.01.51.0
column-to-beam strength ratio

���� pt = 2.0%

(a-1) 梁引張主筋比 1.0% (a-2)  梁引張主筋比 1.5% (a-3)  梁引張主筋比 2.0% 

 (a) 普通強度  

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.52.01.51.0
column-to-beam strength ratio

��� pt = 1.0%

 

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.52.01.51.0
column-to-beam strength ratio

��� pt = 1.5%

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.52.01.51.0
column-to-beam strength ratio

��� pt = 2.0%

(b-1)  梁引張主筋比 1.0% (b-2)  梁引張主筋比 1.5% (b-3)  梁引張主筋比 2.0% 

 (b) 高強度  

図 3-9 柱梁強度比の影響 
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図 3-10 柱軸力比の影響 



3-21 

 

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.01.51.00.5
joint lateral reiforcing ratio

����

ΣMcuΣMbu=1.0
 Mju
 Mjb
 Mbu
 Mjs

 

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.01.51.00.5
joint lateral reiforcing ratio

����

ΣMcuΣMbu=1.5

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.01.51.00.5
joint lateral reiforcing ratio

����

ΣMcuΣMbu=2.0

(a-1) 柱梁強度比 1.0 (a-2) 柱梁強度比 1.5 (a-3) 柱梁強度比 2.0 

 (a) 普通強度  

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.01.51.00.5
joint lateral reiforcing ratio

���

ΣMcuΣMbu=1.0

 

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.01.51.00.5
joint lateral reiforcing ratio

���

ΣMcuΣMbu=1.5

10

8

6

4

2

0

M
/b

cD
bD

b

2.01.51.00.5
joint lateral reiforcing ratio

���

ΣMcuΣMbu=2.0

(b-1) 柱梁強度比 1.0 (b-2) 柱梁強度比 1.5 (b-3) 柱梁強度比 2.0 

 (b) 高強度  

図 3-11 接合部横補強筋量の影響 
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3.6 理論値と実験値の比較 

(1) 柱梁強度比が小さい柱梁接合部部分架構の実験との比較 

筆者らが行った柱梁強度比が小さく，主筋の降伏により接合部破壊が生じた試験体（A1.1 参照）について，

理論値と実験値の比較を行う。 

図 3-12～図 3-16 に実験の変動因子と終局時の節点モーメントの実験値および計算値の関係を示す。モーメ

ントは前節と同様に終局時のモーメントを柱梁接合部の体積で除して基準化して示してある。また，梁端およ

び柱端で曲げ終局に達する終局モーメントを平面保持とコンクリートのストレスブロックを仮定した断面解析

によって求め，節点モーメントに換算したものをあわせて図中に示した。 

部分架構試験体の最大耐力の計算値を柱梁接合部の終局モーメント，梁・柱の曲げ終局時の最小のものとす

ると，いずれの変動因子に対しても計算値と実験値の対応はよい。 

 

コンクリート強度については，主筋量が小さいケースではコンクリート強度の増大により柱梁接合部の終局

モーメント，梁・柱の終局モーメントとも大きくなるが，柱梁接合部の終局モーメントの増大の割合の方が大

きく，主筋量によっては柱梁強度比が 1 であっても柱梁接合部の終局モーメントが梁・柱の曲げ終局時のモー

メントを上回るようになる。また，主筋量が多い場合はコンクリート強度が小さいと試験体 B03 のように主筋

量が限界補強量以上となり，終局モーメントは限界補強量時のモーメントつまり釣り合いモーメントと等しく

なる。 

主筋量については，主筋量の増大により梁・柱の曲げ終局時のモーメントに対する柱梁接合部の終局モーメ

ントの低下量が大きくなる。さらに主筋量が大きくなると限界補強量に達し，終局モーメントは柱梁接合部の

釣り合い破壊が生じるときのモーメント，すなわち釣り合いモーメントと等しくなる。柱梁接合部に接続する

柱と梁のせいが異なる場合には，計算値は実験値をやや過小評価する傾向がある。 

柱梁強度比については，柱梁強度比が 1 付近で柱・梁曲げ終局時のモーメントに対する柱梁接合部の終局モ

ーメントの低下量が最も大きく，柱梁強度比が 1 から離れるに従い低下量は小さくなりやがて梁・柱の曲げ終

局時のモーメントを柱梁接合部の終局モーメントを上回る。また，柱梁強度比が 1 より大きく梁主筋の降伏が

先行し，その後に柱主筋が降伏して終局モーメントに達する場合では，柱主筋を増して柱梁強度比を大きくし

ていっても柱の主筋量が限界補強量に達すると柱梁接合部の終局モーメントはほとんど増大しなくなる。 

主筋間距離比については，実験では主筋間距離比の変動による最大耐力の変動は小さい。理論値は主筋量が

小さい場合は主筋間距離比による変動は小さく，実験値と同様の結果となっている。しかし，主筋量が大きく

限界補強量を超えるような試験体については計算値は主筋間距離比の減少により小さくなり，実験とは異なる

傾向となった。 

スパン長さに対しては，柱梁接合部の終局モーメント，梁・柱の曲げ終局時のモーメントともスパンが小さ

くなり，すなわち柱梁接合部に作用するモーメントに対する部材端から入力されるせん断力の比が大きくなる

と節点モーメントは増大する。その増大量は柱梁接合部の終局モーメントの方が大きい。 

 

(2) 実験データベースの実験結果との比較 

既往の実験データベースの試験体（A2 参照）について，梁主筋の降伏強度の限界補強量に対する比と破壊形

式の関係を図 3-17 示す。降伏強度の限界補強量に対する比が 1 を超えると主筋降伏前にコンクリートが終局状

態に達することを表わしている。 
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主筋が降伏した試験体（Ｂ破壊あるいはＢＪ破壊）は降伏強度の限界補強量に対する比が 1 以下の範囲に分

布しており，主筋が降伏するようにするためには主筋量を限界補強量以下とするがあることがわかる。しかし，

1 より小さい（主筋量は限界補強量以下）範囲にも J 型の試験体が含まれている。理由との 1 つとして，本論文

で扱っているモデルでは主筋は接合部に生じる斜めひび割れを横切る位置で降伏するとしているのに対し，実

験の多くでは柱・梁フェースでのみ鉄筋のひずみを測定しており，必ずしも接合部内での主筋の降伏の有無は

確認されていないことが考えられる。 

また，図 3-18 に柱梁接合部の終局モーメントの梁・柱の曲げ終局時のモーメントに対する比（接合部強度比）

と文献で報告されている破壊形式の関係を示す。また，図 3-19 に実験の最大耐力の梁・柱の曲げ終局時計算値

に対する比を接合部強度比に対してプロットしたものを示す。梁・柱の曲げ終局時のモーメントは，平面保持

を仮定した断面解析により断面の終局モーメントを求め，梁・柱端で終局モーメントに達するとして節点モー

メントに換算したものである。 

梁または柱の曲げ破壊と報告されている試験体（B，C 破壊）のほとんどは柱梁接合部の終局モーメントが梁・

柱の曲げ終局時のモーメントより大きい範囲に分布している。しかし，この範囲にも梁・柱主筋の降伏をとも

なう接合部破壊（BJ，CJ 破壊）の試験体も多くあり，架構の耐力は梁・柱の曲げ終局時の耐力が確保されてて

も，柱梁接合部の破壊を防ぐことができていない場合が多くあることがわかる。 

また，図 3-19 をみると，ややばらつきはあるものの柱梁接合部の終局モーメントと梁・柱の曲げ終局時のモ

ーメントのうち最小のものを架構の耐力とした計算値と実験値の対応はよい。 
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図 3-12 終局モーメントに与えるコンクリート強度の影響 
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図 3-13 終局モーメントに与える主筋量の影響 
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図 3-14 終局モーメントに与える柱梁強度比の影響 
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図 3-15 終局モーメントに与える主筋間距離比の影響 
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図 3-16 終局モーメントに与えるスパン長さの影響 
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図 3-17 限界補強量と破壊形式 
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図 3-18 接合部強度比と破壊形式 
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図 3-19 終局モーメントの実験値と計算値 
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4. ト形接合部の終局モーメント 

4.1 ト形接合部の破壊過程 

ト形柱梁接合部の実験（A1.2 参照）における代表的なひび割れ状況を図 4-1 に示す。ト形接合部の場合，ま

ず接合部の引張側の入隅部からのひび割れ（図 4-1 中①）が生じ，この入隅部から生じたひび割れが梁・柱主

筋が交差する位置から柱・梁の主筋に沿って伸展する（図 4-1 中②）。その後，梁主筋の定着端と圧縮側の入隅

部を結ぶ向きに斜めひび割れ（図 4-1 中③）が生じる。この斜めひび割れは，機械式定着であれば定着具の裏

側を通り柱の梁の取り付いていない側（以下，外側）まで伸展し変形の増大とともにひび割れ幅は拡大する。

柱の外側が圧縮側になる加力でも柱外側まで伸展した斜めひび割れは完全に閉じなくなる。また，柱端の梁フ

ェースから離れた位置から梁主筋の定着端に向かう斜めのひび割れ（図 4-1 中④）が生じる。 

ここで，十字形柱梁接合部の破壊機構と同様に，接合部の 4 つの辺のうち，上下の柱と梁がそれぞれ並進お

よび回転の自由度を持つと考える。梁がとりついておらず梁の軸力の反力のみが作用する柱の柱梁接合部の自

由面側（外側）の部分は，図 4-2 のように下柱に従属して変形するものとする。従って，ト形接合部では 6 つ

の独立な自由度を扱うことになる。 

本論では，ト形接合部の実験で観察される前述の事実と柱梁接合部が有する変形の自由度の仮定より，ト形

接合部の終局時の変形機構を図 4-3 のように仮定する。すなわち，1) 梁主筋と梁側の柱主筋の引張ひずみが増

大し，柱梁接合部中央の斜めひび割れと入隅部から生じた斜めひび割れが拡大して接合部の変形が増大する変

形機構（図 3(a)：変形機構 I），2) 梁がとりつかない側（外側）の柱主筋と柱梁接合部の横補強筋の引張ひずみ

が増大し，柱梁接合部中央の斜めひび割れが拡大する変形機構（図 4-3 (b) ：変形機構 II），3) 梁側の柱主筋の

引張ひずみが増大し，梁が遠ざかる側の柱（図 4-3 中では上柱）端のひび割れと接合部中央の斜めひび割れが

拡大する変形機構（図 4-3 (c) ：変形機構 III），4) 梁主筋定着端から接合部側および柱側に伸展した斜めひび

割れが拡大し引張側の梁主筋が抜け出してくる変形機構（図 4-3 (d) ：変形機構 IV）である。ここで，変形機

構 I は 3 章で述べた十字形接合部の終局状態に類似のものであり，変形機構 IV は従来掻き出し破壊と呼ばれて

いるものである。 

部分架構の終局強度には，いずれかの変形機構におけるモーメントに対する抵抗機構が鉄筋の降伏もしくは

コンクリートの圧壊により上限に達するか，梁端もしくは柱端のひび割れ（図 4-1 中②）のみが拡大する梁ま

たは柱の曲げ破壊によって達すると考えるものとする。 
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図 4-1 ト形接合部のひび割れ 

 

 

図 4-2 ト形接合部の自由度 
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(a) I  (b) II  

(c) III  (d) IV  

図 4-3 ト形接合部の終局時の変形 
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4.2 柱梁接合部の斜めひび割れ面のモーメントに対する抵抗機構 

4.2.1 仮想断面に生じる応力 

本節では 4.1 節で仮定した変形機構のうち，柱梁接合部中央の斜めひび割れと入隅部から生じ接合部中央に

向かって伸展したひび割れのいずれかもしくは両方が拡大する変形機構 I および変形機構 II について考える。 

まず，圧縮側の柱と梁の入隅部と梁の引張主筋の定着端を結ぶ線を柱の外側の面まで延長した線と，引張側

の柱と梁の入隅部から梁の圧縮鉄筋の定着端に向かって伸ばした線により構成される仮想断面を設定し，仮想

断面上の応力および柱梁接合部に作用する外力を図 4-4 のように仮定する。 

コンクリートは仮想断面上においても直応力下でのせん断力の伝達は可能とし，コンクリートの応力の向き

は必ずしも仮想断面に直交しないものとする。さらに，分布するコンクリートの応力はその重心位置に合力と

して作用するものとする。鉄筋は軸応力のみが生じるものとする。また，接合部の横補強筋と柱中段筋は複数

の鉄筋の応力をそれぞれの合力として材軸上に作用するものとして扱う。 

梁の引張主筋の定着端では，機械式定着の場合は梁主筋の引張力は上柱側のコンクリート内部に定着され，

斜めひび割れを越えないものとする。すなわち，梁主筋の定着端側のひび割れを横切る応力は Tah = Tav = 0 であ

る。これは，実験においても柱と梁の入隅部から梁主筋の定着端を結ぶ向きに生じる斜めひび割れは定着端の

背面を通り柱まで伸展するため，梁主筋はこのひび割れをまたがないことと対応したものである。一方，折り

曲げ定着の場合，仮想断面は梁主筋の定着部の水平部と鉛直部の延長線上の交点と圧縮側の入隅部を結ぶ線と

し，応力の向きは仮想断面に直交する向きとする。 

軸力は梁・柱の材軸上に作用するものとし，せん断力は接合部の中心（材軸の交点）に作用するものとする。

また，左右が対称な十字形接合部と異なりト形接合部では上柱に作用する軸力に加え梁のせん断力に釣り合う

ように変動軸力が柱に生じる。実験の場合には上下の柱の変動軸力の大きさは加力方法によって異なる。架構

の中にあっても柱と梁が遠ざかる側（図 4-3 等では上柱側）と近づく側のどちらが上階側にくるかは地震力の

方向によって変わり，変動軸力が生じる側も変わってくる。そこで，以下では柱と梁が遠ざかる側の柱の変動

軸力の大きさの梁せん断力に対する比を r（0≦r≦1）として定式化を行うこととした。 

 

4.2.2 コンクリートの応力の大きさと作用位置 

終局時の接合部内のコンクリートの応力の流れは図 4-3 中のハッチ部分のように仮定し，柱内のコンクリー

ト圧縮力は梁主筋定着端付近に向かって流れるものとする。柱および柱梁接合部内の圧縮ストラットの水平成

分とは梁主筋の定着力が釣り合うことになるためである。そのため，柱外側主筋付近での上柱と下柱間の圧縮

力のやりとりはないもの仮定し，C3x=C3y=0 とする。これは，ト形柱梁接合部の実験[4.1]でこの部分で観察され

たひび割れが最大耐力時にも閉じていなかった観察事実にも合わせた仮定である。 

ただし，梁の主筋近傍に多量の柱帯筋や接合部横補強筋が配され柱内のコンクリートの圧縮力の一部は外側

の柱主筋近傍に向かいこのひび割れが大きく開かない場合や，柱軸力が大きい場合には必ずしもこの仮定は成

り立たない。しかし，この位置に圧縮力が生じる場合を場合分け等すると理論式がひじょうに複雑となること

から，その鉛直成分については厳密には作用位置が異なるものの外側の柱主筋の応力の一部として表わすもの

としてコンクリートの応力としては扱わずゼロとする。また，水平成分は下柱側に含まれる三角形部分にも斜

めストラット生じるものとし，やはりひび割れはまたがないものと仮定し，柱外側主筋付近のコンクリートの

圧縮力は常にゼロとした。 

前節および以上の仮定により，上柱，下柱それぞれについての水平，鉛直方向の力の釣り合いから以下の関
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係が成り立つ。 

 

 

  bcavemcy

cahshbx

bcavemcy

cahsbx

VrNTTTTC

VTTTTC

rVNTTTTC

VTTTC







122

222

11

111

 (4-1) 

 

ただし， 

c

b

D

D
R  ，

  
R

g

D

Dg
R b

h

bb
h 


2

121
tan





   

21
sin

h

h
aaah

R

R
TTT


  ，

2
v

1

1
cos

h

aaa

R
TTT


  （機械式定着の場合は Ta=0） 

ここで， 

C1x，C1y：接合部中央のコンクリート応力の水平，鉛直成分，C2x，C2y：接合部入隅部のコンクリート応

力の水平，鉛直成分，Ta：梁主筋の斜めひび割れを横切る位置での応力，Tah：梁主筋の斜めひび割れ

を横切る位置での応力の水平成分，Tav：梁主筋の斜めひび割れを横切る位置での応力の鉛直成分，Tb：

梁の引張主筋の応力，Tb2：梁の圧縮側主筋の応力，Tc：梁側の柱主筋の応力，Tc2：柱の圧縮側主筋の

応力，Te：外側の柱主筋の応力，Th：接合部横補強筋の応力，Tm：柱中段筋の応力，Ts：柱端近傍の柱

帯筋の応力，Vb：梁のせん断力，Vc1：上柱のせん断力，Vc2：下柱のせん断力，r：上柱の変動軸力の梁

せん断力の大きさに対する比，Db：梁せい，Dc：柱せい，Dh：梁主筋の水平定着長さ，R：梁せいの柱

せいに対する比（接合部アスペクト比），Rh：梁主筋の定着端と柱梁接合部の圧縮側の入隅部を結ぶ

線が水平となす角の正接，gb：梁の引張主筋と圧縮側主筋の応力の重心間距離の梁せいに対する比（主

筋間距離比），：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比 

 

仮想断面上のコンクリートの応力の分布は力の釣り合いと変形の適合条件を満足するように応力の大きさと

変形状態によって変化し，合力の作用位置も変化する。しかし，本論文では以下の抵抗モーメントの算出にあ

たって簡単なように，圧縮ゾーンにおける圧縮力の分布形状はストレスブロックの考え方を準用する。すなわ

ち，ストレスブロックの応力の幅は圧縮ゾーンの大きさの1 倍，高さをコンクリート圧縮強度の3 倍として合

力の作用位置を求めるものとし，コンクリートの合力を Ci，断面の幅を biとすると作用位置は仮想断面上の圧

縮縁から Ci / (2bi3fc) となる。 

ここで，接合部入隅部近傍でのコンクリートの応力の流れを考えると，入隅部のコンクリート応力の水平成

分は梁端のコンクリートの圧縮力と，鉛直成分は柱端のコンクリートの圧縮力と釣り合っている。このとき，

梁幅が柱幅に対して小さい場合には梁端のコンクリートの圧縮力は奥行き方向に急激に広がることはできない。

そこで，入隅部のコンクリート応力の奥行き方向の幅は梁幅と仮定する。一方，接合部中央では奥行き方向に

十分に広がることができるとし，コンクリート応力の奥行き方向の幅は柱幅とする。 

 



4-6 

4.2.3 接合部の抵抗モーメント 

仮想断面に生じている鉄筋およびコンクリートの応力による接合部の中心まわりのモーメントが外力モーメ

ントと釣り合っており，すなわち接合部の抵抗モーメントである。 

上下の柱について，外力モーメントと仮想断面上の応力の釣り合いから次式が成り立つ。 
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 (4-2) 
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 (4-3) 

 

ただし， 

 
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



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R

D
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ここで， 

Db：梁せい，Dc：柱せい，Dh：梁主筋の水平定着長さ，bb：梁幅，bc：柱幅，fc：コンクリートの圧縮

強度，3：コンクリートストレスブロックの高さのコンクリート圧縮強度に対する比 

接合部モーメントは上下の柱の外力モーメントの和であり，式(4-1)を用いて鉄筋の応力で表わすと次式とな

る。 
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 (4-4) 

 

この式(4-4) について接合部の終局時の鉄筋の応力を仮定することで接合部の終局モーメントを求める。なお，

架構内にあっては上下の柱のせん断力は架構の状態に応じて刻々と変化し，上下の柱のせん断力の差により梁
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に軸力が生じるが，以下では基本的なケースとして上下の柱のせん断力の大きさは等しく（Vc=Vc1=Vc2），梁の

軸力はないケースを扱う。 

また，ト形接合部では梁と柱が近づく側（図 4-3 では下柱側）と遠ざかる側（図 4-3 では上柱側）では剛性，

強度が異なり，架構の中では応力の再配分により強度が大きい閉じる側のモーメントが大きくなっていく。そ

のため，一般的なト形接合部部分架構の実験の場合とは異なり終局強度時の上下のモーメントの比も架構の状

態に応じて刻々と変化する[4.2]。しかし，ここでは実験との比較も念頭に基本的なケースとして上下の柱のモ

ーメントの比が 1，すなわち上下の柱のせん断力が等しい条件下では上下の柱の反曲点までの距離が等しい場

合を検討する。この場合は，上下の柱のモーメントが等しいので式(4-2)と式(4-3)によるモーメントが等しく，

式(4-5)に示すように Mc1－Mc2＝0 が成り立つ。この式(4-5)は Teに関する 2 次方程式であり，これを解くことに

より外側柱主筋の応力 Teを求めることができる。 
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4.2.4 柱・梁主筋の降伏による接合部の終局状態 

まず，引張側の入隅部のひび割れを横切る梁主筋および柱主筋が降伏して終局状態にいたる変形機構 I を考え

る。 

(1) 終局時の鉄筋の応力 

接合部内で柱と梁の引張主筋および接合部横補強筋，柱中段筋がやがてすべて降伏して接合部は終局状態と

なるとし，そのときの接合部の抵抗モーメントを終局モーメントとしてその算定式を示す。 

引張主筋は降伏を仮定するのに対し，圧縮側の主筋には応力の再配分により抵抗モーメントが最大となるよ

うな応力が生じると仮定する。一般に引張主筋の降伏後に接合部の変形が増大すると接合部の対角方向の斜め

ひび割れは拡大し，それを横切る位置で圧縮側の主筋の引張力が増加する。式(4-4)の第 3 項および第 4 項が示

すように圧縮側の鉄筋の引張力の増大によっても接合部の抵抗モーメントは増大し，やがて減少に転じる。つ

まり，この抵抗モーメントが極大値に達したときを終局状態と仮定する。抵抗モーメントが最大となる圧縮側

主筋の応力は，抵抗モーメントの大きさを表す式(4-4)を圧縮側主筋の応力 Tb2，Tc2 で偏微分し，微係数がゼロ

となる応力として得られ，極大値となる条件は次のようになる。 
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  cahshcbbbb VTTTfDbgT  32 1
2

1   

    bcavemccbcc VrNTTTfDbgT  11
2

1
32   

(4-6) 

 

ただし，主筋の応力がとりうる値の範囲は圧縮降伏から引張降伏の間である。例えば圧縮側の主筋量が小さ

い場合や主筋位置が断面中心位置に寄っている（主筋間距離比が小さい）場合には抵抗モーメントが極大値と

なる前に圧縮側の主筋も引張降伏する場合があり，このときには圧縮側の主筋の応力も引張降伏時の強度とす

る。 

また，柱や梁の軸力が大きい場合，軸力だけでコンクリート応力の分布域が主筋位置を超えて広がる場合も

考えられる。圧縮域が大きくなるとその作用位置が接合部の中心に近づき抵抗モーメントは小さくなってしま

うため，変形の適合条件を無視すればコンクリートの圧縮域はある程度大きくなった後は圧縮主筋の圧縮力が

大きくなってコンクリートの圧縮力の作用位置は変化しない方が抵抗モーメントは大きくなる。特に高強度鉄

筋を用いている場合，式(4-6)で圧縮側の主筋の応力を算定すると鉄筋の応力だけが大きくなる。しかし，変形

の適合を考えると圧縮鉄筋のひずみがコンクリートのひずみに対して極端に大きくなることはありえない。そ

こで，圧縮側の主筋の応力の下限としてコンクリートの終局ひずみと等しい圧縮ひずみが鉄筋に生じたときの

応力を考慮する。 

以上の圧縮側の鉄筋の応力に関する制限をまとめると以下となる。 

 

 

bybby TTT  2  かつ by
y

u
busb TAET


 2  

cyccy TTT  2  かつ cy
y

u
cusc TAET


 2  

(4-7) 

 

ここで， 

Tby：梁主筋の降伏強度，Tcy：柱主筋の降伏強度，Es：鉄筋のヤング率，Ab：梁主筋の断面積，Ac：柱

主筋の断面積，u：コンクリートの終局ひずみ，y：鉄筋の降伏ひずみ 

 

(2) 上下の柱のモーメントが等しい場合の接合部の終局モーメント 

式(4-5)をみると，十字形接合部の場合と同様に仮想断面で分割したフリーボディに作用する応力と外力のう

ち，水平方向の成分と鉛直方向の成分の連成項はなく，それぞれの寄与分の和となっている。また，右辺にせ

ん断力に関する項が残っていると終局モーメントを陽に求めることができないため，せん断力の影響を示す項

を別に表すことにし，式(4-4)から求まる抵抗モーメントを水平方向の鉄筋の応力と梁軸力によるモーメント Mjh

と鉛直方向の鉄筋の応力および柱軸力によるモーメント Mjv，さらにせん断力の影響を示す係数hおよびvを用

いて，式(4-8)の形で表すことにする。 
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水平成分によるモーメント Mjh，鉛直成分によるモーメント Mjv，せん断力の影響を示す係数hおよびvは，梁，

柱の圧縮側主筋の応力により場合分けされ，それぞれ式(4-11)～(4-19)に示すように導かれる。 

さらに，梁，柱のせん断力と接合部の抵抗モーメント（節点モーメント）の関係（Mj = VbL / 2 = VcH）を考慮

すると，式(4-8)は式(4-9)のように右辺にせん断力の項を含まない形に変形でき，接合部の形状と鉄筋の応力が

定まれば接合部の抵抗モーメントを陽に算定することができる。せん断力の影響を示す係数h およびv にはせ

ん断力の影響を示す項が残る場合があるが，一般に他の項に比べて十分に小さいためこれは無視する。 
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圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 

このとき，外側の柱主筋の応力は式(4-5)に式(4-6) を代入して得られる次式の解である。ただし，ここではせ

ん断力の影響は無視することとした。 
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引張側主筋は降伏強度であり，圧縮側主筋の応力は式(4-6)により表されるので，これらを式(4-4)に代入して

式(4-8)の形に整理する。すると，水平方向の鉄筋の応力と梁軸力によるモーメント Mjhと鉛直方向の鉄筋の応力

および柱軸力によるモーメント Mjv，さらにせん断力の影響を示す係数hおよびvは以下となる。 
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圧縮側主筋の応力は降伏もしくは圧縮ひずみの制限による場合 

このとき，外側の柱主筋の応力は式(4-6) を整理して得られる次式の解である。ただし，ここではせん断力の

影響は無視することとした。 
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圧縮側主筋の応力 Tb2，Tc2を引張側の主筋の応力に対する比b，cで表し，同様に式(4-5)を式(4-8)の形に整理

すると以下となる。 
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ただし， 

bybb TT 2 ， cycc TT 2  
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図 4-4 変形機構 I，II の仮想断面上の応力 
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4.3 接合部の釣り合い破壊 

4.2 節では接合部内で柱，梁の引張主筋が降伏した状態を接合部の終局状態とした。しかし，コンクリート断

面に対して主筋量が過剰になると主筋の降伏の前にコンクリートの圧壊が始まる。このような破壊を接合部の

釣り合い破壊と呼んでいる 7)。 

ここでは接合部の変形機構を十字形接合部の場合と同様にモデル化し，接合部パネルの変形と接合部中央の

コンクリートのひずみの関係，接合部の変形と鉄筋に生じる応力の関係をそれぞれ仮定し，鉄筋の降伏と同時

にコンクリートのひずみが終局ひずみに達する状態である釣り合い破壊の条件を定式化する。 

 

4.3.1 接合部パネルの変形と接合部中央のコンクリートのひずみ 

接合部パネルの変形状態を図 4-5 のように仮定する。また，接合部の対角方向の斜めストラットではコンク

リートには斜めストラットの方向に一様に圧縮ひずみが生じているとする。この変形機構における接合部パネ

ルの辺（柱，梁端）の回転角と対角方向の斜めストラットのひずみの関係は，図中の圧縮ゾーンの幅をあらわ

す記号 x1 を用いて式(4-20)のように表すことができる。ここで，Dc'は梁側の柱フェースから圧縮側入隅部と梁

主筋の定着端を結ぶ斜めひび割れの線を梁フェース高さまで延長して得られる点までの距離，1 は引張側の入

隅部から圧縮側入隅部と梁主筋の定着端を結ぶ斜めひび割れの線までの距離に対する圧縮ゾーンの幅 x1の比で

ある。 
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ただし， 
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cb D
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'
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b
h D

D
R   ，   cc

h
c DeD

R

R
D 21'   

ここで， 

x1：接合部中央コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅，b：梁端の回転角，c：上柱端の回転角，

1：基準化した接合部中央のコンクリートストラットの幅 

 

4.3.2 接合部パネルの変形と主筋の伸び 

図 4-5 の変形機構における梁の引張主筋および梁側の柱主筋の接合部内での伸びは，梁，柱側からの鉄筋の

抜け出しがないと仮定すると幾何学的に以下のように接合部パネルの回転角と関係付けられる。ここで，梁主

筋が機械式定着されている場合にはその定着端は上柱側の三角形の部分とともに移動し，折り曲げ定着の場合

には定着端は下柱側の三角形の部分に固定され移動しないものとする。また，入隅部から生じるひび割れは実

験におけるひび割れの状況（図 4-1）に合わせ，梁主筋と柱主筋の交差位置から鉛直および水平に伸びるもの

としている。 
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梁主筋の伸び 

折り曲げ定着の場合 
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ただし， 
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ここで， 

Lb：接合部内での梁主筋の伸び，x2x：接合部入隅部コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅，2x：

基準化した接合部入隅部のコンクリートストラットの幅 

 

機械式定着の場合 
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柱主筋の伸び 

折り曲げ定着，機械式定着とも共通に以下となる。 
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ただし， 

c

y
y D

x2
2   

ここで， 

Lc：接合部内での柱主筋の伸び，x2y：接合部入隅部コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅，2y：

基準化した接合部入隅部のコンクリートストラットの幅 

この式(4-21)～(4-23)より鉄筋の伸びと接合部の変形角の関係が導かれ，さらに式(4-20)の関係を用いることで，

基準化した接合部中央の圧縮域の幅1と主筋の伸びLb，Lcの関係が次のように導かれる。 
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折り曲げ定着の場合 
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機械式定着の場合 
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ここに， 
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4.3.3 主筋の応力と伸び 

接合部内での主筋のひずみ分布は斜めひび割れ間では線形と仮定する。すると，通し主筋の斜めひび割れを

横切る位置での主筋の応力を鉄筋の弾性係数と鉄筋の断面積で除して接合部内の平均ひずみを求め，これに長

さを乗じたものが主筋の伸び量となる。ここで，Tb3は梁の主筋の定着部手前での引張力であり，折り曲げ定着

であれば斜めひび割れを横切る位置での梁主筋の引張力と等しく Tb3 = Ta =
22

avah TT  である。 
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接合部の変形に適合するように求めた式(4-21)～(4-23)による主筋の伸びと，鉄筋のひずみから求めた式(4-26)

～(4-27)による主筋の伸びは等しいので，この式(4-26)～(4-27)の結果を式(4-25)もしくは式(4-26)に代入すれば鉄

筋の引張力と接合部の変形角の関係が求まる。 
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4.3.4 釣り合い破壊時の鉄筋の応力と中立軸位置 

鉄筋の降伏が生じていない状態では変形が小さいため斜めストラットの向きは接合部中央の斜めひび割れ，

すなわち梁主筋の定着端と圧縮側の柱と梁の入隅部を結ぶ向きに平行とする。すると，斜めストラットの圧縮

域の幅 x1を用いてコンクリートの応力の水平および鉛直成分は次式のように表される。 

 

 cbc

h

ccx fDb
R

fxbC 31123111
1

1
cos 


  (4-28) 

 ccc

h

ccy fDb
R

fxbC 31123111 '
11

1
sin 


  (4-29) 

 

この式(4-28)～(4-29)と式(4-1)のコンクリートの応力と鉄筋の応力の関係を用いれば釣り合い破壊時の引張主

筋の応力を定めることができる。また，圧縮側の主筋の応力は 4.2 節と同様に決定することにする。さらに，

入隅部における回転中心は，入隅部のコンクリートの応力の大きさから圧縮域の幅を用いて次式により求める。 
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4.3.5 接合部の限界補強量 

式(4-25)に式(4-26)～(4-27)を代入し，さらに上に仮定した釣り合い破壊時の主筋の応力と式(4-30)～(4-31)より

求めた入隅部の回転中心位置を代入すれば，接合部中央の圧縮域の幅を示す係数1 の 2 次方程式が得られ，こ

れを解けば接合部中央の圧縮域の幅を定めることができる。このとき式(4-6)で表わす Tb2，Tc2，あるいは式(4-30)

～(4-31)で表わす2x，2y にせん断力の項があるため解にせん断力の項が含まれる場合があり，本来はプログラ

ム等を用いた収束計算等が必要となる。しかし，一般的なスパン長さの架構では鉄筋の応力に比べてせん断力

の大きさは十分に小さいこと，2x，2y も 1 より十分に小さいため式(4-25)においてその変動の影響はわずかと

なることから，簡単のためにはせん断力の影響は無視しても問題ない。 

主筋と斜めストラットのコンクリートが，同時にそれぞれ降伏ひずみと終局ひずみに達するときの主筋の引

張力を接合部の釣り合い破壊を生じさせないための限界補強量と呼ぶ。前項までの計算で求めた釣り合い破壊

時の圧縮域の幅を示す係数1を用いると，限界補強量は次式により表される。 
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4.3.6 接合部の釣合モーメント 

釣り合い破壊時のモーメントは，引張主筋の応力を限界補強量に相当する引張力とすることで求めることが

できる。実際の設計にあっては，釣り合い破壊が生じないよう主筋量を式(4-32)～(4-33)より求まる限界補強量
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以下となるように決定することになるので釣合モーメントを求める必要はないが，実験結果との比較等に用い

ることができるよう以下にその算定式を示す。 

梁や柱の主筋の降伏強度が前項の限界補強量を上回っている場合，接合部の終局モーメントは主筋の応力を

式(4-32)～(4-33)の限界補強量時の応力として算定する。式(4-32)～(4-33)による限界補強量を式(4-4)に代入した

ものを   cc DeD 21'  に注意して前節と同じように式(4-8)の形に整理すると，水平および鉛直成分によるモーメ

ント及びせん断力の影響を表す係数は梁および柱の圧縮鉄筋の応力により場合分けされ以下のようになる。 

 

圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 
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 cv g2  (4-37) 

 

圧縮側主筋は圧縮ひずみの制限による場合 
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一般に釣り合い破壊時の接合部の変形は小さく，接合部横補強筋や柱中段筋は降伏しているとは限らない。

横補強筋や柱中段筋の応力を大きくとると式(4-32)～(4-33)に示す釣り合い破壊を防止するための限界補強量は

小さくなるため設計上は安全側となるが，接合部の釣合モーメントを精確に算定するためには接合部の変形と

横補強筋もしくは柱中段筋のひずみの関係を求め，釣り合い破壊時のこれら鉄筋の応力を算定する必要がある。

一方，柱端部の帯筋も釣り合い破壊時には降伏していない場合もあると考えられる。式(4-32)～(4-33)が示すよ

うに柱端部の帯筋の応力が大きいと梁主筋の限界補強量は大きくなるため，設計上安全側とするためには柱端
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部の帯筋の応力 Tsはゼロとすべきである。 

なお，梁降伏型に設計され柱に十分な曲げ補強がなされている場合のように，柱，梁のうち一方が降伏した

後に変形の増大に伴って他方の主筋の引張力が増大し，その降伏前にコンクリートに圧壊が生じ終局状態とな

る場合も考えられる。この場合，斜めストラットの向きは対角線方向ではなくコンクリートの圧壊が生じると

きの鉄筋の応力は式(4-32)～(4-33)に示した限界補強量に相当する応力とは異なる。しかし，水平成分と鉛直成

分のうち一方が主筋の降伏により応力が増加していない分，コンクリートに生じる応力は小さいはずである。

そこで，このように柱，梁の一方のみが限界補強量を超えて曲げ補強されている場合には，その主筋の応力の

みを式(4-32)～(4-33)の限界補強量時の応力と仮定し，接合部の終局モーメントを算定することにする。つまり，

梁，柱それぞれについて個別に主筋量が限界補強量を上回っているかを判定し，上回っている場合はその主筋

の応力は限界補強量時の応力として接合部の終局モーメントを算定すればよい。 
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 (a) 折り曲げ定着     (b) 機械式定着 

図 4-5 柱梁接合部の変形 
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4.4 外側柱主筋と横補強筋の降伏による終局モーメント 

梁せいが大きく柱せいが小さい縦長の接合部などでは，上柱側と下柱側のモーメントが等しい（Mc1－Mc2＝0）

という条件（式(4-5)）を満たす外側柱主筋の応力 Teが柱主筋の降伏強度を超える場合がある。この場合は，梁

主筋あるいは梁側の柱主筋の降伏に先行して外側の柱主筋が降伏することを意味する。すなわち，外側柱主筋

と柱梁接合部の横補強筋の降伏により柱梁接合部中央の斜めひび割れが拡大する変形機構 II である。 

このときの接合部モーメント（節点モーメント）は，外側の柱主筋の応力 Teを柱主筋の降伏強度として式(4-3)

を用いて求めた下柱側の抵抗モーメントの 2 倍であるから，いままでと同様に式(4-8)の形で表わすと各成分は

以下となる。 

 

圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 

外側柱主筋は降伏強度であり，圧縮側主筋の応力は式(4-6)により表されるので，これらを式(4-3)に代入して

整理すると以下となる。 
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圧縮側主筋は圧縮ひずみの制限による場合 
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4.5 柱端のひび割れ面のモーメントに対する抵抗機構 

4.5.1 仮想断面に生じる応力 

本章では 2 章で仮定した変形機構のうち，梁から遠ざかる側の柱端のひび割れと接合部中央の斜めひび割れ

が拡大する変形機構 III について考える。 

モーメントに対する抵抗機構を考える仮想断面は，変形機構で想定するひび割れに合わせて図 4-6 のように
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設定し，仮想断面上の応力を同図中のように仮定する。また，コンクリートおよび鉄筋の応力については 4.2

節と同様に仮定する。さらに，変形機構 I，II の場合と同様に柱外側の斜めひび割れ上のコンクリートの圧縮力

C3x，C3yはゼロと仮定する。 

すると，上柱，下柱それぞれについての水平，鉛直方向の力の釣り合いから以下の関係が成り立つ。 
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ここで， 

C4x，C4y：引張側の柱端部のコンクリート応力の水平，鉛直成分 

4.5.2 接合部の抵抗モーメント 

上下の柱についてのモーメントの釣り合いは以下のようになる。 
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よって，接合部の抵抗モーメントは以下となる。 
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4.5.3 接合部の終局モーメント 

ここで，4.2節の柱・梁主筋の降伏による接合部の終局状態の場合と同様に上下の柱のせん断力は等しいとし，

さらに上下の柱のせん断力によるモーメントが等しいと仮定すれば，外側柱主筋の応力 Teは式(4-51)～(4-52)の
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Mc1と Mc2を用いた Mc1－Mc2＝0 の解である。また，3 章と同様に式(4-8)の形で接合部の終局モーメントを表わ

すと以下の通りとなる。 

 

圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 
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圧縮側主筋は圧縮ひずみの制限による場合 
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図 4-6 変形機構 III の仮想断面上の応力 
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4.6 掻き出し破壊面のモーメント抵抗機構 

4.6.1 仮想断面に生じる応力と変形機構が形成される条件 

ここでは，梁主筋定着端から接合部側および柱側に伸展した斜めひび割れが拡大し引張側の梁主筋が抜け出

してくる変形機構 IV を考える。 

モーメントに対する抵抗機構を考える仮想断面は，変形機構で想定するひび割れに合わせて図 4-7 のように

設定し，仮想断面上の応力を同図中のように仮定する。この変形機構では変形機構 I～III とは異なり，図 4-3(d)

に示したように開く側の柱の圧縮ストラットは梁主筋の定着端ではなく，柱外側の主筋付近に向かっていると

仮定する。すなわち，C5x=C5y=0 である。 

ところで，ここで仮定しているようなひび割れ面に対して変形機構 I～III と同様に柱の圧縮ストラットは梁

主筋の定着端付近に向かい，柱外側の主筋付近のコンクリートの接触がないような変形機構も考えられる。こ

の場合，上柱側のフリーボディに注目すると作用するモーメントに対しては，前節の変形機構 III に比べると抵

抗要素として柱端部の帯筋の応力 Tw がある分だけ変形機構 III の抵抗モーメントに比べて大きくなる。すなわ

ち，変形機構 III が卓越し，このような終局時の変形は生じない。しかし，このような変形機構が生じるために

は図中左向きに作用する上柱のせん断力に対して上柱を梁側に引き戻す力が必要で，これが小さいと梁側のフ

リーボディとの間に作用するコンクリートの応力が負になってしまい成立しない。 

逆にいうと，変形機構 IV は梁定着端付近に圧縮力が生じることができない場合にのみ生じるともいえ，変形

機構 IV のような破壊が生じる条件は以下となる。 

 

 wc TV 1  (4-62) 

 

梁側のフリーボディ上の力の釣り合いから鉄筋の応力とコンクリートの応力の間には以下の関係が成り立つ。 
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4.6.2 接合部の抵抗モーメント 

梁側のフリーボディに注目すると接合部の抵抗モーメントは以下のように表わされる。 
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4.6.3 接合部の終局モーメント 

ここで，4.2 節の柱・梁主筋の降伏による接合部の終局状態の場合と同様に上下の柱のせん断力は等しいと仮

定する。 

さらに，4.2 節と同様に終局時には梁と柱の入隅部のコンクリートの応力は抵抗モーメントが最大となるよう

に定まると仮定する。すると式(4-64)を C2x および C2y でそれぞれ偏微分して微係数がゼロとなる場合なのでコ

ンクリートの応力の大きさは以下のようになる。 
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これらを用い，さらにいままでと同様に式(4-8)の形で接合部の終局モーメントを表わすと以下の通りとなる。 
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図 4-7 変形機構 IV の仮想断面上の応力 
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4.7 設計因子が柱梁接合部の終局モーメントにおよぼす影響 

ここでは，前節までに述べた柱梁接合部の終局モーメントにおよぼす設計因子の影響について述べる。変動

する設計因子として，コンクリート強度，梁の引張主筋比，柱梁強度比，柱軸力，接合部横補強筋比，梁主筋

の定着長さについて検討する。また，検討は普通強度の材料を組み合わせた場合と高強度材料の組み合わせの

場合について行った。基準となる柱梁接合部の諸元を表 4-1 に示す。 

設計因子の変動による終局強度の変化を設計因子ごとに図 4-8～図 4-13 に示す。掻き出し破壊面で決まる終

局モーメント（変形機構 IV）が最小となるケースは梁主筋の定着長さが著しく小さい場合だけなので，ここで

は変形機構 I～III のみを対象とした。図中の終局強度は節点モーメントを柱梁接合部の体積で除した応力度で

表し，Mju1：柱・梁主筋降伏による柱梁接合部の終局モーメント，Mju2：外側の柱主筋降伏による柱梁接合部の

終局モーメント，Mju3：柱端のひび割れ面で決まる柱梁接合部の終局モーメント，Mjb：柱梁接合部の釣合モー

メント，Mbu：梁曲げ終局時の節点モーメント，Mjs：学会指針による接合部せん断強度時の節点モーメントであ

る。 

 

表 4-1 検討に用いたト形柱梁接合部の諸元 

 普通強度 高強度 

梁スパン×柱スパン 6000×3500(mm) 

梁断面 450×650(mm) 

梁有効せい 580(mm) 

柱断面 580×580(mm) 

柱有効せい 510(mm) 

柱軸力比 0.05 

接合部横補強筋比 0.3(%) 

梁引張主筋比 1.5(%) 

柱梁強度比 1.0，1.5，2.0 

コンクリート強度 30(N/mm2) 48(N/mm2) 

梁・柱主筋降伏強度 345(N/mm2) 490(N/mm2) 

横補強筋降伏強度 295(N/mm2) 685(N/mm2) 

 

 

コンクリート強度の影響 

梁の曲げ強度 Mbu はコンクリート強度の影響をほとんど受けないが，同様に鉄筋の降伏によって終局状態と

なる柱梁接合部の終局モーメントはいずれもコンクリート強度が増大すると大きくなる。3 つの柱梁接合部の

終局モーメントはコンクリート強度の変化によっては変わらない。 

柱梁接合部の釣合モーメント Mjb は原稿の設計法で用いられている接合部せん断強度と同様にコンクリート

強度の増大により大きくなる。ただし，柱梁接合部の釣合モーメントは接合部せん断強度時のモーメントより

柱梁強度比 1 でコンクリート強度が大きい場合を除いて常に大きく，現行の設計で用いられている接合部せん

断強度はその分破壊に対して余裕をもっていることがわかる。 
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梁主筋量の影響 

梁の曲げ強度 Mbu は梁主筋量にほぼ比例して増大する。柱梁接合部の終局モーメントはいずれも柱梁強度比

が一定の条件下では梁主筋量の増加に伴って増大するが，増加の割合は柱梁接合部の終局モーメントの方が小

さい。表 4-1 の設定では，柱梁強度比 1.0，1.5 では柱・梁主筋降伏による柱梁接合部の終局モーメント Mju1，

および柱端のひび割れ面で決まる柱梁接合部の終局モーメント Mju3 は梁曲げ強度より常に小さく，梁主筋量が

増えるほどその差は大きくなっている。柱梁強度比 2.0 では梁主筋量が小さい範囲では梁曲げ強度を柱梁接合

部の終局モーメントが上回っているが，梁主筋量が増大すると柱・梁主筋降伏による柱梁接合部の終局モーメ

ント Mju1が梁曲げ強度を下回るようになる。 

一方，主筋降伏前に柱梁接合部のコンクリートの破壊が進行する場合については，柱梁接合部の釣合モーメ

ントは主筋量の増大によりわずかに増加している。 

 

柱梁強度比の影響 

梁主筋量が一定で柱主筋量を増すと柱と梁の曲げ強度の比が大きくなる。梁の曲げ強度 Mbu はとうぜん柱梁

強度比が増加しても一定であるが，柱梁接合部の終局モーメントは柱梁強度比の増加にともなって増加する。

ただし，外側の柱主筋降伏による柱梁接合部の終局モーメント Mju2，および柱端のひび割れ面で決まる柱梁接

合部の終局モーメント Mju3 は柱梁強度比すなわち柱主筋量にほぼ比例して増大するのに対し，柱・梁主筋降伏

による柱梁接合部の終局モーメント Mju1 の増加は緩やかであり，梁主筋量が多いケースでは梁主筋量を上回る

ことはなかった。 

柱梁接合部の釣合モーメント Mjb は，梁主筋量の場合と同様に柱主筋量の増大にともなってわずかに増加す

る。 

 

柱軸力比の影響 

梁曲げ強度 Mbu，接合部せん断強度 Mjsは柱軸力の影響は受けない。柱梁接合部の終局モーメント，柱梁接合

部の釣合モーメント Mjb も柱軸力の影響は小さく，柱軸力比の増大による変動は小さいが，柱軸力比が大きく

なり同一の柱梁強度比でも極端に柱主筋量が小さくなると柱・梁主筋降伏による柱梁接合部の終局モーメント

Mju1は低下していく。 

 

接合部横補強筋量の影響 

梁曲げ強度 Mbu，接合部せん断強度 Mjsは接合部横補強筋量の影響は受けない。柱梁接合部の終局モーメント

はいずれも横補強筋量の増大によって増加するが，柱端のひび割れ面で決まる柱梁接合部の終局モーメント

Mju3 の増加の勾配は小さく，柱梁強度比 1.5，2.0 の場合では接合部横補強筋量が大きくなることによって柱・

梁主筋降伏による柱梁接合部の終局モーメント Mju1より小さくなる。 

十字形柱梁接合部の場合と異なり，柱梁接合部の釣合モーメント Mjb に対しても影響が大きく，接合部横補

強筋を増すことによって釣合モーメントも大きくなる。 
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梁主筋定着長さの影響 

柱梁接合部の終局モーメントはいずれも梁主筋の定着長さが小さくなると直線的に減少する。低下の勾配は

い柱・梁主筋降伏による柱梁接合部の終局モーメント Mju1 が比較的小さく，定着長さが小さいほど柱端のひび

割れ面で決まる柱梁接合部の終局モーメント Mju3で終局強度が決まるようになる。 

柱梁接合部の釣合モーメント Mjbも同様に梁主筋の定着長さが小さくなると直線的に減少する。 

 

本論文では，ト形接合部の終局状態として 4.1 節に述べたようにひび割れと鉄筋の降伏の状態によって変形

機構 I～IV を想定している。本節での検討が示すように，上下の柱端のモーメントが等しい条件では外側の柱

主筋が降伏して終局状態にいたる変形機構 II の終局モーメントは常に他の変形機構の終局モーメントより大き

く考慮する必要はない。ただし，実施の架構内では上下の柱端のモーメントが異なり梁に近づく側の柱のモー

メントが著しく大きい場合には注意する必要がある。 
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図 4-8 コンクリート強度の影響 
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図 4-9 梁主筋量の影響 
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図 4-10 柱梁強度比の影響 
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図 4-11 柱軸力の影響 
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図 4-12 接合部横補強筋比の影響 
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図 4-13 梁主筋定着長さの影響 
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4.8 理論値と実験値の比較 

(1) 柱梁強度比が小さい柱梁接合部部分架構の実験との比較 

筆者らが行った柱梁強度比が小さく，主筋の降伏により接合部破壊が生じた試験体（A1.2 参照）について，

理論値と実験値の比較を行う。 

図 4-14～図 4-17 に実験の変動因子と終局時の節点モーメントの実験値および計算値の関係を示す。モーメ

ントは終局時のモーメントを柱梁接合部の体積で除して基準化して示してある。また，梁端および柱端で曲げ

終局に達する終局モーメントを平面保持とコンクリートのストレスブロックを仮定した断面解析によって求め，

節点モーメントに換算したものをあわせて図中に示した。 

部分架構試験体の最大耐力の計算値を柱梁接合部の終局モーメント，梁・柱の曲げ終局時の最小のものとす

ると，いずれの変動因子に対しても計算値と実験値の対応はよい。 

 

主筋量については，十字形接合部の場合と同様，主筋量が増大すると梁・柱の曲げ終局時のモーメントに対

する柱梁接合部の終局モーメントの低下量が大きくなる。また，柱の主筋量が限界補強量に達すると柱梁接合

部の終局モーメントはほとんど増大しなくなる。 

接合部横補強筋量については，その増大により柱梁接合部の終局モーメントは緩やかに増大する。梁・柱の

終局モーメントは接合部横補強筋の影響を受けないので，接合部横補強筋を増すことにより柱梁接合部の終局

モーメントが梁・柱の曲げ終局時のモーメントを上回るようにすることが可能である。 

柱梁接合部の終局モーメントは柱梁強度比の影響を大きく受け，柱梁強度比の増大により終局モーメントは

増大する。柱梁強度比が 1 を超えても主筋の定着長さによっては柱梁強度比 1.5 程度までは柱端のひび割れ面

のモーメントに対する終局モーメント（Mju3）が小さい。柱梁強度比の増大により Mju3はほぼ線形に増大し，柱

梁強度比 1～1.5 で斜めひび割れ面での終局モーメント（Mju1）を上回るようになる。さらに柱梁強度比が大き

くなると斜めひび割れ面での終局モーメント（Mju1）も梁曲げ終局時のモーメントを上回り，架構の耐力は梁曲

げ耐力で決まるようになる。柱梁接合部の終局モーメントが梁の曲げ終局時のモーメントを上回るのに必要な

柱梁強度比は十字形接合部の場合より大きく，梁主筋の定着長さが小さいほど大きな柱梁強度比が必要となっ

た。 

梁主筋の定着長さについては，柱梁接合部の終局モーメントは定着長さが小さくなると低下する。定着長さ

の変動による終局モーメントの変化は柱端のひび割れ面のモーメントに対する終局モーメント（Mju3）のほうが

斜めひび割れ面での終局モーメント（Mju1）に比べて大きく，柱梁強度比が小さく柱主筋量が小さい場合は定着

長さが小さくンると柱端のひび割れ面のモーメントに対する終局モーメント（Mju3）で架構の耐力が決まるよう

になる。 

 

(2) 実験データベースの実験結果との比較 

既往の実験データベースの試験体（A2 参照）について，梁主筋の降伏強度の限界補強量に対する比と破壊形

式の関係を図 4-18 示す。降伏強度の限界補強量に対する比が 1 を超えると主筋降伏前にコンクリートが終局状

態に達することを表わしている。折り曲げ定着の場合，式(4-32)においては折り曲げ位置での梁主筋の引張力

Taは梁端での引張力 Tbの 0.4 倍としてその水平成分 Tahを計算している。 

機械式定着の場合には，十字形接合部の場合と同様に主筋量が限界補強量以下の範囲に主筋が降伏した試験

体（B 型，BJ 型）が分布し，降伏前の接合部破壊した試験体（J 型）は 1 以上の範囲に分布している。しかし，
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折り曲げ定着の試験体についてみると，破壊形式によらずほとんどの試験体で主筋量は限界補強量以下という

計算結果になった。 

また，図 4-19 に柱梁接合部の終局モーメントの梁・柱の曲げ終局時のモーメントに対する比（接合部強度比）

と文献で報告されている破壊形式の関係を，図 4-20 に実験の最大耐力の梁・柱の曲げ終局時計算値に対する比

を接合部強度比に対してプロットしたものを示す。梁・柱の曲げ終局時のモーメントは，平面保持を仮定した

断面解析により断面の終局モーメントを求め，梁・柱端で終局モーメントに達するとして節点モーメントに換

算したもので，柱の終局モーメントは実験時の加力方法に応じて梁せん断力の変化に伴う変動軸力を考慮して

いる。 

機械式定着の試験体では，おおむね接合部強度比 1 以上に梁曲げ降伏型（B 型）の試験体が分布し，計算さ

れる部分架構の最大耐力と実験値の対応もよい。しかし，折り曲げ定着の試験体については，B 型の試験体が

接合部強度比 1 以上の範囲に分布しているのは同様であるが，J 型の試験体でも接合部強度比 1 以上のものが多

く，図 4-20 をみても J 型の試験体では計算値は実験値に対して過大評価となっている。 

折り曲げ定着の場合に限界補強量を過大に評価していることから，式(4-32)における柱帯筋の項および折り曲

げ位置での主筋の応力をゼロとして計算したものが図 4-21～図 4-23 になる。いずれも実験結果と計算結果の

対応はよくなっており，限界補強量の計算時には主筋の折り曲げ定着位置での応力はゼロと仮定するほうが妥

当であることがわかる。これは一般に主筋降伏前に接合部破壊が生じる場合は，鉄筋が降伏していないわけで

あるから接合部パネルの変形が小さく，折り曲げ位置での応力は大きくならないためと考えられる。なお，図 

4-23 には折り曲げ定着の試験体で，計算値に対して実験値が著しく小さい試験体がある。このうち 3 体は梁主

筋の水平定着長さが柱せいの 0.5 倍と著しく小さいもの，もう 1 体は接合部横補強筋が定着される梁主筋の降

伏強度に相当する量を配したものである。後者の場合は終局モーメント算定時に横補強筋はすべて降伏してい

るものとして計算しているため，過大評価となってものと考えられる。 
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図 4-14 終局モーメントに与える主筋量の影響 
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図 4-15 終局モーメントに与える接合部横補強筋量の影響 
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図 4-16 終局モーメントに与える柱梁強度比の影響 
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図 4-17 終局モーメントに与える梁主筋定着長さの影響 
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(a) 折り曲げ定着 
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(b) 機械式定着 

図 4-18 限界補強量と破壊形式 
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(a) 折り曲げ定着 
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(b) 機械式定着 

図 4-19 接合部強度比と破壊形式 
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図 4-20 終局モーメントの実験値と計算値 
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図 4-21 限界補強量と破壊形式（折り曲げ部の応力ゼロ） 
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図 4-22 接合部強度比と破壊形式（折り曲げ部の応力ゼロ） 
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図 4-23 終局モーメントの実験値と計算値（折り曲げ部の応力ゼロ） 
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5. L 形接合部の終局モーメント 

5.1 L 形接合部の開く方向の破壊過程と変形機構 

L 形柱梁接合部の実験（A1.3 参照）における開く方向の加力での代表的なひび割れ状況を図 5-1 に示す。 

開く方向の場合，まず柱と梁の入隅部から斜めにひび割れが生じ，柱・梁主筋の交差する位置から柱・梁の

主筋に沿って伸展する。その後，柱主筋と梁主筋のそれぞれの定着端を結ぶように接合部パネルの中央に斜め

ひび割れが生じる。このひび割れは，主筋の定着端を通り，柱・梁まで伸展する。さらに変形が大きくなると

柱梁接合部中央の斜めひび割れと，柱と梁の入隅部から生じたひび割れが拡大する。あるいは，接合部中央の

斜めひび割れと梁端もしくは柱端のひび割れの一方が拡大する。 

一方，後述するように閉じる方向の加力では梁端，柱端のひび割れの他，梁上端筋の折り曲げ定着の折り曲

げ部と柱・梁の入隅部を結ぶ向きにひび割れが生じる。 

ここで，十字形接合部，ト形接合部の場合と同様に柱梁接合部中央の 2 方向の斜めひび割れにより分割され

た 4 つのフリーボディがそれぞれ並進と回転の自由度を有する変形機構を考える。ただし，出隅部の 2 つのフ

リーボディにはいずれにも外力が作用しておらず，また，両者の間のひび割れは開く方向の加力では開かない

ことから一体となって変形するものとする。従って，L 形接合部の開く方向では独立した自由度は 6 つである。 

上述の L 形接合部の実験で観察される事実に基づき，L 形接合部の変形を図 5-2 のように仮定する。この変

形機構 I は，梁と柱の入隅部から生じたひび割れが拡大し，これを横切る梁下端主筋と梁側の柱主筋のひずみ

が増大する。また，接合部パネル中央の斜めひび割れも拡大し，接合部パネル中央で接合部横補強筋のひずみ

も増大する。変形機構 IIおよび IIIは，梁端または柱端のひび割れと接合部パネル中央の斜めひび割れが拡大し，

それぞれ梁主筋もしくは柱主筋のひずみが増大する。 

柱梁接合部には梁・柱の部材端から変形の自由度に対応して軸力，せん断力，モーメントが作用し，この変

形機構のモーメントに対する抵抗機構が梁・柱主筋および接合部の横補強筋が降伏により終局状態に達するも

のとする。もしくは，接合部パネル内に形成されるコンクリートのストラットでコンクリートの圧壊が生じる

ことにより終局状態に達すると考えられる。 
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図 5-1 L 形接合部の開く方向の加力におけるひび割れ 

 

 

(a) I (b) II (c) III

 

図 5-2 L 形接合部の開く方向の終局時の変形 
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5.2 柱梁接合部の斜めひび割れ面のモーメントに対する抵抗機構 

5.2.1 仮想断面と作用する外力 

開く方向の外力が柱梁接合部に作用するときの仮想断面と仮想断面上の応力を図 5-3 のように仮定する。こ

こで，仮想断面は梁の引張主筋（下端筋）の定着端と梁側の柱主筋の定着端を結ぶ線 AC と，梁と柱の入隅部

から梁上端筋の定着端に向かう線 BO により構成されるものとする。ここで O 点は仮想断面を構成する 2 つの

線分の交点である。柱と梁の入隅（B 点）から O 点までの水平および鉛直方向の距離は以下となる。なお，図

中および以下において示す式中の記号の定義は付録にまとめて記した。 
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また，柱梁接合部の中心（梁と柱の材軸の交点）から O 点までの距離の柱せい，梁せいに対する比は次式に

より表わされる。 

 

 






 







 














2

1

2

1
2

1

2

1

2

12

1 b
v

c
h

cb
vh

c

hc
x gg

R

R

gg

D

xD
e




 (5-3) 

 






 







 














2

1

2

1
2

1

2

1

2

12

1

b
v

c
h

cb
vh

b

vb
y g

R

Rg

gg

D

xD
e




 (5-4) 

 

また，軸力は材軸上に作用するものとし，せん断力は接合部の中心（材軸の交点）に作用するものとする。 
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5.2.2 鉄筋の応力と作用位置 

鉄筋はそれぞれ配筋されている位置に軸応力のみが生じるものとする。ただし，簡単のため接合部の横補強

筋と柱中段筋は複数の鉄筋の応力をそれぞれの合力として材軸上に作用するものとして扱う。 

柱主筋の先端は 90 度の折り曲げではなく U 字フックを設けることが多いので，ト形接合部の梁主筋の機械式

定着の場合と同様に柱梁接合部の斜めひび割れはその背面側を通る。そのため，梁側の柱主筋の応力は梁側の

フリーボディ（BOC）内に定着されるものとし，ひび割れをまたぐ応力はないものと仮定する。梁下端筋の定

着部については，機械式定着であれば同様にひび割れは定着プレートの背面側を通るため，やはりひび割れを

またぐ応力はないと仮定する。梁下端筋は 90 度折り曲げとして曲げ上げる場合もあるが，この場合にもこの部

分のひび割れは大きく開かないことから同様に梁下端筋の引張力はすべて柱側のフリーボディ AOB に定着す

るものと仮定する。 

 

5.2.3 コンクリートの応力の大きさと作用位置 

終局時の柱梁接合部内のコンクリートの応力の流れは図 5-2 中のハッチの部分のように仮定し，主として梁

下端筋の定着端と梁側の柱主筋の定着端を結ぶ向きに流れるものとする。 

コンクリートは仮想断面上においても直応力下でのせん断力の伝達は可能とし，コンクリートの応力の向き

は必ずしも仮想断面に直交しないものとする。さらに，分布するコンクリートの応力はその重心位置に合力と

して作用するものとする。 

仮想断面上の応力の分布は力の釣り合いと変形の適合条件を満足するように応力の大きさと変形状態によっ

て変化し，合力の作用位置も変化する。しかし，以下の計算にあたって簡単なように圧縮ゾーンにおける圧縮

力の分布形状はストレスブロックの考え方を準用する。すなわち，ストレスブロックの応力の幅は圧縮ゾーン

の大きさの1 倍，高さをコンクリート圧縮強度の3 倍とする。従って，合力の作用位置はコンクリートの合力

の大きさを Ci，断面の幅を biとすると仮想断面の圧縮縁から Ci / ( 2bib3fc )である。ただし，C 点近傍では，圧縮

ストラットのコンクリートの応力の水平成分は梁端のコンクリートの圧縮力と釣り合っているので C 点付近の

コンクリートの応力の奥行き方向の幅は梁幅とする。 

出隅部および梁側のフリーボディの力の釣り合いよりコンクリートの応力の大きさは以下となる。 
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(5-5) 

 

ところで，出隅部に作用するモーメントはゼロなので仮想断面上の応力は次式を満足する必要がある。 
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本来，ある鉄筋の応力の組み合わせに対してこの式(4)を満たすように出隅部に作用する 4 つのコンクリート
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の応力が決まるはずであるが，すべてを決めるには条件が不足している。そこで，いくつか仮定をおくことに

する。 

まず，C2x および C3y をゼロと仮定する。これらは実際には必ずしもゼロではないが，厳密には作用位置が異

なるもののそれぞれすぐ近くにある梁主筋の応力 Tb2および柱主筋の応力 Tc2の一部として表わすものとして簡

単のために仮定する。また，一般に接合部横補強筋量や柱中段筋の量は断面に対してそれほど大きくないこと

から，その反力として生じる C3x等も小さく，式(5-6)中の C3x/bDb3fc等は 1 に比べて十分に小さい。そこで，式

(5-6)のうちこれらの 2 次項は無視する。 

さらに，十字形接合部の場合と同様に柱梁接合部の終局モーメントを水平方向の応力による成分と鉛直方向

の応力による成分に分離することが容易になるように，出隅部に作用する応力のうち水平方向の応力によるモ

ーメントの和と鉛直方向の応力によるモーメントの和がそれぞれゼロになると仮定する。すると，式(5-5)の関

係も用いて出隅部に作用するコンクリートの応力の大きさが次のように定まる。 
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また，梁，柱の圧縮側主筋の応力も定まり以下となる。 
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5.2.4 柱梁接合部の抵抗モーメント 

仮想断面に生じている鉄筋およびコンクリートの応力による接合部中心まわりのモーメントが外力モーメン

トと釣り合っており，すなわち接合部の抵抗モーメントである。 

梁側のフリーボディについてのモーメントの釣り合いより接合部モーメントは次式により表わされる。ここ

で，前節と同様に C2x，C2yの 2 次項は無視することとし，式(5-5)および式(5-7)～(5-10)の関係を用いて鉄筋の応

力だけで表わした。 
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5.2.5 開く方向の終局モーメント 

図 5-2 の変形機構 I でひび割れの拡大によってひずみが大きくなる梁と柱の引張主筋および接合部横補強筋，

柱中段筋がすべて降伏して柱梁接合部が終局状態にいたるとし，そのときの接合部の抵抗モーメントを終局モ

ーメントとする。 

十字形接合部 11)
，ト形接合部 12)の場合と同様に仮想断面で分割したフリーボディに作用する応力と外力を水平

方向の鉄筋の応力と梁軸力によるモーメント Mjh と鉛直方向の鉄筋の応力および柱軸力によるモーメント Mjv，

さらにせん断力の影響を示す係数hおよびvを用いて，式(5-14)の形で表すことにする。 
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梁，柱のせん断力と接合部の抵抗モーメント（節点モーメント）の関係（Mj = VbL / 2 = VcH / 2）を考慮すると，

式(8)は式(9)のように右辺にせん断力の項を含まない形に変形でき，接合部の形状と鉄筋の応力が定まれば接合

部の抵抗モーメントを陽に算定することができる。 
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式(5-13)より，開く方向については水平方向の鉄筋の応力と梁軸力によるモーメント Mjh と鉛直方向の鉄筋の

応力および柱軸力によるモーメント Mjv，さらにせん断力の影響を示す係数hおよびvは以下となる。せん断力

の影響を示す係数h およびv にはせん断力の影響を示す項が残るが，一般に主筋の引張力等の応力に比べて十

分に小さいためこれは無視した。 
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     (a) コンクリートの応力および外力         (b) 鉄筋の応力 

図 5-3 開く方向の変形機構 I の仮想断面上の応力 
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5.3 開く方向における L 形接合部の釣り合い破壊 

前節では接合部内で柱，梁の引張主筋が降伏した状態を接合部の終局状態とした。しかし，コンクリート断

面に対して主筋量が過剰になると主筋の降伏の前にコンクリートの圧壊が始まる。そして，コンクリートの圧

壊と主筋の降伏が同時に生じる破壊を接合部の釣り合い破壊と呼んでいる。 

ここでは接合部の変形機構を十字形接合部の場合と同様にモデル化し，接合部パネルの変形と接合部中央の

コンクリートのひずみの関係，接合部の変形と鉄筋に生じる応力の関係をそれぞれ仮定し，鉄筋の降伏と同時

にコンクリートのひずみが終局ひずみに達する状態である釣り合い破壊の条件を定式化する。 

 

5.3.1 接合部パネルの変形と接合部中央のコンクリートのひずみ 

接合部パネルの変形状態を図 5-4 のように仮定する。また，接合部の対角方向の斜めストラットではコンク

リートには斜めストラットの方向に一様に圧縮ひずみが生じているとする。この変形機構における接合部パネ

ルの辺（柱，梁端）の回転角と対角方向の斜めストラットのひずみの関係は，図中の圧縮ゾーンの幅をあらわ

す記号 x1 を用いて式(5-20)のように表すことができる。ここで，Dc'，Db'は梁主筋と柱主筋の定着端を結ぶ線を

延長して梁端，柱端と交わった点までの柱と梁の入隅部からの距離である。1 は柱と梁の入隅部から梁主筋と

柱主筋の定着端を結ぶ斜めひび割れの線までの距離に対する圧縮ゾーンの幅 x1の比である。 

 

 
   cb

bc

cb
u RRDD

x  






 1

22
22

1

1

1

''
 (5-20) 

 

ただし， 

2

1

2

1
1 sin'cos' 


cb D

x

D

x
  

'

'
tan 22

c

b

D

D
R    

c
b

h
bb

dhc D
R

Rg

R

Dg
lD 







 





22 2

1

2

1
'   

b
c

vc
c

dvb D
R

Rg
DR

g
lD 






 




 2
2 2

1

2

1
'   

 

 

5.3.2 接合部パネルの変形と主筋の伸び 

仮定した変形機構での梁の引張主筋（下端筋）および柱の引張主筋（梁側の柱主筋）の柱梁接合部内での伸

びは，梁，柱側からの抜け出しがないと仮定すると幾何学的に以下のように接合部パネルの回転角と関係づけ

られる。ここで，梁主筋および柱主筋の定着端はそれぞれ柱側，梁側のフリーボディに定着されその回転に伴

い移動するものとした。 
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これらより接合部パネルの回転角の和b +ｃと主筋の伸びの関係が得られ，さらに式(5-20)の関係を用いると

ことで基準化した圧縮域の幅1と主筋の伸びの関係にすることができる。 
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5.3.3 釣り合い破壊時の主筋の応力と伸び 

接合部内では主筋のひずみ分布は線形と仮定する。そして，定着端手前での主筋の応力のひび割れ位置での

応力に対する比を梁主筋，柱主筋についてそれぞれb，ac とすると，接合部内での主筋の伸びは次のように表

わすことができる。 
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これを式(5-23)に代入することで主筋の応力とコンクリートのひずみに関係を表わす次式を得ることができ

る。 
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ここで，釣り合い破壊が生じるときには主筋のひずみは降伏ひずみであるから，このときの圧縮ゾーンの幅

を表わす1 は式(5-26)より次のように表わすことができる。 
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さらに，鉄筋の降伏が生じていない状態では接合部パネルの変形も小さいため，コンクリートのストラット
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の向きは接合部の中央の斜めひび割れ，すなわち梁主筋と柱主筋の定着端を結ぶ向きに平行と仮定する。する

と，斜めストラットの圧縮域の幅表わす1を用いてコンクリートの水平 C1xおよび鉛直成分 C1yを以下のように

表わすことができる。 
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ところで，主筋降伏前に柱梁接合部でコンクリートが圧壊した実験結果との比較など，主筋のひずみが降伏

ひずみに達していない場合には式(5-27)は用いることができない。このときは，主筋の引張力 Tb1，Tc1は式(5-5)

および式(5-7)～(5-10)から次のようになるので，これらを式(5-28)～(5-29)に代入し，さらに式(5-26)代入するこ

とでコンクリートの圧縮域の幅を表わす1 に関する 2 次方程式が得られ，これを解けばコンクリートの圧縮域

の幅を求めることができる。 
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5.3.4 接合部の限界補強量 

式(5-26)を解くことで得られたコンクリート圧縮域の幅は接合部パネル中央でコンクリートが終局ひずみuに

達するときのものである。コンクリートが終局ひずみに達すると同時に主筋の降伏が生じる場合を接合部の釣

り合い破壊と呼び，そのときの主筋の引張力を接合部の限界補強量と呼ぶ。すなわち，限界補強量は主筋降伏

時の引張力がこれより大きいと主筋の降伏に先行してコンクリートの圧壊が生じる鉄筋量である。 

式(5-27)もしくは式(5-26)を 2 次方程式として解いて得られた釣り合い破壊時の圧縮域の幅表わす1 を用いる

と，式(5-28)～(5-31)より限界補強量は次のように表わすことができる。 
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5.3.5 接合部の釣り合いモーメント 

釣り合い破壊時，あるいはコンクリートの圧壊が先行する場合の接合部モーメントは，引張主筋の応力を限

界補強量に相当する引張力とすることで求めることができる。実際の設計にあっては，釣り合い破壊が生じな

いように主筋量を限界補強量以下とするように設計することになるので，釣り合い破壊時のモーメントを求め

る必要はないが，実験結果による検証に用いるために以下にその算定式を示す。 
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式(5-32)～(5-33)の限界補強量を式(5-13)に代入して整理すると，水平および鉛直成分によるモーメントおよび

せん断力の影響を表わす係数は以下のようになる。 
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図 5-4 開く方向における接合部の変形と主筋の伸び 
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5.4 梁端のひび割れ面のモーメントに対する抵抗機構 

次に梁端のひび割れと接合部パネル中央の斜めひび割れが拡大する変形機構 II について考える。モーメント

に対する抵抗機構を考える仮想断面は，変形機構で想定するひび割れに合わせて図 5-5 のように設定する。さ

らに出隅部に作用するコンクリートおよび鉄筋の応力は 5.2 節と同様に式(5-7)～(5-10)および式(5-11)～(5-12)に

より表わされるものとする。 

梁側のフリーボディ上の力の釣り合いは以下のようになる。 
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接合部の抵抗モーメントは式(5-38)～(5-39)の関係も考慮して以下のように表わされる。 
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終局モーメントを式(5-14)の形に整理すると，水平および鉛直成分によるモーメントおよびせん断力の影響を

表わす係数は以下のようになる。 
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     (a) コンクリートの応力および外力         (b) 鉄筋の応力 

図 5-5 開く方向の変形機構 II の仮想断面上の応力 
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5.5 柱端のひび割れ面のモーメントに対する抵抗機構 

ここでは柱端のひび割れと接合部パネル中央の斜めひび割れが拡大する変形機構 III について考える。モーメ

ントに対する抵抗機構を考える仮想断面は，変形機構で想定するひび割れに合わせて図 5-6 のように設定する。

さらに出隅部に作用するコンクリートおよび鉄筋の応力は 5.2 節と同様に式(5-7)～(5-10)および式(5-11)～(5-12)

により表わされるものとする。 

柱側のフリーボディ上の力の釣り合いは以下のようになる。 
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接合部の抵抗モーメントは式(5-45)～(5-46)の関係も考慮して以下のように表わされる。 
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終局モーメントを式(5-14)の形に整理すると，水平および鉛直成分によるモーメントおよびせん断力の影響を

表わす係数は以下のようになる。 
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     (a) コンクリートの応力および外力         (b) 鉄筋の応力 

図 5-6 開く方向の変形機構 III の仮想断面上の応力 
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5.6 L 形接合部の閉じる方向の破壊過程と接合部の変形機構 

L 形柱梁接合部の実験（A1.3 参照）における閉じる方向の加力での代表的なひび割れ状況を図 5-7 に示す。

閉じる方向の場合，梁端および柱端に曲げひび割れが発生した後，柱梁接合部の梁・柱が取り付かない面から

柱と梁の入隅部に向かう斜めのひび割れが発生し，特に梁上端筋の折り曲げ部と柱と梁の入隅部を結ぶ向きの

ひび割れが拡大した。また，変形の増大とともに開く方向の加力で生じた接合部パネル中央の斜めひび割れが

柱梁接合部上面で開くようになった。 

そこで，閉じる方向に加力された L 形接合部の変形機構を図 5-8 のように仮定する。これは 2 方向の斜めひ

び割れにより分割された 4 つのフリーボディがそれぞれ並進と回転の自由度を有し，図 5-8 (a)，(b)は開く方向

の加力で生じた AC を結ぶ向きのひび割れが A 点，C 点付近で開き，横切る梁主筋，柱主筋のひずみが増大す

るものである。この場合，梁主筋もしくは柱主筋の降伏により終局状態に達する。一方，図 5-8 (c)は BD を結

ぶ向きのひび割れが B 点付近で開き，梁上端筋の折り曲げ部付近のひずみが増大し，梁主筋が折り曲げ部で降

伏して終局状態に達するものである。 

十字形接合部などの場合と同様，分割されたフリーボディの仮想断面上の応力を用い，各フリーボディでの

釣り合いから閉じる方向の L 形接合部の終局モーメントを求める。 

 

5.6.1 仮想断面と作用する外力 

閉じる方向の外力が柱梁接合部に作用するときの仮想断面と仮想断面上の応力を図 5-9 のように仮定する。

ここで，仮想断面は開く方向の外力が作用する場合と同様に梁の引張主筋（下端筋）の定着端と梁側の柱主筋

の定着端を結ぶ線 AC と，梁と柱の入隅部から梁上端筋の定着端に向かう線 BD により構成されるものとする。 

ここで O 点は仮想断面を構成する 2 つの線分の交点である。O 点の柱と梁の入隅（A 点）からの水平および

鉛直方向の距離は以下となる。 
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また，柱梁接合部の中心（梁と柱の材軸の交点）から O 点までの距離の柱せい，梁せいに対する比は次式に

より表わされる。 
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また，軸力は材軸上に作用するものとし，せん断力は接合部の中心（材軸の交点）に作用するものとする。 

 

5.6.2 鉄筋の応力と作用位置 

鉄筋はそれぞれ配筋されている位置に軸応力のみが生じるものとする。ただし，簡単のため接合部の横補強

筋と柱中段筋は複数の鉄筋の応力をそれぞれの合力として材軸上に作用するものとして扱う。また，開く方向

と同様に梁側の柱主筋の応力は梁側のフリーボディ（BOC）内に定着されるものとしひび割れをまたぐ応力は

ないものと仮定する。さらに，折り曲げ定着された梁上端主筋の折り曲げ部での応力の向きは仮想断面に直交

するものとする。なお，折り曲げ定着された主筋の鉛直部は十分な長さを有するものとし，本論文では定着破

壊は考慮しないこととした。 
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コンクリートは仮想断面上においても直応力下でのせん断力の伝達は可能とし，コンクリートの応力の向き

は必ずしも仮想断面に直交しないものとする。さらに，分布するコンクリートの応力はストレスブロックで表

わし，その重心位置に合力として作用するものとする。 

フリーボディ COD，AOD に作用する力の水平および鉛直方向の釣り合いから以下が成り立つ。 
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一方，梁側のフリーボディ BOC 上の釣り合いからは式(5-58)も考慮して以下が成り立つ。 
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(5-59) 

 

また，フリーボディ COD 上のモーメントの釣り合いから以下が成り立つ。 
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(5-60) 

 

同様にフリーボディ AOD 上のモーメントの釣り合いから柱主筋の応力 Tcと折り曲げ部での梁主筋の応力 Ta

の関係は以下のようになる。 
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図 5-7 L 形接合部の閉じる方向の加力におけるひび割れ 
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図 5-8 L 形接合部の閉じる方向の終局時の変形 
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(a) 鉄筋の応力 

図 5-9 L 形接合部の閉じる方向の仮想断面上の応力 
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5.7 閉じる方向の終局モーメント 

 

図 5-8 の変形機構において拡大するひび割れを横切る位置で梁主筋もしくは柱主筋が降伏し柱梁接合部の終

局状態に至ると仮定し，このときに柱梁接合部に作用するモーメントを接合部の終局モーメントとする。この

とき接合部横補強筋，柱中段筋はすべて降伏しているものとする。 

また，圧縮側の主筋の応力 Tb2，Tc2は十字形接合部等と同様に，これらの応力の変動に対して接合部の終局モ

ーメントが最大となるように定める。ただし，応力の大きさは以下の範囲とする。 
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(5-62) 

 

5.7.1 梁主筋が梁端付近で降伏する場合 

梁主筋が梁端付近で降伏する場合，梁端での梁主筋の応力 Tb1が降伏強度 Tbyとなる。梁側のフリーボディ BOD

上に作用する応力によるモーメントと外力のモーメントの釣り合いから，式(5-57)，式(5-59)の関係も用いると，

終局モーメントは以下のようになる。 
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ここでは出隅部のコンクリートの応力 C4x，C4y はいずれもゼロと仮定している。これらは実際には必ずしも

ゼロではないが，厳密には作用位置が異なるもののそれぞれすぐ近くにある梁主筋の応力 Taの一部として表わ

すものとして簡単のために仮定したものである。 

このとき，式(5-60)は式(5-56)も考慮すると以下のようになる。すなわち， 
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この 2 次方程式を解くことにより Taを求め，これを式(5-63)に代入する。 

そして，閉じる開く方向の場合と同様に仮想断面で分割したフリーボディに作用する応力と外力を水平方向

の鉄筋の応力と梁軸力によるモーメント Mjhと鉛直方向の鉄筋の応力および柱軸力によるモーメント Mjv，さら

にせん断力の影響を示す係数hおよびvを用いて，式(5-14)の形で表すことにする。 

 

   





 

222

1

2

1 b
cv

c
bhjvjhju

V
D

V
DMMM   (5-65) 

 

梁，柱のせん断力と接合部の抵抗モーメント（節点モーメント）の関係（Mj = VbL / 2 = VcH / 2）を考慮すると，

これは右辺にせん断力の項を含まない形に変形でき，接合部の形状と鉄筋の応力が定まれば接合部の抵抗モー

メントを陽に算定することができる。 

 

   













 



 

L

D

H

D
MMM c

v
b

hjvjhju 
2

1
1

2

1
 (5-66) 

 

圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 

残るは圧縮側の主筋の応力である。これは前述のように抵抗モーメントが極大となるときの値とする。すな

わち，式(5-63)を Tb2もしくは Tc2で偏微分した微係数がゼロとなる応力として得られ，極大値となる条件は次の

ようになる。 
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このとき，接合部の抵抗モーメントを式(5-65)の形に整理すると以下のようになる。 
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圧縮側主筋の応力は降伏もしくは圧縮ひずみの制限による場合 

十字形接合部等の場合と同様，鉄筋量が極端に少ない場合や，高強度鉄筋を用いている場合など，式(5-67)，

式(5-68)の制限が適用される場合がある。このときは，式(5-65)の形に式(5-63)を整理すると以下のようになる。 
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5.7.2 柱主筋が柱端付近で降伏する場合 

柱主筋が柱端付近で降伏する場合，柱側のフリーボディ AOB 上に作用する応力によるモーメントと外力のモ

ーメントの釣り合いから，終局モーメントは前項と同様にして以下のようにあらわされる。 
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ここで，梁主筋の折り曲げ部の応力 Taは，前項と同様に出隅部のコンクリートの応力 C4x，C4yはいずれもゼ

ロと仮定して式(5-61)より得られた 2 次方程式を解くことによって求める。すなわち， 
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より得られる次式である。 
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圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 

圧縮側の主筋の応力が抵抗モーメントが極大となるときの値とする。すなわち， Tb2，Tc2は式(5-62)で表わさ

れる場合である。このとき，終局モーメントを式(5-65)の形で表わすと各成分は以下のようになる。 



5-27 

 

 

   

  cbbb

bbwwybahwyhy
cbc

ahwyhy
ybjh

fDbg

DggTDTTT
fDb

TTT
egM

3
22

3

1
4

1

2














 


 (5-79) 

 bh g2  (5-80) 

 

 

  ccbc

cc
my

avbavcy
ccc

avcy
xcjh

fDbg

Dg
T

TDTT
fDb

TT
egM

3
22

3

1
4

1

2
22























 


 (5-81) 

 cv g2  (5-82) 

 

圧縮側主筋の応力は降伏もしくは圧縮ひずみの制限による場合 

梁主筋が降伏する場合と同様に，圧縮側の主筋の応力に式(5-67)，式(5-68)の制限が適用される場合がある。 
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5.7.3 梁主筋が折り曲げ部で降伏する場合 

梁主筋が梁端付近で降伏する場合，折り曲げ部の梁主筋の応力が Ta = Tbyであり，仮想断面 BD 上の応力によ

るモーメントと外力のモーメントの釣り合いから，終局モーメントは以下のようになる。 
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ただし， 
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これまでと同様に圧縮側の鉄筋の応力で場合わけをし，式(5-65)の形に整理すると以下のようになる。 

 

圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 

   cbbbbbhbby
cbb

jh fDbgDgTDT
R

ggg
M 3

221
1

1

1
4

1cos

2

1
sin

2

1

2

1

sin

1
2 










 






  (5-88) 

 bh g2  (5-89) 



5-29 

   ccbcccmyjh fDbgDgTM 3
221

4

1   (5-90) 

 cv g2  (5-91) 

 

 

圧縮側主筋の応力は降伏もしくは圧縮ひずみの制限による場合 
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5.8 閉じる方向における L 形接合部の釣り合い破壊 

5.8.1 接合部パネルの変形と接合部中央のコンクリートのひずみ 

接合部パネルの変形状態を図 5-10 のように仮定する。これは，出隅部の先端（図 5-10 の D 点付近）でコン

クリートが接触し，出隅部のコンクリートの圧縮応力が生じている状態である。接合部の対角方向の斜めスト

ラットではコンクリートには斜めストラットの方向に一様に圧縮ひずみが生じているとする。この変形機構に

おける接合部パネルの辺（柱，梁端）の回転角と対角方向の斜めストラットのひずみの関係は，図中の圧縮ゾ

ーンの幅をあらわす記号 x1を用いて次のように表すことができる。1は柱と梁の入隅部から梁主筋と柱主筋の

定着端を結ぶ斜めひび割れの線までの距離に対する圧縮ゾーンの幅 x1の比である。 
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ただし， 
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また，出隅部の先端（D 点付近）でコンクリートが接触したままであるとし，接合部パネル中央ではフリー

ボディ間でずれは生じないとすると，梁側のフリーボディ BOC の回転角b と上面のフリーボディの回転角u

の間には以下の関係がなりたつ。 
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式(5-97)の関係を用いると，式(5-96)は次のようになる。 
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ここで，他の接合部の形状の場合と同様，主筋が降伏するまでは接合部パネルの斜めストラットの主応力の

向きは梁主筋の定着端と梁と柱の入隅を結ぶ向きとする。また，出隅部のコンクリートの応力は仮想断面に直

交すると仮定する。つまり， 

 

 xy CRC 111   (5-101) 
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式(5-101)，式(5-102)，さらに式(5-56)の関係から，式(5-57)を用いることにより，コンクリートの応力の大き

さは以下となる。 
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また，式(5-101)を用いる代わりに，ここでは前節とは異なり出隅部のコンクリートの圧縮力の作用位置を厳

密に考慮することにする。すると，フリーボディ COD 上のモーメントの釣り合いを表わした式(5-60)は以下の

ように書き換えることができ，この 2 次方程式を解くことにより出隅部のコンクリートの応力 C4yを求めること

ができる。 
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C4yが求まると，C4x，Tah，Taを順次求めることができる。 

 

5.8.2 接合部パネルの変形と主筋の伸び 

仮定した変形機構での梁の引張主筋（上端筋）の柱梁接合部内での伸びは，梁側および定着部からの抜け出

しがないと仮定すると，幾何学的に以下のように接合部パネルの回転角と関係づけられる。 
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さらに式(5-100)の関係を用いるとことで基準化した圧縮域の幅1 と主筋の伸びの関係にすることができる。 

 

 u
h

y

x

x
b

u
h

bx
b

b

b

R
R

R

R

g

R

g

D

L 




































































 






2
1

4

2
12

1

1

2

2

1

1
1

1

2

1

2

1
 (5-106) 

 

5.8.3 釣り合い破壊時の主筋の応力と伸び 

接合部内では主筋のひずみ分布は線形と仮定する。そして，定着端手前での主筋の応力のひび割れ位置での

応力に対する比をb とすると，接合部内での梁主筋の伸びは次のように表わすことができる。ただし，ここで
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bは式 5-104 を解いて得た Taの Tb1に対する比である。 
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これを式(5-106)に代入することで主筋の応力とコンクリートのひずみに関係を表わす次式を得ることができ

る。 
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5.8.4 接合部の限界補強量 

釣り合い破壊が生じるときには主筋のひずみは降伏ひずみであるから，このときの圧縮ゾーンの幅を表わす

1は次のように表わすことができる。 
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 (5-109) 

 

さらに，鉄筋の降伏が生じていない状態では接合部パネルの変形も小さいため，コンクリートのストラット

の向きは接合部の中央の斜めひび割れ，すなわち梁主筋と柱主筋の定着端を結ぶ向きに平行と仮定する。する

と，斜めストラットの圧縮域の幅表わす1を用いてコンクリートの水平 C1xを以下のように表わすことができる。 
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よって，式(5-103)の関係から限界補強量は以下のように表わされる。 
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ところで，主筋降伏前に柱梁接合部でコンクリートが圧壊した実験結果との比較など，主筋のひずみが降伏

ひずみに達していない場合には式(5-109)は用いることができない。このときは，式(5-111)によって表わされる

限界補強量を式(5-108)代入することでコンクリートの圧縮域の幅を表わす1 に関する 2 次方程式が得られ，こ

れを解けばコンクリートの圧縮域の幅を求める。 
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5.8.5 接合部の釣り合いモーメント 

釣り合い破壊時，あるいはコンクリートの圧壊が先行する場合の接合部モーメントは，引張主筋の応力を限

界補強量に相当する引張力とすることで求めることができる。実際の設計にあっては，釣り合い破壊が生じな

いように主筋量を限界補強量以下とするように設計することになるので，釣り合い破壊時のモーメントを求め

る必要はないが，実験結果による検証に用いるために以下にその算定式を示す。 

限界補強量を用いて水平および鉛直成分によるモーメントおよびせん断力の影響を表わす係数は以下のよう

になる。 

 

圧縮側主筋の応力は抵抗モーメント極大時の応力の場合 
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 cv g2  (5-115) 

 

圧縮側主筋の応力は降伏もしくは圧縮ひずみの制限による場合 
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図 5-10 閉じる方向における接合部の変形と主筋の伸び 



5-35 

5.9 理論値と実験値の比較 

(1) 柱梁強度比が小さい柱梁接合部部分架構の実験との比較 

筆者らが行った柱梁強度比が小さく，主筋の降伏により接合部破壊が生じた試験体（A1.3 参照）について，

理論値と実験値の比較を行う。 

図 5-11～図 5-17 に実験の変動因子と終局時の節点モーメントの実験値および計算値の関係を示す。モーメ

ントは終局時のモーメントを柱梁接合部の体積で除して基準化して示してある。また，梁端および柱端で曲げ

終局に達する終局モーメントを平面保持とコンクリートのストレスブロックを仮定した断面解析によって求め，

節点モーメントに換算したものをあわせて図中に示した。断面解析ではせん断力の変動にともなう梁・柱の軸

力の変動を考慮している。 

開く方向の加力では，柱梁強度比，接合部横補強筋量の増大により終局時のモーメントが増大しており，計

算値もよく対応している。柱端のひび割れ面における終局モーメントが実験値より小さくなっており，過小評

価している。梁下端筋の定着長さが与える影響は大きくなかった。 

閉じる方向の加力では試験体の諸元の範囲ではいずれも梁端の曲げ終局強度で部分架構の最大耐力が決まっ

ており，実験結果から変動因子の効果は読み取ることはできないが，計算値からは主筋量が大きくなると閉じ

る方向においても柱梁接合部の終局モーメントが梁曲げ終局時のモーメントより小さくなること，横補強筋量

の増大により柱梁接合部の終局モーメントが増大することがわかる。 

全体として，部分架構試験体の最大耐力の計算値を柱梁接合部の終局モーメント，梁・柱の曲げ終局時の最

小のものとすると，いずれの変動因子に対しても計算値と実験値の対応はよい。 

 

(2) 実験データベースの実験結果との比較 

既往の実験データベースの試験体（A2 参照）について，梁主筋の降伏強度の限界補強量に対する比と破壊形

式の関係を図 5-18 示す。降伏強度の限界補強量に対する比が 1 を超えると主筋降伏前にコンクリートが終局状

態に達することを表わしている。 

開く方向については，折り曲げ定着の場合，機械式定着の場合のいずれについても，主筋降伏前の接合部破

壊（J 型）と報告されている試験体はほとんどが主筋の降伏強度が限界補強量以上の試験体であり，おおむね破

壊形式の判別が可能と考えられる。しかし，閉じる方向についてはすべての試験体で主筋量が限界補強量を下

回る計算結果になった。実験では主筋降伏前に接合部破壊したと報告されている試験体もあるが，この違いは，

本論文で扱う主筋降伏前の接合部破壊は主筋降伏前に接合部パネル内のコンクリートの圧壊により終局状態に

いたる破壊であるのに対し，Ｌ形接合部の閉じる方向の加力で主筋降伏前の接合部破壊と報告されている試験

体のほとんどは主筋の降伏前に定着耐力の不足や補強筋の不足により斜めひび割れが拡大して破壊したもので

あるためと考えられる。 

また，図 5-19 に柱梁接合部の終局モーメントの梁・柱の曲げ終局時のモーメントに対する比（接合部強度比）

と文献で報告されている破壊形式の関係を示す。また，図 5-20 に実験の最大耐力の梁・柱の曲げ終局時計算値

に対する比を接合部強度比に対してプロットしたものを示す。梁・柱の曲げ終局時のモーメントは，平面保持

を仮定した断面解析により断面の終局モーメントを求め，梁・柱端で終局モーメントに達するとして節点モー

メントに換算したものである。終局モーメント算定時にはせん断力の変化に伴う梁，柱の変動軸力を考慮して

いる。 

ヒストグラムからは開く方向か閉じる方向か，折り曲げ定着か機械式定着かによらず，接合部強度比と破壊
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形式の対応はよいとはいえない。しかし，開く方向については，接合部強度比が 1 より小さい範囲ではやや計

算値が実験値より大きい，つまり柱梁接合部の終局モーメントの計算値が過大評価であるものの，全体として

は実験値と計算値の対応はある程度とれている。一方，閉じる方向の加力については J 型の試験体を除き，ほ

とんどの試験体で実験値は梁曲げ強度の計算値を上回っており，他の形状の柱梁接合部の場合と異なり主筋が

降伏していれば梁の曲げ強度は発揮されていることがわかる。J 型の試験体では計算値が実験値を大きく上回っ

ているものも多いが，前述のように閉じる方向の加力では定着部の詳細に起因する破壊が生じているためと考

えられる。例えば，図 5-20 中の破線で囲んだ試験体[5.1][5.2][5.3]は J 型と報告されている試験体であるが，文

献中には柱上面にひび割れやかぶりコンクリートの剥離といった破壊状況も記されている。 

また，開く方向，閉じる方向とも，柱梁接合部の終局モーメントの計算値が過大になっている原因の 1 つと

して，計算にあたって接合部横補強筋の降伏を仮定しているが，必ずしもすべての補強筋が降伏しているわけ

ではないことが考えられる。 
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図 5-11 開く方向の終局モーメントに与える主筋量の影響 
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図 5-12 開く方向の終局モーメントに与える横補強筋量の影響 
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図 5-13 開く方向の終局モーメントに与える柱梁強度比の影響 
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図 5-14 開く方向の終局モーメントに与える定着長さの影響 
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図 5-15 閉じる方向の終局モーメントに与える主筋量の影響 
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図 5-16 閉じる方向の終局モーメントに与える横補強筋量の影響 
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図 5-17 閉じる方向の終局モーメントに与える柱梁強度比の影響 
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(a) 開く方向（折り曲げ定着） 
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(b) 開く方向（機械式定着） 
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(c) 閉じる方向（折り曲げ定着） 
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(d) 閉じる方向（機械式定着） 

図 5-18 限界補強量と破壊形式 

 



5-42 

 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 Inf
0

10

20

30

40

joint capacity / flexural capacity of beam or column

fr
eq

ue
nc

y

 

 

J

BJ,CJ

B,C

 

(a) 開く方向（折り曲げ定着） 
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(b) 開く方向（機械式定着） 
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(c) 閉じる方向（折り曲げ定着） 
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(d) 閉じる方向（機械式定着） 

図 5-19 接合部強度比と破壊形式 
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図 5-20 終局モーメントの実験値と計算値 
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6. 柱梁接合部の性能評価式 

6.1 はじめに 

本章では，性能評価型の設計にといて必要な柱梁接合部の性能評価式について述べる。まず，柱梁接合部の

変形を考慮した設計をする際に必要となる復元力特性の設定方法を検討する。次に，柱梁接合部履歴吸収エネ

ルギー能を表す等価粘性減衰定数の設定方法を検討する。設計にあっては許容すべきではないと考えられる主

筋降伏前の接合部破壊を防止する方法，すなわち梁および柱主筋の限界補強量の算定方法を示す。 

 

6.2 柱梁接合部の復元力特性 

柱梁接合部の変形は柱梁接合部に接続する柱や梁といった部材から作用するモーメントによって生じると考

えるのが妥当である。つまり，柱梁接合部の変形は主として 4 つの接合部フェースの相対的な角度の変化量と

して表わされる。 

そこで，柱梁接合部の復元力特性は，柱梁接合部に作用するモーメントと，柱梁接合部の回転角の関係で定

義する。ここで，柱梁接合部に作用するモーメントは，節点位置におけるモーメントであり，水平部材（梁）

から作用するモーメントの和もしくは鉛直部材（柱）から作用するモーメントの和とする。一方，柱梁接合部

の回転角は接合部パネルのフェースの相対的な回転角，すなわち柱端のフェースに対する梁端のフェースの回

転角，あるいは梁端のフェースに対する柱端のフェースの回転角とする。 

 従来，架構の変形を梁，柱，接合部に分離する場合に，梁や柱の端部に生じる曲げひび割れが拡大すること

による変形は梁や柱の変形に含むものとして梁や柱の復元力特性は設定されてきた。しかし，この部材端部の

回転を梁や柱の変形に含めてしまうと，部材降伏時の変形であっても部材の曲げ変形は断面の曲げモーメント

の曲率の関係に基づいて曲率を部材長さ方向に沿って 2 階積分して得られるたわみに比べると大きくなってし

まうことが知られている。その一因はこの部材端部の回転が柱梁接合部の側からの主筋の抜け出しによって増

大するからである。この抜け出し量は柱梁接合部の性能によって定まる量であり，この主筋の抜け出しに起因

する変形は柱梁接合部の変形に含める方が合理的ともいえる。 

 そこで，本論文では図 6-1 に示すように部材端のひび割れによる変形を含む柱梁接合部の変形の算定法とす

る。この場合，梁と柱の曲げ変形は断面の曲げモーメントと曲率の関係により部材軸にそった曲率を仮定しそ

れを 2 階積分することにより得られるたわみとなる。 

 図 6-2 は，このように部分架構の変形を分離できるように筆者らが考案した方法で測定した柱梁接合部の変

形と部材より伝達されるモーメントを節点位置のモーメントに換算したものの関係の例（A1.2 に示す実験にお

ける試験体 B02）である。これによると，大きく剛性低下が生じるのは(1)柱と梁の入隅部のひび割れの発生，

(2)接合部中央の斜めひび割れ発生，(3)接合部内での主筋の降伏，(4)最大耐力点となる。 

このうち柱と梁の入隅部のひび割れ発生はひじょうに小さい荷重で発生するものであり，地震時の性能評価

における影響は小さいと考え無視することとした。 

また，図 6-2 のように 4 折れ線でモデル化することにより，柱梁接合部の最大耐力が梁曲げ強度時のモーメ

ントを上回っている場合でも，主筋降伏点から梁曲げ強度までの間は柱梁接合部に変形が生じるようなモデル

化が可能である。 
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接合部としてモデル化する範囲
（梁・柱端のひび割れによる変形を含む）

 

 図 6-1 柱梁接合部の変形に含む範囲 
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図 6-2 実験における柱梁接合部の復元力特性の例 

 

 

 



6-3 

6.3 ひび割れ点 

本節では，柱梁接合部パネルに生じる斜めひび割れの発生点の節点モーメントおよび柱梁接合部の変形の算

定式を示す。 

 

6.3.1 十字形接合部 

まず，ひび割れ発生時には対角線方向を主応力方向とし，直交する方向に最大の引張応力が生じてコンクリ

ートの引張強度に達しているとする。 

学会靭性指針[6.1]等では接合部パネルが一様にせん断変形するものとして，引張主応力がコンクリートの引

張強度に達すると斜めひび割れが生じるものとしている。梁，柱主筋の引張力から接合部に作用する力は主筋

とコンクリートの付着作用を介して接合部パネルに伝達されるためパネルの辺上に均等に作用し，一様なせん

断応力度が生じると仮定しても大きな問題はない。しかし，梁，柱端には曲げひび割れが生じており，柱軸力

を含め梁，柱の部材端から圧縮力として作用する力は接合部パネルの角付近に集中力として作用する方が妥当

である。 

図 6-3(a)のように一様なせん断応力度が生じている場合，水平，鉛直面に軸応力が作用していなければ圧縮

と引張の主応力の絶対値は等しくなる。一方，同じ大きさの力が集中荷重として作用する場合は，引張主応力

に比べて圧縮主応力が大きくなる。例えば，コンクリートの引張強度の試験として用いられることの多い円柱

供試体の直径方向への加力では断面中央で生じる加力方向の圧縮応力は直交方向に生じる引張応力の 3 倍であ

る。図 6-3 (b)のように矩形断面を対角線方向に加力する場合はアスペクト比によって比率は変わるがこれより

大きくなる。 

実際に接合部パネルに生じる応力はここで述べたほど単純ではないが，ここでは一様なせん断応力が生じる

場合と対角方向に集中荷重が作用する場合の中間的な状態として，圧縮応力の引張応力に対する比を 2 と仮定

する。すなわち， 

 

 tt f  （引張方向） (6-1) 

 tcrcc fk （圧縮方向） (6-2) 

 

ここに， 

c：ひび割れ発生時に接合部パネルの対角線方向に生じている圧縮応力度，t：ひび割れ発生時に接合

部パネルの対角線方向に直交する方向に生じている引張応力度，ft：コンクリートの引張強度，ckcr：最

大圧縮応力度の引張強度に対する比で，2 とする 

接合部パネル中央に斜めひび割れが生じるとき，入隅部から生じたひび割れは梁，柱主筋に沿って伸展し，

接合部パネルは図 6-4 のように変形していると仮定する。このとき，圧縮ストラットが生じている対角線方向

には一様に圧縮ひずみが生じていると仮定する。すると，圧縮ストラットの縮み量と梁，柱側の接合部パネル

のフェースの回転角の関係からコンクリートの圧縮応力と回転角の関係は以下のようになる。 

 

  cb
b

c

c x
D

E





 1sin
 (6-3) 
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ここに， 

Ec：コンクリートのヤング率，x1：ひび割れ発生時の圧縮ストラットの幅，Db：梁せい，b，c：接合

部パネルのフェースの回転角 

ここで，接合部の変形角を梁側の接合部パネルの梁側のフェースと柱側のフェースの相対的な角度の変化量

とすれば次式によって表すことができる。 

 

 
c

c
cbj E





sincos

1

1

  (6-4) 

 

ここに， 

1：圧縮ストラットの幅の接合部パネルの頂点から対角線までの距離に対する比 cos1 bDx  

一方，接合部パネル内の梁および柱主筋の伸びに適合する接合部パネルの変形は，梁，柱側からの主筋の抜

け出しがないものとすれば，以下のように表すことができる。 

 

   b

b
b Dg

L

1



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  (6-5) 

   c

c
c Dg
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ここに， 

Lb：梁主筋の伸び，Lc：柱主筋の伸び， Db：梁せい，Dc：柱せい，g：梁と柱の主筋間距離比の平

均   2cb gg  （gb，gc：梁および柱の主筋間距離比） 

主筋の伸びを算定するために，まずコンクリートのストラットおよび主筋に生じている応力を求める。図 6-4

に示すように圧縮応力度は対角線上が最大で，線形に減少していくと仮定し，斜めストラットの幅を図 6-4 中

の記号を用いて表すと次のようになる。 

 

 cbjcjc DbxbC   cos
2

1

2

1
11  (6-7) 

 

ここに， 

Cc：コンクリートの圧縮ストラットに生じる圧縮力 

そして，引張側主筋の応力は梁・柱のせん断力を無視すれば以下となる。 

 

 cbjiccb DbCT   2cos
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ここに， 

Tb：梁主筋の引張力，Tc：柱主筋の引張力，Nc：柱軸力 

圧縮側主筋の応力は初期応力からの増分はないと仮定する。 
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ここに， 

Tb2：圧縮側の梁主筋の引張力，Tc2：圧縮側の柱主筋の引張力，Es：鉄筋のヤング率，cpt，pg：柱の引

張主筋比および全鉄筋比，n：鉄筋とコンクリートのヤング係数比 cs EE  

これらを用いて，さらに接合部内での主筋のひずみ分布を台形分布と仮定すると，主筋の伸びは次式によっ

て表される。 
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これらを式(6-5)，(6-6)に代入し，式(6-4)の関係を用いることでひび割れ時のコンクリートストラットの幅ic

に関する 2 次方程式が以下のように得られる。 
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より 
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 (6-14) 

 

ここに， 

R：柱梁接合部のアスペクト比 cb DD  

これを解いて以下が得られる。 
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得られた中立軸位置icを式(6-4)に代入することにより斜めひび割れ発生時の接合部の変形角が得られる。 
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ひび割れ発生時のモーメントについて，図 6-5 の仮想断面 AO 上の応力によるモーメントは，コンクリート

の応力の向きを対角線方向とし分布を三角形分布と仮定すると，せん断力の影響も考慮して以下のようになる。 
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断面 BO 上の応力によるモーメントは，コンクリートの応力分布を同様に仮定し，さらに引張強度に比べて

入隅部に生じている圧縮応力が十分大きいとすれば以下のように表される。


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

実際には BO 上の圧縮力の作用位置は入隅部から内側に入ってくるので，これを簡単のため主筋の位置と仮

定すれば，ひび割れ時のモーメントは次式となる。 
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モーメントと梁・柱のせん断力の関係を考慮し，簡単のためicの 2 次項を無視して，算定式は以下とする。 
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(6-20) 

 

6.3.2 ト形接合部 

ト形接合部では，ひび割れ発生時の主応力の方向は引張主筋の定着端と圧縮側の入隅部を結ぶ方向（圧縮）

およびそれに直交する方向（引張）とする。そして，接合部パネルの 4 辺すべてに接続する部材から力が作用

する十字形接合部とは異なり，ト形接合部では力が均等に作用せず，梁のとりつかない側では作用する外力が

ないため，より端部に圧縮力が集中して作用する状態に近い。そのため，引張方向の応力度がコンクリートの

引張強度に達するときには圧縮方向の応力度の直交方向の引張の応力度に対する比 ckcr はより矩形断面の対角

加力に近くなる。そこで，ト形接合部の場合は式(6-2)において ckcr =3 と仮定する。 

十字形接合部の場合と同様に，中立軸位置と接合部中央での圧縮ひずみおよび接合部の変形の関係は次式と

なる。 
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ここに， 

1：接合部中央コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅の接合部パネルの頂点から梁主筋の定着端

と圧縮側の入隅部を結ぶ線までの距離に対する比 1111 sincos  chb DxDx  ， x1：ひび割れ発生時の圧

縮ストラットの幅，1：コンクリートの斜めストラットの角度，Db：梁せい，Dc：柱せい，h：梁主

筋の水平定着長さ，Ec：コンクリートのヤング率，b，c：接合部パネルのフェースの回転角，c：ひ

び割れ発生時に接合部パネルの斜めストラットに生じている圧縮応力度 

 

一方，ひび割れ発生時に圧縮斜めストラットに生じている応力は梁主筋の定着端と圧縮側の入隅部を結ぶ線

に対して対称に分布していると仮定して 

 

 cbjc DbC   11 cos  (6-22) 

 

ここに， 

bj：柱梁接合部の有効幅 

ひび割れ発生時の引張側主筋の応力は梁・柱のせん断力を無視すれば，  

 

 cbjcb DbCT   1
2

11 coscos  (6-23) 

 ccjhccc DbCNT   1
2

11 sinsin2  (6-24) 



6-8 

ここに， 

Tb：梁主筋の引張力，Tc：柱主筋の引張力，Nc：柱軸力 

梁主筋の定着端および柱主筋の圧縮側の応力は初期応力からの増分はないと仮定する。 

 

 0baT  (6-25) 

 ctcc
g

tc
c

cccgs

cs
c NpnN

np

pn
N

DbEAE

AE
T 







12  (6-26) 

 

ここに， 

Tba：梁主筋の定着端での引張力，Tc2：圧縮側の柱主筋の引張力，Es：鉄筋のヤング率，cpt，pg：柱の

引張主筋比および全鉄筋比，n：鉄筋とコンクリートのヤング係数比 cs EE  

柱梁接合部内での主筋のひずみ分布を台形分布と仮定すると，主筋の伸びは以下となる。 

 

 
 

c

c
cch

tb
c

c
h

bs

bab
b E

Dg
pn

D
g

AE

TT
L

 1
2

1 cos
1

2

1

2

12







 




  (6-27) 

 
 

c

c

c
hbb

tc
bb

cs

cc
c E

Dg
pn

Dg
AE

TT
L



 











 0

1
2

1
2 sin

1

4

12
 (6-28) 

 

ここに， 

Lb：梁主筋の伸び，Lc：柱主筋の伸び， Db：梁せい，Dc：柱せい，g：梁と柱の主筋間距離比の平

均   2cb gg  ，gb，gc：梁および柱の主筋間距離比 

ここで，柱・梁からの主筋の抜け出しがないとすれば部材端の回転角は以下となる。 

 

   c

c

tbic

c

bic

b
b EpnRg

g

Dg

L 


 1
2

1
1

cos
11

2

1







  (6-29) 

   c

c

c
h

tcic

b

chic

c
c Epn

R
g

g

Dg

L 




 
















 0
1

2
11 sin

1

4

1
 (6-30) 

 

ここに， 

R：梁せいの柱せいに対する比（接合部アスペクト比） tan cb DD ，R1：ストラットの傾き 



6-9 

式(6-29) ，(6-30)を式(6-21)に代入すると，十字形接合部の場合と同様に1に関する 2 次方程式が得られる。 
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2
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1
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1
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より 
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  (6-31) 

 

これを解いて以下を得る 
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
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
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  (6-32) 

よって 
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 (6-33) 

 

梁側のフリーボディについて，コンクリートの応力の向きを対角線方向とし分布を三角形分布と仮定すると，

断面 AO 上の応力によるモーメントは 

 

 梁主筋の応力 ccbjicccb VDbVCT   1
2

1 coscos  

 柱主筋の応力  
22

sin
2

1

2
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2

1
1

2
1
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ccjhic

b
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VN
Db

V
NCT    

より 
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

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



 (6-34) 
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仮想断面 BO 上の応力によるモーメントは，コンクリートの応力分布を三角形分布と仮定すると 
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1
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1

222222
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tbjBO
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DVNDVT
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

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
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
 






 




 (6-35) 

 

よって，十字形接合部の場合と同様に 
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
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






 













 







 (6-36) 

 

モーメントと梁・柱のせん断力の関係を考慮し，簡単のためicの 2 次項を無視して，算定式は以下とする。 

 

 tcbjhiccrc
c

c
b

b

jc fDDbgk
RR

L

D
g

H

D
g

M  





 








 


3

1

1

1

1

1

11

 
(6-37) 

 

6.3.3 Ｌ形接合部 

(1) 開く方向 

ひび割れ発生時の圧縮斜めストラットの応力度はト形接合部と同様に式(6-2)において ckcr=3 と仮定する。 

十字形，ト形接合部と同様に中立軸位置と接合部中央での圧縮ひずみ関係から次式が得られる。 

 

 
c

c
cbj E





111 sincos

1
  (6-38) 

 

ここに， 

1：接合部中央コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅の接合部パネルの頂点から梁主筋と柱主筋

の定着端を結ぶ線までの距離に対する比 1111 sincos  chbv DxDx  ， x1：ひび割れ発生時の圧縮スト

ラットの幅，1：コンクリートの斜めストラットの角度，Db：梁せい，Dc：柱せい，h：梁主筋の水

平定着長さ，v：柱主筋の鉛直定着長さ，Ec：コンクリートのヤング率，b，c：接合部パネルのフェ

ースの回転角，c：ひび割れ発生時に接合部パネルの斜めストラットに生じている圧縮応力度 

ひび割れ発生時に圧縮斜めストラットに生じている応力は，梁主筋の定着端と柱主筋の定着端を結ぶ線に対

して対称に分布していると仮定して 

 

 cbvjc DbC   11 cos  (6-39) 
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ここに， 

bj：柱梁接合部の有効幅 

このときの引張側主筋の応力は，梁・柱のせん断力を無視すれば， 

 

 cbjvcb DbCT   1
2

11 coscos  (6-40) 

 ccjhcc DbCT   1
2

11 sinsin  (6-41) 

 

ここに， 

Tb：梁主筋の引張力，Tc：柱主筋の引張力 

梁主筋の定着端および柱主筋の圧縮側の応力は初期応力からの増分はないと仮定する。 

 

 0baT  (6-42) 

 0caT  (6-43) 

 

 ここに， 

Tba：梁主筋の定着端での引張力，Tca：柱主筋の定着端での引張力 

接合部内での主筋のひずみ分布は台形分布と仮定すると，主筋の伸びは以下となる。 
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  (6-45) 

 

ここに， 

Lb：梁主筋の伸び，Lc：柱主筋の伸び， Db：梁せい，Dc：柱せい，g：梁と柱の主筋間距離比の平

均   2cb gg  ，gb，gc：梁および柱の主筋間距離比，Es：鉄筋のヤング率，cpt，pg：柱の引張主筋比

および全鉄筋比，n：鉄筋とコンクリートのヤング係数比 cs EE  

梁・柱からの主筋の抜け出しがないとすれば部材端の回転角は 
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式(6-38)，(6-46)，(6-47)より次のicに関する 2 次方程式が得られる。 
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より 
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これを解いて以下を得る。 
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従って 
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断面 AO 上の応力によるモーメントはコンクリートの応力は対角線方向とし，分布は三角形と仮定すると 

 

 梁主筋の応力 ccbjvicccb VDbVCT   1
2

1 coscos  

 柱主筋の応力 bccjhicbcc VDbVCT   1
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より 
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ここで 

 
2

1 h
xe


 ，

2

1 v
ye


  

 

面 BO 上の応力によるモーメントは，コンクリートの応力分布を同様に仮定すれば， 
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以上から， 
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モーメントと梁・柱のせん断力の関係を考慮し，簡単のためicの 2 次項を無視すると次式が得られる。 
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(6-54) 

 

(2) 閉じる方向 

上端梁主筋の定着端と梁と柱の入隅部を結ぶ線をひび割れ面と仮定し，断面上のコンクリートの応力はひび

割れ面に垂直，大きさは図 6-6 に示すように引張縁でコンクリートのひび割れ強度 ft，圧縮縁（入隅部）では

cであるとする。 

ひび割れ発生時のモーメントは以下となる。 
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ここに， 

bj：柱梁接合部の有効幅，Db：梁せい，Dc：柱せい，gb，梁の主筋間距離比，gc：柱の主筋間距離比，

h：梁主筋の水平定着長さ，R2：コンクリートのストラットの傾き chb DDR   22 tan ，ft：コンク

リートの引張強度，Vb，Vc：梁および柱のせん断力 
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モーメントと梁・柱のせん断力の関係から 

 

 tbcjh
c

c
b

b

jc fDDb
R

R

L

D
g

H

D
g

M 















 


2

2

1

3

1

1

1
 

(6-56) 

 

梁端および柱端での応力中心間距離を主筋間距離に等しいと仮定すると，梁および柱の主筋の柱梁接合部内

での伸び量は以下となる。 
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ここに， 

Lb：梁主筋の伸び，Lc：柱主筋の伸び，Tb：梁主筋の引張力，Tc：柱主筋の引張力，gb，gc：梁およ

び柱の主筋間距離比，Es：鉄筋のヤング率，Ec：コンクリートのヤング率，cpt，pg：柱の引張主筋比お

よび全鉄筋比，n：鉄筋とコンクリートのヤング係数比 cs EE ，ft：コンクリートの引張強度 

このとき，梁，柱端の変形は以下となる。 
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よって柱梁接合部の変形は次式で表される。 
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6.3.4 ひび割れ強度およびひび割れ時の変形角の算定式 

前項までをまとめて示すと以下のようになる。 

 

斜めひび割れ発生時のモーメント 

Ｌ形接合部の閉じる方向以外： 
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(6-62) 
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Ｌ形接合部の閉じる方向： 
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(6-63) 

 

ひび割れ発生時の変形角 

Ｌ形接合部の閉じる方向以外： 
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ただし，柱端と梁端に独立したばねを設ける場合などは，ひび割れ時の回転角はそれぞれ以下となる。 
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Ｌ形接合部の閉じる方向： 
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ここで， 
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(6-70) 

 

ここに 

tkcr，ckcr：柱梁接合部に接続する梁，柱の数による係数で，表 6-1 による 

mb：柱梁接合部に接続する梁の数 

mc：柱梁接合部に接続する柱の数 

R1：斜めストラットの傾き chbv DD   

bj：柱梁接合部の有効幅で柱幅とする 

Djh：柱梁接合部の水平方向の有効せいで，十字形接合部，Ｔ形接合部では柱せい，ト形接合部，Ｌ形

接合部では梁主筋の水平定着長さとする 
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Djv：柱梁接合部の鉛直方向の有効せいで，十字形接合部，ト形接合部では梁せい，Ｔ形接合部，Ｌ形

接合部では柱主筋の鉛直定着長さとする 

h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比，十字形接合部および T 形接合部の通し配筋された梁

主筋の場合は 1 とする。 

v：柱主筋の鉛直定着長さの梁せいに対する比，十字形接合部およびト形接合部の通し配筋された柱

主筋の場合は 1 とする。 

R1：斜めストラットの傾き jhjv DD  

R2：Ｌ形接合部の閉じる方向の加力における斜めストラットの傾き jhb DD  

Dc：柱せい 

Db：梁せい 

L：梁スパン 

H：柱スパン 

gc：柱の主筋間距離比 

gb：梁の主筋間距離比 

g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

bpt：梁の引張主筋比 

cpt：柱の引張主筋比 

Ec：コンクリートのヤング率 

n：コンクリートの鉄筋のヤング係数比，10 としてよい 

0：柱の軸力による鉛直方向の応力度 ccc DbN ，T 形接合部および L 形接合部では 0 とする。 

ft：コンクリートの引張強度 

 

表 6-1 柱梁接合部に接続する部材の数と tkcr ，ckcr，skcr 

 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 

mb 2 1 2 1 

mc 2 2 1 1 

tkcr 2 1 1 1 

ckcr 2 3 3 3 

hcr gb 2 gb 2 gb 2 gb 

vcr gc 2 gc 2 gc 2 gc 

 

6.3.5 算定式の精度 

(1) 柱梁強度比が小さい柱梁接合部部分架構の実験との比較 

図 6-7～図 6-16 に柱梁接合部部分架構の水平加力実験（A1 参照）における接合部斜めひび割れ発生時の接

合部のモーメントと変形角と計算値を比較して示す。 

モーメント，変形角ともいずれの変動因子に対しても，計算値はおおむね実験値の傾向をとらえている。た

だし，変形角については実験値にややばらつきがあった。また，変形角におよぼす主筋量，柱梁強度比につい
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ては計算値は鉄筋量の増加にともない変形角が小さくなるが，実験シリーズによっては実験値が逆の傾向を示

す場合もあった。 

 

(2) 実験データベースの実験結果との比較 

ひび割れ発生時のモーメントについて，既往の実験データベース（A2 参照）の実験結果との比較を行う。実

験データベースの試験体の適用にあたっては，以下の条件を適用した。 

 

・コンクリートのひび割れ強度は文献の記載の有無によらず次式により算定する。 

 ct ff 4.0  (6-71) 

ここに，ft：コンクリートの引張強度，fc：コンクリートの圧縮強度で文献に記載の実験時の強度 

・鉄筋のヤング率は 2.0×105(MPa)とし，コンクリートのヤング率は次式により算定する。 
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c

f
E  (6-72) 

ここに，Ec：コンクリートのヤング率，fc：コンクリートの圧縮強度で文献に記載の実験時の強度 

 

実験値の計算値に対する比を表 6-2 に，実験値と計算値の関係を図 6-17 に示す。図 6-17 の実験値および計

算値はひび割れ発生時のモーメントを柱梁接合部の体積（柱幅×柱せい×梁せい）で除して応力度に基準化し

て示した。 

ひび割れモーメントの計算値に対する実験値の比は 1 より大きく，全体的に計算値は実験値を過大評価して

いる。前項で示した東京大学で実施した実験では実験値はむしろ計算値より小さい傾向にある。このような差

が生じた原因としては，東京大学での実験の試験体の多くは柱と梁の幅を同一としているのに対して既往の試

験体の多くは梁幅より柱幅が広いこと，および東京大学における実験のひび割れ発生時は目視にあわせて鉄筋

のひずみが増も用いて判定しているのに対して一般には目視のみでありひび割れ発生直後にはひび割れを目視

できていない場合も多いことが考えられる。 

 

表 6-2 ひび割れモーメントの算定精度 

 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 

    開く方向 閉じる方向 

試験体数（正負別） 244 127 10 17 18 

平均 1.10 1.33 1.35 1.46 1.37 

最大 2.86 2.71 1.51 2.10 2.17 

最小 0.44 0.56 1.03 1.03 0.72 

標準偏差 0.39 0.41 0.16 0.32 0.45 
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(a) 一様なせん断力が作用する場合 (b) 対角加力 

図 6-3 矩形断面の主応力 
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図 6-4 ひび割れ発生時の柱梁接合部の変形 

 

B

A
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図 6-5 ひび割れ時の仮想断面上の応力 

 

 

 

図 6-6 ひび割れ時の仮想断面上の応力 

（L 字形接合部の閉じる方向） 
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図 6-7 ひび割れ強度の実験値と計算値（コンクリート強度の影響） 
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図 6-10 ひび割れ強度の実験値と計算値（主筋定着長さの影響） 
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図 6-12 ひび割れ時変形角の実験値と計算値（コンクリート強度の影響） 
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図 6-13 ひび割れ時変形角の実験値と計算値（主筋量の影響） 
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図 6-14 ひび割れ時変形角の実験値と計算値（柱梁強度比の影響） 
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図 6-15 ひび割れ時変形角の実験値と計算値（主筋定着長さの影響） 
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図 6-16 ひび割れ時変形角の実験値と計算値（横補強筋量の影響） 
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図 6-17 ひび割れモーメントの実験値と計算値 
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6.4 主筋降伏時 

本節では，柱梁接合部パネル内で梁または柱の主筋が降伏するときの節点モーメントおよび柱梁接合部の変

形角の算定式を示す。 

 

6.4.1 十字形接合部 

主筋降伏時の柱梁接合部の変形角は，主筋降伏時の鉄筋の応力を仮定し，そのときの接合部パネル内での主

筋の伸びを算定し，この伸びに適合する変形角として算定する。 

まず，主筋降伏時のコンクリートストラットの応力の大きさは，ストラットの向きを対角線方向とし，梁主

筋と柱主筋のうち先に降伏強度に達した方が降伏するものとする。このとき，引張主筋が降伏するときには接

合部横補強筋と柱の中段筋の応力は小さいものとしてこれを無視し，柱・梁のせん断力の影響も考慮しないと 

 

 cos1CTb   

 sin2 1CNT cc   

より 
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
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
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 sin

2
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cos
min1

ccyby NTT
C  (6-73) 

 

ここに， 

C1：コンクリートストラットの圧縮力の大きさ，Tby：梁主筋の降伏強度，Tcy：柱主筋の降伏強度，Nc：

柱の軸力，：コンクリートストラットの角度 cb DD1tan （Db：梁せい，Dc：柱せい） 

 

一方，圧縮側主筋の応力の引張側主筋の応力に対する比は，図 6-18 の変形機構において引張側と圧縮側の主

筋の回転中心までの距離の比に等しいと仮定する。すると，圧縮側の主筋の応力の引張側の主筋の応力に対す

る比は以下のように表される。 

 

 
 

b

b

b

b

b

b
b g

gR

g

g

T

T 






1

2

1

cos

21 2

2
2


  (6-74) 

 
 

g

gR

g

g

T

T cc

c

c
c








1

2

11

sin

21 2

2
2


  (6-75) 

 

ここに， 

Tb，Tb2：梁の引張側および圧縮側主筋の引張力，Tc，Tc2：梁の引張側および圧縮側主筋の引張力，R：

圧縮ストラットの傾きで接合部アスペクト比に等しい tan cb DD ，gb，gc：梁および柱の主筋間距

離比，g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

接合部内での主筋のひずみ分布は台形分布と仮定すると，梁主筋，柱主筋がそれぞれ降伏するときの平均ひ

ずみは以下となる。 
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ここに， 

by，cy：梁および柱主筋の降伏ひずみ 

よって，主筋の伸びは梁・柱からの主筋の抜け出しを考慮すると以下のようになる。 
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ここに， 

Lb，Lc：梁および柱主筋の伸び 

この主筋の伸びと適合する部材端の回転角は以下となる。 
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ここに， 

：コンクリートの斜めストラットの角度，Db：梁せい，Dc：柱せい， bjy，cjy：接合部パネルのフェ

ースの回転角 

 

ここで，iy は主筋降伏時の圧縮ストラットの幅の接合部パネルの頂点からストラットの中心前の距離に対す

る比で以下で表される。 
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また，    sin2cos ccyby NTT  であれば 
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であるから， 
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このときのコンクリートのストレスブロックの形状は，応力がひじょうに小さいときは三角形分布，コンク

リートが終局状態となる釣り合い破壊時には ACI 規準に定められた形状となるものとして，その間を線形補完

した次式で表すものとする。 
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ここで，Tbb，Tcbは 6.7 節に示す梁および柱の限界補強量である。 

 

梁と柱の主筋の一方が先行して降伏するときは，他方はそれぞれが降伏するときのモーメントの比に応じて

回転角が小さいものとして，主筋降伏時の柱梁接合部の変形角は以下とする。つまり，梁の主筋の降伏が先行

する，    sin2cos ccyby NTT  であれば 
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柱主筋の降伏が先行する場合は 

 

 jycjyb
jyb

jyc
jy M

M
   (6-86) 

 

次に，主筋降伏時のモーメントを算定する際には接合部横補強筋，柱中段筋の応力および梁・柱のせん断力

も考慮する。一方，圧縮側の主筋の応力は無視すると水平および鉛直の力の釣り合いから以下の関係が成り立

つ。 
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ここに， 

Tb，Tb2：引張側および圧縮側の梁主筋の引張力，Tc，Tc2：引張側および圧縮側の柱主筋の引張力，Th：

接合部横補強筋の引張力，Tm：柱中段筋の引張力，Vb：梁のせん断力，Vc：柱のせん断力，C1：コン

クリートの斜めストラットの応力，C2x，C2y：入隅部のコンクリートの応力の水平および鉛直成分 

このとき，柱梁接合部に作用しているモーメントは 
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これは，第 3 項および第 4 項を無視し，式(6-87)～(6-90)の関係を考慮すると次のように変形できる。 
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さらに，     ccmcbhb DNTTDTT 222  であるから， 

 

 

c
b

yiycb
c

yiyb

c
cm

cyb
h

byyiyjy

D
V

R
gD

V

R
g

D
NT

TD
T

TgM

211

2

2

1

21

2

2

1

22
,

2
min

2

1

1212

1




































 






 






 




 (6-91) 

 

次式の形に整理し，その際，接合部横補強筋および柱中段筋の効果は分けることにする。 
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(6-92) 

 

ここに， 
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 ただし，横補強筋の応力および柱中段筋の応力は，降伏強度以下で，仮定している変形に適合するように鉄

筋に生じているひずみを定め，算定する。すなわち， 
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ここに， 

Thy：接合部横補強筋の降伏強度，Tmy：柱中段筋の降伏強度，Es：鉄筋のヤング率，ah：接合部横補強

筋の断面積，am：柱中段筋の断面積，h：接合部横補強筋のひずみ度，m：柱中段筋のひずみ度 

ただし， 
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6.4.2 ト形接合部 

まず，梁側の柱主筋の応力と外側の柱主筋の応力の関係を考える。ここで，簡単のため主筋間距離比を梁・

柱とも 1，コンクリートの応力は断面縁に集中して作用するとする。また，接合部横補強筋および柱中段筋の

応力は十分小さいとして無視する。すると上柱側と下柱側のモーメントが等しい場合は 
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ここに， 

Tb：梁の引張主筋の引張力，Tc：柱の引張主筋の引張力，Te：柱の外側主筋の引張力，Nc：柱の軸力，

Db：梁せい，Dc：柱せい，C1：コンクリートの斜めストラットの応力，e：接合部パネルの中心と正負

の斜めストラットの交点までの距離の柱せいに対する比，1：コンクリートの斜めストラットの角度 

ここで，ストラットの向きを梁主筋の定着端と圧縮側の入隅部を結ぶ向きとし，接合部横補強筋と中断筋の

応力を無視し，さらに梁・柱のせん断力を無視すれば鉄筋の応力とコンクリートの応力の間には以下の関係が

ある。 
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 111 cosCTC bx   (6-102) 

 111 sinCNTTC cecy   (6-103) 

 

これらを用いると，式(6-101)は以下のようになる。 
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ここで，   121  he  も考慮すると以下が得られる。 
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よって 
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よって 
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一方，柱主筋の圧縮側主筋の応力の引張側主筋の応力に対する比は，十字形接合部の場合と同様に引張側と

圧縮側の主筋の回転中心までの距離の比に等しいと仮定する。また，梁主筋の定着端の応力の梁端の応力に対

する比も簡単のため同様に表わされるとすると 
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ここに， 

Tba：梁主筋の定着端での引張力，Tc2：圧縮側の柱主筋の引張力，R1：斜めストラットの傾き，gb，gc：

梁および柱の主筋間距離比，g：梁と柱の主筋間距離比の平均，h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに

対する比 



6-32 

接合部パネル内での主筋のひずみ分布は台形分布と仮定すると，主筋降伏時の主筋の伸びは以下となる。た

だし，柱主筋に関する式変形のうち最終的な近似は略算式としてのわかりやすさを優先して行った。 
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ここに， 

Lb，Lc：梁および柱主筋の伸び，by，cy：梁および柱主筋の降伏ひずみ 

これらを用いると，部材端の回転角は次のようになる。 
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ここに， 

bjy，cjy：接合部パネルのフェースの回転角 

ここで，iy は主筋降伏時の圧縮ストラットの幅の接合部パネルの頂点からストラットの中心までの距離に対

する比で以下で表される。 
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    sin21cos ccyhby NTT  であれば 
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よって 
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このときのコンクリートのストレスブロックの形状は，十字形接合部の場合と同様に以下による。 
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ここで，Tbb，Tcbは 6.7 節に示す梁および柱の限界補強量である。 

 

十字形接合部の場合と同様に，主筋降伏時の柱梁接合部の変形角は以下とする。つまり，梁の主筋の降伏が

先行する，    sin2cos ccyby NTT  であれば 
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柱主筋の降伏が先行する場合は 
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次に主筋降伏時のモーメントを考える。コンクリートの応力と主筋の応力の関係は，圧縮側の主筋の応力を

無視し，せん断力は考慮すると以下となる。 

 

 ccyybjiycb VfDbVTC  1
2

3111 coscos   (6-119) 

  
2

sin
222

1
2

sin 1
2

3111
b

cyycjiyh
bcm

ch
b

cemc

V
fDb

VNT
T

V
NTTTC 






    (6-120) 

 chchbx VTVTTC  22  (6-121) 



6-34 

 
222222222
bcmcm

ch
b

cem
b

cemcy

VNTNT
T

V
NTT

V
NTTTC 






    (6-122) 

 

ここに， 

Tb，Tb2：引張側および圧縮側の梁主筋の引張力，Tc，Tc2：引張側および圧縮側の柱主筋の引張力，Th：

接合部横補強筋の引張力，Tm：柱中段筋の引張力，Vb：梁のせん断力，Vc：柱のせん断力，C1：コン

クリートの斜めストラットの応力，C2x，C2y：入隅部のコンクリートの応力の水平および鉛直成分 

このとき，接合部のモーメントは 
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第 4 項および第 5 項を無視し，式(6-119) ～(6-122)の関係を考慮すると次のように変形できる。 
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さらに，梁引張主筋と柱引張主筋の応力の関係から最終的に次式となる。 
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さらに， 01  h とし，次式の形に整理する。さらに，柱中段筋の効果は分けることにする。 
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ここに， 
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ただし，接合部横補強筋および柱中段筋の応力は以下とする。 

 

  hwshyh aETT ,min  (6-129) 

  mmsmym aETT ,min  (6-130) 

ここに， 

Thy：接合部横補強筋の降伏強度，Tmy：柱中段筋の降伏強度，Es：鉄筋のヤング率，ah：接合部横補強

筋の断面積，am：柱中段筋の断面積，h：接合部横補強筋のひずみ度，m：柱中段筋のひずみ度 

ただし， 
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6.4.3 L 形接合部 

(1) 開く方向 

主筋降伏時のコンクリートストラットの応力の大きさは，ストラットの向きを梁下端主筋の定着端と梁側柱

主筋の定着端を結ぶ向きとし，接合部横補強筋と中断筋の応力を無視すると以下のようになる。 

 

 111 cosCTC bx   (6-133) 

 111 sinCTC cy   (6-134) 

 

より 
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ここに， 

C1：コンクリートストラットの圧縮力の大きさ，Tby：梁主筋の降伏強度，Tcy：柱主筋の降伏強度，：

コンクリートストラットの角度 chbv DD 1tan （Db：梁せい，Dc：柱せい，v：梁側の柱主筋の鉛

直定着長さの梁せいに対する比，h：梁下端主筋の水平定着長さの柱せいに対する比） 

梁・柱主筋の定着端の応力の梁端・柱端での応力に対する比も簡単のため他の形状の接合部と同様に表され

るとすると 
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ここに， 

Tba：梁主筋の定着端での引張力，Tca：柱主筋の定着端での引張力，R1：斜めストラットの傾き 1tan ，

gb，gc：梁および柱の主筋間距離比，g：梁と柱の主筋間距離比の平均 

 

接合部内での主筋のひずみ分布は台形分布と仮定すると，主筋の伸びは以下となる。最終的な近似は略算式

としてのわかりやすさを優先して行った。 
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ここに， 

Lb，Lc：梁および柱主筋の伸び，by，cy：梁および柱主筋の降伏ひずみ 

これらを用いると，部材端の回転角は次のようになる。 
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ここに， 

bjy，cjy：接合部パネルのフェースの回転角 

ここで，iy は主筋降伏時の圧縮ストラットの幅の入隅側の接合部パネルの頂点からストラットの中心までの

距離に対する比で以下で表される。 
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よって 
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このときのコンクリートのストレスブロックの形状は，十字形接合部の場合と同様に以下による。 
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ここで，Tbb，Tcbは 0 節に示す梁および柱の限界補強量である。 

 

十字形接合部の場合と同様に，主筋降伏時の柱梁接合部の変形角は以下とする。つまり，梁の主筋の降伏が

先行する， 11 sincos  cyby TT  であれば 
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柱主筋の降伏が先行する場合は 
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主筋降伏時のモーメント時のコンクリートの応力と主筋の応力の関係は，圧縮側の主筋の応力を 22 hb TT  ，

22 mc TT  とすれば 
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3111 sin2sin   (6-148) 

 222 hbx TTC   (6-149) 

 222 mcy TTC   (6-150) 

 

ここに， 

Tb，Tb2：引張側および圧縮側の梁主筋の引張力，Tc，Tc2：引張側および圧縮側の柱主筋の引張力，Th：

接合部横補強筋の引張力，Tm：柱中段筋の引張力，Vb：梁のせん断力，Vc：柱のせん断力，C1：コン

クリートの斜めストラットの応力，C2x，C2y：入隅部のコンクリートの応力の水平および鉛直成分 

このとき，接合部のモーメントは 
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第 3 項を無視し，すると次のように変形できる。 
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梁と柱の主筋の応力の関係を考慮し，以下となる。 
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(6-151) 

 

他の形状と同様に次式の形に整理する。 
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ここに， 
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ただし，接合部横補強筋および柱中段筋の応力は以下とする。 
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(2) 閉じる方向 

ストラットの向きを梁上端主筋の定着端と梁と柱の入隅部を結ぶ向きとし，接合部横補強筋と柱中段筋の応

力を無視すると，梁または柱の主筋の部材端での応力と梁主筋の折り曲げ部での引張力には以下の関係がある。 
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より 

 2sinba TT   (6-161) 

 

また， 
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したがって，梁または柱の主筋降伏時の梁主筋折り曲げ部の引張力は以下となる。 
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ここに， 

Ta：梁主筋折り曲げ部の引張力，Tby：梁主筋の降伏強度，Tcy：柱主筋の降伏強度，h：梁上端筋の水

平定着長さ，：コンクリートストラットの角度 chb DD 1tan （Db：梁せい，Dc：柱せい） 

このとき，斜めストラットの応力は BD 断面の梁側および柱側でそれぞれ 
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ここに， 

Cc1：梁側のストラットの幅，Cc2：柱側のストラットの幅，R：接合部のアスペクト比 cb DD ，R：

コンクリートストラットの傾き chb DD  （Db：梁せい，Dc：柱せい） 

梁・柱主筋の定着端の応力の梁端での応力に対する比は以下である。 
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梁・柱主筋の定着端の応力の梁端・柱端での応力に対する比も簡単のため他の形状の接合部と同様に表され

るとすると 
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ここに， 

Tba：梁主筋の定着端での引張力，Tca：柱主筋の定着端での引張力，gb，gc：梁および柱の主筋間距離

比，g：梁と柱の主筋間距離比の平均 

接合部内での主筋のひずみ分布は台形分布と仮定すると，主筋の伸びは以下となる。最終的な近似は略算式

としてのわかりやすさを優先して行った。 
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ここに， 

Lb，Lc：梁および柱主筋の伸び，by，cy：梁および柱主筋の降伏ひずみ 

よって，部材端の回転角は次のようになる。 
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ここに， 

bjy，cjy：接合部パネルのフェースの回転角 

ここで，iy は主筋降伏時の圧縮ストラットの幅の入隅側の接合部パネルの頂点からストラットの中心までの
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距離に対する比で以下で表される。 
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22 cossin hcyby TT   であれば 
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ただし， 
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他の場合と同様に，梁の主筋の降伏が先行する，つまり，
2

21 cossin hcyby TT   であれば 
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柱主筋の降伏が先行する場合は 
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梁主筋の定着端と入隅部を結ぶ仮想断面上のコンクリートの応力と主筋の応力の関係は，圧縮側の主筋の応

力を無視すれば以下となる。 

 

 xcha CVTT 22sin   (6-178) 

 ybma CVTT 22cos   (6-179) 

 



6-43 

このとき，主筋降伏時のモーメントは， 
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よって， 
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他の形状と同様に次式の形に整理する。 
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ここに， 

 

 bhbbyyiy
b

jyb DTDT
g

M
2

1

2

1

2

1
11 





 


   (6-182) 

 











 112

211

2
12 yiyjyb

R
  (6-183) 

 chmccyyiy
b

h
jyc DTDT

g
M 

 2

1

2

1

2

11
11 





 


  (6-184) 

 











 112

211

2
12 yiy

h
jyc

R
  (6-185) 

 



6-44 

ただし，接合部横補強筋および柱中段筋の応力は以下とする。 
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6.4.4 接合部内での主筋降伏時の算定式 

前項までをまとめて示すと以下のようになる。 

 

柱梁接合部内で梁または柱の主筋が降伏するときのモーメントは以下により算定する。 
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Ｌ形接合部の閉じる方向以外： 
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 Ｌ形接合部の閉じる方向： 
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このときの接合部の変形角は以下による。 
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Ｌ形接合部の閉じる方向以外： 
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Ｌ形接合部の閉じる方向： 
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ここに， 

Tby：梁の引張主筋の降伏強度 ybtb fa   

Tby：柱の引張主筋の降伏強度 yctc fa   

Nc：柱の軸力 

Th：接合部横補強筋の引張力で以下による 

  hwshyh aETT ,min  (6-204) 
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Thy：接合部横補強筋の降伏強度 

Tm：柱中段筋の引張力で以下による 

  mmsmym aETT ,min  (6-206) 
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Tmy：柱中段筋の降伏強度 

Es：鉄筋のヤング率 

R：接合部パネルのアスペクト比 cb DD  
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R1：斜めストラットの傾き chbv DD   

Djh：柱梁接合部の水平方向の有効せいで，十字形接合部，Ｔ形接合部では柱せい，ト形接合部，Ｌ形

接合部では梁主筋の水平定着長さとする 

Djv：柱梁接合部の鉛直方向の有効せいで，十字形接合部，ト形接合部では梁せい，Ｔ形接合部，Ｌ形

接合部では柱主筋の鉛直定着長さとする 

h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比，十字形接合部および T 形接合部の通し配筋された梁

主筋の場合は 1 とする。 

v：柱主筋の鉛直定着長さの梁せいに対する比，十字形接合部およびト形接合部の通し配筋された柱

主筋の場合は 1 とする。 

Dc：柱せい 

Db：梁せい 

L：梁スパン 

H：柱スパン 

gc：柱の主筋間距離比 

gb：梁の主筋間距離比 

g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

mb：柱梁接合部に接続する梁の数 

mc：柱梁接合部に接続する柱の数 

iy：コンクリートストラットの幅を表す係数で以下による。 
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iy1，iy2：Ｌ形接合部の閉じる方向についてのコンクリートストラットの幅を表す係数で以下による。 
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y1，y3：降伏時のコンクリートストレスブロックの形状を表す係数で以下による 
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u1，u3：終局時のコンクリートストレスブロックの形状を表す係数で ACI 規準に従う 

Tbb，Tcb：梁および柱の釣り合い鉄筋量で 6.7 節による。 
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6.4.5 算定式の精度 

(1) 柱梁強度比が小さい柱梁接合部部分架構の実験との比較 

図 6-19～図 6-28 に柱梁接合部部分架構の水平加力実験（A1 参照）における接合部斜めひび割れ発生時の接

合部のモーメントと変形角と計算値を比較して示す。また，図中の実線は柱梁接合部内で主筋が降伏するとき

の計算値，破線は梁または柱端で主筋が降伏するときのうち小さい方の計算値である。 

降伏モーメントはいずれの変動因子に対しても，計算値はおおむね実験値の傾向をとらえている。ただし，

梁せいが柱せいに対して 2 のト形接合部であるＰシリーズの試験体に対しては降伏モーメントの計算値は実験

値に対して過小評価となった。 

降伏時の変形角は，ばらつきが大きいが計算値はおおむね各変動因子による影響をとらえている。ただし，

主筋量が大きくなると式(6-202)等の分母が急速に大きくなり，計算される変形角が大きくなってしまっている。 

 

(2) 実験データベースの実験結果との比較 

主筋降伏時のモーメントについて，既往の実験データベース（A2 参照）の実験結果との比較を行う。実験デ

ータベースの試験体の適用にあたっては，ひび割れ時と同様に鉄筋とコンクリートのヤング率は文献の値によ

らず設定した。 

実験値の計算値に対する比を表 6-3 に，実験値と計算値の関係を図 6-17 に示す。図 6-17 の実験値および計

算値は梁端および柱端での梁，柱の降伏モーメント時に対する比で示してあり，図中の実線が計算値と実験値

が一致する場合を示している。また，表中の値は計算上，接合部内での降伏モーメントが梁，柱の降伏モーメ

ントより小さい試験体についての値である。なお，Ｔ形およびＬ形接合部試験体については，条件に該当する

試験体がデータベース中になかった。 

降伏時の層せん断力等が報告されている試験体のほとんどで降伏時のモーメントは梁または柱の降伏時のモ

ーメントより小さく，柱梁接合部に起因して降伏モーメントが低下していると考えられる。表に示したように

降伏モーメントの計算値に対する実験値の比は 1 に近く，推定精度は高い。ただし，十字形接合部ではややば

らつきが大きかった。 

 

表 6-3 降伏モーメントの算定精度 

 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 

    開く方向 閉じる方向 

試験体数（正負別） 178 53 0 0 0 

平均 1.05 1.08 － － － 

最大 2.03 1.33 － － － 

最小 0.70 0.92. － － － 

標準偏差 0.17 0.11 － － － 
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x1

 

図 6-18 柱梁接合部の変形機構 
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図 6-19 降伏モーメントの実験値と計算値（コンクリート強度の影響） 
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図 6-20 降伏モーメントの実験値と計算値（主筋量の影響） 
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図 6-21 降伏モーメントの実験値と計算値（柱梁強度比の影響） 



6-51 

 

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

M
jy

/B
jD

bD
c,

 M
P

a

1.00.90.80.70.60.5

ldh/Dc

L01
L04L07

Exterior
ΣMcu/ΣMbu=1.0
Db/Dc=1.0
Tby/bcDcfc=0.121

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

M
jy

/B
jD

bD
c,

 M
P

a

1.00.90.80.70.60.5

ldh/Dc

L02

L05

Exterior
ΣMcu/ΣMbu=1.5
Db/Dc=1.0
Tby/bcDcfc=0.121

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

M
jy

/B
jD

bD
c,

 M
P

a

1.00.90.80.70.60.5

ldh/Dc

L03L06
L08

Exterior
ΣMcu/ΣMbu=2.0
Db/Dc=1.0
Tby/bcDcfc=0.121

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

M
jy

/B
jD

bD
c,

 M
P

a
1.00.90.80.70.60.5

ldh/Dc

Exterior
ΣMcu/ΣMbu=2.0
Db/Dc=0.5
Tby/bcDcfc=0.122

N01
N02

図 6-22 降伏モーメントの実験値と計算値（主筋定着長さの影響） 
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図 6-23 降伏モーメントの実験値と計算値（横補強筋量の影響） 
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図 6-24 主筋降伏時変形角の実験値と計算値（コンクリート強度の影響） 
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図 6-25 主筋降伏時変形角の実験値と計算値（主筋量の影響） 
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図 6-26 主筋降伏時変形角の実験値と計算値（柱梁強度比の影響） 
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図 6-27 主筋降伏時変形角の実験値と計算値（主筋定着長さの影響） 
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図 6-28 主筋降伏時変形角の実験値と計算値（横補強筋量の影響） 
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図 6-29 降伏モーメントの実験値と計算値 
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6.5 終局モーメント時 

6.5.1 十字形接合部 

終局時のコンクリートストラットの応力の大きさと向きは梁・柱の主筋量によって，すなわち柱梁強度比に

よって変わる。つまり梁主筋が降伏する場合，降伏後の変形の増大にともない柱主筋の応力も増大し，ストラ

ットの向きは降伏時に想定した対角線方向から鉛直方向に近くなるように変化する。 

ここでは簡単のため接合部の変形角を求める際のストラットの向きと幅は降伏時に準じるものとし，水平成

分，鉛直成分別に求める。 

終局時には接合部横補強筋と柱の中段筋は降伏しているとすれば，終局時のコンクリートストラットの応力

の大きさは以下となる。 
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ここに， 

C1h：水平方向の鉄筋の応力に釣り合う斜めストラットの応力，C1v：鉛直方向の鉄筋の応力に釣り合う

斜めストラットの応力，Tb，Tc：梁および柱主筋の引張力，Nc：柱の軸力，Thy：接合部横補強筋の降

伏強度，Tmy：柱中段筋の降伏強度，：斜めストラットの角度 cb DD1tan  

ただし，主筋の引張力は釣り合い鉄筋量以下であるから 

 

  bbbyb TTT ,min  (6-215) 

  cbcyc TTT ,min  (6-216) 

 

ここに， 

Tby，Tcy：梁および柱主筋の降伏強度，Tby，Tcy：梁および柱の限界補強量 

このとき，ストラットの幅は以下のようになる。 
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ここに， 

bj：接合部の有効幅，Db，Dc：梁および柱のせい，fc：コンクリートの圧縮強度， R：斜めストラット

の傾きで接合部アスペクト比に等しい，u1，u3：コンクリートストレスブロックの形状を表す係数で

ACI 規準による 
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終局モーメントに達するときには接合部の両端で主筋のひずみは降伏ひずみに達しているとする。主筋の伸

びは梁・柱からの主筋の抜け出しを考慮すると以下となる。 
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ここに， 

Lb，Lc：梁および柱主筋の伸び，Tb2，Tc2：梁および柱の圧縮側の主筋の引張力，Es：鉄筋のヤング

率，Ab，Ac：梁および柱の引張主筋の断面積，by，cy：梁および柱主筋の降伏ひずみ，gb，gc：梁およ

び柱の主筋間距離比，g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

主筋の伸びと適合する部材端の回転角は降伏時と同様に 
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これらを用いて接合部の終局時の変形角は次のようになる。 

 

 jucjubju    (6-223) 

 

終局モーメント時の圧縮側の主筋の応力は終局モーメントが最大となる場合の応力とすると，接合部の終局

モーメントは 3 章に示したように次のようになる。 
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ここで， 
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であるから， 
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次式の形に整理し，その際，接合部横補強筋および柱中段筋の効果は分けることにする。 
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ここに， 
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6.5.2 ト形接合部 

十字形接合部の場合と同様に簡単のため接合部の変形角を求める際のストラットの向きと幅は降伏時に準じ
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て算定し，水平成分，鉛直成分別に求めることとする。 

すなわち，終局時のコンクリートストラットの応力の大きさは，  
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ここに， 

C1h：水平方向の鉄筋の応力に釣り合う斜めストラットの応力，C1v：鉛直方向の鉄筋の応力に釣り合う

斜めストラットの応力，Tb，Tc：梁および柱主筋の引張力，Nc：柱の軸力， Tmy：柱中段筋の降伏強度，

：斜めストラットの角度 chb DD 1tan  

ただし，主筋の引張力は釣り合い鉄筋量以下であるから 
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Tby，Tcy：梁および柱主筋の降伏強度，Tby，Tcy：梁および柱の限界補強量 

このとき，ストラットの幅は以下のようになる。 
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ここに， 

bj：接合部の有効幅，Db，Dc：梁および柱のせい，h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比， fc：
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ここに， 

Lb，Lc：梁および柱主筋の伸び，Tba：梁主筋の定着端での引張力，Tc2：柱の圧縮側の主筋の引張力，

Es：鉄筋のヤング率，Ab，Ac：梁および柱の引張主筋の断面積，by，cy：梁および柱主筋の降伏ひずみ，

gb，gc：梁および柱の主筋間距離比，g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

主筋の伸びと適合する部材端の回転角は降伏時と同様に 
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これらを用いて接合部の終局時の変形角は次のようになる。 
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モーメントは 4 章に示したように次のようになる。 

 

 

   

 

        

      

 

 

c
b

uiuv
h

cb
c

uiuhb

ccbcch
myc

cuiuvc

cbbbbbhybbuiuhb

c
b

ccc

cmch
hcb

c

cbc

b
b

ccbcch
cm

ch
ccch

cmch
c

cbbbbbhybb
cbc

b
b

c
b

ccc

cemcy
cb

c

cbc

b
b

ccbcccemcy
ccc

cemc
c

cbbbbbhybb
cbc

b
bju

D
V

R
gD

V

R
g

fDbgD
TN

T
R

g

fDbgDgTDT
R

g

D
V

fDb

NTT
gD

V

fDb

T
g

fDbgD
NT

T
fDb

NTT
g

fDbgDgTDT
fDb

T
g

D
V

fDb

NTTT
egD

V

fDb

T
g

fDbgDNTTT
fDb

NTTT
eg

fDbgDgTDT
fDb

T
gM

211

2

2

1

21

2

2

1

1
4

1

211

1
2

2

1

1
4

1

1

1

2

1

2

21
21

2

1

2
2

2

1

1
4

1

2
1

21

2

1

1
4

1

2

1

2
22

2

1

2
2

2

1

1
4

1
2

2

1

1
4

1

2

1

1212

3
22

12
1

3
22

12
1

33

3
22

3

3
22

3

33

3
22

3

3
22

3










































 















































 






























 








 






























 































 



















































 

ここで， 
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であるから， 
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十字形接合部の場合と同様に次式の形に整理し，その際，柱中段筋の効果は分けることにする。 

 

 2

2

1
1

1 jucjub

c
juc

b
jub

ju

MM

L

D

H

D
M









 




 
(6-247) 

 

ここに， 
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6.5.3 L 形接合部 

(1) 開く方向 

十字形接合部の場合と同様に簡単のため接合部の変形角を求める際のストラットの向きと幅は降伏時に準じ

て算定し，水平成分，鉛直成分別に求めることとする。 

すなわち，終局時のコンクリートストラットの応力の大きさは，  
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ここに， 

C1h：水平方向の鉄筋の応力に釣り合う斜めストラットの応力，C1v：鉛直方向の鉄筋の応力に釣り合う

斜めストラットの応力，Tb，Tc：梁および柱主筋の引張力，Thy：接合部横補強筋の降伏強度，Tmy：柱

中段筋の降伏強度，：斜めストラットの角度 chbv DD 1tan  

ただし，主筋の引張力は釣り合い鉄筋量以下であるから 

 

  bbbyb TTT ,min  (6-254) 

  cbcyc TTT ,min  (6-255) 

 

ここに， 

Tby，Tcy：梁および柱主筋の降伏強度，Tby，Tcy：梁および柱の限界補強量 

このとき，ストラットの幅は  
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ここに， 

bj：接合部の有効幅，Db，Dc：梁および柱のせい，h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比，v：

梁側柱主筋の鉛直定着長さの梁せいに対する比， fc：コンクリートの圧縮強度， R1：斜めストラット

の傾きで梁主筋の定着端と圧縮側の入隅部を結ぶ向きとする chbv DD  ，u1，u3：コンクリートス

トレスブロックの形状を表す係数で ACI 規準による 

簡単のため，終局モーメントに達するときには接合部内で主筋のひずみは降伏ひずみに達しているとする。

主筋の伸びは梁・柱からの主筋の抜け出しを考慮すると以下となる。 
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ここに， 

Lb，Lc：梁および柱主筋の伸び，Tba，Tca：梁および柱主筋の定着端での引張力，Es：鉄筋のヤング

率，Ab，Ac：梁および柱の引張主筋の断面積，by，cy：梁および柱主筋の降伏ひずみ，gb，gc：梁およ

び柱の主筋間距離比，g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

主筋の伸びと適合する部材端の回転角は降伏時と同様に 
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これらを用いて接合部の終局時の変形角は次のようになる。 

 

 jucjubju    (6-262) 

 

終局モーメント時の圧縮側の主筋の応力は終局モーメントが最大となる場合の応力とすると，接合部の終局

モーメントは 5 章に示したように次のようになる。 
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次式の形に整理し，その際，接合部横補強筋および柱中段筋の効果は分けることにする。 
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ここに， 
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(2) 閉じる方向 

降伏時と同様に，梁または柱の主筋が端部の引張力と梁主筋の折り曲げ部での引張力の関係を定める。 
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ここに， 

Ta：梁主筋折り曲げ部の引張力，Tby：梁主筋の降伏強度，Tcy：柱主筋の降伏強度，h：梁上端筋の水

平定着長さ，：コンクリートストラットの角度 chb DD 1tan （Db：梁せい，Dc：柱せい） 

このとき，斜めストラットの応力も降伏時と同様に梁主筋の定着端と梁と柱の入隅部を結ぶ線の梁側および

柱側でそれぞれ 
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よって 
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ここに， 
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bj：接合部の有効幅，Db，Dc：梁および柱のせい，h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比， fc：

コンクリートの圧縮強度， R2：斜めストラットの傾きで梁主筋の定着端と圧縮側の入隅部を結ぶ向き

とする chbv DD  ，R：接合部アスペクト比 cb DD ，u1，u3：コンクリートストレスブロックの

形状を表す係数で ACI 規準による 

降伏時と同様に接合部内での主筋のひずみ分布は台形分布と仮定すると，主筋の伸びと適合するように接合

部の回転角は以下となる。 
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ここに， 

by，cy：梁および柱主筋の降伏ひずみ，gb，gc：梁および柱の主筋間距離比，g：梁と柱の主筋間距離

比の平均   2cb gg   

梁の主筋の降伏で終局強度が決まる場合，つまり，
2

21 cossin hcyby TT   であれば 
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柱の主筋の降伏で終局強度が決まる場合 
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終局モーメント時の圧縮側の主筋の応力は終局モーメントが最大となる場合の応力とすると，接合部の終局

モーメントは 5 章に示したように次のようになる。 
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他の形状は異なり以下の形で表される。 
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ここに， 
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6.5.4 終局時のモーメントと変形角の算定式 

前項までをまとめて示すと以下のようになる。 

 

Ｌ形接合部の閉じる方向を除き，柱梁接合部の終局モーメントとそのときの柱梁接合部の変形は以下により

算定する。 

 2

2

1
1

1 








 

 jucjub

c
juc

b
jub

ju

MM

L

D

H

D
M


 

(6-284) 

 

ここで， 
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ここに， 

Tb：梁の引張主筋の応力で降伏強度と釣り合い鉄筋量の小さいほう 

Tc：梁の引張主筋の応力で降伏強度と釣り合い鉄筋量の小さいほう 

Tby：梁の引張主筋の降伏強度 ybtb fa   

Tby：柱の引張主筋の降伏強度 yctc fa   

Nc：柱の軸力 
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Thy：接合部横補強筋の降伏強度 

Tmy：柱中段筋の降伏強度 

R：接合部パネルのアスペクト比 cb DD  

R1：斜めストラットの傾き chbv DD   

Djh：柱梁接合部の水平方向の有効せいで，十字形接合部，Ｔ形接合部では柱せい，ト形接合部，Ｌ形

接合部では梁主筋の水平定着長さとする 

Djv：柱梁接合部の鉛直方向の有効せいで，十字形接合部，ト形接合部では梁せい，Ｔ形接合部，Ｌ形

接合部では柱主筋の鉛直定着長さとする 

h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比，十字形接合部および T 形接合部の通し配筋された梁

主筋の場合は 1 とする。 

v：柱主筋の鉛直定着長さの梁せいに対する比，十字形接合部およびト形接合部の通し配筋された柱

主筋の場合は 1 とする。 

Dc：柱せい 

Db：梁せい 

L：梁スパン 

H：柱スパン 

gc：柱の主筋間距離比 

gb：梁の主筋間距離比 

mb：柱梁接合部に接続する梁の数 

mc：柱梁接合部に接続する柱の数 

bku，cku：主筋間距離比の影響を表す係数で以下による。 
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hiy，viy：コンクリートストラットの幅を表す係数で以下による。 
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u1，u3：終局時のコンクリートストレスブロックの形状を表す係数で ACI 規準に従う 

Tbb，Tcb：梁および柱の釣り合い鉄筋量で 6.7 節による。 

 

 ただし，Ｌ形接合部の閉じる方向については以下による。 
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ここに， 
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終局時の接合部の変形角は以下による。 

梁端および柱端の回転角は以下による。 

 

Ｌ形接合部の閉じる方向以外： 
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Ｌ形接合部の閉じる方向： 
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6.5.5 算定式の精度 

(1) 柱梁強度比が小さい柱梁接合部部分架構の実験との比較 

図 6-19～図 6-28 に柱梁接合部部分架構の水平加力実験（A1 参照）における接合部斜め終局時の接合部のモ

ーメントと変形角と計算値を比較して示す。また，図中の実線は柱梁接合部の終局モーメントの計算値，破線

は梁または柱端で曲げ終局に達するときの小さい方の計算値である。 

いずれの変動因子に対しても計算値は実験値の傾向をよくとらえている。 

 

(2) 実験データベースの実験結果との比較 

柱梁接合部の終局モーメントについて，既往の実験データベース（A2 参照）の実験結果との比較を行う。実

験値の計算値に対する比を表 6-4 に，実験値と計算値の関係を図 6-35 に示す。図 6-35 の実験値および計算値

は梁端および柱端での梁，柱の曲げ終局時の計算値に対する比で示してあり，図中の実線が計算値と実験値が

一致する場合を示している。また，表中の値は計算上，柱梁接合部の終局モーメントが梁，柱の曲げ終局時の
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モーメントより小さい試験体についての値である。また，図 6-36 に柱梁接合部の終局モーメントの梁・柱の曲

げ終局時のモーメントに対する比（接合部強度比）と文献で報告されている破壊形式の関係を示す。 

Ｌ形接合部の閉じる方向を除き，柱梁接合部の終局モーメントと梁・柱の曲げ終局時のモーメントのうち最

小のものを架構の耐力とした計算値と実験値の対応はよい。Ｌ形接合部の閉じる方向ではばらつきが大きいが，

これは閉じる方向の加力では柱・梁の主筋や接合部横補強筋の他に配されるかご筋等の補強筋の影響が大きい

にもかかわらずこれらを考慮していないためと考えられる。 

また，いずれの形状の柱梁接合部においても梁または柱の曲げ破壊と報告されている試験体（B，C 破壊）の

ほとんどは柱梁接合部の終局モーメントが梁・柱の曲げ終局時のモーメントより大きい範囲に分布している。

しかし，この範囲にも梁・柱主筋の降伏をともなう接合部破壊（BJ，CJ 破壊）の試験体も多くあり，架構の耐

力は梁・柱の曲げ終局時の耐力が確保されてても，柱梁接合部の破壊を防ぐことができていない場合が多くあ

ることがわかる。 

 

表 6-4 終局モーメントの算定精度 

 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 

    開く方向 閉じる方向 

試験体数 94 112 20 41 51 

平均 1.00 1.15 1.17 0.93 1.18 

最大 1.32 1.71 1.43 1.26 2.10 

最小 0.72 0.77 0.98 0.55 0.20 

標準偏差 0.13 0.21 0.10 0.19 0.36 
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図 6-30 終局モーメントの実験値と計算値（コンクリート強度の影響） 
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図 6-31 終局モーメントの実験値と計算値（主筋量の影響） 
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図 6-32 終局モーメントの実験値と計算値（柱梁強度比の影響） 
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図 6-33 終局モーメントの実験値と計算値（主筋定着長さの影響） 
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図 6-34 終局モーメントの実験値と計算値（横補強筋量の影響） 
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図 6-35 終局モーメントの実験値と計算値 
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図 6-35 終局モーメントの実験値と計算値（つづき） 
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(a) 十字形接合部 
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(c) Ｔ形接合部 
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(d) Ｌ形接合部（開く方向） 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4 1.6 1.8 2 Inf
0

10

20

30

40

joint capacity / flexural capacity of beam or column

fr
eq

ue
nc

y

 

 

J

BJ,CJ

B,C

 

(e) Ｌ形接合部（閉じる方向） 

図 6-36 接合部強度比と破壊形式 
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6.6 柱梁接合部の履歴吸収エネルギー 

本節では，梁，柱の主筋が降伏し，柱梁接合部の破壊が生じる場合に柱梁接合部の変形により消費されるエ

ネルギーの算定法について述べる。 

梁，柱の主筋が降伏し，柱梁接合部の破壊が生じると柱梁接合部に作用する荷重と変形の関係はスリップ型

の履歴性状となる。本節ではこのときの履歴曲線をモデル化し，定振幅で繰り返し変形する場合の等価粘性減

衰定数を定式化する。 

 

6.6.1 除荷剛性 

変形のピークの点からの除荷では鉄筋の弾性ひずみの分だけ変形が小さくなると考える。したがって，除荷

剛性は降伏点剛性に等しく，除荷点の変形は次式で表される。 

 

 m
j

m
jy

m

m

jy
jy

jy

m
m M

M

M

M 






 






















1
110  (6-300) 

 

ここに， 

m：除荷開始点の変形 

Mm：除荷開始点で柱梁接合部に作用しているモーメント 

jy：主筋降伏時の柱梁接合部の変形 

Mjy：主筋降伏時に柱梁接合部に作用しているモーメント 

j：接合部の塑性率  jyjym MM   

 

6.6.2 スリップ後の硬化開始点 

繰返し載荷時にスリップ状態から硬化が始まる点では，柱梁接合部中央でコンクリートが再接触して鉄筋の

応力が増加し始める点とする。従って，硬化開始点の変形は除荷点の変形に対して主筋からコンクリートのひ

ずみがゼロの点までの距離の比によって求めることができる。 

 

 m
j

iuiuiu
jh ggg

g 


 
































1
111 00  (6-301) 

 

ここに， 

m：除荷開始点の変形 

Mm：除荷開始点で柱梁接合部に作用しているモーメント 

0：除荷点の変形 

iu：終局時の柱梁接合部のコンクリートストラットの幅を表す係数 

g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

gc：柱の主筋間距離比 

gb：梁の主筋間距離比 

j：接合部の塑性率  jyjym MM   
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このときのモーメントは，軸力によるモーメントと主筋降伏から終局時までの余裕度に応じて以下により算

定する。 
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したがって，梁主筋の降伏が先行する場合は以下となる。 
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ここに， 

Mju：柱梁接合部の終局モーメント 

Mjy：柱梁接合部の主筋降伏時のモーメント 

Mjy：柱梁接合部の主筋降伏時のモーメント 

Nc：柱の軸力 

bc：柱幅 

Dc：柱せい 

fc：コンクリートの圧縮強度 

h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比，十字形接合部および T 形接合部の通し配筋された梁

主筋の場合は 1 とする。 

iu：終局時の柱梁接合部のコンクリートストラットの幅を表す係数 

g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

gc：柱の主筋間距離比 

gb：梁の主筋間距離比 

j：接合部の塑性率    jyjymm MM   

 

6.6.3 定振幅繰り返し載荷時のエネルギー吸収量と等価粘性減衰定数 

スリップからの硬化開始後は，正負の最大変形のうち絶対値が大きい方の変形に対応する骨格曲線上の点を

指向して復元力が増大するとする。 

定振幅による繰り返し 1 サイクル中の消費エネルギーは以下のように表される。 
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よって，等価粘性減衰定数は以下となる。 
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6.6.4 実験値との比較 

柱梁強度比が 1 に近く接合部破壊した試験体について，実験値との比較を行う。実験で測定した接合部の変

形角と接合部モーメントの関係と，本節までに述べた柱梁接合部のモーメントと変形角の関係のモデルを比較

して示す。また，実験の荷重変形関係から算定した等価粘性減衰定数と接合部の変形角の関係と，式(6-304)の

計算値を比較して示す。実験値は半サイクルごとに履歴吸収エネルギーを算出し，1 周期分に換算して等価粘

性減衰定数を算出した。 

柱梁強度比やト形接合部の梁主筋定着長さの増加による等価粘性減衰定数の増加などは計算値は実験値の傾

向をとらえている。しかし，変形が小さい領域では等価粘性減衰定数の計算値は実験値を過小評価している。

また，ト形接合部では全体的に計算値が実験値に対して小さい。 
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図 6-37 柱梁接合部の変形角とモーメントの関係のモデル化と等価粘性減衰定数 
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図 6-37 柱梁接合部の変形角とモーメントの関係のモデル化と等価粘性減衰定数（つづき） 
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(e) 試験体 L05 

図 6-37 柱梁接合部の変形角とモーメントの関係のモデル化と等価粘性減衰定数（つづき） 
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6.7 主筋降伏前の接合部破壊の防止 

コンクリート断面に対して主筋量が過剰になると主筋の降伏の前にコンクリートの圧壊が始まる。このよう

な破壊は接合部の釣り合い破壊と呼ばれるが，これを防止するためには主筋量を限界補強量以下とすればよい。

本節では 3～5 章で示した釣り合い破壊時が生じる主筋量，すなわち限界補強量を簡便に算定する方法を示す。 

 

6.7.1 十字形接合部 

3.4 節に示したように，釣り合い破壊時の鉄筋の応力と接合部パネル対角線上の仮想断面の中立軸位置の関係

は以下で表される。 
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ここに， 

1：接合部中央コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅の接合部パネルの頂点から対角線までの距

離に対する比  sincos 11 cb DxDx  ，R：梁せいの柱せいに対する比（接合部アスペクト比）

tan cb DD ，2x，2y：基準化した接合部入隅部のコンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅，Db：

梁せい，Dc：柱せい，gb：梁の主筋間距離比，gc：柱の主筋間距離比，Es：鉄筋のヤング率，Ab：梁引

張主筋の断面積，Ac：柱引張主筋の断面積，u：終局時のコンクリートのひずみで 0.003，Tb，Tb2：引

張側および圧縮側の梁主筋の引張力，Tc，Tc2：引張側および圧縮側の柱主筋の引張力 

ここで，簡略化のため以下の仮定を用いる。 

1) 梁・柱主筋はすべて引張降伏しているとする。これは鉄筋のひずみが大きいほうが中立軸位置を示す係数

1が大きくなり，釣り合い鉄筋量も小さく算定されるため安全側の仮定である。すなわち 

 

 ybbsbb AETT  2 ， yccscc AETT  2  (6-306) 

 

ここに， 

by：梁主筋の降伏ひずみ，cy：柱主筋の降伏ひずみ， 

2) 入隅部のコンクリートの圧縮域の幅は，接合部の抵抗モーメントが極大となるときの幅，すなわち圧縮縁

から圧縮鉄筋の位置までとする。 
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これらの仮定を用いると式(6-305)は次のようになる。 
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これを解くことにより釣り合い破壊時の接合部パネルの頂点からコンクリートのストラットの中心線までの

距離に対するストラットの幅の比ibが得られる。 
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ここで， 

g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg  ，ub：コンクリートの終局ひずみと梁主筋の降伏ひずみの

比，uc：コンクリートの終局ひずみと柱主筋の降伏ひずみの比 

以上から釣り合い破壊が生じる主筋量はコンクリートの応力と鉄筋の応力の関係を用いて以下のように表さ

れる。ただし，実務の設計では梁と柱の主筋で極端に強度が異なり降伏ひずみが異なる鉄筋を用いることは多

くないと考えられることから，梁，柱それぞれの主筋の降伏ひずみのみを考慮する形とした。また，接合部横

補強筋および柱中段筋の応力により引張主筋の限界補強量は小さくなるが，一般に釣り合い破壊時の接合部の

変形は小さいこと，上記の仮定がやや安全側の仮定であることから，これらは無視することとした。 
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ここで， 

Tbb：梁の限界補強量，Tcb：柱の限界補強量，Nc：柱の軸力，u1，u3：終局時のコンクリートのストレ

スブロックの形状を表す係数で ACI 規準[6.2]による，fc：コンクリートの圧縮強度，bj：柱梁接合部の

有効幅で柱幅とする，Vb：梁のせん断力，Vc：柱のせん断力 

 

保証設計において主筋降伏前のコンクリートの圧壊による接合部破壊が生じないことを確認する場合は，梁

および柱のせん断力に保証設計用のせん断力を用いればよい。 

一方，前節までに述べた柱梁接合部の終局モーメントを算定する際には梁および柱の主筋の引張力の上限を

限界補強量としている。この場合，終局時の架構の応力は未知であり，式(6-310)，(6-311)の形では不便である。

そこで，釣り合い破壊時の接合部に作用するモーメントを略算して陽に限界補強量を求められるようにする。

釣り合い破壊時の接合部に作用するモーメントは圧縮側の主筋による抵抗モーメントを無視すれば次式で表さ

れる。 
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これを用いると，モーメントとせん断力の関係から梁の限界補強量は次のように表される。 
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ここで，ib はコンクリートの終局時のひずみの主筋の降伏ひずみに対する比 ub が小さいほど大きくなるが，

実務で用いられる範囲ではせいぜい主筋間距離比の 0.5 倍程度となる。そこで，以下のように近似することに

する。 
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柱の限界補強量も同様にして次式で表される。 
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ここで， 

L：柱スパン，H：柱スパン 

6.7.2 ト形接合部 

4.3 節に示したように，梁主筋を折り曲げ定着とした場合と機械式定着とした場合では，接合部パネルに生じ

る斜めひび割れを定着された梁主筋が横切るかによる差があり，接合部パネルの変形と主筋の伸びの関係も異

なるものとなる。しかし，既往の実験の分析では主筋降伏前に接合部破壊が生じる主筋量には定着方法による

差はほとんどないこと，機械式定着の場合の方が定式化が比較的簡単なことから機械式定着の場合をもとに限

界補強量の表す式を簡略化する。 

まず，機械式定着を用いた釣り合い破壊時の鉄筋の応力と接合部パネル対角線上の仮想断面の中立軸位置の

関係は以下のように表される。 
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ここで， 
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 cc D
R

R
D

1

'  

ここに， 

1：接合部中央コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅の接合部パネルの頂点から梁主筋の定着端

と圧縮側の入隅部を結ぶ線までの距離に対する比 1111 sincos  chb DxDx  ，R：梁せいの柱せいに対

する比（接合部アスペクト比） tan cb DD ，R1：ストラットの傾き 1tan  chb DD ，2x，2y：基準

化した接合部入隅部のコンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅，Db：梁せい，Dc：柱せい，h：梁

主筋の水平定着長さの柱せいに対する比，gb：梁の主筋間距離比，gc：柱の主筋間距離比，Lb，Lc：

柱梁接合部内での梁および柱主筋の伸び，u：終局時のコンクリートのひずみで 0.003 

十字形接合部の場合と同様に入隅部のコンクリートのストラットの幅を圧縮側の主筋位置までとする。 
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すると， 0 となるので，式(6-316)を整理し，鉄筋の応力と伸びの関係も用いると以下のようになる。 
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Es：鉄筋のヤング率，Ab：梁引張主筋の断面積，Ac：柱引張主筋の断面積， Tb，Tba：梁端および定着

端における梁主筋の引張力，Tc，Tc2：引張側および圧縮側の柱主筋の引張力 

ここで，簡略化のため部分的に 1RRh を用いると，十字形接合部の場合と同様の次式が得られる。 
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さらに，ト形接合部の場合も柱梁接合部内の梁・柱主筋のひずみを降伏ひずみとし1 について解けば，釣り

合い破壊時の接合部パネルの頂点からコンクリートのストラットの中心線までの距離に対するストラットの幅

の比ibが得られる。 
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ここに， 

g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg  ，ub：コンクリートの終局ひずみと梁主筋の降伏ひずみの

比，uc：コンクリートの終局ひずみと柱主筋の降伏ひずみの比 

これを用いて，梁および柱の限界補強量は以下のように表される。ト形接合部では梁主筋の定着端付近に配
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された接合部および柱の横補強筋によってストラットに入力される応力が小さくなるため，限界補強量は大き

くなる。 

 

 cuucjh
bb

cuucjibhcsbb fDgb
ugRR

fDb
RR

VTT 31
11

31
11 1

1

1

1

1

1 





  (6-320) 

 

ここに， 

Tbb：梁の限界補強量，Ts：梁主筋の定着端近傍に配された横補強筋の降伏強度の和で，定着端付近と

は梁せいの半分および仮想断面を背面側に延伸した範囲に含まれるものをいう（図 6-38），u1，u3：

終局時のコンクリートのストレスブロックの形状を表す係数で ACI 規準[6.2]による，fc：コンクリート

の圧縮強度，bj：柱梁接合部の有効幅で柱幅とする，Vc：柱のせん断力 

一方，柱主筋については主筋降伏時と同様に柱の外側主筋の応力を仮定すると以下のようになる。ここで，

柱中段筋の応力については十字形接合部の場合と同様にこれが増大するほど限界補強量は小さくなるが，十字

形接合部の場合と同様にこれを無視している。 
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であるから， 
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ここに， 

Tcb：柱の限界補強量，Nc：柱の軸力，Vb：梁のせん断力 

また，このときの柱梁接合部に作用するモーメント，すなわち釣り合いモーメントは次式で表される。 
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十字形接合部の場合と同様にして，部材のせん断力が未知な場合の限界補強量は次式で表す。 
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6.7.3 Ｌ形接合部 

(1) 開く方向 

L 形接合部の開く方向の加力の場合，釣り合い破壊時の鉄筋の応力と接合部パネル対角線上の仮想断面の中

立軸位置の関係は以下で表される。 
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ここで， 
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ここに， 

1：接合部中央コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅の接合部パネルの頂点からコンクリートの

ストラットの中心までの距離に対する比 1111 sincos  chbv DxDx  ，R：梁せいの柱せいに対する比

（接合部アスペクト比） tan cb DD ，R1：ストラットの傾き，2x，2y：基準化した接合部入隅部のコ

ンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅，Db：梁せい，Dc：柱せい，h：梁主筋の水平定着長さの柱

せいに対する比，v：梁側の柱主筋の鉛直定着長さの梁せいに対する比，gb：梁の主筋間距離比，gc：

柱の主筋間距離比，u：終局時のコンクリートのひずみで 0.003，Es：鉄筋のヤング率，Ab：梁引張主

筋の断面積，Ac：柱引張主筋の断面積， Tb，Tba：梁端および定着端における梁主筋の引張力，Tc，Tca：

柱端および定着端における柱主筋の引張力 

右辺においては簡単のため 1' cc DD ， 1' cc DD とすれば十字形，ト形接合部の場合と同様に以下となる。 
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 (6-326) 

 

さらに，柱梁接合部内の梁・柱主筋のひずみを降伏ひずみとし1 について解けば，釣り合い破壊時の接合部

パネルの頂点からコンクリートのストラットの中心線までの距離に対するストラットの幅の比ibが得られる。 
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6-87 

ここに， 

g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg  ，ub：コンクリートの終局ひずみと梁主筋の降伏ひずみの

比，uc：コンクリートの終局ひずみと柱主筋の降伏ひずみの比 

十字形接合部の場合と同様に接合部横補強筋および柱中段筋の応力の影響を無視すれば，梁および柱の限界

補強量は以下となる。 

 

 cuucjh
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cbb fDgb
ugRR

VT 31
11 1

1

1

1 
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  (6-328) 

 cuubjv
cc

bcb fDgb
ugRR

VT 31
11 1

1

1

1 


  (6-329) 

 

ここで， 

Tbb：梁の限界補強量，Tcb：柱の限界補強量，u1，u3：終局時のコンクリートのストレスブロックの形

状を表す係数で ACI 規準[6.2]による，fc：コンクリートの圧縮強度，bj：柱梁接合部の有効幅で柱幅と

する，Vb：梁のせん断力，Vc：柱のせん断力 

このとき，接合部の釣り合いモーメントは以下となる。 

 

 ccbcvhjb fDDbg
RR

M 311
11 2

1

1

1  





 


  (6-330) 

 

よってモーメントと部材せん断力の関係から，部材せん断力が未知の場合の限界補強量を次のように表すこ

とにする。 
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(2) 閉じる方向 

5 章の検討によれば，閉じる方向における釣り合い破壊時の鉄筋の応力と接合部パネル対角線上の仮想断面

の中立軸位置の関係は以下で表される。 
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ここに， 

1：接合部中央コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅の接合部パネルの頂点からコンクリートの



6-88 

ストラットの中心までの距離に対する比 2121 sincos  chb DxDx  ，R：梁せいの柱せいに対する比（接

合部アスペクト比） tan cb DD ，R2：ストラットの傾き hR  ，2x，2y：基準化した接合部入隅部の

コンクリートストラットの圧縮ゾーンの幅，4x，4y：基準化した接合部出隅部のコンクリートストラッ

トの圧縮ゾーンの幅，Db：梁せい，Dc：柱せい，h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比， gb：

梁の主筋間距離比，gc：柱の主筋間距離比，u：終局時のコンクリートのひずみで 0.003，Es：鉄筋の

ヤング率，Ab：梁引張主筋の断面積， Tb，Tba：梁端および定着端における梁主筋の引張力 

 

これまでと同様に入隅部のストラットの幅および接合部内での主筋のひずみを仮定する。また，出隅部のコ

ンクリートの圧縮力の幅i4は入隅部の圧縮力の幅i2と等しいとする。すると，式(6-333)は次のようになる。 
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柱梁接合部内の梁主筋のひずみを降伏ひずみとし，1 について解けば釣り合い破壊時の接合部パネルの頂点

からコンクリートのストラットの中心線までの距離に対するストラットの幅の比ibが得られる。 
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
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ここに， 

ub：コンクリートの終局ひずみと梁主筋の降伏ひずみの比 

これを使って，限界補強量は次のように表される。 
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ここに， 

Tbb：梁の限界補強量，u1，u3：終局時のコンクリートのストレスブロックの形状を表す係数で ACI

規準[6.2]による，fc：コンクリートの圧縮強度，bj：柱梁接合部の有効幅で柱幅とする 

6.7.4 限界補強量の算定式 

前項までをまとめて限界補強量の算定式を示すと以下のようになる。 

 

Ｌ形接合部の上端筋以外： 
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Ｌ形接合部の上端筋： 
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ただし，Ｌ形接合部の上端筋を除き，限界補強量を算定する際の梁および柱のせん断力が未知の場合は，以

下により算定してもよい。 

 

Ｌ形接合部の上端筋以外： 
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ここに， 

 

bkb，ckb，skb：柱梁接合部に接続する梁，柱の数による係数で，表 6-5 による 

mb：柱梁接合部に接続する梁の数 

mc：柱梁接合部に接続する柱の数 

bj：柱梁接合部の有効幅で柱幅とする 

Djh：柱梁接合部の水平方向の有効せいで，十字形接合部，Ｔ形接合部では柱せい，ト形接合部，Ｌ形

接合部では梁主筋の水平定着長さとする 

Djv：柱梁接合部の鉛直方向の有効せいで，十字形接合部，ト形接合部では梁せい，Ｔ形接合部，Ｌ形

接合部では柱主筋の鉛直定着長さとする 

R1：斜めストラットの傾き jhjv DD  

R2：Ｌ形接合部の閉じる方向の加力における斜めストラットの傾き jhb DD  

gb：梁の主筋間距離比 

gc：柱の主筋間距離比 

g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

ub：コンクリートの終局ひずみと梁主筋の降伏ひずみの比 ybusybu fE    

uc：コンクリートの終局ひずみと柱主筋の降伏ひずみの比 ycusycu fE    

u：コンクリートの終局ひずみで 0.3%とする 

by：梁主筋の降伏ひずみ 

cy：柱主筋の降伏ひずみ 

Es：鉄筋のヤング率 

bfy：梁主筋の降伏強度 

cfy：柱主筋の降伏強度 

fc：コンクリートの圧縮強度 

u1，u3：終局時のコンクリートストレスブロックの形状を表す係数で ACI 規準[6.2]による 
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Ts：梁主筋の定着端近傍に配された横補強筋の降伏強度の和で，定着端付近とは梁せいの半分および

仮想断面を背面側に延伸した範囲に含まれるものをいう（図 6-38），ただし，十字形，Ｔ形，Ｌ

形接合部ではゼロとする 

Tw：柱主筋の定着端近傍に配された梁せん断補強筋の降伏強度の和で，定着端付近とは仮想断面を梁

上面側に延伸した範囲に含まれるものをいう，ただし，十字形，ト形，Ｌ形接合部ではゼロとする 

 

表 6-5 柱梁接合部に接続する部材の数と bkb ，ckb，skb 

 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 

mb 2 1 2 1 

mc 2 2 1 1 

 cbbbb mmmk ,min  1 1 2 1 

 cbcbc mmmk ,min  1 2 1 1 

 cbbs mmk ,max2  1 1 1 2 

 

6.7.5 算定式の精度 

図 6-39 に既往の実験データベースの試験体について，梁，柱主筋の降伏強度の限界補強量に対する比と破壊

形式の関係を示す。降伏強度の限界補強量に対する比が 1 を超えると主筋降伏前にコンクリートが終局状

態に達することを表わしている。 

Ｌ形接合部の閉じる方向を除き，主筋が降伏した試験体（Ｂ破壊あるいはＢＪ破壊）は降伏強度の限界

補強量に対する比が 1 以下の範囲に分布し，主筋降伏前に接合部破壊した試験体は 1 以上の範囲に分布し

ており，主筋降伏前の接合部破壊の防止は，主筋量を限界補強量以下とすることで可能であることがわか

る。ただ，いずれの形状の場合も 1 より小さい（主筋量は限界補強量以下）範囲にも J 型の試験体が含ま

れている。理由との 1 つとして，本論文で扱っているモデルでは主筋は接合部に生じる斜めひび割れを横

切る位置で降伏するとしているのに対し，実験の多くでは柱・梁フェースでのみ鉄筋のひずみを測定して

おり，必ずしも接合部内での主筋の降伏の有無は確認されていないことが考えられる。 

Ｌ形接合部の閉じる方向については，本論文で扱う主筋降伏前の接合部破壊は主筋降伏前に接合部パネル内

のコンクリートの圧壊により終局状態にいたる破壊であるのに対し，Ｌ形接合部の閉じる方向の加力で主筋降

伏前の接合部破壊と報告されている試験体のほとんどは主筋の降伏前に定着耐力の不足や補強筋の不足により

斜めひび割れが拡大して破壊したものであるためと考えられる。 
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Ts

 

図 6-38 Tsに参入する横補強筋の範囲 
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(a) 十字形接合部 
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(b) ト形接合部 
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(c) Ｔ形接合部 
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(d) Ｌ形接合部（開く方向） 
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(e) Ｌ形接合部（閉じる方向） 

図 6-39 限界補強量と破壊形式 
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7. 結論 

7.1 本研究のまとめ 

本研究は，鉄筋コンクリート造柱梁接合部について，終局強度の算定法および柱梁接合部の部材としての性

能評価方法について，接合部パネルのモーメントに対する抵抗機構の力学モデルに基づき理論的に検討したも

のである。以下に各章ごとにまとめを述べる。 

 

第 1 章では，本研究の背景と目的を述べた。 

現在の主な耐震設計法でとりいれられている接合部せん断力を制限する方法では柱梁接合部の損傷を防止で

きず，接合部せん断力が設計法に規定されたせん断強度以下であっても架構の強度が設計で期待する梁曲げ強

度時の耐力に達しないことがある。柱梁接合部の破壊は接合部パネルのせん断抵抗機構の劣化によるものでは

なく，モーメントに対する抵抗機構が終局状態に達して生じ，柱と梁の曲げ強度が近いと広く起こる現象であ

り，理論的にも実験的にもすでに明らかになっている。そして，柱梁接合部の破壊が生じると柱と梁の一体性

が失われ，地震時には層崩壊の危険性が高くなる。 

しかし，このような柱梁接合部の破壊を防止する設計は，柱の曲げ強度を著しく大きくする必要があるなど

必ずしも合理的ではない。また，柱梁接合部の破壊によって急激な耐力低下は生じないことから，柱梁接合部

の復元力特性，履歴特性等を評価することが可能であれば，設計において柱梁接合部の破壊を排除する必要は

ない。 

そこで，本研究では柱梁接合部の終局強度および復元力特性，履歴特性を，接合部パネルのモーメントに対

する抵抗機構を基にした理論によって導くこととした。 

 

第 2 章では，既往の研究について述べた。 

まず，柱梁接合部のせん断力に対する抵抗機構に関する研究について述べた。いずれも接合部パネル内に生

じるコンクリートの圧縮束による機構と縦横の補強筋と主筋により構成される機構の組み合わせにより抵抗機

構を構成するものである。また，Ｌ形接合部については，接合部パネル内に生じるコンクリートの圧縮束とこ

れに釣り合う梁・柱主筋の引張力によるモーメントを考える耐荷機構について述べた。 

次に，本研究の基礎となっている塩原による一連の研究について述べ，柱梁接合部の終局モーメント，柱梁

接合部の釣合破壊，限界補強量などについて述べた。 

さらに，柱梁接合部の復元力特性についての研究について述べた。いずれも柱梁接合部をせん断パネルでモ

デル化するもので，接合部パネルに作用するせん断力とせん断変形角の関係をモデル化している。 

最後に，国内外の代表的な設計基規準における柱梁接合部に関する規定について述べた。とりあげた設計基

規準では柱梁接合部に生じるせん断力をせん断強度以下となるように制限するものである。 

 

第 3 章では，十字形柱梁接合部の終局モーメントの算定法について述べた。 

塩原の提案する 9 自由度モデルと呼ばれる柱梁接合部の変形機構と耐荷機構のモデルを基に，柱と梁の形状，

配筋，作用する外力が同一ではない一般的な十字形柱梁接合部について，さまざまな設計因子を直接とりこん

だ柱梁接合部の終局モーメントを算定式を示した。 
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終局モーメントは，柱梁接合部を接合部パネルの 2 つの対角線により分割した 4 つセグメントに作用する外

力と内力の釣り合い条件，および，終局時には柱梁接合部内で引張側の梁・柱主筋および接合部横補強筋が降

伏しているという破壊条件より導いた。また，圧縮側の梁・柱主筋の応力は終局モーメントが最大となるよう

に定めるものとした。さらに，主筋の降伏と斜めストラット上のコンクリートの圧壊が同時に生じる釣り合い

破壊の条件について，釣合破壊時の主筋の伸びに適合する柱梁接合部の変形とコンクリートの圧縮ひずみによ

る柱梁接合部の変形が等しいという変形の適合条件よりコンクリートストラットの幅を求め，このときのコン

クリートの応力と釣り合う鉄筋量を限界補強量として算定する方法を示した。 

十字形部分架構の水平加力実験の結果との比較により，算定式はコンクリート強度，主筋量，柱梁強度比，

スパン長さ等の設計因子が終局モーメントに与える影響を評価できた。ただし，主筋間距離比の影響について

は，主筋量が多く，主筋間距離比が 0.5 に近いような場合については終局モーメントの計算値は実験値に対し

て過小評価となった。 

また，既往の実験データベースの実験結果との比較を行い，実験で主筋降伏前に接合部破壊した試験体は主

筋量が算定された限界補強量上回っており，限界補強量によって破壊形式を制御する妥当性を示した。また，

実験における最大耐力と，梁・柱の曲げ終局時および柱梁接合部の終局モーメントのうち最小のものを部分架

構の最大耐力とする計算値の比較では，実験値と計算値の対応はよかった。ただし，柱梁接合部の終局モーメ

ントが梁・柱の曲げ強度時のモーメントを上回っている場合でも，実験では主筋降伏後の接合部破壊が生じた

と報告された試験体も多く，柱梁接合部の強度を確保するだけでは柱梁接合部の損傷を抑えることはできない

ことがわかった。 

 

第 4 章では，ト形柱梁接合部の終局モーメントの算定法について述べた。 

ト形柱梁接合部について，十字形接合部と同様に柱梁接合部のモーメントに対する抵抗機構に基づき終局モ

ーメントの定式化を行った。ト形接合部では，(1) 梁主筋の定着端と柱と梁の入隅部を結ぶ向きに形成されるコ

ンクリートの圧縮ストラットに沿って生じる斜めひび割れが拡大する変形機構で入隅部の梁・柱主筋が降伏し

て終局状態にいたる場合，(2) 柱の外側の主筋が降伏して終局状態にいたる場合，(3) 柱端のひび割れ面が拡大

する変形機構が終局状態にいたる場合，(4) 主筋の掻き出し破壊面でひび割れが拡大し終局状態にいたる場合の

4 つの終局状態を仮定し，それぞれについて外力と内力の釣り合いと鉄筋の降伏条件から終局モーメントを定

式化した。 

また，十字形柱梁接合部の場合と同様に釣り合い破壊時の鉄筋の伸びとコンクリートのひずみから釣り合い

破壊所のコンクリートストラットの幅を求め，限界補強量を算定する方法を示した。このとき，柱梁接合部内

での鉄筋の伸びは梁主筋を折り曲げ定着した場合と機械式定着とした場合にわけて想定した。 

ト形柱梁接合部部分架構の水平加力実験との比較により，本論文で示した終局モーメントの算定法は主筋量，

横補強筋量，柱梁強度比，梁主筋の定着長さといった設計因子の効果を評価することが可能であった。 

また，既往の実験データベースの実験結果との比較を行い，限界補強量による主筋降伏前の接合部破壊の判

別が可能であり，部分架構の最大耐力は柱・梁・柱梁接合部の終局強度のうち最小のものを架構の最大耐力と

することで算定することができることを確認した。算定にあたり，折り曲げ定着では梁主筋の折り曲げ位置で

の応力をゼロとすることで計算値は実験値とよい対応を示した。 

 

第 5 章では，Ｌ形柱梁接合部の終局モーメントの算定法について述べた。 



7-3 

Ｌ形柱梁接合部について，開く方向と閉じる方向に分けて十字形接合部と同様に柱梁接合部のモーメントに

対する抵抗機構に基づき終局モーメントの定式化を行った。 

開く方向では梁と柱の主筋の定着端を結ぶ向きに形成される圧縮ストラットに沿ったひび割れ面が開く変形

機構および梁端，柱端のいずれかのひび割れが開く変形機構についてそれぞれの終局状態を仮定し，終局モー

メントを定式化した。また，十字形接合部，ト形接合部の場合と同様に鉄筋の伸びとコンクリートのひずみに

よる接合部パネルの変形の適合条件を用いて限界補強量を定式化した。 

閉じる方向では，梁の上端主筋の折り曲げ位置と柱と梁の入隅部を結ぶ向きに形成される圧縮ストラットに

沿ったひび割れ面が開く変形機構および柱端のいずれかのひび割れが開く変形機構についてそれぞれの終局状

態を仮定し，終局モーメントを定式化した。閉じる方向についても他の場合と同様にして限界補強量の定式化

を行った。 

開く方向については，L 形接合部部分架構の水平加力実験との比較により，計算値が主筋量，接合部横補強

筋量，梁下端主筋の定着長さの影響を適切に評価できることが確認された。全体としては実験値と計算値の対

応はよかったが，柱端のひび割れ面における終局モーメントが実験値より小さくなっており，過小評価してい

る傾向となった。 

既往の実験データベースの実験結果との比較では，限界補強量は開く方向についてはおおむね妥当であるが，

閉じる方向については過大な算定値となっていることがわかった。また，開く方向については柱梁接合部の終

局モーメントを考慮することでおおむね最大耐力の推定ができること，閉じる方向については主筋が降伏して

いればほとんどの場合に梁曲げ強度時の計算値が発揮されていることがわかった。特に閉じる方向で終局モー

メントの計算値が過大であったが，これは閉じる方向の加力では定着耐力の不足や補強筋の不足により斜めひ

び割れが拡大して破壊する場合が多いのに対し，本論文の終局強度ではこれらを考慮していないためと考えら

れる。 

 

第 6 章では，柱梁接合部の復元力特性，等価粘性減衰定数および主筋降伏前の接合部破壊を防止するための

限界補強量の実用的な算定法を示した。 

柱梁接合部の復元力特性は，接合部パネルに作用するモーメントと接合部パネルのフェースの回転角の関係

で表し，柱梁接合部の変形には接合部パネルからの主筋の抜け出しによる部材端のひび割れによる回転も含む

ものとして定義した。復元力特性上の特性点は斜めひび割れ発生点，主筋の降伏点，最大耐力点とした。 

各特性点における接合部パネルの変形角は，そのときのコンクリートのひずみもしくは主筋のひずみに適合

するように定めた。特性点でのモーメントはそのときのコンクリートの応力，もしくは主筋の応力を仮定して

内力と外力の釣り合いから定めた。終局モーメントは 3～5 章で求めた各形状の柱梁接合部の終局モーメントの

算定法を簡略化したものである。 

等価粘性減衰定数は，繰り返し載荷時の柱梁接合部の復元力特性について，除荷時の残留変形，スリップ型

の履歴特性の硬化開始点の変形角とモーメントを算定する方法を示し，これに基づいて定振幅の繰り返し時載

荷時の履歴吸収エネルギーから算定式を導いた。 

最後に，主筋降伏前の接合部破壊を防止するための限界補強量の算定式を，3～5 章で求めた理論式を簡略化

して定めた。 

各算定式の妥当性は，部分架構の水平加力実験および実験データベースの実験結果との比較により確認した。

骨格曲線上の特性点については各点のモーメントは比較的精度よく推定が可能で，設計因子の影響も表すこと
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ができるものであった。変形角はややばらつきのある結果となった。 

限界補強量の算定式は L 形接合部の閉じる方向を除いて妥当なものであった。 

 

第 7 章は，本章であり，本論文のまとめと今後の課題を述べる。 

 

以下に，本研究で得られた柱梁接合部の性能評価式を再掲する。 

 

(1)  柱梁接合部の復元力特性 

柱梁接合部の復元力特性は，柱梁接合部に作用するモーメントと，柱梁接合部の回転角の関係で定義する。

その骨格曲線上の特性点は，(1)斜めひび割れ発生点，(2)主筋の降伏点，(3) 最大耐力点とし，それぞれ以下に

従い算定する。 

 

L 形接合部の閉じる方向以外 
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主筋降伏点： 
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最大耐力点： 
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L 形接合部の閉じる方向 

ひび割れ点： 
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最大耐力点： 
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2
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2
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2
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2 



































 
   (7-33) 

 bjub g2  (7-34) 

 chmccyuiub
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h
uv DTDT

R
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g

g

b
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M 

 4

1
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1

2
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2
1

1
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2
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2 



































 
  (7-35) 

 cv g2  (7-36) 
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













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jucjub

ju

MM
M

M
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M

M




  (7-37) 

ただし， 

 yb
iu

jub R
Rg




 





 




 2
21 2

1
1

2111

2

1
 (7-38) 
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iu

juc R
R

g



 













1
1

2

1

2

1
1

1

2

1
 (7-39) 

 

(2) 等価粘性減衰定数 

柱梁接合部の等価粘性減衰定数は以下によって算定する。 
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
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2
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1
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1
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2

1  (7-40) 

 

(3) 主筋降伏前の接合部破壊の防止 

主筋降伏前の接合部破壊を生じさせないためには，梁および柱の主筋量をそれぞれ以下に定める限界補強量

以下とする。 

 

L 形接合部の上端筋以外 

 sc
b

cuujhj
bbbb

bb TV
m

fDb
ug

g

RRk
T 











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  (7-41) 
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11
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31
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c
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c
cuujvj
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N
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m
fDb
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g
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T 











   (7-42) 

 

L 形接合部の上端筋 

 cuujhj
bb

b
bb fDb

ug

g

R
T 31

2 1

1 


  (7-43) 

 

ここに 

bb：梁幅 

bc：柱幅 

bj：柱梁接合部の有効幅で柱幅とする 

Db：梁せい 

Dc：柱せい 

Djh：柱梁接合部の水平方向の有効せいで，十字形接合部，Ｔ形接合部では柱せい，ト形接合部，Ｌ形

接合部では梁主筋の水平定着長さとする 

Djv：柱梁接合部の鉛直方向の有効せいで，十字形接合部，ト形接合部では梁せい，Ｔ形接合部，Ｌ形

接合部では柱主筋の鉛直定着長さとする 

Ec：コンクリートのヤング率 
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Es：鉄筋のヤング率 

fc：コンクリートの圧縮強度 

ft：コンクリートの引張強度 

bfy：梁主筋の降伏強度 

cfy：柱主筋の降伏強度 

g：梁と柱の主筋間距離比の平均   2cb gg   

gc：柱の主筋間距離比 

gb：梁の主筋間距離比 

H：柱スパン 

bkb，ckb，skb：柱梁接合部に接続する梁，柱の数による限界補強量に関する係数で，表 7-1 による 

tkcr，ckcr：柱梁接合部に接続する梁，柱の数によるひび割れモーメントに関する係数で，表 7-2 による 

bku，cku：終局モーメントにおける主筋間距離比の影響を表す係数で以下による。 

 

向）（Ｌ形接合部の開く方

（Ｌ形接合部以外），

1

1
1

1
1

22










 








 


uvuh

cj

b
uv

b

b

j

b
uh

kk
g

gc

b

b
k

g

g

b

b
k

，  

L：梁スパン 

mb：柱梁接合部に接続する梁の数 

mc：柱梁接合部に接続する柱の数 

Mjc：柱梁接合部の斜めひび割れ発生時のモーメント 

Mju：柱梁接合部の終局モーメント 

Mjy：柱梁接合部の主筋降伏時のモーメント 

Mjy：柱梁接合部の主筋降伏時のモーメント 

Mm：除荷開始点で柱梁接合部に作用しているモーメントで，最大耐力以降では終局モーメントとする 

n：コンクリートの鉄筋のヤング係数比，10 としてよい 

Nc：柱の軸力 

bpt：梁の引張主筋比 

cpt：柱の引張主筋比 

R：接合部パネルのアスペクト比 cb DD  

R1：斜めストラットの傾き chbvjhjv DDDD   

R2：Ｌ形接合部の閉じる方向の加力における斜めストラットの傾き jhb DD  

Tb：梁の引張主筋の応力で，終局時には降伏強度と釣り合い鉄筋量の小さいほうとする 

Tbb：梁の限界補強量で(3)項による。 

Tby：梁の引張主筋の降伏強度 ybtb fa   

Tc：柱の引張主筋の応力で，終局時には降伏強度と釣り合い鉄筋量の小さいほうとする 

Tcy：柱の引張主筋の降伏強度 yctc fa   

Tcb：柱の限界補強量で(3)項による。 

Tm：主筋降伏時の柱中段筋の引張力で以下による 

  mmsmym aETT ,min  
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 jyciy
c

m RR

m  



1

1 2
1

 

Tmy：柱中段筋の降伏強度 

Th：主筋降伏時の接合部横補強筋の引張力で以下による 

  hwshyh aETT ,min  

 jybiy
b

h R
R

m  



2

111
 

Thy：接合部横補強筋の降伏強度 

Ts：梁主筋の定着端近傍に配された横補強筋の降伏強度の和で，定着端付近とは梁せいの半分および

仮想断面を背面側に延伸した範囲に含まれるものをいう，ただし，十字形，Ｔ形，Ｌ形接合部では

ゼロとする 

Tw：柱主筋の定着端近傍に配された梁せん断補強筋の降伏強度の和で，定着端付近とは仮想断面を梁

上面側に延伸した範囲に含まれるものをいう，ただし，十字形，ト形，Ｌ形接合部ではゼロとする 

ub：コンクリートの終局ひずみと梁主筋の降伏ひずみの比 ybusybu fE    

uc：コンクリートの終局ひずみと柱主筋の降伏ひずみの比 ycusycu fE    

y1，y3：降伏時のコンクリートストレスブロックの形状を表す係数で以下による 

 
 
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
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


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cmycy
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hyby
uy NT
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 
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


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





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
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2

2
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2
min

4

3

4

3
33

ccb

cmycy

bb

hyby
uy NT

NTT

T

TT
  

u1，u3：終局時のコンクリートストレスブロックの形状を表す係数で ACI 規準に従う 

u：コンクリートの終局ひずみで 0.3%とする 

by：梁主筋の降伏ひずみ 

cy：柱主筋の降伏ひずみ 

h：梁主筋の水平定着長さの柱せいに対する比，十字形接合部および T 形接合部の通し配筋された梁

主筋の場合は 1 とする。 

v：柱主筋の鉛直定着長さの梁せいに対する比，十字形接合部およびト形接合部の通し配筋された柱

主筋の場合は 1 とする。 

j：接合部の塑性率    jyjymm MM   

m：除荷開始点の柱梁接合部の変形 

jc：斜めひび割れ発生時の柱梁接合部の変形 

jy：主筋降伏時の柱梁接合部の変形 

ju：最大耐力点の柱梁接合部の変形 

0：柱の軸力による鉛直方向の応力度 ccc DbN ，T 形接合部および L 形接合部では 0 とする 

hiu，viu：終局時のコンクリートストラットの幅を表す係数で以下による。 
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iuh fDb

TT

R
R

311
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iy：主筋降伏時のコンクリートストラットの幅を表す係数で以下による 

     
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
  

iy1，iy2：Ｌ形接合部の閉じる方向の主筋降伏時のコンクリートストラットの幅を表す係数で以下によ

る 

 
cyyjhj

by
iy fDb
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31

2
1 

   

 
cyyjvj
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iy fDb
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
 



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 
  

 

表 7-1 柱梁接合部に接続する部材の数と限界補強量算定に関する係数 bkb ，ckb，skb 

 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 

mb 2 1 2 1 

mc 2 2 1 1 
 cbbbb mmmk ,min  1 1 2 1 
 cbcbc mmmk ,min  1 2 1 1 

 cbbs mmk ,max2  1 1 1 2 

表 7-2 柱梁接合部に接続する部材の数とひび割れ点に関する係数 tkcr ，ckcr，skcr 

 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 

mb 2 1 2 1 

mc 2 2 1 1 

tkcr 2 1 1 1 

ckcr 2 3 3 3 

hcr gb 2 gb 2 gb 2 gb 

vcr gc 2 gc 2 gc 2 gc 

 

 



7-11 

7.2 今後の課題 

ここでは，本論文では検討せず未解決の問題，さらに検討を続けることが望ましい問題を列記し，今後の課

題とする。 

 

(1) 直交梁，スラブの影響の評価法 

一般的な骨組み架構では外周部を除き，柱梁接合部には 2 方向から梁が接続している。接合部降伏が生じる

ような場合には直交方向でも梁主筋が降伏して端部のひび割れも開いているため，学会靭性指針等で想定して

いるようなコンクリートの拘束効果による耐力の増大は考えにくい。しかし，接合部降伏が生じた試験体で，

直交梁のコンクリートをひび割れを想定して柱梁接合部のコンクリートと縁を切った場合でも，直交梁の効果

により最大耐力が増大した実験例もある[7.1]。これは直交梁の主筋のダボ作用による拘束効果と考えられるが

[7.2]，一般化した影響の評価法が必要である。 

また，スラブ筋により梁の曲げ終局強度が増大することは知られているが，柱梁接合部の終局モーメントに

およぼす効果についての検討が必要である。スラブ筋は梁主筋と異なり柱梁接合部内に直接定着されていない。

梁の曲げ強度を算定する場合と同様にスラブ筋を曲げ補強筋として考慮する方法が考えられるが，どの程度の

範囲にあるスラブ筋を考慮すべきか等を含めて検討課題である。 

 

(2) 柱幅および偏心の影響の考慮 

本論文では，接合部パネル中央におけるコンクリートストラットの奥行き方向の幅を柱幅としている。つま

り，圧壊が生じるような終局状態ではストラットの幅は奥行き方向には十分広がるものと考えている。しかし，

無制限に大きくなることはあり得ないので何らかの制限が必要と考えられる。 

また，一般には梁より柱の幅の方が大きいが，柱主筋の引張力は一様ではなく，梁幅内の柱主筋が最も大き

く，梁から遠くなるほど小さくなる。柱幅が梁幅に対して極端に大きい場合や，梁が柱に対して偏心してとり

ついている場合など，柱梁接合部の終局時に梁から遠い位置の柱主筋は降伏しない場合もある[7.3]。そのため，

柱梁接合部の終局モーメントを算定する際に算入する柱主筋には制限が必要と考えられ，有効な柱主筋の範囲

についての検討が必要である。 

 

(3) 2 方向加力の影響 

地震時には架構には 2 方向の水平力が作用する。そのため柱には 2 軸曲げが生じ，断面の隅の主筋は 1 方向

の曲げが作用するときと比べると小さい荷重で降伏する。接合部降伏は梁降伏型の架構であっても梁主筋の降

伏後に変形の増大にともない柱主筋も降伏して生じる現象であり，柱に 2 軸曲げにより柱主筋の降伏が生じれ

ばその影響は大きいと予想され，その評価が必要である。 

 

(4) 主筋の定着詳細の影響の評価 

ト形接合部やＬ形接合部では，柱梁接合部内に定着された主筋の定着部に起因する破壊が生じる。学会の設

計指針[7.4]では側方割裂破壊や掻き出し破壊に対する強度式が示されている。また，Ｌ形接合部では柱上面に

対するかご筋による補強等の補強効果が知られている。 

本論文の柱梁接合部の性能評価式はこのような主筋の定着部の詳細による性能については考慮されておらず，

別途行う検討で定着破壊を防止することを前提としている。柱梁接合部の設計では，現行の設計法の規定を準
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用すれば十分と考えられるがその妥当性の検討が必要である。 

 

(5) 限界変形の評価法 

本論文では，柱梁接合部内で主筋が降伏し柱梁接合部の変形が大きくなる接合部降伏は急激な耐力低下が生

じないことから，これを許容する立場をとっている。この場合，柱梁接合部に塑性変形を許容していることに

なるが，接合部変形が生じる場合，層間変形角が 4%を超えるような大変形時には耐力低下が生じる[7.5]。した

がって大変形時の架構の耐力を担保するためには，柱梁接合部についても限界変形を定める必要がある。 

柱梁接合部の耐力低下は主として接合部パネル中央に形成されたコンクリートの圧縮ストラットの圧壊が進

行することによって生じている[7.5]。本論文で扱っている接合部パネルの変形機構のモデルでは，柱梁接合部

の変形角とストラットのコンクリートのひずみの関係を定式化しており，限界変形時のコンクリートのひずみ

を定めることができれば限界変形の定式化も可能と考えられる。ただし，柱梁接合部のコンクリートは，(1)帯

筋で拘束された柱のコンクリートなどとは異なり直接拘束する鉄筋がないこと，(2)繰り返し載荷では直交方向

に圧縮応力が生じることなどの点から，限界変形時のコンクリートのひずみは柱や梁の曲げ変形の限界時のも

のとは異なるものとなり，十分な検討が必要である。 

また，柱梁接合部は繰り返し載荷による耐力低下も生じることから，応答スペクトル法による地震時の応答

の推定で用いる限界変形の設定は，復元力特性の骨格曲線上の限界変形だけではなく，繰り返し載荷による耐

力低下も考慮するなど十分な検討が必要である。 

 

(6) 柱梁接合部の変形を考慮する必要がない条件の検討 

本論文では，柱梁接合部内で主筋が降伏し柱梁接合部の変形が大きくなる接合部降伏は急激な耐力低下が生

じないことから，これを許容する立場をとっている。しかし，履歴性状はエネルギー吸収能に乏しいスリップ

型であり，層崩壊の危険性が高まるなど望ましい破壊形式とはいえない。 

そこで，接合部降伏を防止するための条件を明らかにする必要となる。また，接合部降伏が生じないことが

保証されていれば骨組の構造解析では柱梁接合部の変形を考慮する必要がなくなる。柱梁接合部の終局モーメ

ントの梁曲げ強度時のモーメントに対する比である接合部強度比が 1 以上であれば架構の強度は梁曲げ強度時

のものを発揮することが可能ではあるが，それだけでは柱梁接合部に損傷が生じる場合がある。接合部強度比

が 1.5 以上であれば柱梁接合部の損傷が小さくエネルギー吸収能も確保されるという検討結果[7.6]もあるが，よ

り詳細な検討が必要である。 

柱梁接合部の変形を小さくするためには主筋降伏時にも柱梁接合部に対する縦横の拘束力が存在すればよい

と考えられる。一般的に縦方向は柱の軸力が存在するので付加する必要がないが，横方向は梁主筋が降伏し，

接合部横補強筋も降伏してしまうと拘束力が喪失する。梁曲げ終局時のモーメントに対しても横補強筋が降伏

しないように補強量を確保すればよいと考えられるが，柱梁強度比によって必要な横補強筋量が変わるなど他

の因子との組み合わせも含めて検討する必要がある。なお，横補強筋が降伏するときのモーメントと変形は本

論文の変形機構のモデル化に基づき可能と考えられるが，定式化，実験結果との比較による検証とも今後の課

題である。 

 

(7) 架構の変形の評価精度の確認 

本論文では柱梁接合部の変形に梁・柱端のひび割れの拡大による回転変形も含め，梁・柱は主筋の抜け出し
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による変形を含まず曲率の 2 階積分で算出されるたわみとすることとしている。6 章では提案したひび割れ時，

降伏時の変形については実験で測定した柱梁接合部の変形と比較して妥当性を検討している。柱・梁端部の曲

げひび割れの拡大による回転を柱梁接合部の変形成分に含め柱・梁の変形成分からは除外すると，柱梁接合部

の損傷により柱・梁の危険断面付近で局所的に平面保持の仮定が成立しなくても柱や梁の部材端の応力と変形

の関係は平面保持を仮定した曲げ解析から求めた荷重と変形の関係により表せることがわかっているが[7.7]，

より幅広い諸元を持つ実験結果に対して，梁・柱の変形を含む部分架構の全体変形についての検証は必要であ

る。 

 

(8) 構造解析における弾塑性ばねの設定法 

本論文で定義する柱梁接合部の変形は接合部パネルのフェース間の相対的な回転角であり，骨組解析では図 

7-1(a)に示すように柱と梁をピン接合とし，部材端間にばねを挿入することが適当である。一方，現在広く使わ

れている構造解析のプログラムを使うことを考えると，図 7-1(b)のように部材端の弾塑性ばねと直列に柱梁接

合部の変形を表すばねを挿入するほうが容易である。この場合，梁端と柱端のそれぞれに挿入するばねにどの

ように変形を配分するか，いずれか 1 つのばねが降伏した場合に本来は他の部材端に挿入したばねの剛性も低

下するべきであるがどのようにして解析上処理すべきかといった問題が生じる。また，直列ばねであるため，

一方が降伏すると変形は降伏が生じたばねに集中する。一方，柱梁接合部の終局強度が梁・柱の曲げ強度を上

回っている場合でも接合部横補強筋の降伏などにより柱梁接合部に損傷と変形が集中する場合があり，このよ

うな現象の再現性については十分な検討が必要といえる。 

いずれの場合についてもマクロエレメント[7.8]を用いた骨組全体の解析との比較などによりモデル化の妥当

性の検証が必要である。 

 

部材端の弾塑性変形

柱梁接合部の変形を表すバネ

(a) 部材端間に挿入したばね

柱梁接合部の変形を表すばね

部材端の弾塑性変形

柱梁接合部のモデル化範囲

(b) 部材端部の回転バネに置換したばね  

図 7-1 柱梁接合部の変形をあらわすばね 
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A1. 柱と梁の強度が近い柱梁接合部部分架構の水平加力実験 

A1.1 十字形柱梁接合部部分架構の水平加力実験 

A1.1.1 試験体概要 

試験体は 1/3 スケールとし，柱，梁の反曲点位置で切り出した平面十字形部分架構である。試験体は A シリ

ーズ 2 体，B シリーズ 10 体，C シリーズ 4 体，D-I シリーズ 8 体，D-II シリーズ 3 体，E シリーズ 3 体，F シリ

ーズ 5 体，G シリーズ 2 体，H シリーズ 2 体，I シリーズ 3 体の 10 の実験シリーズにより構成される 42 体であ

る。 

試験体の諸元を表 A 1-1～表 A 1-9 に，試験体の形状を図 A 1-1～図 A 1-11 に示す。梁，柱の反曲点間距離は

G シリーズおよび I シリーズを除いて共通とし，1400(mm)である。梁と柱のせいは接合部パネルのアスペクト

比（柱せいに対する梁せいの比）の影響を検討した D-I シリーズおよび F シリーズの試験体を除いて同一とし，

接合部パネルのアスペクト比は 1 である。また，梁幅の影響を検討した C シリーズおよび F シリーズの試験体

を除き，梁幅と柱幅は同一とした。これは梁幅より柱幅が小さいと接合部内部の破壊の様子を外部から観察す

ることが困難となるためである。 

なお，以下で示す試験体の柱梁曲げ強度比は，コンクリートの応力分布は ACI 規準の係数を用いてストレス

ブロックに置換し，材料の強度とヤング係数に使用材料の材料試験結果を用い平面保持を仮定して行った断面

解析によるもので，断面の圧縮縁のコンクリートのひずみが 0.3%に達するときを曲げ終局時とした曲げ終局強

度に基づいている。 

以下に各実験シリーズの概要を示す。 

 

(1) A シリーズ[A1.1] 

試験体は，1/3 スケールの平面十字形部分架構 2 体である。2 体は全く同一条件で作製されたものである。A 

シリーズは，加力装置，計測方法その他の実験の問題点の有無を確認するためのパイロットシリーズである。

梁，柱の断面形状は共通でである。試験体 A01 と A02 では載荷の境界条件が異なっている。試験体 A01 では

上下の柱と左右のはりの反曲点位置に載荷するのに対して，試験体 A02 では，上下の柱と片方の梁にのみ載荷

した。 

柱・梁の主筋量は，材料試験結果に基づく主筋降伏時の接合部せん断力は日本建築学会の靭性指針のせん断

強度の 0.73 倍である。接合部内のせん断補強筋の補強筋比は 0.32%とした。 

 

(2) B シリーズ[A1.2] [A1.3] 

B シリーズ試験体は柱と梁の断面形状を同一とし，接合部アスペクト比は 1 である。一般の構造物において

は梁幅が柱幅に比べて小さい場合が多いが，梁幅より柱幅が小さいと接合部内部の破壊の様子を外部から観察

することが困難となることから柱幅と梁幅は同じとしている。 

試験体の変動因子は，1) 梁主筋量，2) 柱梁曲げ強度比，3) 主筋間距離比である。試験体 B01～B03 は梁と

柱の配筋を同一とし，柱梁曲げ強度比が 1 である。主筋量は接合部せん断余裕度がおよそ 1.3，1.0，0.6 となる

ように定めた。 

 

試験体 B04 は試験体 B01 に対して，試験体 B05，B06 は試験体 B02 に対して柱主筋を増し，柱梁曲げ強度比

を大きくした試験体である。柱梁曲げ強度比は試験体 B04 が 1.48，試験体 B05，B06 はそれぞれ 1.35，1.77 で
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ある。 

また，試験体 B07，B08 は試験体 B01 に対して，試験体 B09，B10 は試験体 B03 に対して主筋間距離比を小

さくした試験体で，主筋間距離比は試験体 B07，B09 が 0.65，試験体 B08，B10 は 0.5 とした。 

 

(3) C シリーズ[A1.2] [A1.4] 

C シリーズは梁幅を変動因子とし，試験体 C01 は梁と柱が同幅，試験体 C03 の梁幅は柱幅の 1/2 とした。柱

は同形状，同配筋であり，梁配筋も同一とした。梁主筋量は柱と梁の幅が等しい試験体 C01 でせん断余裕度が

1.0 程度となるように定めた。柱梁曲げ強度比は試験体 C01 が 1.03，試験体 C03 が 1.10 である。 

また，試験体 C02，C04 はそれぞれ試験体 C01，C02 に対して柱の 4 隅に炭素繊維ストランド（CF アンカー）

を用いた補強を行った試験体である。 

 

(4) D-I シリーズ[A1.2] 

D-I シリーズは柱せいを梁せいの 2 倍とした。その上で接合部パネルの見つけ面積が接合部アスペクト比 1

の試験体と等しくなるように設定した。また，D-I シリーズのうち梁主筋を D13 とした試験体では，付着余裕

度は概ね 1.0 である。変動因子は 1) 梁主筋量および 2)柱梁曲げ強度比であり，梁主筋量は B シリーズと同様に

3 水準とし，接合部せん断余裕度が 1.5，1.0，0.7 程度となるように定めた。 

試験体 D01，D05，D08 は柱梁曲げ強度比がおよそ 1.0 となるように柱主筋量を定め，他の試験体は柱梁曲げ

強度比が 0.7～2.0 程度となるように柱主筋量を調整した。 

 

(5) D-II シリーズ[A1.2] 

一般の構造物の設計では，長期荷重に対する設計により梁端部では上端筋が下端筋に対して多い場合が多い。

そこで，D-II シリーズでは梁主筋が上下で非対称であることの影響を確認することとした。 

試験体 D09 は基準試験体であり，柱と梁が同形状，同配筋で，梁主筋も上下に対称である。試験体 D10 は試

験体 D09 に対して上下の配筋量が異なるようにした試験体で，左右の梁の曲げ終局モーメントの和は変わらな

いように主筋の総本数は同一とした。試験体 D11 は試験体 D10 に対して柱梁曲げ強度比が大きくなるように柱

主筋を増したものである。 

 

(6) E シリーズ[A1.2] 

E シリーズは高強度コンクリートを用いた試験体で，他のシリーズでは加力時に圧縮強度が 30(MPa)程度であ

るのに対して，圧縮強度が 60(MPa)程度のものを用いた。 

試験体の形状，配筋は試験体 B01～B03 に同一であり，柱と梁の形状，配筋を同一とした柱梁曲げ強度比 1

の試験体である。 

 

(7) F シリーズ[A1.5] 

梁幅に対して柱幅が大きい場合，および梁が柱に対して偏心して取り付く場合についてその影響を確認する

ための実験シリーズで，梁幅に対する柱幅の比は 3 とし，実験変数は(1)柱せいと梁せいの比および(2)偏心の有

無である。 

試験体 F01 および F02 は梁せいと柱せいが等しい。試験体 F01 は柱幅中央に梁がとりつき偏心はなく，試験

体 F02 では片側で梁側面と柱側面がそろえており梁が柱に対して偏心してとりついている。梁配筋は 2 体で共
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通で，主筋量は偏心のない試験体 F01 で接合部せん断余裕度が 1 程度となるように決定した。柱梁曲げ強度比

は 1.2 程度となるよう柱主筋を決めている。 

試験体 F03，F04 および F05 は梁せいが柱せいの 2 倍とし，試験体 F03 は柱幅中央に梁がとりつき偏心はなく，

試験体 F04，F05 では片側で梁側面と柱側面がそろえており梁が柱に対して偏心してとりついている。梁配筋は

3 体で共通で，偏心のない試験体 F03 で接合部せん断余裕度が 1 程度となるように決定した。試験体 F03 およ

び F04 では柱梁曲げ強度比は 1.2 程度とした。試験体 F05 は偏心した試験体 F04 に対して柱主筋および接合部

横補強筋量を増した試験体で，柱梁曲げ強度比は 1.5 とし，梁が取り付く側に柱主筋および接合部横補強筋を

増した。 

 

(8) G シリーズ[A1.6] 

十字形柱梁接合部において，柱・梁のせん断スパン長さの影響を確認するための実験シリーズで，実験変数

は柱および梁のスパン長さである。 

試験体は B シリーズの試験体のうち，柱梁曲げ強度比 1，接合部せん断余裕度が 1 程度の試験体 B02 を基準

とし，試験体 B01 のスパン長さが 1,400(mm)（せん断スパン比 a/D=2.42）に対して，試験体 G01 は 1,000(mm) 

（a/D=1.58），試験体 G02 は 700(mm) （a/D=0.96）である。 

 

(9) H シリーズ[A1.7] 

十字形柱梁接合部において，梁曲げ破壊となる条件を検討するための試験体で，既往の実験データベースで

梁曲げ破壊（B 型）となった試験体の諸元を参考に，次の条件を満たすように設計した。すなわち，1) 柱梁

接合部の終局モーメントの梁曲げ終局時強度に対する比が 1.5 程度，2) 柱－梁曲げ強度比 1.5 以上，3) 柱梁

接合部の梁通し主筋の付着指標 1.0 以下（付着余裕度 1.0 以上），4) 柱軸力の載荷，とした。 

試験体は既往の B シリーズの試験体に同形状とし，コンクリートは既往の実験シリーズに比べてやや高強度

のものを用い，主筋径は他のシリーズの試験体では D13 を基本としているのに対して D10 を用いた。 

梁配筋は 2 体の試験体で共通とし，靭性指針に基づく接合部せん断余裕度は 1.63，付着指標は 0.92（付着余

裕度 1.09）である。柱には一定軸力（実験時のコンクリート圧縮強度を用いた軸力比で 0.07）を載荷するもの

とし，試験体 H01 は柱梁曲げ強度比 2.0，試験体 H02 は柱梁曲げ強度比 1.5 程度となるように柱主筋量を決定し

た。ただし，試験体 H01 では中段筋が配されているのに対し，試験体 H02 では引張および圧縮主筋のみが配さ

れ中段筋はない。 

接合部横補強筋も他のシリーズの試験体に比べて増やしてあり，H01 は横補強筋比 1.1%， H02 では横補強

筋比 1.8%である。 

補強量はそろえてはいないが，試験体 H01 は柱中段筋による縦方向の，試験体 H02 は接合部横補強筋による

横方向の拘束力により柱梁接合部の終局モーメントの梁曲げ終局強度に対する比 1.5 を確保している。 

 

(10) I シリーズ[A1.8] 

他のシリーズの試験体が梁と柱のスパン長さを同一としているのに対し，実構造物に近いように柱に対して

梁のスパン長さが大きいシリーズである。試験体は B シリーズのうち接合部のせん断余裕度が 1 程度で柱梁強

度比 1.3 程度とした試験体 B05 を基準とした。実験変数は柱の主筋位置と柱主筋の機械式継手の有無である。 

また，大変形にいたるまでの挙動を確認するため I シリーズでは層間変形角 7%までの加力を行った。 
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A1.1.2 実験結果の概要 

実験結果の一覧を表 A 1-10～表 A 1-17 に示し，実験シリーズごとの実験結果の概要を以下に示す。 

 

(1) A シリーズ 

現行の設計法では梁曲げ降伏時に柱梁接合部がせん断余裕度を有し，柱と梁の曲げ強度が等しい試験体で，

十字形接合部の応力状態となるように加力した試験体 A01 では，梁・柱の主筋後に柱梁接合部に損傷が集中し，

履歴性状はエネルギー吸収能に乏しいスリップ型となった。層間変形角 3%までの加力後，一方の梁のみを加力

すると，梁せん断力の最大値は増大し，初めから一方のはりのみを加力した試験体 A02 と同程度の最大梁せん

断力が生じた。従って，両梁を加力した際の最大せん断力は梁主筋は降伏しているものの梁の曲げ耐力ではな

く，柱梁接合部の性能によって決まっていたと考えられる。 

同形状，同配筋とし，一方の梁のみを加力した十字形部分架構では，梁曲げ破壊となり，紡錘型の履歴性状

となった。 

 

(2) B シリーズ 

・すべての試験体において，梁に降伏ヒンジが形成されるものはなく，柱梁接合部内のひび割れの拡大に伴う

接合部変形が架構変形のほとんどを占めていた。また，復元力特性は逆 S 字形の顕著なスリップ特性を示した。

同一振幅の繰り返しによる耐力低下は見られたが，せん断余裕度が 0.55 程度であっても，包絡線は，層間変

形角 3%まで顕著な耐力低下が見られるものはなかった。 

・梁曲げ強度と柱曲げ強度の等しい試験体では，負側への加力では履歴ループは過去の最大点を指向せず正側

の最大点の対称位置を指向し，主筋の降伏後は同一振幅での 2 サイクル目で著しくスリップ性状の卓越した履

歴ループとなり，同一振幅の加力における耐力低下も大きかった。 

・接合部入り隅部のひび割れ荷重は，ばらつきは大きいものの平均値は 5 kN 程度で接合部対角ひび割れ時の荷

重は，特に大きな一部を除くと平均値は 10 kN 程度であった。 

・ひび割れの発生順序は，(1) 最初にごく小さな荷重で入り隅部分から斜めに中央に向かうひび割れが発生し 

(2) 次に，接合部の中央付近に対角方向のひび割れが発生し，荷重の向きが逆転すると，これらのひび割れは

閉じて，これらに直交するひび割れが発生した。これらの順序は，柱梁接合部の 9 自由度モデルで想定するひ

び割れ発生と良く対応していた。 

・梁主筋は，すべての試験体で柱梁接合部の対角線上の位置における降伏した。これらの中には，主筋量が多

くせん断余裕度が 0.55 程度である試験体 B03(0.57)，試験体 B09（0.56）試験体 B10（0.55）も含まれている。 

梁主筋は，柱フェースにおいては，試験体 B08  B03  B09  B10 を除いて降伏した。  

・柱主筋は，柱梁接合部の対角線上の位置において，試験体 B06 を除いて，すべての試験体で降伏した。 柱

主筋は，梁フェースにおいては，試験体 B09 と試験体 B10 を除いて降伏した。つまり，主筋が柱フェース位

置において降伏していなくとも，柱梁接合部内で先に引張り降伏する現象が起こることが確認された。さらに，

柱の曲げ強度が梁の曲げ強度の 1.78 倍ある試験体 B06 では柱主筋降伏が起こらなかったが，その比が 1.35 の

試験体（試験体 B05），1.48 の試験体（試験体 B04）では，柱主筋が 柱梁接合部の対角線上の位置において

降伏した。 

・接合部横補強筋の降伏する層間変形角は，0.4％から 0.95%であり，すべての試験体で降伏が認められた。 

・梁主筋が接合部内の対角線位置で降伏する時の層せん断力は，梁主筋量と主筋間距離比によって定まり， 柱

主筋量に影響を受けることはなかった。また，梁主筋量が一定であれば，主筋間距離比が小さいほど，梁主筋
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降伏時荷重がわずかに低減する傾向が見られた。 

・柱主筋が接合部内の対角線位置で降伏する時の層せん断力は，柱と梁の曲げ強度が等しい時の架構の強度を

基準とした場合，柱主筋が多いほど高くなる傾向が確認された。 

・梁曲げ降伏型の柱梁接合部においては，梁曲げ強度により架構の強度が決まるため，梁が同じであれば強度

は等しくなるはずだが，梁断面が同じであっても，柱の曲げ強度の梁曲げ強度に対する比が 1.0 に近いと，か

ならず，最大層せん断力が小さくなる傾向が見られた，これらの差は最大で 10%程度である。 

・すべての試験体で正負の最大層せん断力は，先に最大変位に達する正側が負側より必ず大きく，その差は概

ね 10%程度であった。 

 

(3) C シリーズ 

日本建築学会の靭性保証指針による接合部せん断強度に対する余裕度は 0.8および 1.1とした無補強試験体の

破壊モードは梁主筋の降伏を伴う接合部破壊であり，層せん断力の実験値は梁曲げ終局強度の 88～92%となっ

た。 

これに対して補強した試験体は， 

(1) 最大耐力が 6～13%増加し，概ね梁曲げ終局強度時の層せん断力まで増加した。 

(2) 無補強試験体・補強試験体いずれも，履歴性状はスリップ形で，補強によりややエネルギー吸収能力の向上

がみられた。 

(3) 耐震補強により降伏時の剛性は 8～22%増大した， 

(4) 最大耐力付近では，補強しても接合部の損傷を減らす効果は得られなかった。 

 

(4) D-I シリーズ 

 

(5) D-II シリーズ 

いずれの試験体も損傷は柱梁接合部に集中し，主筋降伏後の接合部破壊となった。 

梁の配筋が非対称な試験体 D10 は，対称配筋の試験体 D09 に比べると梁主筋の降伏が早く，主筋の降伏後大

きな剛性低下が生じた。最大層せん断力に達する変形は非対称な場合の方が大きく，最大層せん断力は正側で

は大きな差はなかったが，負側では 8%ほど小さかった。また，柱－梁曲げ強度比を大きくした試験体 D11 は，

柱－梁曲げ強度比が 1.0 の試験体 D10 に対して最大層せん断力は 8～11％大きくなった。 

 

(6) E シリーズ 

主筋量が少ない試験体では接合部せん断余裕度も十分に大きく，また，通し主筋の付着性能も学会靭性指針

の規定を満たすものであったが，すべての試験体で梁主筋降伏後接合部に損傷が集中する破壊となり，履歴ル

ープもスリップ性状の著しいものとなった． 

高強度コンクリートを用いた試験体では主筋降伏時の層せん断力は同配筋の普通コンクリートの試験体（B

シリーズ）とほぼ等しかったが，剛性が大きく降伏時の層間変形角は小さかった． 

接合部せん断余裕度が極めて大きい試験体E01も含めいずれの試験体で最大耐力は梁曲げ終局時の計算値に比べる

と小さかった．また，同配筋の試験体を比較すると最大耐力の普通コンクリートの試験体に対する増加量は主筋量が

多いものほど大きかった． 
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(7) F シリーズ 

・梁と柱が偏心していない試験体では，柱梁接合部パネル表面でコンクリートの圧壊は見られなかった。 

・梁と柱が偏心している試験体では，梁が寄っている側の柱梁接合部パネル表面でコンクリートが圧壊したが，

反対側ではひび割れが生じたのみでひび割れの拡大も見られなかった。 

・いずれの試験体も梁，柱主筋の一部もしくはすべてが降伏して最大耐力に達した。 

・梁が柱に対して偏心している試験体では梁から遠い位置の柱主筋は未降伏とあった。 

・梁と柱が偏心していない試験体は柱梁曲げ強度比，接合部せん断余裕度とも 1 程度であるが，いずれも最大

耐力は梁曲げ強度時および接合部せん断強度時の計算値より小さかった。 

・梁と柱が偏心している試験体は接合部せん断余裕度は 1 以下であったが，柱梁曲げ強度比が 1.1 程度の試験

体では最大耐力は接合部せん断強度時の計算値より小さかった。 

・梁近傍の柱主筋および接合部横補強筋を増すことで最大耐力は増加した。 

・柱幅が梁幅に対して著しく大きい場合には柱梁接合部の終局モーメント算定にあたっては強度に寄与する有

効な幅を考慮する必要がある。 

 

(8) G シリーズ 

いずれの試験体も接合部横補強筋，梁・柱主筋の降伏後に柱梁接合部においてひび割れの拡大，コンクリー

トの圧壊が進行する破壊となった。 

柱・梁のせん断スパン比が 1 程度の試験体 G02 の正側加力を除き，最大耐力は柱・梁曲げ終局強度時計算値

より小さく，実験における最大耐力の柱・梁曲げ終局強度時計算値に対する比はせん断スパン比が大きいほど

小さくなった。また，初期剛性，降伏時剛性および加力サイクルピーク点からの除荷剛性はせん断スパン比が

小さいほど大きかった。 

 

(9) H シリーズ 

柱梁曲げ強度比を 2 とした試験体 H01 の柱主筋は，1 段目の引張主筋のみ降伏し，中段筋は実験終了まで弾

性であった。接合部横補強筋は梁主筋降伏後に降伏した。一方，柱梁曲げ強度比を 1.5 とし，接合部横補強筋

を多量に配した試験体 H02 では，柱主筋の降伏は負加力時の上柱でのみ生じた。また，接合部横補強筋の降伏

は普通強度の鉄筋を用いた外周の帯筋の一部でのみ生じた。いずれの試験体も梁曲げ主筋降伏後も層せん断力

が増加し，層間変形角 1%弱で梁曲げ終局強度時層せん断力計算値をやや上回った後はほとんど層せん断力が増

加しなくなった。ただし，層間変形角の増加とともに層せん断力は緩やかに増大し，実験における最大層せん

断力は加力の最大層間変形角時であった。履歴ループの形状に顕著なスリップ性状はみられず，加力サイクル

ピークからの除荷後の反対側への再載荷時にはほぼ前回の加力における最大点を指向するものとなった。 

以上より，柱中段筋もしくは接合部横補強筋を多量に配し接合部強度比を確保することにより柱梁接合部の

変形を抑制して履歴性状を紡錘形とすることができることが明らかになった。ただし，その場合にあっても梁

の圧縮側の主筋には引張転化が生じ，梁主筋降伏時の層せん断力は断面保持を仮定した計算値より小さかった。 

 

(10) I シリーズ 

・主筋位置や継手の有無による破壊性状,復元力特性, 等価粘性減衰定数, 層間変形にしめる各部の変形成分, 接

合部の水平・鉛直膨張率への影響に大きな差異は見受けられなかった。 

・柱梁スパン比 2.2 の試験体は柱梁スパン比が 1 の試験体に比べ繰り返し載荷による耐力低下が 1 割大きかっ
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た。 

・層間変形 4%を超すと,各試験体の柱梁接合部の中央部分のコンクリートの圧壊剥落が大きくなり,層間変形 7%

の大変形時において最大耐力の 5 割程度の耐力低下が生じた。 

・継手を有する試験体の最大耐力に対する耐力低下は,継手を有さない試験体に比べ,2 割程度小さかった。 

・最大耐力計算値と実験値の比較をすると,接合部の曲げ強度を考慮した計算値と実験値はよく合った。 
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表 A 1-1 試験体の諸元（A シリーズ） 

試験体 A01 A02 
加力方法 十字形 ト形 

コンクリート強度 MPa 33.5 
主筋間距離比 0.7 
梁・柱 スパン mm 1400 

断面 mm 240×240 
主筋 4-D13 
主筋降伏強度 MPa 378 
引張鉄筋比 % 1.04 
あばら筋 □-D6(SD295)@50
せん断補強筋比 % 0.53 

接合部 横補強筋 □-D6(SD295)×2 
補強筋降伏強度 MPa 399 
横補強筋比 % 0.32 

柱梁強度比 1.0 2.0 
接合部せん断余裕度 1.43 2.00 

 

表 A 1-2 試験体の諸元（B シリーズ） 

試験体 B01 B02 B03 B04 B05 B06 B07 B08 B09 B10 B11
コンクリート強度 MPa 29.0 
主筋間距離比 0.8 0.65 0.5 0.65 0.5 0.8 
梁 スパン mm 1400 

断面 mm 240×240 
主筋 4-D13 5-D13 5-D16 4-D13 5-D13 4-D13 5-D16 4-D13
主筋降伏強度 MPa 378 425 378 425 378
引張鉄筋比 % 0.98 1.22 1.92 0.98 1.22 1.22 1.07 1.18 2.09 2.30 0.98
あばら筋 □-D6(SD295)@50 
せん断補強筋比 % 0.53 

柱 スパン mm 1400 
断面 mm 240×240 
主筋 4-D13 5-D13 5-D16 6-D13 5+2-D13 5+5-D13 4-D13 5-D16 4-D13
主筋降伏強度 MPa 378 425 378 425 378
引張鉄筋比  % 0.98 1.22 1.92 1.47 1.80 2.67 1.07 1.18 2.09 2.30 0.98
帯筋 □-D6(SD295)@50 
せん断補強筋比 % 0.53 

接合部 横補強筋 □-D6(SD295)×2 
補強筋降伏強度 MPa 399 
横補強筋比 % 0.28 0.34 0.44 0.34 0.44 0.28

柱梁強度比 1.0 1.0 1.0 1.48 1.28 1.67 1.0 1.0 1.0 1.0 1.48
接合部せん断余裕度 1.30 1.04 0.59 1.30 1.04 1.04 1.28 1.26 0.57 0.56 1.30
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表 A 1-3 試験体の諸元（C シリーズ） 

 C01 C02 C03 C04 
コンクリート強度 31.0 
梁 反曲点間距離 (mm) 1400 

幅  (mm) 240 120 
せい (mm) 240 
引張主筋  3+2-D13（SD345） 同左 

引張主筋比 (%) 1.31 2.62 
せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

せん断補強筋比 (%) 0.53 
柱 反曲点間距離 (mm) 1400 

幅  (mm) 240 
せい (mm) 240 
引張主筋  5-D13（SD345） 

引張主筋比 (%) 1.22 
せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

せん断補強筋比 (%) 0.53 
炭素繊維シート（軸方向） － 300g/m2×2 層 － 300g/m2×2 層

接合部 横補強筋 2×□-D6（SD295A） 

補強筋降伏強度 (MPa) 399 
横断補強筋比 (%) 0.33 
炭素繊維ストランド 
（鉛直方向） 

－ 96-24K ストラン

ド 
×4 箇所 

－ 96-24K ストラン

ド 
×4 箇所 

柱梁強度比 1.09 － 1.16 － 

接合部せん断余裕度 1.07 0.80 
 

表 A 1-4 試験体の諸元（D シリーズ） 

試験体 D01 D02 D03 D04 D05 D06 D07 D08 D09 D10 D11
コンクリート強度 MPa 32.4 32.9 
梁 スパン mm 1400 

断面 mm 240×170 240×240 
主筋間距離比 0.72 0.8 0.76 

主筋 5-D13 7-D13 7-D16 5-D13 
5+2-D13（上端）

3-D13（下端）

主筋降伏強度 378 374 378 

引張鉄筋比 % 1.81 2.54 3.98 1.22 
1.80（上端）

0.73（下端）

あばら筋 □-D6(SD295)@50 
せん断補強筋比 % 0.53 

柱 スパン mm 1400 
断面 mm 240×340 
主筋間距離比 0.86 0.79 0.86 0.8 0.71
主筋 2-D13 3-D13 5-D16 2-D13 3-D13 4-D16 4+2-D13 3-D16 5-D13 5+2-D13
主筋降伏強度 378 374 378 
引張鉄筋比  % 0.98 1.22 1.92 1.47 1.80 2.67 1.07 1.18 2.09 2.30 0.98
帯筋 □-D6(SD295)@50 
せん断補強筋

比  %  
0.53 

接合部 横補強筋 □-D6(SD295)×2 
補強筋降伏強度 MPa 399 
横補強筋比 % 0.44 0.28 

柱梁強度比 0.82 1.21 1.99 0.60 0.88 1.17 1.64 0.89 1.0 1.05 1.35
接合部せん断余裕度 1.50 1.07 0.69 1.14 1.13 
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表 A 1-5 試験体の諸元（E シリーズ） 

試験体 E01 E02 E03 
コンクリート強度 MPa 61.4 
主筋間距離比 0.8 
梁・柱 スパン mm 1400 

断面 mm 240×240 
主筋 4-D13 5-D13 5-D16 
主筋降伏強度 MPa 378 425 
引張鉄筋比 % 0.98 1.22 1.92 
あばら筋 □-D6(SD295)@50 
せん断補強筋比 % 0.53 

接合部 横補強筋 □-D6(SD295)×2 
補強筋降伏強度 MPa 399 
横補強筋比 % 0.28 

柱梁強度比 1.0 
接合部せん断余裕度 2.22 1.77 1.00 

 

 

表 A 1-6 試験体の諸元（F シリーズ） 

 F01 F02 F03 F04 F05 
コンクリート強度 28.2 28.0 

梁 

スパン (mm) 700 
幅×せい (mm) 120×240 120×340 

有効せい (mm) 216 316 
引張主筋  3+2-D13(SD345） 3-D13 
主筋降伏強度 (MPa) 380 
引張主筋比 (%) 2.62 1.00 
せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

せん断補強筋比 (%) 0.53 

柱 

スパン (mm) 700 
幅×せい (mm) 360×240 360×170 

有効せい (mm) 216 146 
引張主筋(SD345）  5-D13(SD345) 7-D13(SD345) 9-D13 
主筋降伏強度 (MPa) 380 
引張主筋比 (%) 0.82 1.69 2.17 
せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

せん断補強筋比 (%) 0.36 

接合部 

偏心量 (mm) 0 120 0 120 
偏心率  0 0.33 0 0.33 
横補強筋(SD295A)  2×□-D6(SD295A) 4×□-D6(SD295A) 2×4-D6 
補強筋降伏強度 (MPa) 334 
横補強筋比 (%) 0.22 0.24 0.49 

柱梁強度比 1.18 1.18 1.49 
接合部せん断余裕度 0.99 0.74 1.12 0.89 0.88 
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表 A 1-7 試験体の諸元（G シリーズ） 

試験体 B01 G01 G02 
コンクリート強度 MPa 29.0 26.8 
主筋間距離比 0.8 
梁・柱 スパン mm 1400 1000 700 

断面 mm 240×240 
主筋 5-D13 
主筋降伏強度 MPa 378 380 
引張鉄筋比 % 1.22 
あばら筋 □-D6(SD295)@50 
せん断補強筋比 % 0.53 

接合部 横補強筋 □-D6(SD295)×2 
補強筋降伏強度 MPa 399 334 
横補強筋比 % 0.28 

柱梁強度比 1.0 
接合部せん断余裕度 1.04 1.10 1.43 

 

 

表 A 1-8 試験体の諸元（H シリーズ） 

試験体  H01 H02 
コンクリート強度 MPa 40.1 
スパン Lb×Lc mm 1400×1400 
梁断面 bb×Db mm 240×240 
梁引張主筋  7-D10（SD345） 
主筋降伏強度 MPa 389 
引張主筋比 % 0.96 
柱断面 bc×Dc mm 240×240 
柱引張主筋 mm 8+2-D10（SD345） 8-D10（SD345） 

引張主筋比 % 1.42 1.10 
柱中段筋  6-D10（SD345） － 

柱中段筋鉄筋比 % 0.74 － 

柱軸力 Nc kN 166 
軸力比  0.07 

柱梁接合部横補強筋  
4×4-D6（SD295） 4×2-D6（SD295） 

+4×2-D10（SD685） 
横補強筋比 % 1.11 1.79 
柱梁強度比 2.07 1.53 
接合部せん断余裕度 1.63 
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表 A 1-9 試験体諸元（I シリーズ） 

試験体 B05 I01 I02 I03 
コンクリート強度 (MPa) 29.0 25.3 

梁 

スパン (㎜) 1400 2200 
断面 (㎜) 240×240 
主筋間距離比 0.8 
主筋 5-D13 
主筋降伏強度 378 386 
引張鉄筋比 (%) 1.22 
あばら筋 □-D6@50 □-D6@85 

せん断補強比 (%) 0.53 0.31 

柱 

スパン (㎜) 1400 1000 
断面 (㎜) 240×240 
主筋間距離比 0.71 0.77 0.73 
主筋 5+2-D13 6-D13 4-D16 
主筋降伏強度 378 386 402 
引張鉄筋比 (%) 1.22 1.47 1.60 
帯筋 □-D6@50 □-D6@35 

せん断補強比 (%) 0.53 0.76 
スリーブ継手  4-S5U 

接合部 
横補強筋 □-D6(SD295)×2 

横補強筋比 (%) 0.28 
柱梁強度比 1.28 1.36 1.42 
接合部せん断余裕度 1.04 0.99 0.99 
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図 A 1-1 A シリーズ試験体の形状 
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図 A 1-2 B，E シリーズ試験体の形状
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図 A 1-3 C シリーズ試験体の形状 
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図 A 1-4 D-I シリーズ試験体の形状 
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図 A 1-5 D-II シリーズ試験体の形状 

 

 

 

 

図 A 1-6 F シリーズ試験体の形状 
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図 A 1-7 F シリーズ梁・柱断面 
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図 A 1-8 G シリーズ試験体の形状 
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図 A 1-9 H シリーズ試験体の形状 
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図 A 1-10 I シリーズ試験体の形状 
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図 A 1-11 I シリーズ梁・柱断面 
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表 A 1-10 実験結果一覧（A シリーズ） 

  A01 A02 

  Qs 

kN 
Rs 

% 
Qs 

kN 
Rs 

% 
接合部入隅部ひび割れ 正 12.0 0.07 4.6 0.03 
(梁端ひび割れ) 負 -9.6 -0.04 -3.9 0.01 
接合部対角ひび割れ 正 29.0 0.41 29.0 0.77 

 負 -32.6 -0.46 -30.1 -0.77 
梁・柱主筋の降伏 正 61.9 1.20 測定不良 

 負 -56.0 -0.90 
接合部横補強筋降伏  66.9 1.45 
最大層せん断力 正 71.7 2.00 36.2 1.50 

 負 -65.5 -3.00 -33.4 -2.21 
 

 

表 A 1-11 実験結果一覧（B シリーズ） 

試験体  B01 B02 B03 B04 B05 B06 B07 B08 B09 B10 B11
初期剛性 (kN/mm)  16.2 17.3 21.5 18.2 19.5 19.5 16.7 17.7 19.5 16.1 15.8
接合部入隅部ひび割れ 正 5.1 4.1 3.9 4.0 4.0 4.1 7.6 5.8 2.6 5.9 4.0 
(梁端ひび割れ) 負 -4.1 -4.1 -4.0 -2.9 -4.2 -9.8 -2.7 -4.1 -4.0 -6.0 4.2 
接合部対角ひび割れ 正 13.7 12.6 18.2 37.5 10.9 9.7 10.9 8.2 9.8 8.7 20.3

 負 -11.5 -11.9 -17.5 -28.2 -12.0 -22.0 -13.3 -7.0 -8.1 -8.7 29.5
梁主筋(1 段目)降伏 正 57.6 69.5 107.1 58.8 69.9 70.9 57.0 55.7 88.8 98.5 59.8
  1.09 1.20 2.20 0.95 1.14 0.95 1.25 1.31 2.11 2.50 0.95

 負 -55.2 -66.7 -96.6 -60.0 -69.0 -74.4 -53.0 -55.8 -89.5 -87.9 57.3
  -1.14 -1.21 -1.81 -0.90 -1.00 -1.20 -1.19 -1.35 -1.73 -2.32 0.90
柱主筋(1 段目)降伏 正 57.6 69.5 101.5 62.6 75.8 未降伏 55.2 59.5 93.6 98.5 60.8
  1.09 1.20 2.62 2.21 2.44  1.20 1.45 2.32 2.50 1.10

 負 -59.0 -66.7 -64.8 -58.8 -70.5 未降伏 -53.0 -57.0 -80.9 未降伏 53.91
  -0.99 -1.21 -1.61 -1.62 -1.64  -1.19 -1.40 -2.21  1.00
接合部横補強筋降伏  37.3 34.2 63.1 52.0 45.2 52.5 40.0 43.5 36.1 52.1 45.0
  0.59 0.44 0.70 0.80 0.61 0.63 0.76 0.95 0.40 0.80 0.70
最大耐力 正 65.2 76.7 107.1 68.6 79.3 84.0 64.6 66.7 99.8 102.6 68.9
  3.00 2.00 2.00 1.51 2.02 1.50 2.00 3.00 3.00 2.91 1.41

 負 -61.5 -72.3 -99.4 -64.2 -77.7 -80.5 -60.4 -63.0 -94.2 -95.8 64.9
  -1.50 -1.50 -2.00 -1.46 -1.52 -1.52 -1.50 -2.01 -2.01 -2.92 1.39

ひび割れ発生時：層せん断力(kN)，鉄筋降伏時・最大耐力時：（上段）層せん断力(kN)（下段）層間変形角(%)，斜体：

最大耐力後の繰り返しにより降伏 
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表 A 1-12 実験結果一覧（C シリーズ） 

 C01 C02 C03 C04 

入隅ひび割れ 
（梁端） 

正 10.41 7.55 7.28 6.09 

0.05% 0.03% 0.05% 0.03% 
負 -6.60 -10.56 -4.29 -3.42 

0.02% -0.01% 0.02% 0.03% 

柱端ひび割れ 

正 11.67 － 14.43 － 

0.07%  0.14%  
負 -8.77  -7.15  

-0.01%  -0.02%  

対角ひび割れ 

正 24.5 14.1 19.9 17.9 

0.25% 0.08% 0.25% 0.15% 
負 -14.9 -12.6 -29.4 -16.1 

-0.10% -0.04% -0.40% -0.11% 

降伏 

梁 1 段目 

正 62.5 67.5 61.4 61.5 

1.00% 1.00% 1.41% 1.16% 
負 -61.4 -62.4 -62.1 -58.9 

-0.95% -0.80% -1.40% -0.95% 

梁 2 段目 

正 72.0 73.0 63.1 67.3 

1.30% 1.21% 1.75% 1.35% 
負 -68.6 -70.6 -62.0 -68.0 

-1.25% -1.00% -1.71% -1.31% 

柱 

正 72.0 75.5 57.7 55.1 

1.30% 1.71% 1.30% 2.60% 
負 -64.0 -75.1 -56.8 -67.7 

-1.15% -1.92% -1.20% -2.33% 
接合部 
横補強筋 

 57.8 -56.7 -49.4 48.7 

0.90% -0.70% -0.90% 0.76% 

最大層せん断力 

正 75.3 80.5 67.4 76.4 

1.50% 2.92% 2.00% 3.01% 
負 -73.4 -77.8 -65.8 -74.2 

-1.50% -1.53% -2.01% -3.01% 
上段：層せん断力(kN)，下段：層間変形角 
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表 A 1-13 実験結果一覧（D シリーズ） 

シリーズ  D-I D-II 
試験体  D01 D02 D03 D04 D05 D06 D07 D08 D09 D10 D11
初期剛性 (kN/mm)  14.6 16.0 15.8 16.9 14.9 21.4 20.1 26.6 27.7 21.6 22.8
接合部入隅部ひび割れ 正 5.1 4.2 4.2 3.5 5.1 4.3 6.6 4.3 6.3 7.7 7.1 
(梁端ひび割れ) 負 -6.1 -3.6 -6.3 -5.6 -8.5 -11.4 -5.8 -4.6 -5.6 -7.3 -7.5
接合部対角ひび割れ 正 14.8 15.8 14.9 23.2 14.5 15.6 14.2 15.0 10.6 11.4 11.0

 負 -11.4 -12.9 -13.7 -18.4 -11.4 -12.9 -11.2 -11.7 -13.5 -29.8 -11.2
梁主筋(1 段目)降伏 正 未降伏 55.5 52.1 未降伏 未降伏 59.6 73.7 未降伏 71.4 47.5 48.6
   1.38 1.11   3.83 1.32  1.31 0.76 0.67

 負 未降伏 -50.3 -56.8 未降伏 未降伏 -52.5 -69.3 -55.9 -63.4 -49.9 -50.5
   -1.23 -1.28   -2.32 -1.31 -3.62 -1.17 -0.81 -0.75
柱主筋(1 段目)降伏 正 35.2 48.0 61.3 37.4 47.2 59.4 83.7 70.3 67.7 60.8 78.7
  0.78 1.00 2.54 0.82 0.87 1.17 1.96 1.70 1.21 1.50 2.42

 負 -33.4 -47.3 -55.4 -34.9 -45.1 -55.6 -75.0 -61.6 -66.2 -53.5 -68.0
  -0.75 -1.15 -3.74 -0.73 -0.81 -1.10 -1.51 -1.41 -1.23 -1.12 -2.39
接合部横補強筋降伏  未降伏 未降伏 -59.0 未降伏 未降伏 測定 -77.3 未降伏 55.6 52.8 60.7
    -2.00   不良 -2.01  0.88 0.86 1.02
最大耐力 正 45.4 57.1 63.1 46.3 59.3 67.4 83.8 76.4 77.6 75.7 82.1
  3.00 2.00 2.84 1.51 1.52 2.01 2.01 2.01 2.03 3.01 3.04

 負 -39.4 -55.1 -59.8 -41.9 -52.8 -66.3 -77.3 -74.4 -74.1 -68.4 -77.5
  -1.01 -1.51 -3.01 -2.01 -1.52 -1.46 -2.01 -2.01 -1.51 -3.03 -2.04

ひび割れ発生時：層せん断力(kN)，鉄筋降伏時・最大耐力時：（上段）層せん断力(kN)（下段）層間変形角(%)，斜体：

最大耐力後の繰り返しにより降伏 

 

表 A 1-14 実験結果一覧（E シリーズ） 

試験体  E01 E02 E03 
初期剛性 (kN/mm)  34.5 32.1 30.3 

接合部入隅部ひび割れ 正 11.7 10.9 13.7 
(梁端ひび割れ) 負 -8.8 -11.8 -11.9 
接合部対角ひび割れ 正 32.4 42.3 16.1 

 負 -34.0 -24.3 -29.6 
梁主筋(1 段目)降伏 正 55.2 69.5 115.1 
  0.83 0.89 1.28 

 負 -55.9 -69.2 -117.8 
  -0.81 -0.86 -1.34 
柱主筋(1 段目)降伏 正 57.5 72.3 123.0 
  0.89 0.95 1.40 

 負 -57.3 -71.1 -123.6 
  -0.85 -0.93 -1.45 
接合部横補強筋降伏  56.2 59.8 79.0 
  0.86 0.73 0.72 
最大耐力 正 68.9 84.4 136.7 
  3.02 1.51 2.00 

 負 -62.8 -74.4 -129.3 
  -1.00 -1.01 -2.01 

ひび割れ発生時：層せん断力(kN)，鉄筋降伏時・最大耐力時：（上段）層せん断力(kN)（下段）層間変形角(%)，斜体：

最大耐力後の繰り返しにより降伏 
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表 A 1-15 実験結果一覧（F シリーズ） 

試験体 F01 F02 F03 F04 F05 
接合部アスペクト比 Db / Dc 1.0 2.0 
接合部偏心率  0 0.33 0 0.33 
接合部せん断余裕度 Vju / Vu 0.99 0.74 1.12 0.89 0.88 
柱梁曲げ強度比 Mcu / Mbu 1.16 1.18 1.45 
鉄筋の降伏 梁主筋 正 1.43 1.96 1.01 0.86 0.76 

65.5 48.6 58.0 46.0 55.9 
負 -1.42 -2.20 -1.17 -0.89 -0.86 

-65.7 -37.1 -56.1 -44.9 -53.7 
柱主筋 正 1.29 0.49 3.53 0.67 0.79 

61.3 35.6 63.4 39.9 57.3 
負 -1.17 -0.77 -2.59 -0.66 -0.78 

-57.8 -37.7 -62.7 -38.4 -50.8 
接合部横補強筋 1.22 -2.06 -1.35 0.73 0.50 

58.9 -46.4 -62.0 42.0 45.2 
最大耐力 正 2.96 2.96 2.90 1.50 3.00 

72.9 49.1 69.1 54.0 66.5 
負 -1.98 -2.06 -3.00 -3.01 -1.51 

-69.4 -46.4 -65.5 -50.4 -60.5 

上段：層せん断力(kN)，下段；層間変形角(%) 

 

 

 

表 A 1-16 実験結果一覧（H シリーズ） 

試験体  G01 G02 
初期剛性 (kN/mm)  49.0 339.9 
接合部入隅部ひび割れ 正 10.0 21.8 
(梁端ひび割れ) 負 6.4 17.9 
接合部対角ひび割れ 正 74.8 102.5 

 負 65.5 118 
梁主筋(1 段目)降伏 正 106.1 189.9 
  1.11 0.79 

 負 98.5 18..9 
  0.95 0.85 
柱主筋(1 段目)降伏 正 118.1 202.7 
  1.29 0.90 

 負 107.2 169.8 
  1.22 0.77 
接合部横補強筋降伏  102.8 173.2 
  1.00 0.71 
最大耐力 正 123.6 214.5 
  1.50 1.51 

 負 116.2 198.8 
  1.52 3.02 

ひび割れ発生時：層せん断力(kN)，鉄筋降伏時・最大耐力時：（上段）層せん断力(kN)（下段）層間変形角(%)，斜体：

最大耐力後の繰り返しにより降伏 
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表 A 1-17 実験結果一覧（I シリーズ） 

試験体 I01 I02 I03 

梁主筋 
5-D13 
5-D13 

梁主筋間距離比 0.8 

柱主筋 
6-D13 
6-D13 

4-D16 
4-D16 

柱主筋間距離比 0.77 0.73 

接合部 
入隅部 
ひび割れ 

正
15.8 12.1 7.3 

0.03 0.07 0.03 

負
-9.6 -7.0 -3.2 

0.05 0.01 -0.01 

接合部 
パネル 
斜めひび割れ 

正
60.5 50.6 45.6 

0.65 0.57 0.41 

負
-47.9 -51.3 -45.6 

-0.45 -0.49 -0.42 

梁主筋 
降伏 

接合部内 
位置 

正
84.6 103.48 96.4 

1.09 1.45 1.25 

負
-95.7 -103.2 -96.2 

-1.26 -1.85 -1.24 

柱フェ－ス 
位置 

正
101.5 103.5 105.8 

1.48 1.45 1.95 

負
-97.0 -96.6 -100.1 

-1.59 -1.22 -1.87 

柱主筋 
降伏 

接合部内 
位置 

正
89.9 83.1 83.9 

2.12 3.23 3.26 

負
88.8 -80.4 -70.5 

1.53 -2.00 -1.78 

梁フェ－ス 
位置 

正
88.3 77.0 90.7 

3.48 3.04 2.12 

負
64.6 -80.4 -82.1 

5.48 -2.00 -2.08 

接合部横補強筋の降伏 
92.1 94.1 -74.3 

1.20 1.26 -0.82 

最大層せん断力 

正
104.4 108.3 106.0 

2.98 2.01 1.51 

負
-103.6 -104.9 -103.3 

-2.01 -1.48 -1.51 
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図 A 1-12 荷重変形関係と破壊状況（A シリーズ） 
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(a) 試験体 B01 
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(b) 試験体 B02 
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(c) 試験体 B03 

図 A 1-13 荷重変形関係と破壊状況（B シリーズ） 
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(d) 試験体 B04 
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(e) 試験体 B05 
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(f) 試験体 B06 

図 A 1-13 荷重変形関係と破壊状況（B シリーズ）（つづき） 
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(h) 試験体 B08 
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層間変形角 3.0%時 

(i) 試験体 B09 

図 A 1-13 荷重変形関係と破壊状況（B シリーズ）（つづき） 
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(j) 試験体 B10 
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層間変形角 3.0%時 

(k) 試験体 B11 

図 A 1-13 荷重変形関係と破壊状況（B シリーズ）（つづき） 
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(b) 試験体 C02 

図 A 1-14 荷重変形関係と破壊状況（C シリーズ） 
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(d) 試験体 C04 

図 A 1-14 荷重変形関係と破壊状況（C シリーズ）（つづき） 
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(c) 試験体 D03 

図 A 1-15 荷重変形関係と破壊状況（D-I シリーズ） 
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(e) 試験体 D05 
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(f) 試験体 D06 

図 A 1-15 荷重変形関係と破壊状況（D-I シリーズ）（つづき） 
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(g) 試験体 D07 
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(h) 試験体 D08 

図 A 1-15 荷重変形関係と破壊状況（D-I シリーズ）（つづき） 
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(a) 試験体 D09 
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(c) 試験体 D11 

図 A 1-15 荷重変形関係と破壊状況（D-II シリーズ） 
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(a) 試験体 E01 
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(b) 試験体 E02 
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(c) 試験体 E03 

図 A 1-16 荷重変形関係と破壊状況（E シリーズ） 
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(a) 試験体 F01 
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(b) 試験体 F02 

図 A 1-17 荷重変形関係と破壊状況（F シリーズ） 
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(c) 試験体 F03 
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(d) 試験体 F04 

図 A 1-17 荷重変形関係と破壊状況（F シリーズ）（つづき） 
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(e) 試験体 F05 

図 A 1-17 荷重変形関係と破壊状況（F シリーズ）（つづき） 
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(a) 試験体 B02 
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(b) 試験体 G01 
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層間変形角 3.0%時 

(c) 試験体 G02 

図 A 1-18 荷重変形関係と破壊状況（G シリーズ） 
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(a) 試験体 H01 
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層間変形角 3.0%時 

(b) 試験体 H02 

図 A 1-19 荷重変形関係と破壊状況（H シリーズ） 
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A1.2 ト形柱梁接合部部分架構の水平加力実験 

A1.2.1 試験体概要 

ト形柱梁接合部では，接合部の強度に対してコンクリート強度のほかに主筋の定着位置が影響を与えること

が知られている。 また，十字形柱梁接合部に対して明らかになったように，接合部破壊の多くは接合部内で梁，

柱の主筋が降伏することに起因して生じるものであり，主筋量の影響を大きく受ける。そのため，架構の耐力

は，降伏を計画する部材の主筋量のみならず非降伏部材の主筋量の影響も受け，梁降伏型に設計された架構に

おいては柱の主筋量，すなわち柱と梁の曲げ強度の比が強度や靭性に与える影響は大きいと考えられる。また，

梁の主筋の定着方法を機械式定着とした接合部の強度と靭性は，接合部に生じる斜めひび割れを梁主筋が横切

らないため，斜めひび割れを横切る接合部付近の横補強筋量の影響を受ける。 

そこで，1) 梁主筋量，2) 梁主筋の定着位置，3) 柱と梁の曲げ強度の比，4) 接合部横補強筋および接合部付

近の柱の帯筋の量を主な実験変数とした。さらに，これらに 5) 接合部アスペクト比（柱せいと梁せいの比）と

6) 梁主筋の定着方法（機械式定着と折り曲げ定着）を加え，全体の試験体の計画を行った。  

試験体はすべて柱および梁の反曲点位置で切り出した 1/3 スケールの平面ト形部分架構（ト形柱梁接合部）

とし，K シリーズ 2 体，L シリーズ 11 体，M シリーズ 4 体，N シリーズ 5 体，O シリーズ 4 体，P シリーズ 4

体の 6 シリーズにより構成される計 30 体である。 

試験体の形状は，接合部芯（柱の断面芯と梁の断面芯の交点）から梁と柱の反曲点までの距離はすべての試

験体で同一とし，接合部アスペクト比の影響を検討する実験シリーズ（N シリーズ，P シリーズ，Q シリーズ

のうち 3 体）を除き柱せいと梁せいも同一とした。また，梁幅より柱幅が小さいと接合部内部の破壊の様子を

外部から観察することが困難となるため，すべての試験体で梁幅と柱幅は同一とした。 

梁主筋の定着方法は，折り曲げ定着とした場合についての検討を行う実験シリーズ（O シリーズ）以外では

定着プレートを用いた機械式定着とした。機械式定着を基本としたのは，機械式定着では理論モデルにおいて

想定する危険断面を横切る鉄筋の応力が明確（ゼロ）となるため，実験結果を力学モデルに基づく柱梁接合部

の終局強度の理論値と直接比較しやすいためである。 

試験体の加力は静的漸増振幅繰り返し載荷とし，柱に初期軸力は加えていない。梁せん断力に釣り合う柱の

軸力の変動は，上下の柱で変動幅が等しくなるように制御した。また，既往の実験研究との連続性を考慮し，L

シリーズ以降の実験の境界条件は K シリーズにおける 2 種類の加力方法のうち梁先端の軸方向の変位は拘束し

ない加力方法とした。 

試験体の材料強度の実験結果への影響を避けるため，同一シリーズの試験体はすべて同一バッチのコンクリ

ートを 1 回で打設した。また，使用した鉄筋は径が同一のものはすべてのシリーズで同一ロットの共通の鉄筋

を用いた。 

 

(1) K シリーズ[A1.9] 

試験体は 1/3 スケールの平面ト形部分架構 2 体である。同一の試験体を 2 体製作し，実験変数は梁先端の境

界条件とした。 

柱・梁のスパン（反曲点から柱と梁の材軸の交点までの距離）はいずれも 700(mm)，柱と梁断面寸法は同一

で 240×240(mm)である。梁引張主筋は 4-D13（SD345，pt=0.98%）とし，梁主筋は端部に定着プレートを用い

た機械式定着とした。梁主筋の定着長さは柱せいの 0.6 倍とした。日本建築学会の設計指針による接合部せん

断強度の梁曲げ降伏時接合部せん断力に対する余裕度はおよそ 1.0 である。また，柱引張主筋は 3-D13（SD345，

pt =0.73%）とし，柱の全せいを有効として求めた上下の柱の曲げ強度の和は，梁の曲げ強度時のモーメントに
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対して 1.5 倍程度となるようにした。柱梁接合部内の横補強筋は，設計指針で定められている最低補強筋量程

度とし，2×□-D6（SD295A，pjw=0.28%）である。 

試験体 K01 は変形状態が実際の架構内の変形に近くなるよう，柱のピン（ローラー）支持した柱反曲点に対

して梁の加力点の水平方向（梁軸方向）の変位を拘束した状態で梁先端に荷重を加えた。一方，試験体 K02 は

一般的な加力との比較を行うための試験体で，梁先端は水平方向には拘束せず，梁に軸力が生じず上下の柱の

せん断力が等しくなるようにして載荷した。 

 

(2) L シリーズ[A1.10] 

試験体は柱および梁の反曲点位置で切り出した 1/3 スケールの平面ト形部分架構 11 体である。実験変数は，

1) 梁主筋の水平定着長さ，2) 柱と梁の曲げ強度の比（以下，柱梁曲げ強度比），3) 梁主筋量である。 

コンクリートは実験時に 27(MPa)程度の圧縮強度を発現するように配合された普通強度のコンクリートとし，

鉄筋も SD345，SD295 クラスの普通鉄筋である。試験体の柱および梁の断面寸法は同一で，いずれも 240×

240(mm)とした。また，柱および梁のスパン（柱および梁の軸線の交点から載荷点までの距離）も共通で 700(mm)

である。梁主筋はすべて定着プレート PL-12×36×36 を用いた機械式定着とし，定着プレートは梁主筋端部に

溶接としている。 

梁主筋量は 2 水準とした。梁引張主筋を 4-D13（SD345，pt=0.98%）としたものを基準とし，試験体 L01～L09

の 9 体が同一の梁断面である。試験体 L10，L11 ではさらに主筋量を増し 6-D13（SD345，pt=1.47%）とした。 

梁主筋の水平定着長さは柱せいの 0.8 倍，0.65 倍，0.5 倍の 3 水準とした。梁主筋を 4-D13 とした試験体のう

ち試験体 L01～L03 の梁主筋の水平定着長さは柱せいの 0.8 倍，試験体 L04～L06 は 0.65 倍，試験体 L07～L09

が 0.5 倍である。主筋量を増した試験体 L10，L11 では，定着長さが柱せいに対して小さい影響がはっきり実験

結果に現れるように柱せいの 0.65 倍とした。従来の設計法では水平定着長さを柱せいの 3/4 倍以上としている

のに対して極端に定着長が短い試験体が含まれているのは，定着長を短くすることで定着部が抜け出すいわゆ

る掻き出し破壊を生じさせるためである。 

日本建築学会の設計指針に基づき求めた接合部せん断強度の梁主筋降伏時の接合部せん断力に対する比（接

合部せん断余裕度）は，梁の引張主筋を基準の 4-D13 とした試験体では定着長さごとに試験体 L01～L03 が 1.4，

試験体 L04～L06 が 1.1，試験体 L07～L09 が 0.9 である。主筋量の多い試験体 L10，L11 の接合部せん断余裕度

は 0.7 となる。  

さらに，同一の梁断面に対し柱梁曲げ強度比が 1.0～3.0 となるように柱主筋を決定した。梁の引張主筋を

4-D13 とした基準の梁に対しては，定着長さごとに柱梁曲げ強度比が異なる試験体を 3 体としている。 

横補強筋の量は全試験体で共通とし，柱の帯筋は□-D6@120（SD295A，pw=0.22%），柱梁接合部内の横補強

筋は 2×□-D6（SD295A，pjw=0.28%）とした。 

 

(3) M シリーズ[A1.10] 

試験体は柱および梁の反曲点位置で切り出した 1/3 スケールの平面ト形部分架構 4 体である。実験変数は，

1) 梁主筋の水平定着長さ，2) 接合部横補強筋と柱帯筋の量である。 

コンクリートは実験時に 27(MPa)程度の圧縮強度を発現するように配合された普通強度のコンクリートとし，

鉄筋も SD345，SD295 クラスの普通鉄筋である。 

試験体の柱および梁の断面寸法は同一で，いずれも 240×240(mm)とした。また，柱および梁のスパン（柱お

よび梁の軸線の交点から載荷点までの距離）も共通で 700(mm)である。梁主筋は機械式定着とし，端部に定着
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プレート PL-12×36×36 を溶接した。 

接合部内の横補強筋を 2×□-D6（SD295A，pjw=0.28%），柱の帯筋を□-D6@120（SD295A，pw=0.22%）とし

設計で求められる最小配筋量程度としている L シリーズの試験体に対して，補強量が 1.5 倍および 3 倍となる

試験体とした。ただし，接合部内の横補強筋量と柱の帯筋量は個別に変化させず，同時に増すこととした。 

L シリーズ試験体のうち，梁主筋の定着長さの柱せいに対する比が 0.8 倍および 0.65 倍の試験体で梁主筋と

柱主筋がほぼ同時に降伏した試験体 L02，L05 を基準に，試験体 M01，M02 は試験体 L02 に対して，試験体

M03，M04 は試験体 L05 に対して補強筋量を増した試験体である。 

従って梁および柱の配筋は L02，L05 に同一で，梁引張主筋は 4-D13（SD345，pt=0.98%），柱引張主筋は 3-D13

（SD345，pt=0.73%），梁主筋の定着長さは試験体 M01，NM02 が柱せいの 0.8 倍，試験体 M03，M04 は柱せい

の 0.65 倍である。 

接合部内の横補強筋は試験体 M01，M03 が 3×□-D6（SD295A，pjw=0.42%），試験体 M02，M04 は 3×2-□-D6

（SD295A，pjw=0.83%）とした。また，柱の帯筋は試験体 M01，M03 が□-D6@80（SD295A，pw=0.33%），試験

体 M02，M04 は□-D6@40（SD295A，pw=0.67%）である。 

柱と梁の曲げ強度の比および接合部せん断余裕度は補強筋量の影響を受けないため，すべての試験体で柱と

梁の曲げ強度の比は 1.6 となり，接合部せん断余裕度は梁主筋の定着長さごとに試験体 M01，M02 で 1.5，試験

体 M03，M04 で 1.2 である。 

 

(4) N シリーズ[A1.10] 

試験体は柱および梁の反曲点位置で切り出した 1/3 スケールの平面ト形部分架構 5 体である。N シリーズで

は柱せいを梁せいの 2 倍とし，その上で接合部パネルの見つけ面積が柱せいと梁せいが等しい他のシリーズの

試験体と等しくなるように設定した。実験変数は，1) 梁主筋の水平定着長さ，2) 柱梁曲げ強度比である。 

コンクリートは実験時に 27(MPa)程度の圧縮強度を発現するように配合された普通強度のコンクリートとし，

鉄筋も SD345，SD295 クラスの普通鉄筋である。 

梁断面は 240×170(mm)，柱断面は 240×340(mm)であり，梁と柱は同幅，柱せいが梁せいの 2 倍である。柱

および梁のスパン（柱および梁の軸線の交点から載荷点までの距離）は共通で 700(mm)である。梁主筋は機械

式定着とし，端部に定着プレート PL-12×36×36 を溶接としている。 

梁の配筋はすべての試験体で同一で，6-D13（SD345，pt=2.17%）とし，梁主筋の接合部内への定着長さは柱

せいに対して試験体 N01 は 0.8 倍，試験体 N02～N04 は 0.65 倍，試験体 N05 は 0.5 倍とした。接合部せん断余

裕度は定着長さごとに試験体 N01 が 1.3，試験体 N02～N04 が 1.0，試験体 N05 が 0.8 である。 

梁主筋の定着長さが柱せいの 0.65 倍の試験体では，柱せいではなく梁主筋の定着長さを柱の有効せいとして

計算した柱の曲げ強度に基づく柱と梁の曲げ強度の比が 1.0，1.5，2.5 程度となるように柱の主筋量を決定した。

柱の引張主筋量は試験体 N02 が 2-D13（SD345，pt=0.33%），試験体 N03 が（SD345，pt=0.50%），試験体 N04

が（SD345，pt=0.84%）である。柱全せいを有効とした見かけ上の柱梁曲げ強度比はそれぞれ 1.7，2.4，3.8 で

ある。 

梁主筋の定着長さが柱せいの 0.8 倍および 0.5 倍の試験体では，梁主筋の定着長さを柱の有効せいとして求め

た柱と梁の曲げ強度の比が 1.2～1.3 程度となるように柱主筋量を決定し，柱引張主筋は試験体 N01 で 2-D13

（SD345，pt=0.33%），試験体 N05 で 3-D13（SD345，pt=0.50%）とした。 

接合部内の横補強筋は柱せいと梁せいが等しい L シリーズと同量とし，2×□-D6（SD295A，pjw=0.44%）で

ある。また，柱の帯筋も L シリーズと同様に最低補強筋量程度とし，□-D6@120（SD295A，pw=0.22%）とした。 
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(5) O シリーズ[A1.10] 

試験体は柱および梁の反曲点位置で切り出した 1/3 スケールの平面ト形部分架構 4 体である。O シリーズで

は梁の主筋は接合部内に折り曲げ定着とした。実験変数は，1) 梁主筋の水平定着長さ，2) 柱梁曲げ強度比，3) 

梁主筋量である。 

梁主筋の折り曲げ方向は上端筋では曲げ下げ，下端筋は曲げ上げとした。ただし，通常の折り曲げ定着では

理論モデルで想定する斜め方向のひび割れ断面を横切る余長部の影響が不明確になるため，上端筋と下端筋を

連続させた U 字型定着とした上で折り曲げ部の前後にひずみゲージを貼り付けひずみを計測することとした。

定着長さは，梁端から折り曲げ後の鉄筋の内側までの距離が，比較対象とした機械式定着の試験体の定着プレ

ートの支圧面までの距離と等しくなるように設定した。従って，定着部の水平投影長さは機械式定着の場合の

定着長に鉄筋の最外径を加えた長さとなっている。また，鉄筋の折り曲げ半径は内寸で 2d（d：鉄筋の呼び径）

とした。 

コンクリートは実験時に 27(MPa)程度の圧縮強度を発現するように配合された普通強度のコンクリートとし，

鉄筋も SD345，SD295 クラスの普通鉄筋である。試験体の柱および梁の断面寸法は同一で，いずれも 240×

240(mm)，柱および梁のスパンも共通で 700(mm)である。 

梁主筋量は L シリーズと同様の 2 水準とし，試験体 O01～O03 が 4-D13（SD345，pt=0.98%），試験体 O04 は

6-D13（SD345，pt=1.47%）である。また，梁主筋の定着長さ（梁端から折り曲げ後の鉄筋の内側までの距離）

は柱せいの 0.65 倍を基本とし，梁の引張主筋が 4-D13 とした試験体のうち試験体 O01 のみ柱せいの 0.8 倍とし

た。 

柱と梁の曲げ強度の比は，柱の全せいを有効とした場合で梁主筋の定着長さが柱せいの 0.8 倍の試験体 O01

は 1.6，定着長さが柱せいの 0.65 倍では試験体 O02 が 1.1，試験体 O03 が 1.6 倍，梁主筋を増した試験体 O04 は

2.0 倍とした。 

試験体 O01 は試験体 L02 と，試験体 O02 は試験体 L04 と，試験体 O03 は試験体 L05 と，試験体 O04 は試験

体 L11 と同配筋であり，それぞれ梁主筋の定着方法のみが異なる試験体となっている。 

横補強筋の量は全試験体で L シリーズと共通とし，柱の帯筋は□-D6@120（SD295A，pw=0.22%），柱梁接合

部内の横補強筋は 2×□-D6（SD295A，pjw=0.28%）とした。 

 

(6) P シリーズ[A1.11] 

試験体は 1/3 スケールの平面ト形部分架構 4 体である。外部柱梁接合部のうち梁せいが柱せいに対して大き

い実験シリーズで，梁せいを柱せいの 2 倍としている。実験変数は 1) 柱梁曲げ強度比，および 2) 横補強筋量

である。 

梁断面は 240×340(mm)，柱断面は 240×170(mm)であり，梁と柱は同幅とした。柱および梁のスパン（柱お

よび梁の軸線の交点から載荷点までの距離）は共通で 700(mm)である。梁主筋は機械式定着とし，端部に定着

プレート PL-12×36×36 を溶接としている。 

梁の配筋はすべての試験体で同一で，3-D13（SD345，pt=0.50%）とし，梁主筋の接合部内への定着長さは柱

せいに対して 0.65 倍とした。学会指針に基づく接合部せん断余裕度が 1.1 程度となる。 

試験体 P01～P03 は柱梁曲げ強度比を変数とし，試験体 P01，P02，P03 でそれぞれ 1.0，1.5，2.0 程度となる

ように柱主筋量を決定し，それぞれ柱の引張主筋比は 1.0%，1.7%，2.3%である。なお，梁主筋の定着長さを柱

の有効せいとした柱梁曲げ強度比はそれぞれ 0.7，1.1，1.5 となる。 
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試験体 P01～P03 の接合部内の横補強筋は，既往の L シリーズ試験体と横補強筋比がほぼ等しくなるように配

筋を決定し 3×□-D6（SD295A）とした。接合部横補強筋比は 0.27%である。試験体 P04 は，梁主筋の定着長さ

を柱の有効せいとした柱梁曲げ強度比が 1.1 で梁と柱の主筋がほぼ同時に降伏すると予想される試験体 P02 に

対して横補強筋量を 2 倍に増して 6×□-D6（SD295A，pjw=0.55%）とし，その効果を確認するための試験体で

ある。 

 

A1.2.2 実験結果の概要 

実験結果の一覧を表 A 1-24～表 A 1-29 に示し，実験シリーズごとの実験結果の概要を以下に示す。 

 

(1) K シリーズ 

・従来の設計法による接合部せん断余裕度が 1 程度のト形接合部において，梁主筋および柱の主筋の降伏によ

り接合部に損傷が集中する接合部破壊となった。 

・柱全せいを有効とした柱の曲げ強度に基づく柱と梁の曲げ強度の比は 1.5 程度であっても，柱主筋に降伏が

生じた。 

・ト形部分架構において，梁が柱に近づく側と遠ざかる側では強度，剛性などの特性が大きく異なる。 

・ト形部分架構では，梁軸力を介して梁が柱に近づく側と遠ざかる側で応力の再配分が可能である場合には，

架構の特性は近づく側と遠ざかる側の特性の平均的なものになる。 

・ト形部分架構では，梁の軸方向の変位を拘束されない場合，架構の特性は強度，剛性が小さい梁と柱が遠ざ

かる側の特性に支配される。 

 

(2) L シリーズ 

・梁主筋の定着長さを柱せいの 0.5 倍とした試験体の一部を除き，梁または柱，もしくは両方の主筋の降伏後

に接合部に損傷が集中する接合部破壊となった。 

・接合部のひび割れは，引張側の入隅部，接合部中央の斜めひび割れの順に発生し，接合部中央の斜めひび割

れは梁主筋の定着端と接合部の圧縮側の入隅を結ぶ方向に生じた。 

・初期剛性および接合部入隅から生じるひび割れの発生荷重は，ばらつきはあるものの梁主筋量，柱主筋量（柱

梁曲げ強度比），梁主筋の定着長さの影響はみられなかった 

・梁主筋の降伏荷重は，梁主筋の定着長さが大きいほど大きく，柱梁曲げ強度比の影響は読み取れなった。 

・柱主筋は柱梁曲げ強度比が 1.5 以下の試験体であっても最大耐力前に降伏し，降伏時の荷重は梁主筋の定着

長さが大きいほど，柱梁曲げ強度比が大きいほど大きかった。 

・接合部せん断余裕度が 1.4 であり梁主筋の定着長さを設計で求められる柱せいの 0.75 倍以上とした試験体 L01

～L03 であっても，柱梁曲げ強度比が 1～1.4 である試験体 L01，L02 では最大層せん断力は梁曲げ強度時の層

せん断力の計算値を下回り，柱梁曲げ強度比が 1 の試験体 L01 では計算値に対して最大層せん断力実験値は

20%以上小さかった。 

・最大層せん断力は，同一の梁断面であっても，梁主筋の定着長さが大きいほど，柱梁曲げ強度比が大きいほ

ど大きかった。 

・接合部せん断余裕度によらず，いずれの試験体においても最大耐力後の急激な耐力低下は生じなかった。 

・梁主筋の定着長さが大きい試験体では，柱梁曲げ強度比を大きくすることで荷重変形関係における等価粘性

減衰定数は増加した。 
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・掻き出し破壊が生じたのは梁の定着長さを柱せいの 0.5 倍とした試験体のみであった。定着長さを柱せいの

0.65 倍以上とした試験体では，横補強筋量が現行の設計で求められる最小補強筋量程度で，柱梁曲げ強度比が

1 と柱の主筋量が設計で想定される最小の場合であっても掻き出し破壊は生じなかった。 

 

(3) M シリーズ 

・柱と梁の曲げ強度の比が 1.6 であったが，横補強筋量によらず梁主筋と柱主筋がほぼ同時に降伏した。 

・横補強筋量を増すことで接合部の損傷が軽減され，梁端部に損傷する部分が移行していった。 

・横補強筋量を増すことで最大耐力は増加し，梁主筋の定着長さを柱せいの 0.8 倍とした試験体では補強筋量

を最小補強筋量の 1.5 倍とした試験体でも梁曲げ強度時の計算値を上回った。 

・梁主筋の定着長さが大きい試験体では，横補強筋量を増すことで荷重変形関係における等価粘性減衰定数は

増加した。しかし，梁主筋の定着長さを柱せいの 0.8 倍とし，横補強筋量を最小補強筋量の 3 倍とし，柱梁曲

げ強度比が 1.6 である試験体 M02 でも，履歴ループにはスリップ性状がみられ紡錘形とはならなかった。 

 

(4) N シリーズ 

・接合部せん断余裕度，柱梁曲げ強度比によらず，いずれの試験体も梁または柱，もしくは両方の主筋降伏後

に接合部に損傷が集中する接合部破壊となった。 

・接合部のひび割れは，柱せいと梁せいが等しい場合と同様に引張側の入隅部，接合部中央の斜めひび割れの

順に発生した。接合部中央の斜めひび割れは梁主筋の定着端と接合部の圧縮側の入隅を結ぶ方向に生じたが，

梁主筋の定着長さがを柱せいの 0.8 倍とし，梁せいに 1.5 倍以上ある試験体では斜めひび割れの方向はやや柱

の軸芯の方向によっていた。 

・初期剛性および接合部入隅から生じるひび割れの発生荷重は，柱せいと梁せいが等しい場合と同様にばらつ

きはあるものの梁主筋の定着長さおよび柱主筋量（柱梁曲げ強度比）の影響はみられなかった 

・梁主筋の降伏荷重は，柱せいと梁せいが等しい場合と同様に梁主筋の定着長さが大きいほど大きく，柱梁曲

げ強度比の影響は読み取れなった。 

・柱主筋降伏時の荷重は，柱せいと梁せいが等しい場合と同様に梁主筋の定着長さが大きいほど，柱梁曲げ強

度比が大きいほど大きかった。 

・柱せいと梁せいが等しい場合に比べると，柱梁曲げ強度比が 1 以上であっても柱主筋の降伏荷重が生じる強

度比および梁主筋の降伏が生じない強度比は大きく，柱せいが梁せいに対して大きいと柱主筋の降伏は生じや

すく，梁主筋の降伏は生じにくい。 

・接合部せん断余裕度が 1.3 であり梁主筋の定着長さを設計で求められる柱せいの 0.75 倍以上とした試験体 N01

であっても最大層せん断力の実験値は梁曲げ強度時の層せん断力の計算値を 25%以上下回った。 

・最大層せん断力は，同一の梁断面であっても，梁主筋の定着長さが大きいほど，柱梁曲げ強度比が大きいほ

ど大きかった。 

・柱梁曲げ強度比が 3 程度の試験体，梁主筋の定着長さを梁せいの 0.5 倍とした試験体を除いて，最大耐力後

に急激な体力低下が生じた。 

・柱梁曲げ強度比を 3 以上とした試験体では，荷重変形関係における等価粘性減衰定数は増加した。 

 

(5) O シリーズ 

・接合部せん断余裕度，柱梁曲げ強度比によらず，いずれの試験体も梁または柱，もしくは両方の主筋降伏後
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に接合部に損傷が集中する接合部破壊となった。 

・接合部中央の斜めひび割れは，梁主筋の折り曲げ部と接合部の圧縮側の入隅を結ぶ方向に生じた。 

・梁主筋の鉛直定着部と柱主筋の間に斜めひび割れが発生し，最終的にはこの部分の圧壊が顕著であった。 

・接合部入隅から生じるひび割れの発生荷重には定着方法による顕著な差はなかった。 

・接合部中央の斜めひび割れの発生荷重は，折り曲げ定着とすることで機械式定着の場合と比べて大きくなり，

同配筋，同定着長さの試験体間では折り曲げ定着の試験体が機械式定着の試験体の 1.24～1.83 倍となった。 

・梁主筋の降伏荷重は，折り曲げ定着とすることで機械式定着の場合と比べて大きくなり，同配筋，同定着長

さの試験体間では折り曲げ定着の試験体が機械式定着の試験体の 1.02～1.27 倍となった。 

・最大層せん断力は，折り曲げ定着とすることで機械式定着の場合と比べて大きくなり，同配筋，同定着長さ

の試験体間では折り曲げ定着の試験体が機械式定着の試験体の 1.01～1.23 倍となった。 

・荷重変形関係における等価粘性減衰定数は，定着長さを柱せいの 0.8 倍とし柱梁曲げ強度比が 1.4 の場合では

折り曲げ定着とすることで機械式定着の場合に対して増加した。他のケースについては定着方法による顕著な

差は現れなかった。 

 

(6) P シリーズ 

・接合部せん断余裕度は 1 以上であるが，いずれの試験体も梁または柱，もしくは両方の主筋降伏後に柱梁接

合部に損傷が集中する接合部破壊となった。 

・柱梁接合部のひび割れは，柱せいと梁せいが等しい場合と同様に引張側の入隅部，接合部パネルの斜めひび

割れの順に生じた。 

・接合部パネルの斜めひび割れは，柱せいと梁せいが等しい場合とは異なり梁主筋の定着端から接合部中央に

向かい傾きが 45 度で，柱主筋に近いところでは柱主筋に沿うように発生した。 

・梁主筋が降伏しなかった柱梁曲げ強度比 1 の試験体を除き，梁主筋の降伏荷重は柱梁曲げ強度比が大きいほ

うが大きかった。また，梁主筋降伏荷重は接合部横補強筋を増すことでも増加した。 

・ 接合部せん断余裕度は 1 以上であるが，最大耐力は接合部補強筋比を 0.3%程度とした試験体では柱梁曲げ

強度比によらずいずれも梁曲げ終局時計算値より小さかった。 

・最大耐力は柱梁曲げ強度比を大きくすることで増加した。また，接合部横補強筋を増すことでも最大耐力は

増加した。 

・いずれの試験体もスリップ性状が顕著でエネルギー吸収能に乏しい履歴性状を示した。 
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表 A 1-18 試験体の諸元（K シリーズ） 

 K01 K02 

梁 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×240 

 有効せい (mm) 216 

 引張主筋  4-D13(SD345) 

 引張主筋比 (%) 0.98 

 せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

 せん断補強筋比 (%) 0.53 

柱 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×240 

 有効せい (mm) 216 

 引張主筋  3-D13 

 引張主筋比 (%) 0.73 

 せん断補強筋  □-D6(SD295A)@120

 せん断補強筋比 (%) 0.22 

接合部 横補強筋  2×□-D6(SD295A) 

 横補強筋比 (%) 0.28 

梁主筋 定着方法  定着板 PL-16×35×35

定着部 定着長 (mm) 144 

 定着長 / 柱せい 0.6 

柱梁強度比 1.52 

接合部せん断余裕度 1.02 

 

表 A 1-19 試験体の諸元（L シリーズ） 

 L01 L02 L03 L04 L05 L06 L07 L08 L09 L10 L11

梁 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×240 

 有効せい (mm) 216 

 引張主筋  4-D13(SD345) 6-D13(SD345)

 引張主筋比 (%) 0.98 1.47 

 せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

 せん断補強筋比 (%) 0.53 

柱 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×240 

 有効せい (mm) 216 

 引張主筋  2-D13 3-D13 4-D13 2-D13 3-D13 4-D13 2-D13 4-D13 6-D13 4-D13 6-D13

 引張主筋比 (%) 0.49 0.73 0.98 0.49 0.73 0.98 0.49 0.98 1.47 0.98 1.47

 せん断補強筋  □-D6(SD295A)@120 

 せん断補強筋比 (%) 0.22 

接合部 横補強筋  2×□-D6(SD295A) 

 横補強筋比 (%) 0.28 

梁主筋 定着方法  定着板 PL-12×35×35 

定着部 定着長 (mm) 192 156 120 156 

 定着長 / 柱せい 0.8 0.65 0.5 0.65 

柱梁強度比 1.04 1.52 2.00 1.04 1.52 2.00 1.04 2.00 2.96 1.35 2.00

接合部せん断余裕度 1.40 1.14 0.88 0.76 
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表 A 1-20 試験体の諸元（M シリーズ） 

 M01 M02 M03 M04 

梁 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×240 

 有効せい (mm) 216 

 引張主筋  4-D13(SD345) 

 引張主筋比 (%) 0.98 

 せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

 せん断補強筋比 (%) 0.53 

柱 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×240 

 有効せい (mm) 216 

 引張主筋  3-D13 

 引張主筋比 (%) 0.73 

 せん断補強筋  □-D6@80 □-D6@40 □-D6@80 □-D6@40 

 せん断補強筋比 (%) 0.33 0.67 0.33 0.67 

接合部 横補強筋  3×□-D6 3×2-□-D6 3×□-D6 3×2-□-D6 

 横補強筋比 (%) 0.42 0.83 0.42 0.83 

梁主筋 定着方法  定着板 PL-12×35×35 

定着部 定着長 (mm) 192 156 

 定着長 / 柱せい 0.8 0.65 

柱梁強度比 1.52 

接合部せん断余裕度 1.45 1.18 

表 A 1-21 試験体の諸元（N シリーズ） 

 N01 N02 N03 N04 N05 

梁 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×170 

 有効せい (mm) 146 

 引張主筋  6-D13(SD345) 

 引張主筋比 (%) 2.17 

 せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

 せん断補強筋比 (%) 0.53 

柱 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×340 

 有効せい (mm) 316 

 引張主筋  2-D13 2-D13 3-D13 5-D13 3-D13 

 引張主筋比 (%) 0.33 0.33 0.50 0.84 0.50 

 せん断補強筋  □-D6(SD295A)@120 

 せん断補強筋比 (%) 0.22 

接合部 横補強筋  2×□-D6(SD295A) 

 横補強筋比 (%) 0.44 

梁主筋 定着方法  定着板 PL-12×35×35 

定着部 定着長 (mm) 272 221 170 

 定着長 / 柱せい 0.8 0.65 0.5 

柱梁強度比 1.39 2.05 3.36 2.05 

接合部せん断余裕度 1.29 1.05 0.81 



A-54 
 

表 A 1-22 試験体の諸元（O シリーズ） 

 O01 O02 O03 O04 

梁 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×240 

 有効せい (mm) 216 

 引張主筋  4-D13 6-D13 

 引張主筋比 (%) 0.98 1.47 

 せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

 せん断補強筋比 (%) 0.53 

柱 スパン (mm) 700 

 幅×せい (mm) 240×240 

 有効せい (mm) 216 

 引張主筋  3-D13 2-D13 3-D13 6-D13 

 引張主筋比 (%) 0.73 0.49 0.73 1.47 

 せん断補強筋  □-D6(SD295A)@120 

 せん断補強筋比 (%) 0.22 

接合部 横補強筋  2×□-D6(SD295A) 

 横補強筋比 (%) 0.28 

梁主筋 定着方法  折り曲げ定着（U 字形） 

定着部 定着長※ (mm) 192 156 

 定着長 / 柱せい 0.8 0.65 

柱梁強度比 1.52 1.04 1.52 2.00 

接合部せん断余裕度 1.48 1.20 0.80 

表 A 1-23 試験体の諸元（P シリーズ） 

 P01 P02 P03 P04 

梁 

スパン (mm) 700 

幅×せい (mm) 240×340 

有効せい (mm) 316 

引張主筋  3-D13(SD345） 

引張主筋比 （％） 0.50 

せん断補強筋  □-D6(SD295A)@50 

せん断補強筋比 （％） 0.53 

柱 

スパン (mm) 700 

幅×せい (mm) 240×170 

有効せい (mm) 146 

引張主筋(SD345）  3-D13 5-D13 7-D13 5-D13 

引張主筋比 （％） 1.09 1.81 2.54 1.81 

せん断補強筋  □-D6(SD295A)@80 

せん断補強筋比 （％） 0.33 

接合部 
横補強筋(SD295A)  3×□-D6 6×□-D6 

横補強筋比 （％） 0.27 0.55 

梁主筋 

定着部 

定着方法  定着板 PL-12×35×35 

定着長 (mm) 111 

定着長/柱せい  0.65 

柱梁強度比 1.02 1.64 2.26 1.64 

接合部せん断余裕度 1.14 
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表 1.1 コンクリートの強度試験結果 

シリーズ  圧縮強度 ヤング係数 圧縮強度時歪 引張割裂強度 

(MPa) (GPa) (10-6mm/mm) (MPa) 

K 26.6 25.6 1704 2.32 

L 27.7 25.6 1889 2.35 

M 29.0 28.2 1890 2.16 

N 29.0 27.0 1810 2.15 

O 29.8 27.5 1822 2.22 

P 26.2 26.9 1568 2.03 

 

表 1.2 鉄筋の引張試験結果 

  降伏強度 ヤング係数 降伏歪 引張強度 破断伸び 

(MPa) (GPa) (10-6mm/mm) (MPa) (%) 

柱・梁主筋 D13 SD345 380 197 1934 547 20.5 

せん断補強筋 D6 SD295A 334※1 186 3798※2 479 23.6 
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図 A 1-20 試験体の形状と配筋（K シリーズ） 
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図 A 1-21 試験体の形状と配筋（L シリーズ） 
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図 A 1-22 試験体の形状と配筋（M シリーズ） 
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図 A 1-23 試験体の形状と配筋（N シリーズ） 
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図 A 1-24 試験体の形状と配筋（O シリーズ） 
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図 A 1-25 試験体の形状と配筋（O シリーズ） 
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表 A 1-24 実験結果一覧（K シリーズ） 

試験体 K01 K02 

梁先端の軸方向拘束条件 拘束 非拘束 

初期剛性 (kN/mm)   8.3 14.0 

ひび割れ 入隅 正 6.3 7.9 

   0.05 0.05 

  負 -2.6 -4.3 

   0.03 -0.01 

 対角 正 12.1 11.3 

   0.27 0.18 

  負 -12.3 -10.0 

   -0.25 -0.20 

鉄筋の降伏 梁主筋 正 27.1 25.6 

   1.20 0.92 

  負 -29.9 -22.8 

   -1.50 -0.91 

 柱主筋 正 25.6 27.7 

   3.52 1.31 

  負 -27.4 27.1 

   -1.60 2.40 

 接合部 

横補強筋

 14.2 12.3 

  0.38 0.26 

最大層せん断力  正 29.6 28.0 

   2.00 2.00 

  負 -29.9 -24.8 

   -1.50 -1.50 

上段：層せん断力(kN)，下段；層間変形角(%) 

※1 柱曲げ強度は上下の柱の平均による 

※2 柱曲げ強度は引張側の柱の曲げ強度による 
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表 A 1-25 実験結果一覧（L シリーズ） 

試験体 L01 L02 L03 L04 L05 L06 L07 L08 L09 L10 L11

初期剛性 (kN/mm)   10.9 11.9 11.7 11.1 11.1 17.4 11.7 11.8 10.4 13.4 15.2

ひび割れ 入隅 正 1.9 4.4 4.8 2.4 6.7 4.6 3.9 4.7 7.7 7.0 4.8

   0.01 0.03 0.04 0.02 0.07 0.04 0.03 0.03 0.08 0.08 0.04

  負 -3.7 -3.6 -6.1 -2.7 -3.5 -3.4 -4.5 -4.2 -5.0 -6.5 -3.9

   0.01 0.01 -0.04 0.04 0.04 0.03 -0.01 0.00 -0.02 -0.02 0.01

 対角 正 15.7 16.6 16.6 9.6 12.2 12.3 9.8 9.9 11.0 8.5 12.0

   0.50 0.42 0.47 0.26 0.27 0.28 0.24 0.18 0.19 0.22 0.22

  負 -14.2 -17.5 -16.6 -9.4 -12.5 -10.9 -8.5 -9.9 -11.0 -11.4 -12.2

   -0.45 -0.48 -0.43 -0.27 -0.32 -0.27 -0.17 -0.15 -0.20 -0.25 -0.24

鉄筋の降伏 梁主筋 正 未降伏 32.1 31.2 未降伏 26.1 28.3 未降伏 26.3 未降伏 未降伏 36.3

    1.21 1.00  1.11 1.11  1.25   1.34

  負 未降伏 -29.4 -29.9 未降伏 -24.9 -29.3 未降伏 未降伏 未降伏 -29.6 -35.8

    -1.20 -0.92  -1.20 -1.20    -3.51 -1.34

 柱主筋 正 23.0 30.8 33.0 20.5 28.2 30.7 17.3 26.2 未降伏 33.6 33.2

   0.87 1.00 2.28 0.93 1.32 2.62 0.77 3.40  1.18 3.26

  負 -24.1 -30.3 -33.9 -20.6 -26.3 -26.7 -18.2 未降伏 未降伏 -33.8 -36.0

   -1.40 -1.70 -2.42 -1.00 -1.31 -3.21 -0.95   -1.35 -2.32

 接合部 

横補強筋 

 21.5 22.1 24.1 13.1 -15.3 16.5 -12.5 -15.2 16.7 15.4 17.7

  0.75 0.60 0.70 0.45 -0.45 0.43 -0.50 -0.42 0.42 0.36 0.37

最大層せん断力  正 26.5 33.0 34.8 23.9 29.3 31.7 19.7 29.1 25.9 36.6 40.1

   3.01 1.50 3.00 4.00 2.00 1.50 4.00 3.00 1.00 1.50 2.00

  負 -24.1 -32.6 -34.3 -21.3 -28.1 -31.6 -20.3 -23.7 -28.0 -35.5 -39.6

   -1.40 -3.01 -2.00 -4.00 -1.50 -1.50 -4.01 -1.50 -3.00 -1.51 -2.00

上段：層せん断力(kN)，下段；層間変形角(%) 

※1 柱曲げ強度は引張側の柱の曲げ強度による  
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表 A 1-26 実験結果一覧（M シリーズ） 

試験体 L02 M01 M02 L05 M03 M04 

初期剛性 (kN/mm)   11.9 15.2 16.0 11.1 10.3 20.7 

ひび割れ 入隅 正 4.4 9.5 6.8 6.7 2.4 8.3 

   0.03 0.10 0.05 0.07 0.00 0.06 

  負 -3.6 -4.3 -5.8 -3.5 -2.0 -4.3 

   0.01 0.00 -0.01 0.04 0.03 0.00 

 対角 正 16.6 20.9 20.7 12.2 15.5 15.8 

   0.42 0.51 0.44 0.27 0.22 0.26 

  負 -17.5 -21.5 -23.1 -12.5 -14.8 -16.5 

   -0.48 -0.53 -0.51 -0.32 -0.29 -0.29 

鉄筋の降伏 梁主筋 正 32.1 32.1 31.2 26.1 28.9 32.2 

   1.21 0.91 0.76 1.11 0.89 0.95 

  負 -29.4 -30.8 -32.3 -24.9 -27.8 -30.7 

   -1.20 -1.05 -0.88 -1.20 -0.90 -0.80 

 柱主筋 正 30.8 32.5 32.1 28.2 30.0 30.4 

   1.00 1.58 0.80 1.32 0.96 0.83 

  負 -30.3 -33.3 -33.9 -26.3 -27.8 -31.2 

   -1.70 -2.01 -1.42 -1.31 -0.90 -0.84 

 接合部 

横補強筋 

 22.1 21.5 33.6 -15.3 18.3 29.8 

  0.60 0.53 1.05 -0.45 0.39 0.79 

最大層せん断力  正 33.0 35.3 37.1 29.3 32.6 34.5 

   1.50 3.00 4.01 2.00 3.01 3.02 

  負 -32.6 -33.7 -37.3 -28.1 -30.3 -32.9 

   -3.01 -2.87 -4.01 -1.50 -1.51 -1.54 

上段：層せん断力(kN)，下段；層間変形角(%) 

※1 柱曲げ強度は引張側の柱の曲げ強度による 
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表 A 1-27 実験結果一覧（N シリーズ） 

試験体 N01 N02 N03 N04 N05 

初期剛性 (kN/mm)   9.2 9.6 9.0 9.3 9.3 

ひび割れ 入隅 正 3.4 4.7 2.0 3.2 2.5 

   0.03 0.06 0.03 0.03 0.02 

  負 -9.5 -2.4 -4.2 -1.4 -3.0 

   -0.15 0.02 -0.02 0.03 0.01 

 対角 正 15.1 12.4 12.5 14.2 11.6 

   0.33 0.25 0.26 0.28 0.23 

  負 -16.4 -12.8 -14.1 -11.6 -11.1 

   -0.39 -0.25 -0.29 -0.18 -0.19 

鉄筋の降伏 梁主筋 正 未降伏 未降伏 36.4 32.0 25.4 

     1.41 0.93 3.44 

  負 未降伏 未降伏 -30.1 -31.7 -28.9 

     -1.13 -0.98 -1.39 

 柱主筋 正 28.5 23.6 33.2 35.4 26.6 

   0.92 0.83 1.15 3.17 0.97 

  負 -28.7 -24.7 -35.4 -35.6 -28.5 

   -1.45 -0.96 -1.46 -3.75 -1.34 

 接合部 

横補強筋 

 -25.8 23.1 29.0 -24.4 19.6 

  -1.51 0.81 0.90 -0.66 0.61 

最大層せん断力  正 33.5 26.5 36.6 38.3 29.0 

   1.86 1.50 1.51 3.01 1.48 

  負 -29.1 -25.2 -35.6 -36.7 -29.9 

   -1.51 -1.49 -1.50 -3.01 -1.51 

上段：層せん断力(kN)，下段；層間変形角(%) 

※1 柱曲げ強度は引張側の柱の曲げ強度による 
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表 A 1-28 実験結果一覧（O シリーズ） 

試験体 L02 O01 L04 O02 L05 O03 L11 O04 

定着方法 機械式 折り曲げ 機械式 折り曲げ 機械式 折り曲げ 機械式 折り曲げ

初期剛性 (kN/mm)   11.9 13.6 11.1 15.0 11.1 15.7 15.2 15.2 

ひび割れ 入隅 正 4.4 3.5 2.4 3.5 6.7 6.3 4.8 6.9 

   0.03 0.02 0.02 0.02 0.07 0.05 0.04 0.05 

  負 -3.6 -2.4 -2.7 -2.8 -3.5 -3.0 -3.9 -5.8 

   0.01 0.05 0.04 0.03 0.04 0.04 0.01 -0.01

 対角 正 16.6 29.1 9.6 -11.7 12.2 15.8 12.0 18.9 

   0.42 0.72 0.26 -0.21 0.27 0.31 0.22 0.24 

  負 -17.5 -26.2 -9.4 16.2 -12.5 -16.7 -12.2 -22.2

   -0.48 -0.67 -0.27 0.35 -0.32 -0.34 -0.24 -0.35

鉄筋の降伏 梁主筋 正 32.1 32.9 未降伏 未降伏 26.1 30.6 36.3 45.7 

   1.21 0.86   1.11 0.91 1.34 1.24 

  負 -29.4 -33.2 未降伏 未降伏 -24.9 -29.1 -35.8 -45.4

   -1.20 -0.90   -1.20 -1.31 -1.34 -1.36

 柱主筋 正 30.8 35.1 20.5 23.8 28.2 32.9 33.2 48.5 

   1.00 1.84 0.93 0.92 1.32 1.34 3.26 1.50 

  負 -30.3 -30.7 -20.6 -22.1 -26.3 -24.9 -36.0 -45.2

   -1.70 -2.21 -1.00 -1.51 -1.31 -2.52 -2.32 -1.86

 接合部 

横補強筋 

 22.1 -33.4 13.1 23.8 -15.3 29.6 17.7 30.3 

  0.60 -1.11 0.45 0.92 -0.45 0.86 0.37 0.55 

最大層せん断力  正 33.0 35.8 23.9 24.1 29.3 32.9 40.1 49.3 

   1.50 1.51 4.00 0.85 2.00 1.34 2.00 2.02 

  負 -32.6 -34.9 -21.3 -23.4 -28.1 -30.7 -39.6 -47.2

   -3.01 -1.02 -4.00 -1.01 -1.50 -1.51 -2.00 -1.50

上段：層せん断力(kN)，下段；層間変形角(%) 

※1 柱曲げ強度は引張側の柱の曲げ強度による 
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表 A 1-29 実験結果一覧（P シリーズ） 

試験体 P01 P02 P03 P04 

ひび割れ 

入隅 

正 
4.2 5.8 3.9 4.4 

0.03 0.05 0.02 0.03 

負 
-7.2 -2.8 -4.0 -3.1 

-0.06 0.04 0.02 0.04 

対角 

正 
16.3 18.0 17.5 16.3 

0.31 0.32 0.23 0.20 

負 
-17.3 -17.3 -15.2 -23.8 

-0.37 -0.28 -0.17 -0.45 

鉄筋の降伏 

梁主筋 

正 未降伏 
25.5 

0.79 

27.2 32.0 

0.75 0.80 

負 
-24.1 

-1.21 

-26.6 

-0.86 

-28.5 -31.1 

-0.95 -0.80 

柱主筋 

正 
23.3 

未降伏 未降伏 
34.6 

0.75 1.29 

負 
-25.2 

未降伏 未降伏 
-24.3 

-0.95 -3.21 

接合部横補強筋 
17.7 21.1 20.3 23.6 

0.44 0.45 0.37 0.51 

柱帯筋 未降伏 未降伏 未降伏 
34.2 

1.22 

最大層せん断力 

正 
25.6 28.4 31.3 35.5 

1.51 1.51 1.51 1.51 

負 
-25.7 -28.5 -28.9 -33.9 

-1.86 -1.51 -1.01 -1.50 

上段：層せん断力(kN)，下段；層間変形角(%) 
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図 A 1-26 荷重変形関係と破壊状況（K シリーズ） 
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図 A 1-27 荷重変形関係と破壊状況（L シリーズ） 
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図 A 1-27 荷重変形関係と破壊状況（L シリーズ）（つづき） 
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図 A 1-27 荷重変形関係と破壊状況（L シリーズ）（つづき） 
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図 A 1-27 荷重変形関係と破壊状況（L シリーズ）（つづき） 
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図 A 1-28 荷重変形関係と破壊状況（M シリーズ） 
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(d) 試験体 L05 
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(e) 試験体 M03 
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(f) 試験体 M04 

図 A 1-28 荷重変形関係と破壊状況（M シリーズ）（つづき） 
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(a) 試験体 N01 

-40

-30

-20

-10

10

0

20

30

40

(k
N

)

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

(%)

34.8kN

26.5kN

-25.2kN
 

層間変形角 3.0%時 

(b) 試験体 N02 
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層間変形角 3.0%時 

(c) 試験体 N03 

図 A 1-29 荷重変形関係と破壊状況（N シリーズ） 
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(d) 試験体 N04 
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(e) 試験体 N05 

図 A 1-29 荷重変形関係と破壊状況（N シリーズ）（つづき） 
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(a) 試験体 O01 
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(b) 試験体 O02 
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(c) 試験体 O03 

図 A 1-30 荷重変形関係と破壊状況（O シリーズ） 
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(d) 試験体 O04 

図 A 1-30 荷重変形関係と破壊状況（O シリーズ）（つづき） 
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(a) 試験体 P01 
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(b) 試験体 P02 
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層間変形角 3.0%時 

(c) 試験体 P03 

図 A 1-31 荷重変形関係と破壊状況（P シリーズ） 
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(d) 試験体 P04 

図 A 1-31 荷重変形関係と破壊状況（P シリーズ）（つづき） 
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A1.3 L 形柱梁接合部部分架構の水平加力実験 

A1.3.1 試験体概要 

試験体は 1/3 スケールの平面Ｌ形部分架構 9 体[A1.12]である。実験変数は 1) 柱と梁の曲げ強度の比（以下，

柱梁曲げ強度比），2) 内側の梁主筋定着長，3) 接合部横補強筋量および 4)梁主筋量である。 

コンクリートは実験時に 27(MPa)程度の圧縮強度を発現するように配合された普通強度のコンクリートとし，

鉄筋も SD345，SD295 クラスの普通鉄筋である。梁および柱の断面は 240×240(mm)で同一とした。また，柱お

よび梁のスパン（柱および梁の軸線の交点から載荷点までの距離）も共通で 700(mm)である。 

梁上端主筋は折り曲げ定着され，折り曲げ後の鉛直部で定着長 30d（d：主筋径）を確保した。一方，梁下端

筋の定着は機械式定着とし，端部に定着プレート PL-12×36×36 を溶接としている。また，柱主筋は端部に 180

度フックを設けた直線定着とした。 

梁主筋量は 2 水準とした。梁引張主筋を 3-D13（SD345，pt=0.78%）としたものを基準とし，試験体 V01～V08

の 8 体が同一の梁断面である。試験体 V09 ではさらに主筋量を増し 5-D13（SD345，pt=1.22%）とした。 

梁下端主筋の水平定着長さは柱せいの 0.8 倍，0.65 倍の 3 水準とした。梁主筋を 3-D13 とした試験体のうち

試験体 V01，V02，V06 が柱せい 0.8 倍，試験体 V03，V04，V05，V07，V08 は 0.65 倍，梁主筋量を増した試

験体 V08 は，柱せいの 0.8 倍である。 

柱主筋量は，柱梁曲げ強度比が 1.0～2.0 となるように決定した。梁の引張主筋を 3-D13 とした基準の梁に対

しては，定着長が長く柱せいの 0.8 倍の試験体では柱梁曲げ強度比は 1.0 および 1.3，定着長が柱せいの 0.65 倍

では柱梁曲げ強度比は 1.0，1.3 および 1.9 となった。梁および柱の曲げ終局郷土は材料試験結果を用いて平面

保持を仮定した断面解析により求めたもので，圧縮縁のコンクリートのひずみが 0.3%に達したときを終局時と

している。また，断面解析は梁および柱の変動軸力を考慮した解析を行ったものである。 

横補強筋の量は 2 水準とし，最低補強筋量程度の柱梁接合部内の横補強筋は 2×□-D6（SD295A，pjw=0.28%）

および 4×□-D6（SD295A，pjw=0.56%）である。 

 

A1.3.2 実験結果の概要 

(1) 開く方向の加力について 

・いずれの試験体も梁または柱，もしくは両方の主筋降伏後に柱梁接合部に損傷が集中する接合部破壊となっ

た。 

・主筋の降伏荷重は，梁主筋の定着長が長い場合で柱梁曲げ強度比が大きいか横補強筋が多い試験体，定着長

が短い場合は柱梁曲げ比が大きくかつ横補強筋量が多い場合を除いて，平面保持を仮定した断面解析による計

算値より小さかった。 

・梁主筋の降伏荷重は柱梁曲げ強度比が大きいほうが大きかった。また，梁主筋降伏荷重は接合部横補強筋を

増すことでも増加し，主筋定着長を短くすると低下した。 

・最大耐力は，梁主筋の定着長が長い場合で柱梁曲げ強度比が大きいか横補強筋が多い試験体，定着長が短い

場合は柱梁曲げ比が大きくかつ横補強筋量が多い場合を除いて，平面保持を仮定した断面解析による計算値よ

り小さかった。 

・最大耐力は柱梁曲げ強度比を大きくすることで増加した。また，接合部横補強筋を増すことでも最大耐力は

増加した。 

・梁・柱の曲げ終局時，柱梁接合部の終局モーメントのうち最小のものを部分架構の最大強度とすることで，

最大耐力を推定することができる。 
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(2) 開く方向の加力について 

・いずれの試験体も梁主筋の降伏後に最大耐力に達し，降伏後の繰り返し加力により接合部に損傷が集中し耐

力低下が生じた。 

 

(3) 履歴性状について 

・いずれの試験体も履歴性状にはスリップ性状が見られ，エネルギー吸収能に乏しい履歴性状を示した。 
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表 A 1-30 試験体の諸元 

 V01 V02 V03 V04 V05 V06 V07 V08 V09 

梁 

スパン (mm) 700 

幅×せい (mm) 240×240 

有効せい (mm) 216 

引張主筋（SD345） 3-D13 5-D13

引張主筋比 (％) 0.78 1.22

せん断補強筋  □-D6(SD295A)@120 

せん断補強筋比 (％) 0.22 

柱 

スパン (mm) 700 

幅×せい (mm) 240×240 

有効せい (mm) 216 

引張主筋（SD345） 3-D13 4-D13 3-D13 4-D13 6-D13 3-D13 3-D13 4-D13 5-D13

引張主筋比 (％) 0.78 0.98 0.78 0.98 1.47 0.78 0.78 0.98 1.22

せん断補強筋  □-D6(SD295A)@120 

せん断補強筋比 (％) 0.22 

接合部 
横補強筋（SD295A） 2×□-D6 4×□-D6 2×□-D6

横補強筋比 (％) 0.28 0.56 0.28

梁主筋 

定着部 

下端筋定着方法  定着板 PL-12×35×35 

定着長 (mm) 192 156 192 156 192 

定着長/柱せい  0.80 0.65 0.80 0.65 0.80

柱梁強度比 
開 1.0 1.28 1.0 1.28 1.79 1.0 1.0 1.28 1.0 

閉 1.0 1.31 1.0 1.31 1.93 1.0 1.0 1.31 1.0 

接合部せん断余裕度 
開 1.70 1.38 1.70 1.38 0.96

閉 1.06 0.63

 

表 A 1-31 コンクリートの強度試験結果 

圧縮強度 ヤング係数 圧縮強度時歪 引張割裂強度

(MPa) (GPa) (10-6mm/mm) (MPa) 

29.9 26. 1777 2.51 

 

表 A 1-32 鉄筋の引張試験結果 

  降伏強度 ヤング係数 降伏歪 引張強度 破断伸び 

(MPa) (GPa) (10-6mm/mm) (MPa) (%) 

柱・梁主筋 D13 SD345 380 197 1934 547 20.5 

せん断補強筋 D6 SD295A 334※1 186 3798※2 479 23.6 
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図 A 1-32 試験体の形状および配筋（V シリーズ） 
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表 A 1-33 実験結果一覧 

試験体 V01 V02 V03 V04 V05 V06 V07 V08 V09 

ひび 

割れ 

入隅 正 － 2.9 8.7 12.6 7.6 8.6 5.5 9.7 11.1 

梁・柱端 負 -13.3 -6.7 -16.6 -11.1 -11.5 -13.9 -16.3 -11.4 -17.4

斜め 
正 35.4 -41.1 － 27.4 24.6 40.5 － 31.6 45.4 

負 -44.6 26.1 -40.4 -27.4 -40.0 -42.5 35.2 -33.7 -11.6

鉄筋 

降伏 

梁主筋 

正 
42.3 43.5 36.8 38.9 40.4 41.8 39.1 41.6 64.6 

1.33 0.76 1.44 0.88 0.72 1.26 1.38 0.99 1.42 

負 
-60.8 -65.7 -63.6 -66.1 -68.2 -64.4 -64.2 -65.5 -101.3

-1.05 -0.71 -0.81 -0.87 -0.87 -0.93 -0.81 -0.94 -1.34

梁主筋折曲位置 負 
-60.4 -60.4 -59.5 -61.4 -63.5 -66.9 -67.5 -62.4 -85.6

-2.64 -1.82 -2.65 -2.28 -1.56 -2.74 -2.21 -2.57 -2.17

柱主筋 

正 
34.9 － 33.2 40.2 － 42.1 35.2 45.1 60.1 

0.68  0.77 1.04  0.95 0.92 2.51 1.10 

負 
－ － － － － － -59.5 － － 

      -3.44   

接合部横補強筋 
38.8 34.5 31.9 33.1 37.0 30.8 36.0 35.1 49.5 

0.82 0.87 0.69 0.69 0.61 0.95 1.06 0.80 0.78 

最大層せん断力 

正 
43.1 47.1 40.1 45.9 48.3 44.4 41.0 47.3 68.2 

2.96 4.11 3.04 4.01 3.96 3.97 2.97 3.93 2.70 

負 
-69.0 -68.8 -68.5 -68.8 -68.2 -67.5 -68.3 -67.9 -103.1

-2.05 -1.45 -1.53 -0.92 -0.87 -2.05 -1.65 -1.99 -1.49

上段：層せん断力(kN)，下段；層間変形角(%) 
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層間変形角 3.0%時 

(a) 試験体 V01 
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層間変形角 3.0%時 

(b) 試験体 V02 
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層間変形角 3.0%時 

(c) 試験体 V03 

図 A 1-33 荷重変形関係と破壊状況（V シリーズ）
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層間変形角 3.0%時 

(d) 試験体 V04 
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層間変形角 3.0%時 

(e) 試験体 V05 
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層間変形角 3.0%時 

(f) 試験体 V06 

図 A 1-33 荷重変形関係と破壊状況（V シリーズ）（つづき） 
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層間変形角 3.0%時 

(g) 試験体 V07 
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層間変形角 3.0%時 

(h) 試験体 V08 
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層間変形角 3.0%時 

(i) 試験体 V09 

図 A 1-33 荷重変形関係と破壊状況（V シリーズ）（つづき） 
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A2. 既往の実験データベース 

A2.1 収集データの概要 

収集した試験体のデータは，1975 年から 2013 年までに国内の査読付学術論文集等に発表された鉄筋コン

クリート造柱梁接合部試験体である。T形接合部およびL形接合部については，試験体数の不足を補うため，

これらに加え 1975年から 2013年に日本建築学会大会の学術講演梗概集に発表された試験体のデータも収集

した。 

収集対象とした試験体は鉄筋コンクリート造の柱梁接合部を 1 つだけ含む部分架構試験体であり，以下の

ようなものは鉄筋コンクリート造以外あるいは異形の柱梁接合部試験体は収集の対象に含めていない。 

 

・鉄骨鉄筋コンクリート造やプレストレスト鉄筋コンクリート造 

・腰壁等の壁付試験体 

・ピロティ架構の 1 階柱頭の柱梁接合部 

・杭が接続する柱－基礎梁柱接合部 

・柱と梁の入隅部にハンチを設けた試験体 

・サ字形試験体等 

 

このようにしてデータを収集した試験体の数は 1255 体である。ただし，本論文にける検討では以下のよ

うな試験体は用いていない。本論文で扱う理論式およびそれらを基にした算定式が対応していないためであ

る。 

 

・軽量コンクリート，繊維補強コンクリートを用いた試験体 

・柱梁接合部に対して鋼板で補強するなど特殊な補強をした試験体 

・斜め筋等特殊な配筋や，接合部内の主筋に付着除去などの特殊な処理ががなされた試験体 

・柱梁接合部内もしくは梁端，柱端に鉄筋継手を有する試験体 

・十字形接合部で梁または柱主筋が柱梁接合部内に定着された試験体 

・柱端もしく梁端のみ主筋量を増し柱・梁の部材端以外の部分にヒンジ形成を計画した試験体 

・柱梁接合部に貫通孔を設けた試験体 

・梁幅が柱幅より大きい試験体 

・スラブ付試験体 

・水平 2 方向に加力された試験体 

・水平斜め方向に載荷した立体試験体 

・変動軸力を作用させた試験体 

・上下の柱で長さや断面形状が異なる，左右の梁でスパンや梁断面形状が異なる，上下の柱でせん断力

が異なるなど非対称な形状・加力方法の試験体 

・柱，梁の加力点あるいは支点がピンではない試験体 

 

文献調査を行った文献数および検討に用いた試験体の数を掲載誌別に表 A 2-1 に示す。また，検討に用い

た試験体の発表年ごとの数を図 A 2-1 に示す。試験体数は他文献で既発表のものは除外し重複しないように
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してある。検討に用いた試験体の引用文献および各文献から引用した試験体の数は 0 に示した。 

試験体の形状は実験時の応力状態によって分類し，上下の柱および左右の梁のすべてにモーメントが生じ

ているものを十字形接合部，上下の柱および 1 つの梁にモーメントが生じているものをト形接合部，左右の

梁および 1 つの柱にモーメントが生じているものをＴ形接合部，1 つの梁と 1 つの柱のみにモーメントが生

じているものをＬ形接合部とした。 

試験体の破壊形式は便宜的に梁（柱）主筋降伏前の接合部破壊型（J 型），梁（柱）主筋降伏後の接合部破

壊型（BJ（CJ）型），梁（柱）降伏型（B（C）型），梁（柱）主筋の定着破壊型（A 型），梁（柱）主筋降伏

後の定着破壊型（BA（CA）型）に分類し，破壊形式の判別は論文中の記述を採用した。ただし， J 型の試

験体で梁または柱主筋の降伏が論文中に明記されているものに関しては BJ 型・CJ 型に訂正した。また，破

壊形式についての記述がない試験体については，接合部に損傷が集中したなどの記述のある試験体は J，BJ

型，そのうち主筋の降伏が明記されているものを BJ 型とし，接合部に損傷は見られず梁に損傷が集中した

などの記述のある試験体は B 型とした。次節以降の検討に用いた試験体について，このようにして分類した

各破壊形式の試験体数を表 8.2.2 に示す。L 形接合部では柱と梁が近づく方向（以下，閉じる方向）の加力

と柱と梁が遠ざかる方向（以下，開く方向）で性状が異なり破壊形式も異なって報告されている場合が多い

ため，破壊形式は加力の方向別に示してある。閉じる向きと開く方向で試験体数が異なっているのは，一方

向加力の試験体があるためである。 

梁，柱の主筋が降伏する前に柱梁接合部が破壊した J 型の試験体はいずれの形状でも全体の 15～25%程度

であった。一方，柱梁接合部に損傷がほとんど生じない B 型もしくは C 型の試験体は形状ごとにやや差が

あるがそれぞれの試験体のうち 20～40％程度であった。 

 

表 A 2-1 参照した文献数と引用した試験体数 

 文献数 論文中の検討に用いた試験体数 
日本建築学会構造系論文集 17 101 

構造工学論文集 15 33 

コンクリート工学論文集 2 4 

コンクリート工学年次論文集 226 608 

日本建築学会大会学術講演梗概集 35 108 

その他 1 2 

計 296 856 

  ※ 梗概集等で，同一年に同題でその 1，その 2 のように連番で発表された文献は，まとめて文献数に加えた 

 

表 A 2-2 破壊形式別の試験体数 

破壊形式 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 
    閉じる向き 開く向き 
J 66 70 14 30 22 

BJ，CJ 212 106 15 38 40 

B，C 93 57 13 42 51 
A － 26 3 17 1 

BA，CA － 6 23 5 4 

不明・未記載 4 1 4 11 6 

計 375 266 72 143※ 124※ 

※ 閉じる向きの試験体のうち 19 体は閉じる向きのみの一方向載荷 
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図 A 2-1 発表年ごとの試験体数 

 

A2.2 試験体の諸元 

柱梁接合部の強度等に影響を与えるとされる因子のうち，コンクリート強度，梁主筋降伏強度，梁引張主

筋比，柱鉄筋比，接合部横補強筋比，柱軸力比，十字形接合部を除く各形状の接合部における主筋定着長さ

について，検討に用いる試験体における範囲を表 A 2-3 に示し，これら因子および主筋定着形式について破

壊形式別の度数分布を図 A 2-2～図 A 2-5 に示す。図 A 2-5 の L 形接合部の破壊形式は主筋定着長さを除いて

閉じる方向の加力のものである。また，試験体のスケールを判断するための試験体の階高もあわせて示した。 

試験体の階高（柱の反曲点間距離）で 1500～2000(mm)程度の試験体が多く，実構造物の階高さが 3000～

4000(mm)であることから試験体のスケールは 1/2～1/3 程度の試験体が多かったといえる。試験体の階高が

3000(mm)以上の実大程度の試験体は，T 形試験体，L 形試験体では全体の 20～30%と比較的多かった。 

コンクリート強度は実験時の圧縮強度が 30(N/mm2)前後が最も多く，60(N/mm2)を超える超高強度コンク

リートを用いた試験体は全体の 17%であった。主筋の降伏強度は 300～450(N/mm2)が多く，主筋降伏前に接

合部破壊が生じた J 型の試験体では降伏強度が 600(N/mm2)を超える高強度鉄筋も比較的多く用いられてい

る。接合部横補強筋にも 600(N/mm2)を超える高強度鉄筋が用いられている例が比較的多くあった。 

各因子ともに現在の設計指針[A2.1]の規定を考慮して設計されている試験体が多く，主筋の定着長さは設

計指針の規定を満足する範囲，接合部横補強筋量は設計指針における最低補強量程度の試験体数が最も多か

った。 

ト形，T 形，L 形接合部における梁・柱主筋の定着方法についてみると，ト形接合部では梁主筋の定着方

法を折り曲げもしくは U 字形とした試験体が全体の 44%で，定着金具を用いた機械式定着が 56%であった。

一方，T 形および L 形接合部では機械式定着の工法開発にともなって近年行われた実験が多く，機械式定着

を用いた試験体が T 形接合部では 90%以上，L 形接合部では 70%以上であった。 

収集した試験体について柱－梁曲げ強度比の度数分布を図 A 2-6 に示す。柱降伏型に設計することが多い

T 形接合部は梁－柱曲げ強度比である。柱－梁曲げ強度比は，平面保持を仮定しコンクリートの応力にはス

トレスブロックを用いて求めた梁および柱の曲げ終局モーメントを節点モーメントに換算し，柱の曲げ強度

の和の梁の曲げ強度の和に対する比とした。この際，ト形接合部の柱およびＴ形接合部の梁にあっては水平

力の載荷によって報じる変動軸力は考慮せず，初期軸力を用いて断面の終局モーメントを算定した。Ｌ形接

合部では梁および柱の曲げ終局モーメントには水平力の載荷によって生じる変動軸力を考慮した。 

試験体のほとんどは柱－梁曲げ強度比 1.5 以上に分布し，柱－梁曲げ強度比 2.0 以上の試験体も少なくな

い。特に柱梁接合部には破壊が生じず安全性を確認したとされる梁または柱曲げ破壊型（B・C 型）となっ

た試験体は，L 形接合部以外では柱－梁曲げ強度比 1.5 以上のものがほとんどである。また，L 形接合部の



 

 A-94

開く方向で柱－梁曲げ強度比が 1～1.5 の範囲の試験体は柱曲げ破壊とされているが，実験における最大層

せん断力は柱曲げ終局時計算値に比べて著しく小さいものである。超高層 RC などを除くと一般には柱－梁

曲げ強度比は 1.0～1.5 程度で設計されていることを考えると，次節以降のこれら試験体群全体に対する検討

結果についても注意が必要である。 

 

 

表 A 2-3 試験体の諸元の範囲 

 十字形 ト形 Ｔ形 Ｌ形 
試験体数 
（在来 / 機械式定着） 

375 266 
（118 / 148） 

72 
（7 / 65） 

143 
（39 / 104） 

コンクリート圧縮強度 
B(N/mm2) 

13.6～190 17.2～179 19.2～70.6 20.1～72.0 

梁主筋降伏強度 
y(N/mm2) 

310～1428 323～1172 336～805※1 361～805 

接合部横補強筋強度 
wy(N/mm2) 

204～1479 250～1463 258～1127 233～1481 

梁引張主筋比 
pt(%) 

0.54～3.18 0.63～2.70 0.48～1.67 0.36～1.90 

柱鉄筋比 
pg(%) 

0.62～6.29 0.62～5.51 0.95～2.62 1.00～3.82 

接合部横補強筋比 
pjw(%) 

0.0～2.10 0.0～1.38 0.20～0.67 0.0～0.75 

柱軸力比 
Nc / bcDcB 

-0.33～0.43 -0.22～0.60 0.0 のみ 0.0 のみ 

梁スパン 
L(mm) 

700～5500 1400～4900※2 1600～5100 1200～4000※2 

階高 
H(mm) 

700～2830 1000～3000 1540～3830※3 1200～3830※3 

梁主筋定着長さの 
柱せいに対する比 

－ 0.50～1.0※5 0.67～1.0※ ※4 5 0.67～1.0※5 (上端) 
0.65～1.0※5 (下端) 

柱－梁曲げ強度比 0.50～4.42 0.51～7.52 0.46～2.96※6 0.59～3.89(閉) 
0.59～4.20(開) 

※1 柱主筋降伏強度 
※2 梁加力点から接合部中心までの距離の 2 倍 
※3 柱加力点から接合部中心までの距離の 2 倍 
※4 柱主筋定着長さの梁せいに対する比 
※5 スタブ等の突出部を設けその中に定着している場合は 1.0 とした 
※6 梁－柱曲げ強度比 
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図 A 2-2 十字形接合部試験体の特性 
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図 A 2-3 ト形接合部試験体の特性 
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図 A 2-4 T 形接合部試験体の特性 
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図 A 2-5 L 形接合部試験体の特性 
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(c) T 形接合部 
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(d) L 形接合部 

図 A 2-6 試験体の柱－梁曲げ強度比 
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A2.3 既往の柱梁接合部の性能評価式の精度 

(1) 接合部パネルの斜めひび割れ強度 

日本建築学会性能評価指針[A2.2]では，柱梁接合部の斜めひび割れ（せん断ひび割れ）発生点のせん断応

力度は，次に示す主応力度式で表わすことができるとされている。 

 

 0
2   ttjc ff  (N/mm2) (A2-1) 

 

ここで， 

ft：コンクリートの引張強度 B4.0  (N/mm2)，B：コンクリートの圧縮強度(N/mm2)，0：軸圧

縮応力度 

実験値の計算値に対する比の平均値および標準偏差を表 A 2-4 に，計算値と実験値の関係を図 A 2-7 に示

す。検討対象は文献にひび割れ発生時の層せん断力もしくは梁のせん断力の記載があったものとした。ひび

割れ強度の算定にあたっては，コンクリートの引張強度（割裂強度）の記載が文献中にある場合であっても，

指針に従いコンクリートの圧縮強度B から引張強度を算出した。その際，コンクリートの圧縮強度B は文

献中に記載された実験時のコンクリート圧縮強度の試験値とした。 

実験値は，ひび割れ発生時の梁主筋の引張力を，平面保持を仮定した断面解析により求めた断面のモーメ

ントと鉄筋の引張力の関係から推定し，接合部のせん断力を指針の定義に従って計算した。断面解析では，

鉄筋の応力度－ひずみ度関係をバイリニア形とし，コンクリートの応力度－ひずみ度関係を Fafitis-Shah モ

デルとした。また，T 形接合部や L 形接合部では断面解析では実験時の境界条件に応じた断面のモーメント

と軸力の関係を考慮した。梁主筋の強度を断面解析を用いて断面のモーメントから推定したのは，コンクリ

ート断面に対する鉄筋量やコンクリートと鉄筋の強度の比などは試験体によりさまざまであること，L 形接

合部や T 形接合部では梁であっても加力にともなう変動軸力が生じるため軸力の影響を考慮することが必

要であることから，一律に応力中心間距離を仮定することは不適当であると判断したためである。 

いずれの形状の場合にも実験値の計算値に対する比の平均は 1 に近いが，ばらつきは小さくない。 

 

表 A 2-4 ひび割れ強度の評価精度 

 十字形 ト形 T 形 L 形 
閉じる 開く 

試験体数 161 66 5 17 18 

平均 0.91 1.07 1.22 1.15 0.97 

最大 1.89 2.07 1.40 1.59 1.50 

最小 0.36 0.53 0.95 0.59 0.63 

標準偏差 0.28 0.31 0.17 0.32 0.20 

 

(2) せん断終局強度 

日本建築学会の靱性指針[A2.1]では，柱梁接合部のせん断終局強度 Vjuは次式により算定できるとされてい

る。 

 

 jjjju DbFV   (N) (A2-2) 
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ここで， 

：柱梁接合部の形状による係数（ =1.0：十字形柱梁接合部， =0.7：ト形および T 形柱梁接合部，

 =0.4：L 形およびΓ形柱梁接合部），：直交梁の有無による補正係数（ =1.0：両面直交梁付き

柱梁接合部， =0.85：上記以外の柱梁接合部），Fj：柱梁接合部のせん断強度の基準値= 

0.8B
0.7(N/mm2)，B：コンクリートの圧縮強度(N/mm2)，bj：柱梁接合部の有効幅(mm)bj＝bb＋ba1＋

ba2，bb：梁幅，ba1：b1/2 又は Dj/4 の小さいの数値 (mm)，ba2：b2/2 又は Dj/4 の小さい方の数値 (mm)，

b1，b2：梁両側面から梁に平行する柱側面までの長さ（㎜），D：柱せい，又は 90 度折曲げ筋水平

投影長さ(mm) 

一般に接合部せん断終局強度が梁または柱の曲げ終局時を接合部に生じるせん断力を上回ることを確認

することで柱梁接合部の破壊を防止する設計が行われている。そこで，ここでは接合部せん断終局強度の梁

または柱曲げ終局時の接合部せん断力に対する比（接合部せん断余裕度）による破壊形式の判別精度を検討

する。検討対象は主筋降伏後も含め主筋の定着破壊が生じた試験体は除いたものとした。 

文献中に接合部せん断余裕度の記載がある場合があるが，文献に記載の材料強度等からすべて計算しなお

した。その際，接合部せん断終局強度は式(A2-2)によった。梁または柱の曲げ終局時の接合部せん断力は，

梁主筋の引張力を，梁曲げ降伏型試験体（試験体の梁曲げ終局時の層せん断力が柱曲げ終局時の層せん断よ

り小さい場合）では梁引張主筋の降伏時の引張力とし，柱曲げ降伏型試験体（試験体の柱曲げ終局時の層せ

ん断力が梁曲げ終局時の層せん断より小さい場合）では柱曲げ終局時の梁端モーメントを梁の有効せいの

7/8 倍で除して得られる引張主筋の引張力とした。また，柱せん断力は，柱または梁フェース位置で終局モ

ーメントに達するものとして断面解析による梁，柱の終局モーメントをせん断力に換算して求めた。 

図 A 2-8 に接合部せん断余裕度について，文献で報告されている破壊形式ごとの試験体数の分布を示す。

試験体の諸元から求めた接合部せん断余裕度の度数分布を破壊形式別に示す。形状にもよるが，主筋降伏前

の接合部破壊（J 型）と報告されている試験体のうち，接合部せん断余裕度が 1 以上であった試験体はせい

ぜい J 型の試験体のうち 10%程度であり，おおむね終局時の接合部せん断力をせん断強度以下とすることで

主筋降伏前の接合部破壊を防止できることがわかる。一方，接合部せん断余裕度 1 以上であって，60%程度

は柱梁接合部の損傷が大きい（J 型破壊または BJ 型破壊）と報告されており，接合部せん断余裕度を確保す

るだけでは必ずしも柱梁接合部の損傷を抑制できないことがわかる。 

また，図 A 2-9 に接合部せん断余裕度と部分架構の終局強度の関係を示す。図の縦軸の実験値は実験にお

ける最大層せん断力を梁または柱の曲げ終局時の層せん断力計算値の小さい方で除して示してある。したが

って，図中の破線が設計で期待される架構の強度になる。接合部せん断破壊は生じないとされる接合部せん

断余裕度 1 以上の試験体であっても最大耐力の実験値が梁曲げ終局強度時計算値，柱曲げ終局強度時計算値

のいずれにも達していない試験体があり，その試験体数は接合部せん断余裕度 1 以上の試験体のうち，十字

形接合部では 22%，ト形接合部の在来工法の試験体では 15%，機械式定着では 32%であった。 
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(a) 十字形試験体 
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(b) ト形試験体 
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(c) T 形試験体 
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(d) L 形試験体 

図 A 2-7 ひび割れ強度の実験値と計算値 
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(a)十字形接合部  
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(b-1) ト形接合部（在来工法） (b-) ト形接合部（機械式定着） 
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(c-1) Ｔ形接合部（在来工法） (c-1) Ｔ形接合部（機械式定着） 

図 A 2-8 接合部せん断余裕度と破壊形式 
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(d-1) Ｔ形接合部（在来工法） 
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(d-2) Ｔ形接合部（機械式定着） 

図 A 2-8 接合部せん断余裕度と破壊形式（つづき） 
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(b) ト形接合部 

 J（在来工法）

 CJ（在来工法）
 C（在来工法）

 J（機械式定着）

 CJ（機械式定着）
 C（機械式定着）

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
2.52.01.51.00.50.0

最
大
層
せ
ん

断
力
実

験
値
 /
 曲

げ
終
局

時
計
算

値

接合部せん断余裕度  

(c)  T 形接合部 

図 A 2-9 接合部せん断余裕度と最大耐力 
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(d) （L 形接合部 閉じる方向） 
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(e) （L 形接合部 開く方向） 
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 J（機械式定着）
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 C（機械式定着）
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(c)  T 形接合部 

図 A 2-9 接合部せん断余裕度と最大耐力（つづき） 
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試験体の引用文献 

文献 引用試験体数 

番号 十字形 ト形 T 形 L 形 

[A2.a1]    2 

[A2.a2]   1  

[A2.a3] 1    

[A2.a4]  6   

[A2.a5] 4    

[A2.a6] 6    

[A2.a7]  16   

[A2.a8] 2    

[A2.a9] 2    

[A2.a10]  10   

[A2.a11] 1    

[A2.a12]  5   

[A2.a13] 1 1   

[A2.a14] 3    

[A2.a15]    5 

[A2.a16] 6    

[A2.a17] 2    

[A2.a18] 4    

[A2.a19]  18   

[A2.a20] 8    

[A2.a21] 2    

[A2.a22]  7   

[A2.a23] 7    

[A2.a24]   1  

[A2.a25] 4    

[A2.a26] 5    

[A2.a27]  4   

[A2.a28] 5    

[A2.a29]  4   

[A2.a30] 3    

[A2.a31]  2   

[A2.a32] 4 4   

[A2.a33]  1   

[A2.a34] 1    

[A2.a35]  4   

文献 引用試験体数 

番号 十字形 ト形 T 形 L 形 

[A2.a36] 6    

[A2.a37] 2    

[A2.a38] 3    

[A2.a39] 1    

[A2.a40] 2    

[A2.a41] 2    

[A2.a42] 1    

[A2.a43]  5   

[A2.a44] 4    

[A2.a45] 2    

[A2.a46] 1    

[A2.a47] 2    

[A2.a48] 4    

[A2.a49] 9    

[A2.a50] 1 1   

[A2.a51] 5    

[A2.a52] 9    

[A2.a53] 2    

[A2.a54] 1    

[A2.a55] 8    

[A2.a56]  6   

[A2.a57] 4    

[A2.a58] 2 2   

[A2.a59]  4   

[A2.a60] 6    

[A2.a61] 1    

[A2.a62] 2    

[A2.a63]  2   

[A2.a64]  2   

[A2.a65] 1    

[A2.a66] 3    

[A2.a67] 4    

[A2.a68] 2 1   

[A2.a69]   2 2 

[A2.a70] 6    
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文献 引用試験体数 

番号 十字形 ト形 T 形 L 形 

[A2.a71] 3    

[A2.a72] 5    

[A2.a73]  3   

[A2.a74]  4   

[A2.a75]   2  

[A2.a76]  3   

[A2.a77]  2   

[A2.a78] 1 1   

[A2.a79] 4    

[A2.a80] 1 1   

[A2.a81]  4   

[A2.a82] 1    

[A2.a83] 8    

[A2.a84] 4    

[A2.a85]  6   

[A2.a86]  5   

[A2.a87]    4 

[A2.a88] 2    

[A2.a89]  2 2 5 

[A2.a90]    8 

[A2.a91]   2 4 

[A2.a92]  2   

[A2.a93] 3    

[A2.a94] 1    

[A2.a95]   2 2 

[A2.a96]   4  

[A2.a97] 3    

[A2.a98] 3    

[A2.a99] 5    

[A2.a100] 6    

[A2.a101] 2    

[A2.a102] 3    

[A2.a103]  3   

[A2.a104]  2   

[A2.a105]  4 1 1 

[A2.a106]   4  

[A2.a107] 1    

[A2.a108] 1    

[A2.a109] 1    

[A2.a110]    4 

[A2.a111] 1    

[A2.a112]   4  

[A2.a113]   4 4 

文献 引用試験体数 

番号 十字形 ト形 T 形 L 形 

[A2.a114] 5    

[A2.a115] 2    

[A2.a116]  11   

[A2.a117]  7   

[A2.a118]   9  

[A2.a119]    11 

[A2.a120]  2   

[A2.a121]    6 

[A2.a122] 6    

[A2.a123]  7   

[A2.a124] 1    

[A2.a125]   5  

[A2.a126]  3   

[A2.a127] 3    

[A2.a128]  5   

[A2.a129] 2    

[A2.a130]  1   

[A2.a131] 2    

[A2.a132]  5   

[A2.a133] 3    

[A2.a134] 2    

[A2.a135]   4  

[A2.a136] 6 2   

[A2.a137] 4    

[A2.a138] 3    

[A2.a139] 3    

[A2.a140] 1    

[A2.a141] 1    

[A2.a142]  8   

[A2.a143] 2 3  1 

[A2.a144] 1    

[A2.a145] 1    

[A2.a146]  6   

[A2.a147] 1    

[A2.a148] 1    

[A2.a149] 2 2   

[A2.a150] 2 1   

[A2.a151]   1 1 

[A2.a152]    4 

[A2.a153]   5  

[A2.a154] 2 1   

[A2.a155] 6    

[A2.a156]   2 2 
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文献 引用試験体数 

番号 十字形 ト形 T 形 L 形 

[A2.a157] 1 1   

[A2.a158]   6 6 

[A2.a159]   7  

[A2.a160]    7 

[A2.a161] 1    

[A2.a162] 26    

[A2.a163]  3   

[A2.a164] 2    

[A2.a165]  4   

[A2.a166] 6    

[A2.a167] 2    

[A2.a168] 4    

[A2.a169] 7    

[A2.a170] 1    

[A2.a171] 1    

[A2.a172] 1    

[A2.a173]    8 

[A2.a174]  1   

[A2.a175]  1   

[A2.a176]  6   

[A2.a177]  2   

[A2.a178]    3 

[A2.a179] 5    

[A2.a180] 4    

[A2.a181] 7    

[A2.a182]    6 

[A2.a183]    5 

[A2.a184]   4  

[A2.a185] 2    

[A2.a186] 4    

[A2.a187] 2    

[A2.a188]  1   

[A2.a189] 1    

[A2.a190] 1    

[A2.a191] 2    

[A2.a192]    8 

[A2.a193]    5 

[A2.a194]  4   

[A2.a195] 2    

[A2.a196] 1    

[A2.a197]    5 

[A2.a198]  3   

[A2.a199]    9 

文献 引用試験体数 

番号 十字形 ト形 T 形 L 形 

[A2.a200] 1    

[A2.a201]    10 

[A2.a202]    3 

[A2.a203]    2 

[A2.a204]  28   

[A2.a205]  1   

[A2.a206] 2    

[A2.a207] 1    
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